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第１章 総則 

第１章 総則 

第１節 計画の目的及び位置付け 

【市民部】 

第１節 計画の目的及び位置付け 

第１ 計画の目的 

この計画は、市域にかかる風水害、雪害、火山災害等に対処するため、本宮市、福島県、関係市町

村、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等の防災関係機関等が、相互に緊密な連携

をとりつつ、その有する全機能を有効に発揮して、災害予防、災害応急対策及び災害復旧を実施する

ことにより、市民等の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とする。 

 

第２ 計画の位置付け 

この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号、以下「災対法」という。）に基づく、

本宮市防災会議条例第２条の規定により、本宮市防災会議が作成する地域防災計画のうち、風水害等

に関する計画として定めたものであり、国の防災基本計画、防災業務計画及び福島県地域防災計画と

連携した市域に関する計画である。 

 

国、県、本宮市における防災会議と防災計画（一般災害対策編）の位置付け 
 

 《 国 》          《福島県》           《本宮市》 

 

 

 

 

                （一般災害対策編）       （一般災害対策編） 

 

                                地区防災計画  

 

 

第３ 計画の構成 

この計画は、災害の実態を分析して問題点の究明に努め、これに即応した具体的な対策を定めるも

のである。 

本宮市地域防災計画は、次の各編で構成する。 

１ 総則編 

計画の目的等について定める。 

２ 一般災害対策編 

風水害、雪害等及び火山災害の対策について定める。 

３ 地震災害対策編 

地震災害対策について定める。 

４ 事故対策編 

中央防災会議 福島県防災会議 本宮市防災会議 

防災基本計画 福島県地域防災計画 本宮市地域防災計画 

（指定行政機関） 

防災業務計画 
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鉄道災害、道路災害、航空災害、危険物等災害、大規模な火事災害及び林野火災対策について定

める。 

５ 原子力災害対策編 

原子力災害対策について定める。 

６ 資料編 

各編に関連する各種資料を掲載する。 

 

第４ 他の計画との関係 

１ 福島県地域防災計画との関係 

災害対策は、相互に有機的・一体的でなければならないことから、本計画の修正に当たっては、

「福島県地域防災計画」との整合性を図るものとする。 

２ 他の法令に基づく計画との関係 

この計画は、市域に係る災害対策に関して総合的かつ基本的な性格を有するものである。従って、

水防法に基づく水防計画など、他の法令の規定に基づく防災に関する計画は、この計画を基本とし

て、抵触することがあってはならない。 

 

第５ 計画の周知徹底 

  防災関係機関及び市の各部署は、平素からこの計画の担当部分につき訓練、研究その他の方法によ

り習熟を図るとともに、災害時行動マニュアルを整備し、職員に周知徹底を図る。 

１ 防災教育及び訓練の実施 

防災関連機関はもとより、市民・一般企業・団体等においても災害を未然に防止するとともに、

その被害の軽減のため、地域住民等の参加を得て、過去の災害対応の教訓の共有を図るなど、防災

に関する教育及び訓練を実施するものとする。 

２ 防災広報の徹底 

防災関係機関は、地域住民の防災意識高揚のため、各種の広報媒体を利用するなど、あらゆる機

会をとらえ、広報の徹底を図る。 

 

第６ 計画の推進及び修正 

この計画は、防災に関する基本的事項を示しているものであり、各機関はこれに基づくマニュアル

等を作成し、その具体的推進に努めるものとする。 

また、災対法第４２条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正

するものとする。 
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第２節 災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標 

【市民部】 

第２節 災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標 

第１ 災害対策の基本理念 

災害対策は、災対法で定める以下の事項を基本理念として行われるものであり、この計画も基本理

念に基づき策定するものとする。 

１ 本宮市の自然的特性にかんがみ、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災害の発生

を常に想定するとともに、災害が発生した場合における被害の最小化及びその迅速な回復を図る。 

２ 国、県、市及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確保するとともに、併

せて、市民一人ひとりが自ら行う防災活動及び自主防災組織（住民の隣保共同の精神に基づく自主

防災組織をいう。以下同じ。）その他の地域における多様な主体が自発的に行う防災活動を促進す

る。 

３ 災害に備えるための措置を適切に組み合わせて一体的に講ずること並びに科学的知見及び過去

の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図ること。 

４ 災害の発生直後その他必要な情報を収集することが困難な時であっても、できる限り的確に災害

の状況を把握することにより、人材、物資その他の必要な資源を適切に配分し、人命及び身体を最

も優先して保護する。 

５ 被災者による主体的な取組を阻害することのないよう配慮しつつ、被災者の年齢、性別、障がい

の有無その他の被災者の事情を踏まえ、その時期に応じて適切に被災者を援護する。 

６ 災害が発生したときは、速やかに、施設の復旧及び被災者の援護を図り、災害からの早期復興を

図る。 

 

第２ 基本方針 

この計画は、防災に関し、国、県、近隣市町村その他の公共機関等を通じて、必要な体制を確立し、

実施責任を明確にするとともに、災害予防、災害応急対策、災害復旧及びその他必要な災害対策の基

本を定めることにより、災害対策の基本理念に基づく総合的、計画的な防災行政の整備及び推進を図

ることを目的としており、計画の樹立及びその推進にあたっては、以下の事項を基本とする。 

 １ 地域自立型防災対策の推進 

(１) 自立的防災生活圏の形成 

本市は、福島県多極ネットワークの県北地域生活圏に包含され、県北地域の特性を生かした自

立的な防災生活圏を形成するものであるが、隣接する県中地域生活圏との歴史的・文化的・経済

的つながりが深いことを加味し、できる限り迅速な対応がとれるよう、有機的な連携を図り、県

多極ネットワーク中通り軸における自立的な防災生活圏の形成に努める。 

(２) 災害に強いコミュニティの形成 

阪神・淡路大震災を契機に、地区住民による自主防災組織の育成と活動の強化による「災害に

強いコミュニティづくり」の必要性が再認識された。しかしながら、本市における自主防災組織

の組織率は低く、東日本大震災や令和元年東日本台風などの災害を振り返ると、大規模な災害発

生直後における、行政による迅速な対応の限界に懸念を残すものとなった。 

これらに迅速かつ的確に対応していくためには、行政の力だけに頼らない地域住民による主体 

的な活動やボランティア活動を、生活圏の広がりに応じて柔軟に展開していける体制をあらかじ 
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め整備する必要がある。 

このため、平常時におけるコミュニティ活動のネットワークづくりやボランティアとの連携体

制の整備等、様々なレベルでの生活圏に応じた自主防災組織を支援し、「自らの命と地域は自ら

で守る」を基本とした「災害に強いコミュニティの形成」を目指す。 

２ 広域連携による災害対応力の強化 

市の対応力を上回る大規模な災害が発生した場合には、生活圏相互の迅速かつ的確な応援活動が

重要となる。 

迅速かつ的確な広域相互応援活動の実現に向けて、広域連携の応援活動ルールや仕組みづくりに

努める。また、広域幹線緊急輸送道路ネットワークの強化を、国及び県に求めていく。 

３ 災害対策本部応急活動能力の強化 

大規模災害時には、断片情報しか入手できないことが想定されるため、災害直後に断片情報であ

っても迅速かつ的確な判断に基づく対応がとれる準備が重要となり、断片情報から被害の全体像に

結びつけられる能力の養成が必要となる。 

そのためには、平常時から詳細な地域特性を把握し、災害被害の想定や被害シナリオを知識ベー

スとして身につけることが必要となる。これにより、災害対策本部の情報処理負荷を軽減し、災害

初動期の資源配分の決定に余裕を生むことになる。 

さらに、防災担当部局以外においては、大規模災害発生時に災害対策本部の組織規定に基づき災

害応急対策活動を行うことになるため、これらの部局においても災害時の対応マニュアルの作成や

訓練が必要である。 

加えて、令和元年東日本台風の検証結果等を踏まえて、効率的かつ効果的な組織のあり方につい

て検討するよう努めるものとする。 

４ 職員全体の対応能力の強化 

災害対応は、あらゆる分野に関わる総力戦であり、特に大規模な災害発生時には、防災担当部局

の活動には限界がある。このため、全ての職員がいざという時に防災担当となることを前提に、各

人が日常業務と異なる災害時の業務やその実施体制について熟知することが求められる。 

事前の防災まちづくり及び予防対策において、防災担当部局に依存しきってしまうことは、緊急

時の災害対策活動の有効性、効率性の観点から問題があるため、防災担当部局のみならず、全庁的

に防災事務を担当する意義の認識が必要となる。 

５ 平常時のネットワークを通した災害対応と防災の視点を加えたまちづくり 

限られた人員、財源の中で防災対策を進めていくためには、常にいざという時にどのようなこと

ができるのかをあらかじめ検討しておく必要がある。市の各部局で所掌する業務の延長上で、関係

している人的つながりやネットワークを通じて、どのようなことができるのかを検討し、事前に協

定等の取り決めをしておくことが重要となる。 

また、本計画の災害対応計画は「被害発生」を前提に、いかに対応し復旧していくのかといった

計画が中心となる。そのため、このような計画の遂行は、災害が発生するまでに、中長期的な視点

から地域における被害の軽減・防止を目指した「防災まちづくり」を実施していくことが重要であ

る。防災まちづくりは、全ての住民にとって快適で安全なまちづくりに通じるものであり、各種計

画の策定にあたっては、防災の視点を様々な計画の検討段階の中に加えることが必要である。 

６ 男女双方の視点に配慮した防災対策 

男女双方の視点に配慮した防災を進めるため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災現場に
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おける女性の参画拡大等、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立を図る。 

７ 市民運動の展開 

災害に伴う被害の軽減及び市民の安全・安心を確保するためには、行政が行う公助はもとより、

自らの身は自分で守る自助、地域住民が連帯し協力する共助が必要であり、個人や家庭、地域、企

業、団体等社会の様々な主体が連携して、日頃から災害に備えることが大切となる。 

このため、市民が安全に安心して暮らし活動することができる地域社会を実現するため、市、市

民、事業者、行政区（町内会）及び自主防災組織等は、共に信頼関係を築きながら連携・協力し、

市民一人ひとりによる自助・共助を基本とした自主的な地域活動を促進するものとする。 

また、災害に強いまちづくりを実現するためには、いつ・どこでも起こりうる災害による人的・

経済的被害を軽減する減災のための備えをより一層充実する必要があり、自然災害などに対して地

域コミュニティを中心とした地域の防災力を高めていくとともに、各種災害におけるハザードマッ

プなどにより事前の備えを行うなど、地域住民の間で防災に関する情報の共有を行うほか、被災時

に備え広域的な連携を図ることにより、地域が有するすべての防災機能が十分発揮されるよう努め

る。 

８ 新型コロナウイルス等の感染症対策 

令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応にあたる職員等の感染症

対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策

の観点を取り入れた防災対策を推進することが必要である。 

なお、応援職員の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスクの着用等を徹底するものとし、

応援職員等の執務スペースの適切な確保に配慮する。 

９ 水害による死者をゼロにする災害文化の醸成 

台風などの風水害はある程度被害を予想することができる災害であり、事前の備えが極めて重要

である。「自助」の意識や地域において助け合う「共助」の意識を高め、災害から身を守る「災害

文化」を醸成して台風などによる死者をゼロにすることを目指すものとする。 

 

第３ 発災直前及び発災後の活動目標 

風水害及び雪害等については、気象情報等の分析により災害発生の危険性をある程度予測が可能な

ことから、被害を軽減するために、情報の伝達、適切な避難誘導、災害を未然に防止する活動等の発

災直前の活動が重要である。 

また、時間経過により被害様相も変化することから、防災機関等が相互連携を図りながら災害対策

を実施するために、時間経過に合わせた基本的な事項について活動目標の設定をするものである。 

  なお、災害時に発生する状況を予め想定し共有したうえで、「いつ」「誰が」「何をするか」に注

目して防災行動とその実施主体を時系列で整理した計画「タイムライン（防災行動計画）」と連動す

るものである。 
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活動区分 活    動    目    標 

直 前 対 応  

■災害直前活動 

 ・気象情報、警報等の伝達（要配慮者対応を含む） 

 ・適切な避難誘導の実施、避難所の開設と運営 

・対策活動要員（職員・消防団・自主防災組織）の確保 

・危険箇所の情報収集 

・ダム、堰、水門等の適切な操作による災害未然防止活動の実施 

緊 急 対 応  

■初動体制の確立 

・対策活動要員の確保（非常参集） 

・対策活動空間と資機材の確保 

・通信手段の確保、被災情報の収集・解析・対応 

■生命・安全の確保 

・初期消火、救助・救出、応急医療活動の展開 

・迅速な避難誘導の実施、避難所の開設と運営 

・広域的な応援活動の要請、広域的な協力による救助・救急活動等の遂行 

・応援活動受け入れ態勢の確立 

・給食、給水の実施 

・道路啓開、治安維持に関する対策 

・災害の拡大防止及び二次災害の防止関連対策 

応 急 対 応  

■被災者の生活の安定 

・防疫、保健衛生活動等 

・ライフラインの早期復旧等の社会的なフォローの早急な回復 

・救援物資等の調達と配給、生活関連情報提供等代替サービスの提供 

・通勤・通学手段、就業・就学環境の早急な回復 

・代替ルートの整備等による物流等の経済活動環境の回復 

・生活再建に係る支援の実施 

復 旧 対 応  

■地域・生活の回復 

・被災者のケア 

・がれき等の撤去 

・都市機能の回復 

復 興 対 応  

■地域・生活の再建・強化 

・教訓の整理 

・市復興計画の推進 

・市機能の回復・強化 

 

活動区分ごとの活動目標については、基本的な事項についてまとめたものであることから、実際の

運用にあたっては、災害の態様、状況に応じた配慮が必要である。 
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第３節 市の概況と災害要因の変化 

第３節 市の概況と災害要因の変化 

第１ 市の自然的条件 

(１) 位置及び面積 

本市は、福島県のほぼ中央に位置し、市の中心部は北緯３７度３０分、東経１４０度２３分、

標高は２２８ｍである。鉄道はＪＲ東北本線が走り、本宮、五百川の２駅がある。また、東北自

動車道と磐越自動車道が交差する郡山ジャンクションが本市と接する位置にあり、市内には東北

自動車道本宮インターチェンジがある。 

東は三春町、西は大玉村、南は郡山市、北は二本松市に接しており、東西１７．８２ｋｍ、南

北に８．６２ｋｍ、総面積８８．０２ｋ㎡である。 

(２) 地 勢 

市の中央に主要河川である阿武隈川が南北に流れ、支流には五百川・安達太良川・百日川・瀬

戸川・仲川・白岩川・朝日出川があり、西部には安達太良山から連なる大名倉山を中心とする山

並みが、そして東部には阿武隈山系の堂平山、岩角山、高松山、岳山などの山並みや丘陵地が広

がっており、水と緑の豊かな自然に恵まれている。また、中央部の大部分は平坦地で北東部に市

街地があり、南西部には水田地帯が広がっている。 

(３) 地 質 

市の中部から南部にかけて、第四系が広く発達しているほか、阿武隈川、五百川の氾濫源とし

て沖積層がかなり広範囲に広がっており、西部の大名倉山から広がる山部は、石英粗面岩、斜長

流紋岩、パーライト等で構成され、それと前述の沖積層の間には北部の大玉村から伸びる新第三

系中新統が広く分布している。また、市の東部系一帯は古期花崗閃緑岩で構成され、土壌もその

風化による真砂土である。その特徴は、カリ長石に乏しく角閃石青緑岩で、新期の各種花崗岩類

が確認されている。また、有色鉱物の並行配列による面構造があり、特に岩帯の周辺部が著しく、

この岩帯を主とする複成底盤は、御斎所－竹貫変成岩の構造方向にほぼ一致している。 

(４) 気 象 

本市の気象は、日本海気候と太平洋気候の両気候の特徴を持つ中通り地方の気象であり、比較

的温暖で、年間の平均気温は、１２～１３℃、年間総降雨量は、１，１００ｍｍ程度である。各

季節は、比較的温暖で風は弱く雨量は７月から９月にかけて多く、この月平均が１５０ｍｍ以上

に達することもあり、降雪量は比較的少ない地域である。 

３月は、湿った空気が吹き込み春の大雪となることが時々あり、季節風による強風で、建物や

農業用ビニールハウス等に被害が出ることもある。また、空気の乾燥する日が続き火災の起こり

やすい気象状況が続くことがある。 

４月下旬ごろは、降霜により農作物へ被害を与えることがあり、新芽の出る時期までは、空気

が乾燥し、火災の起こりやすい状態が続く地域である。 

６月から７月は曇りや雨の日が多くなる梅雨の季節となり、落雷・降ひょうが起きることもあ

る。また、梅雨前線の影響による集中豪雨のため、河川や側溝の氾濫、土砂災害等が起こること

がある。一方、北東風による低湿状態と日照不足により、水稲をはじめとした農作物に大きな被

害をもたらすこともある。 

８月から１０月初旬は台風が日本列島の南岸沖を東進するようになり、秋の長雨と台風による

風雨が重なり大災害を起こしやすい気象状況となることがある。年に２～３回、台風が本市に接
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近することがある。 

１０月中旬からは、徐々に季節風が吹き始め気温も低下し初霜が降りる時期になり、１１月中

旬には、結氷が見られるようになる。 

１２月上旬には降雪が見られるが、積雪までは至らず、１２月中旬から２月にかけては、季節

風の時期で、期間中の降雪量は比較的少なく、多くて３０ｃｍ程度であるが、数年に一度５０ｃ

ｍを超す大雪を記録することがあり、特に大名倉山近辺及び阿武隈山系は、さらに大雪となるこ

とが多い。平均すると１８ｃｍ位である。しかし、寒冷度は厳しく、１月下旬から２月にかけて

最高気温が０℃以下の真冬日が続くことも多く、季節風が強いことから、地吹雪による交通途絶

や構造物の倒壊などの被害に至ることが稀にある。 

 

第２ 市の社会的条件 

(１) 市の構造 

本市は、平成１９年１月１日、合併新法（市町村の合併の特例等に関する法律）のもと本宮町

と白沢村の廃置分合により、県内１３番目の市として誕生した。 

旧町村は、安達地方南部の南達地域と呼ばれる地理的関係から生活圏を同じくし、地縁的なつ

ながりも深く、古くから様々な面において盛んに交流が行われていた。 

本宮町は、古くから奥州街道の宿場町として栄えてきた町であり、明治２２年町村制施行と同

時に本宮町となり、昭和２９年に本宮町、荒井村・青田村・仁井田村の１町３カ村が合併し、 

３０年に旧和木沢村の一部（高木）が、さらに３１年に岩根村が合併し南達地域の産業・経済・

交通の中心地として発展してきた。 

白沢村は、昭和３０年に和木沢村（高木、糠沢の一部は本宮町に合併）と白岩村の合併により

白沢村となり、主に米と養蚕又は畜産などの複合経営による農業を中心に発展し、それぞれに古

い歴史と伝統がある。 

本宮市は、旧町村のこれまで培われてきた歴史や文化を継承し、新たな枠組みの中で融合と調

和を図りながら、豊富な地域資源を活用した新しいまちづくりを進めている。 

(２) 人 口 

国勢調査（本宮町・白沢村合算）における本市の人口は、平成１２年までは増加を続けてきた

が、平成１７年調査時において１７４人減少の３１，３６７人となり、その後の平成２２年調査

時には１２２人増の３１，４８９人となったが、平成２７年調査時において５６５人減の 

３０，９２４人、令和２年調査時には、６８８人減の３０，２３６人となっている。生産年齢人

口は５８％台と減少しており、年少人口（１２．８％）も減少し、老年人口（２８．４％）が増

加していることから、少子高齢化が進んでいる。 

世帯数は、官民による住宅団地造成など社会的背景の効果により、５２２世帯増加（対比：平

成２７国勢調査）したが、平均世帯人口は３．０８人から２．８６人と減少し、核家族化が進行

している。 

(３) 土地利用 

本市の土地利用の状況は、平成２６年度現在、総面積８８．０２ｋ㎡のうち、農地(２３．５６

ｋ㎡[２６．８％]）と山林(２７．０２ｋ㎡[３０．７％]）で全体の約６割を占めている。 

宅地として利用されている面積は、８．５９ｋ㎡[９．８％]で、農地転用などにより年々増加

傾向にあり、逆に農地の面積は減少している。 
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東北自動車道本宮インターチェンジ開設後は、工業団地の造成や民間による宅地造成等の開発

が進み、農用地から宅地への転用が進んでいる状況にある。都市的土地利用の増加傾向は、今後

も続くものと思われる。 

市街地は、本市の中央を北流する阿武隈川の両側に広がる平地を中心に形成されており、その

周辺を農地と山林が取り囲む形になっている。 

(４) 交 通 

東北自動車道と国道４号が南北に走り、東北自動車道と磐越自動車道が交差する郡山ジャンク

ションが近接し、東北自動車道には本宮インターチェンジがある。本宮インターチェンジから東

京まで約２５０ｋｍ、仙台市まで約１１０ｋｍ、新潟市まで約１５０ｋｍ、いわき市まで約１０

０ｋｍの距離にあるほか、福島空港へ約４０ｋｍの距離にあり、人や物、文化、情報等の交流結

節点となっている。 

市内の道路網は、東北自動車道と国道４号のほか、県道１４路線、市道３，１９９路線による

実延長９０２ｋｍの道路ネットワークを構築している。 

鉄道は、市のほぼ中央部をＪＲ東北本線が南北に走っており、本宮駅と五百川駅があり、福島

方面や郡山方面への通勤・通学や新幹線へのアクセス手段として利用されている。 

 

第３ 社会的災害要因の変化 

社会的災害要因としては、主に次の点が大きく影響を与えると思われる。 

第１は、通勤・通学や買い物行動等の日常行動範囲の拡大による夜間と昼間の人口の分布の変化で

ある。昼間時には生活・文化拠点施設等周辺や工業等団地に人口が集中し、周辺住宅地や農村等では

夜間に比べて極めて人口が少なくなる傾向にある。そのため、昼間に災害が発生した場合は、市街地

中心部に住家が密集するとともに人口が集中しているため、市街地中心部に被害が集中する可能性が

高い。一方、周辺部では災害応急活動を行うためのマンパワーが不足することが予測される。 

第２は、都市化の進展である。住宅・第２次産業等の団地化が進んだことにより、災害時における

被災人口と火災の増加、延焼の拡大の危険性が高まっている。また、急速な高齢化や外国人の増加等、

要配慮者対策については配慮が不可欠な状況にあると考えられる。 

第３は、生活様式の変化である。電気、ガス、水道、電話等のライフラインへの依存度が高く、生

活の基盤となっているため、これらの施設が災害により被害を受けると、復旧に時間を要することに

加え二次災害発生の危険性も含んでいる。また、自動車の普及は市街地火災の延焼拡大の媒体となる

ことが予想されるとともに、大量の自動車による避難等による交通の混乱が、被害を拡大することが

懸念される。 

第４は、地域連帯意識の低下である。災害による被害を最小限に食い止めるためには「自らの身と

地域の安全は自らが守る」という市民一人ひとりの防災意識の向上とともに、自主防災組織の育成等、

地域における防災体制の整備充実が欠かせないが、都市化とともに地域の連帯意識は徐々に低下する

傾向が見られる。 

このように、急速な社会的条件の変化により、被害拡大のおそれだけでなく、被害の様相が多様化

する懸念がある。しかし、こうした災害要因への対応は、決して満足できる状態にはないため、社会

的災害要因を踏まえた、地道な防災意識の啓蒙活動を不断に続けていく必要がある。  
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第４節 調査研究推進体制の充実 

【市民部】 

第４節 調査研究推進体制の充実 

第１ 市による調査研究体制 

(１) 危険地域の把握 

土砂災害警戒区域及び特別警戒区域をはじめとした、土砂災害危険箇所、山地災害危険地区、

地すべり危険箇所及びがけ崩れ危険箇所等の災害危険箇所の再点検を通じてデータの蓄積を行

い、地理情報として災害を防止するため各種対策事業を推進するとともに、警戒・避難に資する

観測・監視体制の強化などを、市民の協力のもと促進する。 

(２) 防災アセスメントの実施及びハザードマップ等の整備 

風水害等の発生危険箇所等について、災害の危険性を地域の実情に即して的確に把握するため

の防災アセスメントを行い、地域住民の適切な避難や防災活動に役立てるため、各種災害におけ

るハザードマップ、防災マップ、地区別防災カルテ等の作成を推進する。 

 

第２ 自主防災組織等地域における取組 

阪神・淡路大震災（１９９５年）においては、公共による応急活動が時間的・量的に限界に達する

とともに、東日本大震災（２０１１年）においては、自治体はもちろん地域が壊滅的な被害を受け、

応急活動すらも取れない事態となり、公助による応急活動の限界が露呈した。 

このような中、地域の自主防災組織等の行動は、自助及び共助を育み、平常時における防災意識の

共有と、災害時の行動規範につながることから、重要な位置付けとなっている。 

自主防災の重要な視点は、次のとおりである。 

(１) 個人レベル 

① 地域における危険箇所を熟知しておくこと。 

② 地域での近所つきあいを大切にし、高齢者や一人暮らし老人世帯、身体の不自由な方などの

要配慮者を始めとする地域の居住者を把握しておくこと。 

③ 災害時にとるべき行動を普段から認識しておくとともに、訓練を行い、災害に備える。 

(２) 地域レベル 

① 地域住民による自主防災組織を結成する。 

② 自主防災組織自らが地域の危険箇所等を確認し、地図等にとりまとめるなど、防災に備える

とともに防災に関する訓練・研修等に積極的に参加する。 

③ 地域における要配慮者避難支援について、誰が誰を支援し行政や社会福祉協議会等は誰を支

援するのか、また、自家用車や公用車を必要とするかなど、平常時から地域及び行政・社会福

祉協議会等と調整をしておくこと。 
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第５節 防災関係機関の実施責任と処理すべき業務の大綱 

第５節 防災関係機関の実施責任と処理すべき業務の大綱 

第１ 防災関係機関の実施責任 

防災関係機関は、災害対策の基本理念にのっとり、災害対策を実施する責務を有する。 

１ 市 

市は、防災の第一次的責任を有する基礎的地方公共団体として、地域住民の生命、身体及び財産

を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の地方公共

団体の協力を得て、防災活動を実施するとともに、消防機関、水防団その他組織の整備並びに公共

的団体その他防災に関する団体及び自主防災組織の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の促

進を図り、市の有するすべての機能を十分に発揮するよう努める。 

２ 県 

県は、市町村を包含する広域的地方公共団体として、地域住民の生命、身体及び財産を災害から

保護するため指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の地方公共団体の協力を

得て、防災活動を実施するとともに、市及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は業

務を支援し、かつ、その総合調整を行う。 

３ 指定地方行政機関 

指定地方行政機関は、地域住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、指定行政機関及

び他の指定地方行政機関と相互に協力し、防災活動を実施するとともに、県及び市の活動が円滑に

行われるようその業務に協力する。 

４ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性または公益性にかんがみ、自ら防災活

動を実施するとともに、県及び市の活動が円滑に行われるようその業務に協力する。 

５ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、平素から災害予防体制の整備を図るとともに、災

害時には災害応急措置を実施する。 

また、市その他の防災関係機関の防災活動に協力する。 

６ 消防機関 

安達地方広域行政組合消防本部（以下「消防本部」という。）は、地域住民の生命、身体及び財

産を災害から守るため、市、本宮市消防団（以下「市消防団」という。）と連携し救急救助等の防

災活動を実施する。 

また、市消防団は、市の要請により地域住民の生命、身体及び財産を災害から守るため防災活動

を実施する。 

 

第２ 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 本宮市 

① 本宮市防災会議及び本宮市災害対策本部に関すること 

② 防災組織の整備及び育成指導に関すること 

③ 防災知識の普及及び教育に関すること 

④ 防災訓練の実施に関すること 

⑤ 防災施設の整備に関すること 



本宮市地域防災計画（総則編） 

第１章 総則                     第５節 防災関係機関の実施責任と処理すべき業務の大綱 

14 

⑥ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備に関すること 

⑦ 消防活動その他の応急措置に関すること 

⑧ 避難対策に関すること 

⑨ 災害に関する情報の収集、伝達及び広報に関すること 

⑩ 被災者に対する救助及び救護の実施に関すること 

⑪ 保健衛生に関すること 

⑫ 文教対策に関すること 

⑬ 被災施設の復旧に関すること 

⑭ その他の災害応急対策に関すること 

⑮ その他災害発生の防御及び拡大防止のための措置に関すること 

⑯ 関係団体が実施する災害応急対策の調整に関すること 

 

２ 消防機関 

(１) 本宮市消防団 

① 火災予防の指導及び広報活動に関すること 

② 水・火災防御及び地震等の災害の鎮圧・警戒に関すること 

③ 災害時における救助活動及び避難誘導に関すること 

④ 消防水利の確保と保全に関すること 

⑤ 各種訓練の参加・実施に関すること 

(２) 安達地方広域行政組合消防本部 

① 火災の予防に関すること 

② 危険物の安全及び規制に関すること 

③ 消防機器の点検・管理及び水利の点検に関すること 

④ 災害の警戒、防御及び鎮圧に関すること 

⑤ 地域住民の避難誘導に関すること 

⑥ 被災者の救助及び救援に関すること 

⑦ 被害情報の収集、広報伝達に関すること 

⑧ 被害調査及び罹災証明に関すること 

⑨ 防災訓練の指導助言に関すること 

⑩ 自主防災組織の育成指導に関すること 

⑪ 災害廃棄物処理に関すること 

 

３ 福島県の機関 

(１) 県北地方振興局 

① 災害応急対策組織の整備に関すること 

② 災害情報の収集及び伝達及び広報に関すること 

③ 災害関係職員の派遣に関すること 

④ 自衛隊の派遣要請に関すること 

⑤ 防災機関相互の連絡調整に関すること 

⑥ 災害地現地調査に関すること 
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⑦ 災害地現地報告に関すること 

⑧ 管内における市町村及び防災関係機関の防災事務又は業務の実施についての総合調整に関

すること 

⑨ 災害救助法の適用に関すること 

⑩ 応急対策のための食料品、生活必需品の調達、斡旋に関すること 

⑪ 災害時における廃棄物の処理及び清掃に関すること 

⑫ 一般ボランティアの受け入れ調整に関すること 

(２) 県北保健福祉事務所 

① 災害救助の実施に関すること 

② 救護調査に関すること 

③ 日赤その他の医療機関との連絡に関すること 

④ 医療機関の被害状況の収集及び医療情報の提供に関すること 

⑤ 救護所への医療チームの派遣調整及び派遣された医療チームとの連絡調整に関すること 

⑥ 医療品の需給調整に関すること 

⑦ 巡回診療計画に関すること 

⑧ 医療ボランティアの受け入れ等に関する連絡調整に関すること 

⑨ 被災地の飲料水の対策に関すること 

⑩ 災害時における防疫及び清掃その他環境衛生に関すること 

⑪ その他医療救護活動全般に関すること 

(３) 県北建設事務所 

① 降水量及び水位等観測通報に関すること 

② 洪水予報及び水防警報の受理及び通報に関すること 

③ 河川、道路及び橋梁等の災害状況の調査及び復旧対策に関すること 

④ 土木関係被害の調査及び応急対策に関すること 

 (４) 県北農林事務所 

① 農業関係被害の調査に関すること 

② 災害時における農業技術対策指導に関すること 

③ 主要農作物の種子及び苗の確保に関すること 

④ 農業災害対策及びその調整に関すること 

⑤ 災害時における病害虫防除の指導及びその調整に関すること 

⑥ 農業水利の応急対策に関すること 

⑦ 治山、治水施設、林道等の被害の調査及びその応急対策に関すること 

⑧ その他農林関係被害の調査及びその応急対策に関すること 

 

４ 郡山北警察署本宮分庁舎 

① 災害の情報収集、伝達及び広報に関すること 

② 避難の指示及び誘導に関すること 

③ 被災者の救出、救護に関すること 

④ 緊急輸送の確保、交通規制、その他社会秩序の維持に関すること 

⑤ 遺体（行方不明者）の捜索及び検視に関すること 
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５ 指定地方行政機関 

(１) 東北地方整備局 福島河川国道事務所 

① 所轄道路及び河川の災害の予防及び復旧対策の実施 

② 水防団体に対する技術指導 

(２) 福島森林管理署 

① 災害時における復旧用緊急資材の供給 

(３) 東北農政局福島農政事務所 

① 災害時における主要食糧の需給調整 

(４) 仙台管区気象台（福島地方気象台） 

① 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表 

② 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）及び水象の予報並び

に警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説 

③ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備 

④ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言 

⑤ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発 

 

６ 自衛隊（福島駐屯地） 

市、その他防災関係機関が実施する災害応急対策の支援協力 

 

７ 指定公共機関及び指定地方公共機関等 

(１) 通信事業者（東日本電信電話（株）福島支店、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ（株）

東北支店、（株）ＮＴＴドコモ福島支店、ＫＤＤＩ（株）東北支社、ソフトバンク（株）） 

① 電気通信施設の整備及び防災管理 

② 災害非常通信の確保及び気象予報の伝達 

③ 被災電力施設の復旧 

(２) 東北電力ネットワーク（株）郡山電力センター 

① 電力供給施設の整備及び防災管理 

② 災害時における電力供給の確保 

③ 被災電気通信施設の復旧 

(３) 日本赤十字社福島県支部 

① 医療、助産等救護の実施 

② 義援金の募集 

③ 災害救助の協力奉仕者の連絡調整 

(４) 東日本旅客鉄道（株）本宮駅 

① 鉄道施設等の整備及び防火管理 

② 災害対策に必要な物資及び人員の緊急輸送の協力 

③ 災害時における応急輸送対策 

④ 被災鉄道施設の復旧 

(５) 日本郵便（株）本宮郵便局 

① 災害時における郵便事業運営の確保 
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② 災害時における郵便事業に係る災害特別事務取扱い及び援護対策 

(６) 日本放送協会（福島放送局） 

① 気象・災害情報等の放送 

② 市民に対する防災知識の普及 

(７) 東日本高速道路（株）（東北支社福島管理事務所） 

① 道路の耐震整備 

② 災害時の応急復旧 

③ 道路の災害復旧 

(８) バス機関（（公社）福島県バス協会） 

① 被災地の人員輸送の確保 

② 災害時における避難者等の緊急輸送の協力 

(９) 放送機関（福島テレビ（株）、（株）福島中央テレビ、（株）福島放送、（株）テレビユー福

島、（株）ラジオ福島、（株）エフエム福島） 

① 気象予報等の放送 

② 災害状況及び災害対策に関する放送 

③ 放送設備の保安 

④ 市民に対する防災知識の普及 

(10) 新聞社（（株）福島民報社、福島民友新聞（株）） 

① 災害状況及び災害対策に関する報道 

(11) 一般社団法人安達医師会（本宮方部会）、一般社団法人福島薬剤師会 

① 医療助産等救護活動の実施 

② 救護活動に必要な医薬品及び医療器材の提供 

③ 防疫その他保健衛生活動の協力 

(12) 公益社団法人福島県歯科医師会（安達方部会） 

① 歯科診療・治療活動の実施 

② 避難生活に必要な口腔ケア指導と資材等の提供 

(13) 本宮市社会福祉協議会 

① 市その他防災関係機関が実施する災害応急対策の支援協力 

② 要配慮者への支援協力 

③ 災害ボランティアの受け入れ配置及びボランティア保険の加入促進 

④ 生活福祉資金の貸付 

 

８ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

(１) ふくしま未来農業協同組合  

① 市が行う農林関係の被害状況調査及び応急対策への協力 

② 農作物、林産物等の災害応急対策の指導 

③ 被災組合員に対する融資のあっせん 

④ 農業生産資材及び農家生活資材の確保、あっせん 

(２) 福島県北森林組合 

① 市が行う農林関係の被害状況調査及び応急対策への協力 
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(３) 土地改良区（安積疏水土地改良区、安達疏水土地改良区、大玉土地改良区、高木用水土地改良区） 

① 災害時の農業用水利施設の被害調査並びに応急対策 

② 被災施設の速やかな復旧 

(４) 本宮市商工会 

① 市が行う商工業関係被害状況調査及び応急対策への協力 

② 災害時における物価安定についての協力 

③ 救助用物資、復旧資材の確保についての協力 

(５) 金融機関 

① 災害時における業務運営の確保及び非常金融措置の実施 

(６) 医療機関 

① 避難施設の整備及び避難訓練の実施 

② 医師会との連絡調整及び連携 

③ 災害時における受入者の保護及び誘導 

④ 災害時における病人等の受入及び保護 

⑤ 災害時における被災負傷者の治療及び助産 

(７) 社会福祉施設等の管理者 

① 避難施設の整備及び避難訓練の実施 

② 災害時における入所者の保護及び誘導 

(８) 一般運輸業者 

① 災害時における緊急輸送の協力 

(９) 一般建設業者 

① 災害時における応急復旧の協力 

(10) 燃料供給業者 

① 施設の安全管理 

② 燃料の備蓄及び緊急車両、重要施設等への燃料の優先的な供給 

(11) 危険物関係施設管理者 

① 安全管理の徹底及び防護施設の整備 

② 危険物関係施設に係る防火訓練の実施 

③ 災害応急対策及びその復旧対策の確立 

(12) ＬＰガス充填所供給事業者 

① 安全管理の徹底 

② ガス施設の災害応急対策及びその復旧対策の確立 

(13) バス事業者 

① 被災地の人員輸送の確保 

② 災害時における避難者等の緊急輸送の協力 

(14) 放送事業者（ＦＭ Ｍｏｔ．Ｃｏｍもとみや） 

① 災害時における放送施設応急対策及び復旧対策の確立 

② 災害時における緊急放送、災害情報等周知の協力 

③ 防災行政無線割込み放送の協力 

④ 市民に対する防災知識の普及 
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第６節 市民等の責務 

第６節 市民等の責務 

第１ 市民の責務 

市民は、災害対策の基本理念にのっとり、食品や飲料水、その他の生活に必要な持出し品や備蓄品

の準備、また、自ら災害に備えるための手段を事前に備えるとともに、各種防災訓練や防災研修等の

防災活動へ自主的に参加し、また、地域での活動に住民とのコミュニケーションを図りながら、まず、

自分の身は自分で守る。また、「地域の安全は、自分たちで守る。」を心がけ、東日本大震災などの

過去の災害から得られた教訓を後世に伝承し、常日頃から防災意識を持って行動するものとする。 

また、災害の発生が予想されるとき及び災害が発生した場合は、安全を確保しながら避難し、市及

び防災関係機関の指示のもと行動しなければならない。その際、防災行政無線はもちろんのこと、各

種報道機関の情報を収集し、適切な避難をしなければならない。 

 

第２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資の供給を業とする者の責務 

災害応急対策又は災害復旧に必要な物資もしくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者は、災

害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、当該事業活動に関し、県及び市が実

施する防災に関する施策に協力するものとする。 
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第１章 災害予防計画 

第１章 災害予防計画 

第１節 防災組織の整備・充実 

【市民部】 

第１節 防災組織の整備・充実 

災害対策の総合的かつ円滑な実施を図るため、市及び防災関係機関は、複合災害（同時又は連

続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することにより被害が深刻化し、災害応

急対応が困難になる事象）の発生の可能性を認識し、防災体制を整備し、広域的な応援も含めた

防災関係機関相互の連携を強化する。また、地域全体の防災力の向上に結びつく自主防災組織

等の整備を促進し、防災組織体制の万全を期す。 

 

第１ 本宮市防災会議 

本宮市防災会議は、災対法第１６条の規定に基づく本宮市防災会議条例により市域における防災

行政を、総合的かつ有機的連携のもとに運営することを目的に設置し、市長を会長として委員及び

専門員をもって構成する。 

本会議は、地域防災計画に基づき、計画の具体的な実践と防災対策の推進を図るとともに、市域に

関わる防災に関し、市並びに市域公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又

は業務を包含するもので、その掌握事務は次のとおりである。 

(１) 所掌事務 

① 本宮市地域防災計画の作成及びその実践を推進すること。 

② 市長の諮問に応じて地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

③ 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

④ 市域に係る災害が発生した場合、当該災害に関する情報を収集すること。 

⑤ 前各号のほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務に関すること。 

(２) 本宮市防災会議の組織 

災対法第１６条及び本宮市防災会議条例第３条により次の組織を設置する。 
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      指定行政機関の職員                 指定行政機関の職員 

      福島県の職員                    福島県の職員 

      福島県警察職員                   本宮市の職員 

      本宮市副市長                    指定公共機関の職員 

      本宮市教育長                    指定地方公共機関の職員 

      本宮市の職員                    学識経験者 

      本宮市消防団長 

      安達地方広域行政組合南消防署長 

      指定地方公共機関の職員 

      特に必要と認めた機関の長 

 

 

第２ 本宮市災害対策本部 

本宮市災害対策本部（以下「本部」という。）は、災対法第２３条及び本宮市災害対策本部条例の

規定に基づき、市域にかかる災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市長が設置す

る機関で、市長を災害対策本部長（以下「本部長」という。）として市長部局及びその他の職員をも

って組織し、災害予防及び災害応急対策の実施を任務とする機関である。 

国民保護法に基づく本宮市国民保護対策本部（本宮市緊急対処事態対策本部）、並びに、原子力災

害対策特別措置法に基づく災害対策本部は、当本部をもって充てる。 

１ 本部設置基準 

次に掲げる場合のいずれかに該当し、かつ市長が必要と認めた場合設置する。 

① 暴風、暴風雪、大雨、大雪、洪水警報及び土砂災害警戒情報が発表され、大規模な災害が発

生し又は発生するおそれがあるとき。 

② 主要河川について、避難判断水位（阿武隈川：６.３ｍ、安達太良川：２.１１ｍ）を超え、

氾濫危険水位（阿武隈川７.９ｍ、安達太良川：２.３５ｍ）に達するおそれがあるとき。 

③ 大規模な火災、爆発、その他重大な災害が発生し、総合的な対策を実施する必要があるとき。 

④ 震度５強以上の地震が発生したとき。 

⑤ 震度５弱以下であっても、地域的に災害対策を要する被害が発生し又は発生するおそれがあ

るとき。 

⑥ 市域に有害物質、放射性物質等が異常な水準で放出されたとき、及びこれにより複合災害を

誘発するおそれがあるとき。 

⑦ 多数の死傷者を伴う列車、自動車等の交通機関の事故等の重大事故が発生し、緊急対策を実

施する必要があるとき。 

会  長 
（本宮市長） 

委   員 
（２０名） 

 
専 門 部 会 
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⑧ 市域に、重篤に陥る可能性の高い感染者等が大規模に蔓延したとき又は蔓延のおそれがあり、

緊急対策を実施する必要があるとき。 

⑨ その他災害等が発生し、その規模から特に対策を要するとき。 

⑩ 災害救助法による救助を適用する災害が発生したとき。 

２ 本部設置の周知 

本部を設置したときは、市民、市職員に周知を図るとともに、次に掲げる者のうち必要と認める

者に通報する。同様に、本部を解散したときも周知を図る。 

① 県知事（県北地方振興局） 

② 郡山北警察署本宮分庁舎 

③ 安達地方広域行政組合消防本部、消防機関 

④ 指定地方行政機関・指定公共機関 

⑤ 災害時相互応援協定を締結する自治体等 

⑥ 陸上自衛隊 

３ 本部設置場所 

本部は、市役所本庁舎に設置する。ただし、本庁舎に設置することが困難な場合は、本部長が指

定する場所に設置する。また、本宮市災害対策本部条例（以下「本部条例」という。）第３条第１

項の規定に基づく部に相当するものとし、本部条例第４条に基づき現地対策本部を設置する。なお、

現地対策本部の設置・運営は、本部に準ずる。 

４ 本部解散基準 

次に掲げる場合のいずれかに該当する場合、本部長が解散を判断する。 

① 当該災害に係る応急対策が概ね完了したとき。 

② 予想された災害の危険性が解消されたと認められたとき。 

③ 本部設置基準⑩の場合は、当該法の規定に基づく救助が完了した場合とする。 

５ 設置・解散等の判断 

市長が不在若しくは判断をすることが困難な場合の判断は、第１順位：副本部長（副市長）、第

２順位：副本部長（教育長）、第３順位：総括部長（市民部長）、第４順位：総務政策部長、第５

順位：財務部長が行う。いずれも困難な場合は、議会出席部長の順とする。 

なお、自衛隊への災害派遣要請など緊急を要する判断についても同様とする。 

 

第３ 災害対策本部組織 

１ 本宮市災害対策会議組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部長（市長）

副本部長（副市長・教育長）

本部員

各部・各班

現地災害対策本部

本部長付（消防団長等）

災害対策会議
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  ■ 災害対策会議：本部長、副本部長、防災関係機関等の長、総括部長及び本部長が指名する本部

員をもって構成する。 

■ 本 部 員 会 議：本部長、副本部長、本部員総括部長及び本部長が指名する本部員、現地災害対

策本部長等をもって構成する。 

２ 本部員の編成 

本部員は、本宮市部等設置条例第１条に定める各部の長、本宮市教育委員会事務局組織規則第２

条に定める部の長、地方自治法第１６８条第１項に定める会計管理者、本宮市議会事務局設置条例

に定める事務局の長をもって充てる。 

３ 本部事務局（総括部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 本宮市災害対策本部事務分掌 （本部事務局） 

災害対策本部設置時における事務局の分掌事務は本宮市災害応急活動体制マニュアルで定める。 

   なお、事務局各班は、各部・各班から、要員派遣、情報提供及び対応結果の報告を受ける。また、

各部・各班へは、応急救助・対策の実施の調整及び情報提供を行う。 

事務局各班の共通業務は、次のとおり。 

① 行動記録の作成。 

② 所管事務に関する関係機関に対する情報提供、報告、通報の実施（各部・各班から直接の

場合は、その取りまとめ）。 

③ 所管事務に関する関係機関との連絡調整（各部・各班による結果の取りまとめ）。 

④ 各部各班事務分掌の連絡調整（各部・各班により調整済の場合は結果の取りまとめ）。 

⑤ その他事務局長の命ずること。 

さらに、状況によっては本部長の現地調査もあり得るため、その場合は、事前に事務局内に

臨時現地調査班を組織し、被害状況の情報収集及び事情偵察を行う。 

＊ 本部長は必要に応じ、被害状況及び応急対策の実施状況に関する情報を共有し、効率的な応急

対策を実施するため、防災関係機関等への連絡員派遣の要請を本部事務局に指示する。 

また、ライフライン施設相互の応急復旧作業の調整又は災害応急対策との調整が必要なときは、

災害情報の収集・報告。 

事務局長（総括部長：市民部長）

事務局次長（総括副部長：総務
政策部長・建設部長）

総 括 班

情報収集班

情報処理班

広報班

本部記録班

災害記録班

白沢総合支所班

本 部 員

総括部（本部事務局）の総括業務。 

災害情報の収集・報告。 

災害情報の調整及び集約。 

災害広報、情報周知業務、災害記録班を内包。 

災害対策本部の総合記録。 

被災状況写真の撮影・収集及び記録。 

被災状況写真の 
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ライフライン事業者への連絡員派遣要請を本部事務局に指示する。 

５ 本宮市災害対策本部の事務分掌 （各部・各班） 

災害対策本部設置時における各部・各班の分掌事務は本宮市災害応急活動体制マニュアルで定め

る。ただし、災害対策本部を設置しない規模の災害であっても、必要に応じ分掌事務により対応す

る。 

 

第４ 現地災害対策本部の設置 

本部長は、災害の規模、その他の状況により必要があると認めたときは、本部員の中から現地災害

対策本部長を指名し、名称、所管区域及び場所を定めて現地災害対策本部を設置する。 

現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。 

なお、設置場所については、災害の状況に応じて決定する。 

 

第５ 国・県の現地対策本部との連絡調整 

国あるいは県の災害対策本部による現地対策本部が設置された場合は、当該現地対策本部と連絡調

整を図りつつ、国・県が実施する対策に対して協力等を行うものとする。 

 

第６ 災害救助法が適用された場合の体制 

市は、災害救助法が適用された場合は、法に基づく救助事務の実施又は県が行う救助事務の補助を

行う。この場合も、市災害対策本部の体制を維持する。 

 

第７ 指定地方行政機関等の活動体制 

(１) 組織等の整備 

指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び防災上重要な施設の管理者は、それ

ぞれの責務を遂行するため、災害に対処するために必要な組織を整備するとともに災害応急対策

に従事する職員の配備及び動員の基準を定めるものとする。 

(２) 職員の派遣 

指定地方行政機関等の長は、市災害対策本部長から災害応急対策を円滑に実施するため職員の

派遣要請があった場合において、必要があると認めるときはその所属職員を派遣するものとする。 

 

第８ 本宮市水防本部 

(１) 設置の根拠 

水防法第３条 

(２) 所掌事務 

洪水等による水害の警戒と防御及びこれによる被害を軽減し、公共の安全を保持する。 

(３) 組 織 

水防計画（第２章第２６節「水害・土砂災害応急対策」）に基づく。 

(４) 市災害対策本部が設置された場合 

災害対策本部の組織に包含され、水防事務を処理する。 
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第９ 自主防災組織 

１ 設置の目的 

災対法第５条の規定に基づき、地域住民が自ら防災活動の推進を図るため、行政区、町内会、自

治会等を単位として設置するものであり、市民及び自主防災組織は、自ら災害に備えるための手段

を講ずるとともに、自発的に防災活動に参加する等、防災に寄与する。 

２ 組織編成 

自主防災組織の編成は、それぞれの規約で定める。以下に、例示を示す。 

 

自主防災組織編成例 

  

                      情 報 班：情報収集伝達に関すること 

                       消 火 班：消火器等による消火に関すること 

                       救出・救護班：負傷者の救出救護に関すること 

                       避難・誘導班：住民の避難誘導に関すること 

                       給食・給水班：給食・給水活動に関すること 

                         

 

第１０ 応援協力体制の整備 

(１) 受援計画の策定 

   災害時には短時間に膨大な災害対応業務が発生するため、外部からの応援が不可欠である。そ

のため、応援職員等を迅速、的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うための受援体制を整

備する受援計画を策定するよう努める。 

(２) 県と市町村の相互協力 

市は、発災初期に迅速かつ的確な災害情報収集・連絡を行うため、県へ情報連絡員（県リエゾ

ン）の派遣を要請するものとする。 

(３) 県内市町村間の相互応援 

市は、大規模災害にかかる適切な応急措置を実施するため、あらかじめ隣接市町村との応援協

定さらには広域市町村圏や地方振興局等を単位とした応援協定の締結を促進するものとする。 

なお、協定締結後は、あらかじめ手続き等の細部事項について十分な検討を行っておくものと

する。（協定状況は、資料編参照） 

(４) 県外市町村間の相互応援 

大規模災害時に市域を含む広域圏内の市町村が同時に被災する可能性があり、大規模かつ広域 

な災害に対して適切な応急措置を実施するため、あらかじめ同時に被災する可能性が少ない県外

市町村との応援協定の締結を積極的に進めるものとする。（協定状況は、資料編参照） 

(５) 国への応援の要求 

市は、訓練等を通じて、国が所管する応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受入につい

て、活用方法の習熟、発生時における円滑な活用の促進に努めるものとする。 

(６) 消防の相互応援協定 

市は、隣接市町村及び消防本部等と消防相互応援協定等に基づき円滑な消防応援体制を図ると

ともに、効率的な運用が図られるよう体制の整備に努めるものとする。 

隊 長 副隊長 
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(７) 民間協力計画 

市及び防災関係機関は、所掌事務に関する公共的団体、防災組織、民間企業及び団体に対して

災害時における緊急対策等について、その積極的協力が得られるよう協力体制を整えるものとす

る。 

特に、市の各部局は、それぞれの所掌事務に関する公共的団体、民間企業及び団体等とあらか

じめ協議しておくとともに、災害時における協力業務及び協力の方法等を明らかにしておき、災

害時において積極的な協力が得られるよう努めるものとする。 

(８) その他の防災組織 

不特定多数の者を受け入れる施設、危険物施設等の施設の管理者は、消防法等の法に基づき、

その施設の用途、規模に応じた自衛防災組織の整備、充実を図るものとする。 

 

第１１ 公的機関等の業務継続性の確保 

市は、あらかじめ継続しなければならない市民サービスに重大な影響を与える重要な業務を選定し

た上で、人材、物資、ライフライン等の利用可能な資源が大幅に制約された状況下において、災害時

に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するため業務継続計画を毎年継続的に変更・

見直しを行い、行政機能が低下し、利用できる資源（職員、庁舎、資機材等）に制約がある状況下に

おいても、市が行うべき業務継続の実効性を確保するものとする。 
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第２節 防災情報通信網の整備 

【市民部、総務政策部】 

第２節 防災情報通信網の整備 

 災害時に災害情報システムが十分機能し、活用できる状態に保つために、市及び防災関係機関

は、防災情報通信網を整備するとともに、併せて設備の安全対策を講じるものとする。 

 災害の程度に判定基準を設けるとともに報告の基準を定め、的確な情報の一元化と情報の共有

を図る。 

 

第１ 防災行政無線の整備 

１ 市防災行政無線の概要 

市民に対する災害情報の提供、被害状況の収集伝達手段として、防災行政無線の整備充実に努め

る。 

(１) 同報固定系 

同報系防災行政無線は、昭和６３年度に白沢地区で整備し、平成元年４月１日より運用開始、

平成６年度に本宮地区で整備し、平成７年４月１日より運用を開始した。市内一斉放送・各地区

別放送・消防団向け放送に分けての放送が可能である。 

平成２２年１０月に、本宮局と白沢局をデジタル回線で接続したことにより本庁から市内全地

区への一括放送が可能となった。 

さらに、平成２３年２月に全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を導入したことにより、

緊急地震速報や弾道ミサイル情報といった対処に時間的余裕のない事態が発生した場合に、地上

回線及び人工衛星を用いて情報を送信し、本市の防災行政無線を自動起動することにより、国か

ら住民まで緊急情報を直接そして瞬時に伝達するシステムが整った。 

また、平成２４年３月には、防災行政無線の放送を、直接、コミュニティＦＭ局（ＦＭ Ｍｏ

ｔ．Ｃｏｍもとみや）の電波に割込み放送するシステムを構築した。 

平成３０年には、防災行政無線が視聴可能な本宮市防災ラジオの無償貸与を開始しており、普

及の促進とともに有効活用の方法について日頃から周知を図る。 

(２) 移動系 

基地局と移動局及び移動局間の専用無線通信設備であり、災害情報の提供及び収集並びに行政

事務連絡用として運用する移動局は、車載用・携帯用の２種あり、携帯用は主に災害時の消防関

係の連絡用として運用している。 

平成２３年２月より本宮地区・白沢地区の周波数を統一し、より効率的・機能的で迅速な機動

力を発揮できる体制の下、災害時に備えている。 

２ 福島県総合情報通信ネットワークの概要 

福島県総合情報通信ネットワークは、県、市町村及び消防本部等を結ぶ防災通信機能の拡充・強

化を目的に、衛星系と地上系による通信の多ルート化、通信設備・電源装置の二重化、パソコン端

末への気象情報配信などの整備を行っている。 

平常時にあっては、県・市町村等の行政の連絡通信回線として活用できる。災害時には一般の通

話を統制し、情報の収集・一斉指令等の機能を発揮する。また、県、各市町村、消防本部との通信

手段として活用する。 
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第２ その他通信網の整備・活用 

(１) 整備と活用 

市、防災関係機関は、大規模停電時も含め、災害時等に加入電話又は自己の所有する無線通信

設備が使用できない時、又は利用することが困難となった場合は次の通信網の利活用により非常

通信体制の充実強化を図る。 

① 郡山北警察署本宮分庁舎 

② 東日本電信電話（株）福島支店 

③ 東日本旅客鉄道（株）本宮駅 

④ アマチュア無線 

⑤ その他の通信網の活用 

(２) 災害時の機能確保 

各情報通信管理者は、災害に強い通信網を構築するため、停電時の電源確保のため、非常用電

源設備の整備に努める。 

(３) クラウドシステムなどＩＣＴの導入に係る検討 

市、関係機関は、必要に応じ、災害対策を支援する地理情報システムの構築について推進を図

る。また、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・要約・

検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

 

第３ 被害情報一元化 

災害発生に伴う被害状況は、本部事務局が集約する。各部・各班及び現地対策本部管内の状況は、

各部長又は命ずる者が取りまとめ、本部事務局に報告する。 

１ 被害報告の要領 

(１) 報告の種類 

① 概況報告 災害発生直後の被害状況報告。 

② 中間報告 
被害状況を掌握した範囲で、その都度行う報告。なお、被害が累積する見込

みの場合は、集計日時を明記する。 

③ 確定報告 被害状況確定に伴う報告。 

(２) 県及び関係機関団体への報告 

災害発生時は、速やかに災害発生状況及びその応急措置の概要を、県北地方振興局に報告する。

なお、県北地方振興局に報告できない場合は、直接、危機管理総室へ報告する。県への報告もで

きない場合は、直接、総務省消防庁へ報告する。 

しかし、災害による火災の同時多発、あるいは多数の死傷者が発生し、消防機関への通報が殺

到する事態の場合は、直ちに、総務省消防庁及び危機管理総室に報告する。 

① 報告様式 

県指定「被害状況即報、災害確定報告」による。 

２ 被害程度の判定基準 

① 死者 
当該災害が原因で死亡し、遺体を確認した者。又は、遺体を確認することがで

きないが、死亡したことが確実な者。 

② 行方不明 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者。 
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③ 負傷者 

当該災害が原因で負傷し、医師の治療を受ける必要のある者。 

ア 重傷：１か月以上の治療を要する見込みの者 

イ 軽傷：１か月未満で治癒できる見込みの者 

④ 住家 
現実に住家のために使用している建物で、社会通念上の住家であるかどうか

は問わない。 

⑤ 棟 

一つの建築物。主家より延べ面積の小さい建築物（同一宅地内にあり非住家

として計上するに至らない小さな物置、便所、風呂場、炊事場）が付着してい

る場合は、同一棟と見る。二つ以上の主屋をつなぐ渡り廊下は、折半しそれぞ

れの主屋の付属建物と見なす。 

⑥ 世帯 
生計を一にしている実際の生活単位。（同一家屋内の親子、夫婦でも、生活実

態が別々であれば別世帯） 

⑦ 住家 

全壊（焼） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が

倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により

元どおりに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若

しくは流失した部分の床面積が、その住家の延床面積の７０％以上に達した

程度のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損

害割合で表し、その住家の損害割合が５０％以上に達した程度のものとする。 

⑧ 大規模 

半壊（焼） 

居住する住家が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を

行わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分

がその住家の延床面積の５０％以上７０％未満のもの、または住家の主要な

構成要素の経済的被害を住家全体に占める割合で表し、その住家の損害割合

が４０％以上５０％未満のものとする。 

⑨ 中規模 

半壊（焼） 

居住する住家が半壊し、居室の壁、床、または天井のいずれかの室内に面する

部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住する

ことが困難のもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の３０％以

上５０％未満のもの、または住家の構成要素の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が３０％以上４０％未満のものとす

る。 

⑩ 半壊（焼） 

住家半壊（半焼４）のうち、大規模半壊、中規模半壊を除くもの、具体的には

損壊部分が住家の延床面積の２０％以上３０％未満のもの、または住家の主

要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の

損害割合が２０％以上３０％未満のものとする。 

⑪ 準半壊 

住家が半壊または半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損

壊部分がその住家に延床面積の１０％以上２０％未満のもの、または住家の

主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その家の

損害割合が１０％以上２０％未満のもの。 

⑫ 一部損壊

（破損） 

全壊（焼）、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊に至らない程度の住家破

損で、補修を必要とする程度のもの。ただし、ガラス数枚破損程度の小さなも

のは除く。 

⑬ 床上浸水 
住家床より上に浸水したもの及び全半壊には該当しないが、土砂・竹木等の

堆積により一時的に居住困難なもの。 

⑭ 床下浸水 床上浸水に至らない程度の浸水。 

⑮ 非住家 
住家以外の建築物。ただし、この建築物に常時人が居住している場合は当該

部分は住家と見る。 
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⑯ 公共建物 
市役所庁舎、公民館、公立幼稚園・保育園等の、公用又は公共の用に供する建

物。 

⑰ その他の

建物 
住家及び公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等。 

⑱ 田畑流出

埋没 
耕土の流出及び作物流出又は流入土砂堆積により耕作不能のほ場。 

⑲ 田畑冠水 植え付け作物の先端が見えなくなる程度に水に浸かったもの。 

⑳ 罹災世帯 
全壊（焼）又は流出世帯。罹災世帯集計は、半壊（焼）が２分の１世帯、床上

浸水が３分の１世帯とする。 

㉑ 罹災者 人的被害を受けた者及び住家被害を受けた世帯員。 

＊ 報告に用いる被害程度の判定基準であり、法的な用語解説ではない。 

 

３ 夜間・休日等の被害報告の収集 

(１) 被害発生のおそれがある場合、関係主管課（班）は待機のうえ情報の掌握に努める。 

(２) 突発的な災害に伴う通報があった場合、日直員・宿直員は、休日及び勤務時間外災害通報連絡

票に基づき連絡する。 
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第３節 気象等観測体制 

【市民部、建設部】 

第３節 気象等観測体制 

 気象等に関する自然災害による被害を軽減するため、気象等観測機関・団体・施設との連携を

図り、防災関係機関相互の連絡通報体制の整備を推進する。 

 

第１ 本宮市地域の観測所の整備状況 

１ 雨量・水位・風速・積雪観測施設 

設 置 者 ・ 施 設 名 河川名 所 在 雨量 水位 カメラ 
風･

積雪 

１．国土交通省 福島河川国道事務所 

 ・和田北大沢（右岸64.2ｋ） 

 ・百日川合流点（右岸67.2ｋ） 

 ・昭代橋上流（右岸68.2ｋ） 

 ・本宮（左岸68.3ｋ） 

 ・本宮観測所（右岸68.3ｋ） 

 ・安達橋上流（右岸68.8ｋ） 

 ・糠沢赤木（右岸69.8ｋ） 

 ・本宮（国道４号線） 

阿武隈川 

 

和田字北大沢 

高木樋管 

高木 

本宮字下町 

高木 

高木 

糠沢字赤木 

青田 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

 

２．福島県 二本松土木事務所 

 ・本宮雨量水位観測所 

 ・ふれあい橋 

 ・荒井水位観測所 

 ・五百川橋 

 ・枝沢橋 

 ・小田部橋 

 

安達太良川 

安達太良川 

五百川 

五百川 

百日川 

仲川 

 

本宮字上千束 

本宮字馬場 

荒井字諸子沢 

仁井田字光田 

本宮字堀切 

糠沢字小田部 

 

〇 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

 

 

３．本宮市役所白沢総合支所 

 ・支所 雨量観測所 

 ・支所 風速積雪観測所 

 

 

白岩字堤崎 

 〃 

〇   

 

 

〇 

 

２ 市観測所設置 

市は、県の気象等観測施設網データを利用する。地域ごとの積雪量は、調査員を任命し雪害に備

える。今後とも各機関と連携を密にし、自然災害を未然に防止するための情報の収集に努める。 

 

第２ 連絡通報体制の整備 

１ 福島県河川流域総合情報システム（ＲＩＲＩＦ） 

福島県河川流域総合情報システムは、平成１０年に県が整備した総合情報通信ネットワークシス

テムにより、市防災行政無線と接続され、河川情報の伝達が随時可能となった。これにより、水防

活動、避難活動等の迅速化に寄与している。 
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２ 川の防災情報システム 

国土交通省は、市町村等の防災機関に対し、水害対策に必要な雨量・水位・水防警報等の情報及

び県や気象庁の防災情報をインターネットにより提供している。 

また、情報を安全かつ確実に市町村等に届けるため、ＩＤ及びパスワードを付与し、関係者以外

からのアクセスを防止している。 

 

第３ 本宮市地域防災ＩＣＴ利活用ネットワークの利用 

 平成２１年度に、㈱Ｍｏｔ．Ｃｏｍもとみやを中心として整備した本宮市地域防災ＩＣＴ利活用ネ

ットワークの防災Ｗｅｂカメラを利用し、災害時における被害状況や安否確認等の情報を収集する。
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第４節 水害・土砂災害予防対策 

【総括部（本部事務局）、各部・各班】 

第４節 水害・土砂災害予防対策 

水害及び土砂災害の発生を未然に防止するとともに、災害の拡大を防止し減災に寄与するため

の対策について定める。 

 

第１ 水害予防対策 

本市には、阿武隈川外８河川の一級河川が流れており、本宮地区においては、度重なる河川の増水

により住宅浸水被害が起きている。また、近年は短時間での集中豪雨により住家の浸水被害が発生し

ている。生命・財産・生産力を守るため、警戒と防御に最善の努力を傾注し、被害を最小限に抑える

必要がある。 

 水害を予防するため、県指定重要水防区域を住民に周知徹底するとともに水防活動の充実を図る。

更に、国・県に下記の事業の実施を求め、併せて、市の責務において行うべきものは、国・県と連携

し事業を進める。 

また、水災害リスクの増大に備えるために、河川管理者等が主体となって行う治水対策に加え、河

川の流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体で水害を軽減させる治水対策として、「流域治水」

を進めていく。 

１ 河川等の対策 

(１) 河川改修 

(２) 流下土石により河床が上昇し、流水断面が不足する河川堆積土の除去 

(３) 老朽ため池の改修 

(４) 農業用排水路及び生活排水路の整備 

(５) 雨水排水ポンプ場の整備 

阿武隈川の堤防整備が進む中、内水排除のため、阿武隈川に注ぐ安達太良川の両側に排水ポン

プ場を設置（２か所）、また、阿武隈川右岸等の築堤工事に合わせ、排水ポンプ場を樋管排水口

の４か所に設置、さらに阿武隈川左岸築堤工事に合わせ、２か所の排水ポンプ場の整備を図って

いる。併せて、雨水路幹線の整備を促進し、災害予防に努めている。 

２ 災害危険箇所 

市地域防災計画に記載する災害危険箇所のうち、河川に関するのは、資料編に記載のとおりであ

る。 

市は、水防法第１４条及び第１５条により、浸水想定区域が指定・公表された場合、洪水ハザー

ドマップを作成し、地域住民への周知徹底を図る。 

市は、洪水浸水想定区域に指定されていない中小河川について、河川管理者から必要な情報提供、

助言等を受けつつ、過去の浸水実績を把握したときには、これを水害リスク情報として住民等へ周

知する。 

３ 浸水想定区域における避難の確保 

市は、水防法第１５条により洪水予報、水位到達情報の伝達方法及び避難場所その他洪水時の円

滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定め警戒避難体制の充実を図る。 

また、主として高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を必要とする要配慮者が利
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用する施設で、当該施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要が認められる施設

には、電話、ＦＡＸ等による洪水予報等の伝達体制を整備し、早めの高齢者等避難等の防災情報を

伝達する。 

本計画に定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、洪水時の避難確保に関する計画を

策定し、それに基づき、避難誘導等の訓練を実施する。なお、要配慮者利用施設の名称及び所在地

については、資料編に定める。 

市は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に確

認するよう努める。また、当該施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じて、円滑かつ迅速な

避難の確保を図るために必要な助言等を行う。 

要配慮者利用施設の範囲は以下のとおりとする。 

要配慮者利用施設の

範囲 

１．高齢者施設、児童福祉施設、障がい児（者）施設等の社会福祉施設 

２．病院、診療所の医療施設（有床に限る。） 

３．幼稚園、特別支援学校 

洪水予報伝達方法については、「水防計画書」による。 

避難情報の基準及び伝達方法については、資料編による。 

４ 雨水出水対策 

(１) 雨水出水（内水）ハザードマップ整備 

市は、想定される最大規模の雨水出水によって排水が困難となり、浸水が想定される区域を指

定する。また、水防法第１４条及び第１５条により、浸水想定区域が指定・公表された場合、雨

水出水ハザードマップを作成し、洪水予報等や避難情報等の伝達経路、避難所等の避難措置につ

いて、地域住民への周知徹底を図る。 

(２) 下水道管理者の協力 

下水道管理者は、水防計画に下水道管理者の協力が必要な事項が定められ、当該事項に同意し

たときは、水防管理団体が行う水防に協力するものとする。 

 

第２ 土砂災害予防対策 

台風や集中豪雨等による土砂災害を未然に防止するため、危険箇所の解消を図るための事業を促進

するとともに、県が指定する土砂災害特別警戒区域ごとに警戒避難体制を整備し、土砂災害危険箇所

の地域住民への周知や土砂災害情報を相互に伝達する体制の確立と整備を推進する。 

県及び福島地方気象台が市町村単位に発表する土砂災害警戒情報を活用し、避難指示等の防災情報

を防災行政無線(防災ラジオを含む)等により住民に伝達し、市民の安全・安心の確保を図る。また、

土砂災害に関する事項を記載したハザードマップを作成し、地域住民への周知徹底を図る。 

１ 土砂災害防止事業 

地形や地質との関係から山地が崩壊する危険性のある箇所は、土砂流出や崩壊等を防止する工事

及び植林による土砂流失防止策を実施する。 

２ 土砂災害警戒区域等 

県が指定する土砂災害警戒区域等は次のとおりである。なお、警戒避難体制を整える区域は資料

編に記載する。  
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(１) 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域として指定された箇所 （資料編） 

(２) 土石流危険渓流として指定された箇所              （資料編） 

(３) 急傾斜地崩壊危険箇所として指定された箇所           （資料編） 

(４) がけ崩れ危険箇所                       （資料編） 

(５) 山地災害危険地区（山腹崩壊危険地区）として指定された箇所   （資料編） 

(６) 山地災害危険地区（崩壊土砂流出危険地区）として指定された箇所 （資料編) 

(７) 砂防指定地として指定された箇所                （資料編） 

３ 土砂災害の被害予防対策 

(１) 土砂災害の被害を予防・減災するため、危険区域の周知、特に危険区域内の住民に対し危険性

を周知徹底する。 

(２) 危険区域内の住民に対し、大雨警報、土砂災害警戒情報及び台風情報を周知する。また、長雨

が続いた後の大雨注意報についても同様とする。 

(３) 相当量の降雨があるとき又はある見込みのときは、時機を失することなく住民に高齢者等避難

を発令する。 

災害の発生により、危険区域内住民の生命と身体の安全が危険にさらされると判断したときは、

区域を定め避難指示を行う。避難指示の場合は、避難の誘導を行う。 

(４) 避難指示等の発令は、県と福島地方気象台が共同で発表する土砂災害警戒情報を基に、周辺の

渓流・斜面の状況や気象状況、前兆現象、県からの補足情報（土砂災害警戒情報システムの危険

度を示す指標）等により、総合的に判断する。 

(５) 避難場所は、指定避難施設又は自らの責任で避難した場所とし、指定避難施設へは消防団員等

が誘導に努める。 

(６) 要配慮者への情報周知及び避難指示等の伝達を行う。さらに、避難等に際しては自助及び地域

の共助を基本とし、自助・共助が臨めない場合は公助により避難を支援する。 

４ 土砂災害警戒区域における対策 

(１) 市は、警戒区域ごとに情報伝達、予警報の発表・伝達に関する事項、避難場所及び避難経路に

関する事項、土砂災害に係る避難訓練に関する事項、避難、救助その他必要な警戒避難体制に関

する事項について定める。 

(２) 市は、土砂災害警戒区域内に要配慮者利用施設で土砂災害のおそれがあるときに利用者の円滑

かつ迅速な避難の確保が必要な施設（社会福祉施設、学校、医療施設等）の名称及び所在地につ

いて定める。また、名称及び所在地を定めた施設について、当該施設の所有者又は管理者に対す

る土砂災害に関する情報等の伝達について定める。名称及び所在地を定められた要配慮者利用施

設の所有者又は管理者は、避難確保に関する計画を策定し、それに基づき、避難誘導等の訓練を

実施するものとする。また、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等

について、定期的に確認するよう努める。 

(３) 市は、土砂災害に関する情報の伝達方法、土砂災害のおそれがある場合の避難地に関する事項

及び円滑な警戒避難に必要な情報を記載した印刷物（ハザードマップ等）を住民に配布し、周知

を図る。基礎調査の結果、土砂災害警戒区域に相当することが判明した区域についても、土砂災

害警戒区域の指定作業と並行して、上記と同様の措置を講じる。 
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５ 道路落石等防止対策 

本市は、山間や丘陵地を通る道路も多く、落石や法面崩壊等により交通網が寸断され、住民生活

の安定が損なわれるおそれがある。 

市及び県は、交通の安全を確保することにより市民生活の安定を図るため、定期的に落石等のお

それがある箇所の点検を行い、安全度が低い箇所から順次「災害防除事業等」を行い、安全の確保

に努める。 

６ 宅地防災対策 

宅地造成等規制区域（土砂災害警戒区域及びがけ崩れ危険箇所：資料編参照）内の宅地造成工事

は、法に基づく許可申請書の提出を要する。市は、技術的基準により審査及び検査を行い、必要に

応じて防災工事の勧告・改善命令を行うことにより、造成宅地の安全性確保に努める。 

また、市は、大規模盛土造成地の位置や規模を示した大規模盛土造成地マップ及び液状化被害の

危険性を示した液状化ハザードマップを作成・公表するとともに、宅地の安全性の把握及び耐震化

を実施するよう努める。 

さらに、梅雨期及び台風期等に備えて、住民及び事業者に注意を促し、必要な防災対策を行うよ

う指導する。 

また、宅地等の安全を確保し災害のないまちづくりに寄与するため、防災パトロール、標識の設

置、ポスター掲示等の予防事業や広報啓発活動を行う。 
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第５節 風害予防対策 

【市民部、建設部、産業部】 

第５節 風害予防対策 

季節風や台風の強風による家屋、農業施設の減災を図るため、風害予防対策を講じる。 

 

第１ 風害減災対策 

本市には、台風に起因するものを除き災害の例は少ないが、竜巻や突風、季節風の強い冬季間や台

風期における、広範囲又は局地的な住宅や構造物に及ぼす被害を予防するため、次の事業を行う。 

(１) 防風林の植樹 

市緑化事業と併せ、防風林の植樹について積極的に啓蒙する。 

(２) 家屋建築の際の指導 

特に季節風の常風地域に家屋等を建築する者に対し、防風について配慮するよう指導する。 

(３) 建築物等の危険防止の指導 

道路管理者は、看板・広告物・その他構築物の定期調査、あるいは台風が予測される事前の調

査により、危険性のある構築物等の所有者に危険防止対策を講ずるよう指導する。 

(４) 農業施設及び農作物の指導 

ビニールハウス等の農業施設及び果樹園等農業基盤管理者又は所有者は、自ら防風対策を行う。

市は、必要に応じ農業改良普及所等の指導を求める。 
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第６節 雪害予防対策 

【市民部、建設部】 

第６節 雪害予防対策 

大雪や着雪等による、交通、通信及び電力等のライフライン関連施設の被災を防止し、市及び

住民等の生活並びに産業経済の安定を図るため、職員の配備体制や情報連絡体制の整備を図ると

ともに、平常時から関係機関相互の緊密な連絡調整や情報交換により、雪害の発生に備える。 

 

第１ 雪害予防体制の整備 

市は、雪害対策の即応性を図るため、職員の配備体制や情報連絡体制の整備を図る。 

また、平常時から雪害に関する各種情報を収集し、雪害対策における関係機関相互の緊密な連絡調

整や情報交換を行い、雪害の発生に備える。 

 

第２ 生活基盤の耐雪化 

１ 建築物の安全確保 

(１) 公共建築物 

① 施設管理者は、構造計算書等により建築物の許容積雪限度を把握するとともに、限度値を超

えるおそれがある場合は、必ず雪降ろしを行う。 

② 老朽化等により、雪による被害のおそれがある建物については、必要に応じ耐力度調査等を

行い、結果に基づき適切な修繕・補修を行う。 

③ 降雪期前に、建物の点検を行い、必要があれば補修、補強を行う。 

④ 庁舎及び社会教育施設等は、公共サービス施設であるとともに災害時の応急活動拠点となる

ことを踏まえ、除排雪対策を講じ施設の保全を図る。 

⑤ 野外施設等冬期間の使用が制限される施設については、その保全を図るとともに、融雪後は

十分な点検の上、使用する。 

⑥ 施設管理者は、雪庇の発生状況を点検し、人の出入り等のある場所で落下のおそれがある場

合は、雪庇除去や立入制限等の応急対策を講じる。 

(２) 一般建築物 

市は、雪止めの設置等、雪庇や雪の滑落、雪降ろし作業による二次的災害防止のための措置を

図るよう啓発に努める。 

２ 道路交通の確保 

道路管理者は、着雪期間の道路交通を確保するため、次の点に留意した道路除排雪計画を策定す

る。 

① 道路除排雪対象積雪は、地区により異なるため、地域の実情を勘案し計画する。 

② 除排雪作業が迅速かつ効果的に行えるよう、除排雪機械の確保及び協力体制を確立しておく

こと。 

③ 道路除排雪は、幹線道路及び通学道路を優先する。 

④ 道路除排雪判断基準となる降雪観測は、安達地方広域行政組合南消防署及び市が指定した箇

所とする。 

⑤ 道路凍結等により道路交通に著しい支障が出ると予想される地域・箇所においては、滑り止
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め用砂や凍結防止剤の散布によりスリップの防止を図る。さらに、道路管理者又は警察署が行

う交通規制情報並びに運転者に対するスリップ対策の周知を図る。 

３ 公共交通機関対策 

(１) 鉄道交通の確保 

鉄道事業者は、冬期間の鉄道輸送を確保するため、融雪用機材の整備・保守点検及び除排雪要

員の確保等について計画的な推進を図るものとする。 

４ ライフライン施設の雪害対策 

(１) 通信及び電力供給の確保 

電力事業者は「非常災害対策実施基準」を、通信事業者は「災害等対策実施細則」を定め、応

急・復旧体制の確立を図る。 

 

第３ 救済体制の整備 

１ 孤立集落の防止 

① 市は、孤立化のおそれがある集落の機能維持を図り、住民の安全を確保するため、必要な資

機材の整備を図る。 

② 市は関係機関と連携し、孤立化のおそれがある集落との通信を確保するため、連絡体制の整

備に努める。 

③ 孤立化のおそれがある集落住民に対して、各家庭単位での食料、燃料及び医薬品等の備蓄を

行うよう啓発する。 

２ 帰宅困難者対策 

① 豪雪による帰宅困難者対策として、指定避難所及び指定緊急避難場所を提供する。 

② 車両放置等による交通の妨げを防ぎ、除排雪作業が円滑に行える様、緊急速報メール等を利

用し避難場所等の開設について周知する。 
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第７節 火災予防対策 

【市民部、消防本部・南消防署、本宮市消防団】 

第７節 火災予防対策 

 火災の発生を未然に防止し、火災が発生した場合に被害の軽減を図るため、消防力の強化、活

動体制の整備及び予防消防の充実強化等の対策を実施する。 

 なお、林野火災対策については、事故対策編林野火災対策計画に定める。 

 

第１ 消防力の強化 

１ 消防力の強化 

市は、「消防力の整備指針」（平成１２年消防庁告示第１号）に基づく目標の達成に向け、消防

施設及び設備整備の年次計画を策定し、国・県補助制度及び防災対策事業等を活用し消防力の充実

強化と適正な配置を図る。また、消防団員の技術向上と組織活性化に努める。 

(１) 消防団員の確保 

団員の職種は、サラリーマン化が顕著になるとともに多様化が進んでいる。団員を継続して確

保・育成していくためには、自発的な奉仕の精神はもとより、市及び住民等の理解と協力そして

支援が必要であるとともに、企業の理解と協力は欠かせない。 

市は、入札にあたり、団員を雇用する企業に総合評価の視点を当てるとともに、団員を雇用す

る企業に消防団協力事業所表示制度を取り入れている。 

さらに、消防団のイメージアップに、統一ロゴマークやアポロキャップを採用し、住民に身近

で魅力ある消防団を今後とも目指していく。 

(２) 消防施設・設備の整備 

市は、消防施設設備整備計画に基づき、消防ポンプ自動車等を年次計画により更新する。 

また、消防屯所の増・改築及び無線設備の消防施設は、毎年ローリングで整備検討を行い、充

実に向け努力する。 

「消防水利の基準」（昭和３９年消防庁告示第７号）に基づき、消火栓（地上式・地下式）、

防火水槽（原則として４０t級以上）、耐震性貯水槽等の消防水利の整備に当たっては、年次計画

により国・県補助制度、消防・防災施設整備事業等を積極的に活用して適正な整備に努める。併

せて、地域水利、プール及び自然水利等の点検を行い、有事に備える。 

また、無蓋防火水槽は、フェンス等の安全設備点検を行い、子ども等の事故防止を図る。 

(３) 消防団員の教育 

消防活動に必要な知識及び技術を備えた消防団員（いわゆる｢信頼される消防人｣）の育成のた

め、福島県消防学校や福島県消防協会の行う教育訓練を受講させるほか、消防団においても随時

訓練を行い、団員の資質向上に努める。 

 (４) 救助体制の整備 

消防本部は、高規格の救助工作車や高度救助用資機材を整備するとともに、各種災害に対応で

きる隊員訓練を充実する。 

また、市は自主防災組織にコミュニティ資機材整備事業を活用した救助用資機材の整備を進め

るとともに、消防本部等と連携して訓練を行うなど初期救助の体制整備に努める。 
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第２ 広域的な応援体制の整備 

１ 広域的な応援体制の整備 

(１) 近隣市町村等との応援体制 

市及び消防本部は、隣接市町村及び隣接消防本部等と消防相互応援協定の締結を図るとともに、

既存の相互応援協定についても随時見直しを行い、円滑な応援体制の整備を図る。 

さらに、市及び消防本部は、県内全消防本部による「福島県広域消防相互応援協定」の効率的

な運用が図られるよう体制の整備に努める。 

(２) 遠隔市町村等との応援体制 

東日本大震災では、近隣市町村や消防本部も同時に被災し、相互応援体制は機能しなかった反

省を踏まえ、市は、リスクの拡散を図り効果的な相互応援に結びつけるため、平成２３年１１月

に埼玉県上尾市と、平成２４年１月に全国８市町村が所属する全国へそのまち協議会と災害時相

互応援協定を締結した。 

２ 緊急消防応援隊等の派遣要請及び受け入れ体制 

緊急消防援助隊等の消防広域応援の要請及び受け入れは、県が策定する受援計画に基づく。 

 

第３ 火災予防対策 

１ 火災予防思想の普及啓発 

市民に対する防火思想の普及及び火災予防の徹底を図るため、市、消防本部及び市消防団は、春・

秋の全国火災予防運動をはじめとする各種火災予防運動を通じ、火災予防思想を広く住民等に普及

啓発する。 

また、通電火災等ライフライン復旧時の出火を防ぐため、ブレーカー遮断やガスの元栓閉鎖など

避難時における対応の普及啓発に努める。 

２ 住宅防火対策の推進 

市、消防本部及び市消防団は、一般住宅からの火災を防止するため、計画的な住宅防火診断の実

施及び住宅用火災警報器の設置促進に努める。 

住宅防火診断は、住宅火災における被災の危険性が高い要介護者又は一人暮らしの高齢者及び身

体障がい者の家庭を優先する。 

３ 防火管理者制度の効果的運用 

事業所等においては、火災による人的・物的損害を最小限に止めるため、防火対象物の防火管理

体制を強化し、失火の防止、出火の早期通報、初期消火及び避難誘導体制の確立推進を啓発する。 

そのため、消防本部は防火管理者制度の趣旨徹底を図り、防火管理者講習等を開催するとともに

予防査察を行い、防火管理者設置義務のある防火対象物には必ず防火管理者が置かれるように選任

（解任）届けの励行を図る。 

４ 予防査察指導の強化 

事業所の火災の未然防止には、建物及び消防設備の維持管理が重要であり、消防本部は年間計画

に基づき、予防査察を実施するとともに特に医療機関、旅館等の不特定多数の者が出入りする施設

については、立入検査を行い防火体制の徹底について指導する。 

５ 火災原因調査の反映 

消防本部は、火災原因の究明を行い、その調査結果を火災予防対策に反映させる。 
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第４ 初期消火体制の整備 

１ 消火器等の普及 

市及び消防本部は、災害発生時における初期消火の実効性を高めるため、市消防団の協力を得な

がら各家庭における消火器等の普及に努めるとともに、住宅用火災警報器の設置及び適切な維持管

理を指導する。また、消火器設置義務がない事業所等へも、消火器等の消火器具の積極的な配置を

励行する。 

２ 地域における初期消火体制の整備 

市及び消防本部並びに市消防団は、地域ぐるみの初期消火体制確立のため、自主防災組織を中心

に消火訓練や防火・防災講習会など行い、初期消火に関する知識、技術の普及を図る。 

３ 家庭での初期消火 

市及び消防本部は、家庭における火災発生時の初期消火の重要性及びその方法について啓発指導

するため、一般家庭を対象に消火器具の使用方法及び初期消火の具体的方法等について、広報する

とともに講習会の開催に努める。 

ただし、大規模地震のように生命と身体の危険が伴う場合は、まず、命の安全を優先し、その後

に初期消火にあたるなど、事象に応じた火災予防を啓蒙する。 

 

第５ 火災拡大要因の除去計画 

１ 道路等の整備 

県及び市は、計画的な道路網、緑地帯及び公園施設の整備を推進し、延焼の効果的な抑止を図る

とともに、緊急輸送路・避難路の確保及び円滑な消防活動環境の確保に努める。 

２ 建築物の防火対策 

県、市及び関係機関の建築物は、原則として耐火構造とする。さらに、公共建築物以外の建築物

については、広報等により不燃及び耐火建築の推進を啓発する。 

３ 薬品類取扱い施設対策 

消防本部は、延焼又は落下等により発火、爆発する危険性がある薬品類を有する教育施設及び薬

局等薬品取扱施設に対し、薬品類の管理及び転落防止対策を指導する。 
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第８節 建造物及び文化財災害予防対策 

【建設部、教育部、県北建設事務所】 

第８節 建造物及び文化財災害予防対策 

 都市のドーナツ化現象により、市街地はもちろん郊外部においても建築構造の多種化と用途・

設備の多様化が進行している。一方、依然として築造年が古い木造建築物も多く、多種多様な建

築物が混在しているため、建築物防災対策も種別・状況を考慮する必要がある。 

 また、災害から文化財を保護するために取るべき措置について定める。 

 

第１ 不燃性及び耐震性建築物建設促進対策 

市は、都市の不燃性及び建築物の安全性の確保から、地震や火災、風水害などの災害に対して、防

災性の高い建築物を促進するため、耐震性・耐火性の高い建築物への改修等の相談に応じる。 

福島県県北建設事務所は、建築確認申請に際し、防災性の高い建築を指導する。 

１ 公共建築物の対策 

市は、公共建築物の地震や火災・災害に対する安全性の確保と、被害を未然に防止するため、建

築基準法第１２条の規定により、定期的に資格を有する者に建築物及び建築設備の状況を点検させ、

耐震性・耐火性の高い建築物への改修に努める。 

２ 民間の建築物 

県は、都市の不燃性及び建築物の安全性確保の必要性から、地震や火災・風水害などの災害に対

して、防災性の高い建築物建設促進のため、融資制度や国の助成制度の活用により、耐震性・耐火

性の高い建築物への改修等に向けた指導を行う。 

(１) ブロック塀の安全対策 

① ブロック塀の建築は、建築基準法施行令の規定に適合する構造とする。 

② ブロック塀に代わり、本宮市緑化推進条例（平成１９年本宮市条例第１７５号）に基づく生

け垣の推進を図る。 

 

第２ 特殊建築物、建築設備の防火対策 

建築基準法第１２条及び建築基準法施行規則第６条により、特定行政庁の指定する特殊建築物の所

有者は、当該建築物の敷地、構造及び建築設備について、定期的に建築士又は国土交通大臣が定める

資格を有するものに調査又は検査させ、特定行政庁へ報告する義務を有する。 

特定行政庁は、報告に基づき建築物の防災、特に防火・避難等に重点を置いて補修、補強又は改善

等の指導を行い、建築物の維持管理の適正化及び防災性の向上を図る。 

＊ 特殊建築物とは、次のような建築物をいう。 

ア 不特定多数の者の用に供する イ 多数の者が就寝の用に供する 

ウ 火災発生のおそれや、可燃物の量が多い エ 周囲に及ぼす公害等の影響が大きい 

具体的例 

学校・体育館・病院・劇場・集会場・展示場・市場・遊技場・旅館・共同住宅・下宿・工場・

倉庫・危険物の貯蔵場など 
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第３ 文化財災害予防対策 

市教育委員会は文化財等の防災のため、本宮市文化財保護条例（平成１９年本宮市条例第１２１号）

により必要な措置を行い、災害時における防災対策を定めておく。 

１ 文化財保護思想の普及啓発 

市及び市教育委員会は、市民の文化財に対する防火思想の普及及び火災予防の徹底を図るため、

文化財保護強調週間（１１月１日～７日）及び文化財防火デー（１月２６日）等の行事を通じて、

市民意識の高揚を図る。 

２ 防災設備等の整備強化 

文化財所有者及び管理者等は、火災報知設備、非常警報設備、防火壁、消火栓、防火用水及び避

雷設備等の防火設備の整備に努めるとともに、定期的な保守点検を実施する。 

３ 火災予防体制の強化 

文化財所有者及び管理者等は、文化財収蔵場所及び周辺における火気使用の制限、焚火、禁煙区

域の設定等の防火措置を徹底するとともに、非常の際の迅速な連絡通報体制の整備に努める。 

４ 防火査察の徹底 

消防本部は、市教育委員会、市消防団及び関係機関と連携を図り、文化財施設について定期的に

予防査察を実施し、文化財所有者及び管理者等に対し改善点を指導するとともに、防火管理体制の

徹底を期する。 

５ 訓練の実施 

市及び市教育委員会は、消防本部、市消防団、文化財所有者及び管理者並びに関係機関と相互に

協力し、火災発生時における消火活動の円滑な対応を図るため、防火訓練あるいは図上訓練を随時

実施する。 

 ＊ 指定文化財は、資料編参照。 
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第９節 電力・ガス施設災害予防対策 

【産業部、電力事業者、ＬＰガス事業者】 

第９節 電力・ガス施設災害予防対策 

台風、洪水、雷、風雪害等に対する災害予防の対策を講じ、電気施設及びガス施設の被害を軽

減し、安定した電力及びガス供給の確保を図るとともに、施設の破損等による二次災害を防止す

ることを目的とする。 

 

第１ 電力施設災害予防対策 

１ 防災体制の確立 

電力事業者は、災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合に対処するため、次の防災の

ための事業計画と災害対策組織を整備し、防災体制を確立しておく。併せて、組織の運営方法及び

関係機関との連携・協調の体制についても定めておく。 

２ 事業計画 

(１) 災害予防のための設備計画 

施設・設備の風水害等の対策は、計画設計時に建築基準法及び電気設備に関する技術基準等を

遵守する。併せて、雪害対策及び雷害対策を行うとともに、既設施設・設備は、弱体箇所の補強

や、必要に応じた保管設備の設置により対処する。 

(２) 電気工作物の調査・点検等 

電気工作物は、常に法令に定める電気設備技術基準に適合するよう管理する。さらに、事故の

未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検並びに自家用需要家を除く一般需要家の電

気工作物の調査を行うものとする。 

(３) 災害対策用資機材の確保 

災害に備え、平常時から復旧用資材、工具、消耗品等の確保に努めるものとする。 

(４) 災害対策用資機材の輸送体制の確立 

災害時の、災害対策用資機材の輸送計画を策定しておく。さらに、車両、ヘリコプター等の輸

送力の確保に努めるものとする。 

(５) 防災訓練等の実施 

① 従業員に対し、災害に関する専門知識の普及、関係法令集や関係パンフレット等の配布及び

検討会の開催等を行い、防災意識の高揚に努めるものとする。 

② 円滑な災害対策を実施するため、年１回以上の防災訓練を実施し、災害時の復旧対策が有効

に機能することを確認するものとする。併せて、市等が実施する防災訓練に積極的に参加する

ものとする。 

 

第２ ガス施設（ＬＰガス）災害予防対策 

１ 防災体制の確立 

ＬＰガス充填所及び各ＬＰガス販売事業者は、災害が発生するおそれのある場合又は発生した場

合に対処するため、初動措置段階における災害対策に関する規程及び保安規程に基づく体制を整備

し、初動措置として実施すべき事項を明確にしておく。 
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２ 事業計画 

台風等風水害の応急対策の円滑な実施と、二次災害の防止や供給停止の早期復旧を図ることを目

的とする防災計画を策定し、これを段階的に推進していくものとする。 

(１) ＬＰガス設備の強化計画 

① 容器の転落・転倒防止措置 

容器の転落・転倒防止については、省令に基づく措置を講ずることはもちろんのこと、適正

な鎖掛け等を実施し、定期点検を実施するものとする。 

② 安全器具の設置 

災害防止に効果があるマイコンメーター設置推進を図るとともに、耐震自動ガス遮断機能搭

載のＳ型マイコンメーターや集中監視システムの導入を図り、より高度な保安の実現に努める

ものとする。 

③ ガス放出防止器等の設置 

容器等からのガス漏れを防止するため、ガス放出防止器等の設置を図るものとする。 

設置に際しては、災害発生時に容器のバルブ閉止が困難な高齢者世帯等を優先するなど配慮

するものとする。 

(２) 情報収集のための無線等通信設備の整備 

災害発生直後の供給区域内の被害情報の収集や緊急措置の実施と、迅速かつ的確な連絡又は指

示を行うための情報通信設備を整備しておくものとする。 

(３) 防災資機材の管理等 

次の防災資機材及び常備品を備え、定期的に数量を確認し、使用可能な状態に管理しておくも

のとする。ただし、自社において確保が困難な場合は調達ルートを確立しておくものとする。 

① 修理用工具類 

② 車両、機械 

③ 点検用工具類 

④ 非常食、飲料水 

⑤ 救急医薬品 

⑥ 緊急支援用物資（カセットコンロ・カセットボンベ等） 

⑦ 補修用・仮設住宅用機器（充てん用容器・ガスメーター・調整器等） 

(４) 復旧計画の策定 

迅速かつ効率的な復旧作業のために、一般社団法人全国ＬＰガス協会が設置する現地対策本部

と事前に協議し、あらかじめ復旧計画を定めておくものとする。 

(５) 防災訓練の実施 

災害発生時に、迅速かつ的確に防災活動を実施するため、可能な限り実践を想定した訓練を実

施するものとする。併せて、市等が実施する防災訓練に積極的に参加するものとする。 

(６) 防災関係機関との相互協力 

ガス漏れ等による爆発事故等が発生した場合、適切な対処ができるよう、防災関係機関との責

任分担を明確にしておくとともに、必要な相互協力について協議しておくものとする。 
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第１０節 緊急輸送路等の指定 

【建設部、産業部】 

第１０節 緊急輸送路等の指定 

市は、災害応急対策活動の実施に必要な物資、資機材、要員等の輸送を行うため、県及び隣接

市町村の防災拠点との有機的連携を考慮し、緊急輸送路等を事前に指定する。併せて、国・県・

市それぞれの計画に基づき、その整備を図る。 

 

第１ 県指定緊急輸送路等 

県指定緊急輸送路で、市域を通る路線は次のとおりである。 

１ 第１次確保路線 

県内の広域的な輸送に不可欠な、国道・高速自動車道の主要幹線道路で、最優先に確保すべき路

線。 

種 別 路 線 名 区         間 

国   道 ４号 本宮字南ノ内（大玉村境） ～ 荒井字上前畑（郡山市境） 

高速自動車道 東北自動車道 本宮字沼田（大玉村境）  ～ 関下字石編（郡山市境） 

２ 第２次確保路線 

県北地方災害対策本部と市災害対策本部等の主要拠点と接続する幹線道路で、優先的に確保すべ

き路線。 

種 別 路 線 名 区         間 

主要地方道 
本宮・三春線 

本宮・熱海線 

本宮字舘町（国道４号）   ～ 本宮字中條（本宮・熱海線） 

本宮字中條（本宮・三春線）～ 本宮字山田（国道４号） 

一 般 県 道  
本宮・岩代線 

石筵・本宮線 

本宮字荒町（本宮・三春線）～ 糠沢字小田部（旧白沢総合支所） 

本宮字舘町（国道４号）  ～ 本宮字小幡（大玉村境） 

市   道 万世・舞台線 本宮字万世（国道４号）  ～ 本宮字万世（本宮市役所） 

３ 第３次路線 

第１次、第２次確保路線以外の緊急輸送道路。 

 

第２ 市指定緊急輸送路 

市は、市内における緊急輸送路を確保するため、市緊急輸送路を次のとおり指定する。 

１ 第１次確保路線 

広域的な輸送に不可欠な国道等の主要幹線道路で、最優先に確保すべき路線。 

県指定第１次確保路線の範囲とする。 

２ 第２次確保路線 

市災害対策本部等の主要拠点と接続する幹線道路で、優先的に確保すべき路線。 

県指定第２次確保路線の範囲及び次の路線の範囲とする。 
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種 別 路 線 名 区         間 

主要地方道 
本宮・三春線  

本宮・熱海線  

本宮字中條（本宮・熱海線）～ 糠沢字城ノ内（郡山市境） 

荒井字青田原（国道４号） ～  岩根字大坪（郡山市境） 

一 般 県 道  

本宮・岩代線  

須賀川・二本松線 

大橋・五百川停車場線 

本宮・常葉線  

糠沢字小田部（旧白沢総合支所） ～  和田字除石（除石交差点） 

仁井田字富士内（郡山市境） ～  本宮字堀切（大玉村境） 

荒井字荒井（荒井地内） ～  本宮字蛇の鼻（大玉村境） 

和田字除石（除石交差点）～  稲沢字春日 

市   道 

   ３号 

   ５号 

   ６号 

   ８号 

  １３号 

  １４号 

  １６号 

  １８号 

  １９号 

  ２０号 

  ２１号 

  ２２号 

  ２４号 

１３１号 

 

万世・舞台線 

作田線 

小姓内線 

原・大石線 

富士内線 

富士内・上沢線 

大町・立石線 

仁井田・白岩線 

大山・松沢線 

小田部・八幡線 

平郎内・古山ノ内線 

除石・江口線 

白岩・稲沢線 

山田・瀬樋内線 

（起点）           （終点） 

本宮字万世34-1       ～  本宮字舞台5-1 

本宮字坊屋敷220-6      ～  本宮字作田52-1 

本宮字瀬樋内197      ～  本宮字天ケ46-1（右） 

高木字原59-3        ～  高木字中島110-7 

荒井字前田4        ～  仁井田字富士内92 

荒井字北ノ内36-1     ～  仁井田字富士内7-4 

本宮字大町47      ～  本宮字大榎157-1 

仁井田字一里壇25-1   ～  白岩字埋内95-2 

和田字滝ノ沢164-8     ～   松沢字霜山122-1 

糠沢字小田部303-1       ～   糠沢字八幡78-4 

松沢字平郎内157     ～  長屋字荒池24-8(大山・松沢線交差) 

和田字除石27-2       ～   和田字江口9-3 

白岩字堤崎509-12     ～   白岩字堤崎494-22(白沢総合支所) 

本宮字山田72-１    ～  本宮字瀬樋内15-1 

３ 第３次確保路線 

第１次、第２次確保路線以外の緊急輸送道路。災害事案及び災害地域により、適宜指定する。 

 

第３ 臨時ヘリポート 

市は、空路からの物資受け入れ拠点としてヘリコプター臨時離着陸場を指定する。 

 

第４ 輸送拠点 

他都道府県・市町村及び民間事業者等からの緊急物資の受け入れ、一時保管及び各避難所等への積

み替え・配送を行う陸上拠点として、次の輸送拠点を整備した。 

名     称 所  在  地 管 理 者 面積 ㎡ 

本宮市地域防災センター 本宮字太郎丸112－5 本宮市長 368  

主要サテライト防災備蓄倉庫 本宮字舞台2-4 本宮市長 250  

サテライト防災備蓄倉庫（本宮小学校） 本宮字館ノ越48 本宮市長 26.48  

サテライト防災備蓄倉庫（本宮まゆみ

小学校） 
本宮字舞台1 本宮市長 26.48  

サテライト防災備蓄倉庫（本宮第二中

学校） 
荒井字団子森28 本宮市長 26.48  
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サテライト防災備蓄倉庫（総合体育館） 高木字黒作1 本宮市長 26.48  

サテライト防災備蓄倉庫（白沢公民館） 白岩字堤崎500 本宮市長 26.48  

＊ 災害時応援協定締結の倉庫事業者の協力による、民間事業者倉庫活用も考慮する 

 

第５ 緊急輸送路等の整備 

緊急輸送路に指定された施設の管理者は、それぞれの計画に基づき道路施設の整備を図る。また、

臨時ヘリポートに指定された施設の管理者は、施設の保持に努める。 
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第１１節 避難対策 

【本部事務局、各部・各班、市消防団】 

第１１節 避難対策 

住民等の生命と身体を脅かす風水害やそれに伴う土砂災害では、迅速に安全な場所へ避難する

ことが人命を守る上で重要となるため、市は、適切な避難計画を作成し、避難対策の推進を図る。 

さらに、高齢者、乳幼児、妊産婦、傷病者、障がい者（児）及び外国人等いわゆる「要配慮者」

が犠牲になる場合が多くなっているため、従来以上に多様なニーズにも配慮した避難体制の確立

を図るものとする。 

 

第１ 避難計画の策定 

市は、災対法に規定する災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合、安全かつ迅速な避難

誘導を行うため、次の事項を内容とした避難計画を策定する。 

避難計画は、避難先の伝達方法、避難の長期化や県外も含めた市町村間を超えた広域避難時のコミ

ュニティを維持しつつ避難先の指定について考慮するとともに、国民保護法及び原子力災害対策特別

措置法に基づく避難と整合性を図る。 

特に、市は、住民の迅速かつ円滑な避難を実現するとともに、高齢化の進展等を踏まえ、高齢者等

の避難行動要支援者等の避難支援対策を充実・強化する必要がある。このため、避難指示のほか、避

難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者に対して、早めの段階で避難行動を開始すること

を求めるとともに、高齢者等以外の者に対して、必要に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、

自主的な避難を呼びかける高齢者等避難を伝達する必要がある。 

また、避難指示等が発令された場合の避難行動として、指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、

ホテル・旅館等への避難を原則とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保

することができる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等

により、指定緊急避難場所等への避難等がかえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべき

ことについて日頃から住民等への周知徹底に努める。 

さらに、市は、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務

を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど全庁を上げた体制の構築及び実

践的な訓練の実施に努める。 

 

１ 避難指示等を発令する基準 

(１) 避難指示等の判断基準の策定について 

市は、「避難情報に関するガイドライン」（内閣府（防災担当））の設定例等を踏まえ、以下

により定量的かつわかりやすい指標を用いた避難指示等の判断基準を策定するものとする。 

また、市は、住民に対して避難指示等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意す

るとともに、避難行動をとりやすい時間帯における避難指示等の発令に努めるものとする。 

なお、避難指示の発令の際には、避難場所を開放していることが望ましいが、避難のための時

間的余裕がない局地的かつ短時間の大雨の場合は、躊躇なく避難指示等を発令するものとする。

また、そのような事態が生じ得ることを住民にも周知するものとする。 

ア 市は、避難指示等の発令について関係機関の協力を得ながら、洪水、土砂災害等の災害事象
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の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域、避難指示等の発令のタイミングや判断基

準、伝達方法を明確にしたマニュアルの作成及び必要に応じた見直しの実施に努めるものとす

る。その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による河川洪水との同時発生等、複合

的な災害が発生することを考慮するものとする。 

イ 洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川及び水位周知河川については、水

位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難指示等の発令基

準を策定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や施設等の利用

者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）等

により具体的な避難指示等の発令基準を策定することとする。 

ウ 土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報が発表された場合に直ちに

避難指示等を発令することを基本とした具体的な避難指示等の発令基準を設定するものとす

る。また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市をいくつかの地域に分割した上で、土

砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）等を用い、危険度の高まっている領域が含

まれる地域内のすべての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難指示等を発令できるよう、対象

区域をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努めるものとする。 

(２) 指定行政機関等による助言 

市は、上記の判断基準を策定する場合、指定行政機関、指定地方行政機関又は県に対し助言及

び策定に関する支援（以下「助言等」という。）を求めることができる。この場合、助言等を求

められた指定行政機関、指定地方公共機関又は県は、その所掌事務に関して必要な助言等を行う。 

各災害に関する避難指示等の判断基準を策定する場合に、主に助言等を求める機関は以下のとお

り。 

・水  害  福島地方気象台、河川管理者（県河川港湾総室、各建設事務所等）、県（危機管

理総室） 

・土砂災害  福島地方気象台、砂防施設等の管理者（県河川港湾総室、各建設事務所等）、県

（危機管理総室） 

(３) 留意事項 

ア 市は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わら

ず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あら

かじめ受け入れる方策について定めるよう努めるものとする。 

イ 劇場等の興行場、駅、その他の不特定多数の者が利用する施設の管理者は、突発性の災害の

発生に備え、避難誘導に係る計画の作成及び訓練の実施に努めるものとする。なお、この際、

必要に応じ、多数の避難者の集中や混乱にも配慮した計画、訓練とするよう努めるものとする。 

２ 避難指示等の伝達方法 

第２章、第９節「避難」第１に準じる。 

３ 指定緊急避難場所及び指定避難所の名称、所在地、対象地区、対象人口及び責任者 

第２、第３に準じる。 

４ 指定緊急避難場所及び指定避難所への経路及び誘導方法 

避難路については、第４に準じる。 

誘導方法については、第２章、第９節「避難」第３に準じる。 

５ 指定避難所開設に伴う避難者救援措置に関する事項 
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(１) 給水・給食措置 

① 飲料水・食料の備蓄  

飲料水・食料は避難生活に不可欠であることから、災害が発生した場合に直ちにこれを提供

できるよう避難所として指定した施設には、あらかじめ応急的に必要と考えられる飲料水・食

料の備蓄に努めるものとする。また、指定避難所に飲料水・食料を備蓄しない場合は、避難所

が開設された場合に備えて、飲料水・食料の供給計画を作成するものとする。 

その際、アルファ米等の白米と牛乳アレルギー対応ミルク等も備蓄し、必要な方に確実に届

けるなど、食物アレルギーの避難者など要配慮者の利用にも配慮するものとする。 

② 生活用水の確保 

飲料水の他に、トイレや避難所の清掃、洗濯、器材の洗浄などの用途に欠かせない「生活用

水」の確保が必要となることから、衛生的な水を早期に確保できるようタンク、貯水槽等の整

備に努めるものとする。 

③ 食物アレルギーの防止等食料や食事に関する配慮 

食物アレルギーの避難者が食料や食事を安心して食べることができるよう、提供する食事の

原材料表示を示した包装や食材料を示した献立表を掲示し、避難者が確認できるようにするも

のとする。また、周りから目視で確認できるよう食物アレルギーの対象食料が示されたビブス、

アレルギーサインプレート等を活用するものとする。 

文化・宗教上の理由から外国人等の避難者が食べることができない食料がある場合は、当該

避難者に対し、可能な限り配慮する。 

④ 一定期間経過後の食事の質の確保 

一定期間経過後の避難所での食事の提供にあたっては、管理栄養士の活用等により長期化に

対応してメニューの多様化、適温食の提供、栄養バランスの確保、要配慮者(咀嚼機能低下者、

疾病上の食事制限者、食物アレルギー患者(児)等)に対する配慮など、質の確保についても配

慮するものとする。 

(２) 毛布、寝具等の支給 

避難所の寝床については、初動は避難者の生命、身体の保護を念頭に置き、地域、時期等によ

り個々の実情において、タオルケット、毛布、布団等の寝具を確保し、暑さ寒さの緩和に努める

ものとする。次いで、就眠環境改善のため、マットや段ボールベッド等簡易ベッドの確保に努め

るものとする。 

(３) 衣料、日用必需品の支給  

① 生活必需品等の備蓄 

生活必需品等については、地域、時期等により、様々なものが考えられ、個々の実情におい

て決定するものと考えられるが、避難者の生命、身体の保護を念頭に置き、次のとおり例示し

たもの等の備蓄に努める。 

ア 洋服上下、子供服等の上着、シャツ・パンツ等の下着 

イ タオル、靴下、靴、サンダル、傘等の身の回り品 

ウ 石鹸、歯磨き用品、ティッシュペーパー、トイレットペーパー等の日用品  

エ 炊飯器、鍋、包丁、ガス用具等の調理道具 

オ 茶碗、皿、箸等の食器 

② 避難者一人ひとりの違いへの配慮 
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女性と男性のニーズの違いや、妊産婦・乳幼児・子育て家庭等のニーズを十分に踏まえた品

目を選定し、必要かつ十分な物資(プライバシーを十分に確保できる間仕切り、生理用品、女性

用下着、授乳用品、液体ミルク、離乳食用品、紙おむつ、体温計、消毒液等)を備蓄するものと

する。 

また、公的な備蓄だけでは対応できない事態が生じることも想定し、倉庫業者、運送業者、

コンビニエンスストア、スーパー等の関係団体・企業等と協定を締結する、他の地方公共団体

と災害援助協定を締結することに努めるものとする。 

生理用品や下着等の女性用品については、女性の担当者から配付する、女性専用のスペース

や女性トイレに常備しておくなど、配付方法に配慮する。 

(４) 負傷者に対する応急救護 

大規模災害の発生直後の避難所には、負傷者や急に病気が悪化した住民が運びこまれることが

予想されるため、応急的に避難者や当該地域の中で医療機関や医療関係者に協力を求めるととも

に、直ちに救護所の設置や救護班の派遣に努めるものとする。(可能な限り医療機関に対応を求

める) 

(５) ペットとの同行避難のためのケージ等の支援 

ペットとの同行避難の受入れ等については、飼い主である避難者の命を守る観点から重要であ

り、各避難所におけるペットとの飼養スペースの確保と飼養のための資機材の準備を行うととも

に、ペットの預け先の確保(避難所で飼養できない場合等の預け場所)、支援者(獣医師会や愛護

団体等)との災害時の対応に係る調整に努めるものとする。 

(６) 在宅避難者への支援 

避難所の運営にあたり、避難所で生活する避難者だけでなく、個々の実情によりその地域にお

いて在宅にて避難生活を送ることを余儀なくされた者等も、支援の対象とするものとする。 

そのため、避難所の運営担当は、在宅避難者を含めた当該避難所及びその設置された地域にお

いて避難生活を送る避難者に対する情報発信の場所となるとともに、当該避難者が情報を収集す

る場所となること、在宅避難者が必要な物資を受け取りに来る場所となること等の地域の支援拠

点としての機能を有するものとして、避難所を設置するものとする。 

また、在宅での避難生活を余儀なくされた方々に対して、自治会や行政職員等の見守り機能を

充実させ、特に要配慮者等の支援が必要となる者に対して行政が適切な対応を取ることで、情報、

支援物資、医療・福祉等のサービスの提供が行き届くよう必要な措置を講じるものとする。 

特に、在宅医療患者（医療的ケア児を含む）等、必要な薬剤・器材等(水・電気等を含む)を得

られないため直接生命にかかわる者又は日常生活に重大な支障をきたす者などの把握及び必要

物資の提供については、関係部局・団体等と連携を図り特に配慮するものとする。 

６ 指定避難所の管理に関する事項 

(１) 避難所の管理・運営責任者（原則として本市職員を指定）及び運営方法 

① 運営責任者の配置 

避難所を設置した場合には、運営責任者を配置し、避難所の運営を行うものとする。その際、

運営責任者として予定していた者の配置が困難なこともありうるため、当面本来の施設管理者

等を運営責任者に充てることも考えられるので、運営責任者の役割について施設管理者の理解

を十分に深める。 

また、災害発生直後から当面の間は、運営責任者について、昼夜での対応が必要となること
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が予想されるため、交替ができる体制に配慮するものとする。 

② 運営責任者の役割 

ア 避難所に避難した避難者の人数、性別、世帯構成、被害状況、必要な支援の内容など支援

にあたり特別な配慮を要する者の状況等を可及的速やかに把握し、当該避難所における避難

者の名簿を整備すること。 

イ 避難所に必要な食料・飲料水、毛布等の生活必需品の過不足を把握し調整するため、常に、

市町村等の行政機関(災害対策本部)や近接する他の避難所と連絡をとること。 

ウ 避難所の運営にあたって、例えば次のような班を設置し、避難者自身の役割分担を明確化

することにより、避難者自身が避難所運営に貢献できる体制を整えること。また、必要に応

じて、避難所内の役割分担に問題が生じた際に、それを調整するコーディネーターを置くこ

と。 

【構成班の参考例】 

班名 役割 

調整班 各班の業務の調整 

情報班 市との連絡・調整の窓口、情報収集と情報提供 

管理班 避難者数等の把握、施設の利用管理 

相談班 避難者のニーズ把握、避難者からの相談対応 

食料班 食料配給、炊き出し 

物資班 物資の調達・管理、配給 

環境班 生活衛生環境の管理、避難所内の清掃 

保健班 避難者の健康状態の確認、感染症予防 

要配慮者支援班 要配慮者の支援 

巡回警備班 避難所の防火・防犯対策 

避難者交流班 避難者の生きがいづくりのための交流の場の支援 

ボランティア班 ボランティアの要請、調整 

エ 発達障がいを含む障がい特性に対する要配慮者の配慮事項や支援方法等について、分かり

やすくまとめた紙媒体などを活用し、避難所に滞在する避難者への周知に努めること。 

オ 避難者名簿に基づき、常に避難者の状態やニーズを把握し、救助にあたり特別な配慮を要

する者を把握した場合は、必要に応じて、ホームヘルパーの派遣、社会福祉施設等への緊急

入所又は福祉避難所への避難等を行う。特に、当該施設が定員を超過して要配慮者を受け入

れる必要が生じた場合等においては、市と福祉サービス等事業者等との間で緊密な連絡を取

ること。 

カ 要配慮者支援のための全体のコーディネートを行うために、要配慮者支援連絡会議を適宜

開催し、関係機関等の支援活動の実施状況や人的・物的資源の状況、避難所等における要配

慮者のニーズを把握し、共有に努める。また、関係機関等に、支援活動の状況把握や調整を

担当できる者の派遣を要請する等、外部からの人材の活用に努める。 

(２) 避難受入中の秩序保持 

① 住民による自主的運営避難所 

ア 避難所の運営担当者は、避難所の設置後、施設管理者や市職員による運営から避難者によ

る自主的な運営に移行するため、被災前の地域社会の組織やＮＰＯ・ＮＧＯ・ボランティア
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の協力を得るなどして、その立ち上げや地域のコミュニティ維持に配慮した運営になるよう

に支援するとともに、避難者による自発的な避難所での生活のルールづくりを支援するもの

とする。 

イ 住民による避難所運営組織においても、人口の半数を占める女性等、多様な主体が責任者

として加わり、乳幼児や子どものいる家庭等のニーズや、生理用品等女性に必要な物資や衛

生・プライバシー等に関する意見を反映させるようにするものとする。また、避難所におけ

る要配慮者支援班等と連携し、要配慮者の意見も反映させるものとする。 

ウ 住民による自主的な運営を進めるにあたっては、炊事や清掃などの役割分担が、一部の住

民に負担が偏らないよう配慮するものとする。 

② 防火・防犯対策 

ア 防火担当責任者の指定、喫煙場所の指定、石油ストーブ等からの出火防止、ごみ集積場所

等に放火されないための定期的な巡回警備等の防火対策を図るとともに、火災発生時に安全

に避難するため、避難所の防火安全に係る遵守事項を、避難所の出入り口等に掲示するもの

とする。 

イ 避難所の環境について、犯罪を誘発・助長する面もあることから、特に被害に遭いやすい

子ども、高齢者、女性からも危険箇所・必要な対応についても意見を聞き、照明の増設など

環境改善を行うものとする。また、警察とも連携し、巡回や被害者への相談窓口情報の提供

を行うとともに、避難者・支援者全体に対して、いかなる犯罪・暴力も見逃さない旨を周知

徹底するものとする。避難所の治安・防犯等の観点からは、必要に応じて、警備員等の雇用

も検討すること。 

ウ 指定避難所等において避難者やその支援者が性暴力やＤＶ、ハラスメントの被害者及び加

害者にならないよう、「暴力は許されない」という意識の普及・徹底を図るものとする。 

(３) 避難者に対する災害情報の伝達 

避難者が必要とする情報は、１）避難誘導段階、２）避難所設置段階、３）避難所生活段階、

４）応急仮設住宅設置段階、５）応急仮設住宅生活段階など、災害発生からの時間の経過に伴い、

刻々と変化していくことから、避難者の必要性に即した情報を的確に提供するものとする。 

また、市から避難所や地域への情報提供ルートを確立するものとする。一方で被災地の避難所

の状況、避難者数、避難所内の問題等を市から県へ情報提供できるような体制を確立しておくも

のとする。 

(４) 避難者に対する応急対策実施状況の周知徹底 

災害発生から一定の時間が経過した段階においては、被災者支援制度に関する情報や、恒久住

宅の建設計画等に関する情報等、避難者が将来に希望を持って安心して生活ができるような情報

を提供するものとする。 

また、生活再建に必要な多様な相談支援を行うことができるよう、就労支援等の相談窓口を提

供することに努める。 

(５) 避難者に対する各種相談業務 

高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児を抱えた家族、外国人等の要配慮者や在宅の人も含め、様々

な避難者の意見を吸い上げるため、相談窓口を設置するものとする。その際、女性が安心して相

談できるようにするため、窓口には女性を配置することが適切である。 

また、そうして把握した避難者のニーズについて、避難所において対応できない場合は、必要
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に応じ、避難所の責任者から市へ、市でも対応できない場合は、県へと適切に伝えていく仕組み

を構築するものとする。外国人については、ボランティア等の協力も得ながら、必要に応じて、

可能な限り通訳を配置した外国人向けの相談体制について配慮するものとする。 

７ 指定避難所の整備に関する事項 

(１) 受入施設 

避難所としての開放範囲(避難スペース及びその他の必要スペース)については、あらかじめ施

設管理者と協議し定めておくものとする。 

体育館等の大空間においては、避難の長期化が見込まれる場合には、地域の実情等も十分に踏

まえながら、早急に仮設間仕切り等によりプライバシーの確保に努めるものとする。また、学校

の多目的室など、既に冷暖房施設が整った部屋や小部屋、仕切られた小規模スペース等について

は、要配慮者の避難場所にあてるなどの配慮が必要である。 

また、感染症を発症した避難者の専用スペースないし個室の確保に努めるとともに、感染症を

発症した場合は、感染拡大防止や安静等を目的に、避難者自身の希望に関わらず個室への入室等

を要する場合もあるため、避難者の理解に努めるものとする。 

加えて、在宅医療患者（医療的ケア児を含む）等で人工呼吸器など生命の維持のための医療機

器の使用を必要とする者の避難に備え、医療機器等稼働のための電源を確保するものとする。 

(２) 給食・給水施設 

一定期間が経過した段階において、避難者自らが生活を再開していくという観点や、メニュー

の多様化や適温食の確保を図るという観点からも、避難所等における炊事する場の確保、食材や

燃料の提供、ボランティア等の協力や避難所内の互助体制等の環境づくりを進めるものとする。 

また、ボランティア等による炊き出し、特定給食施設の利用等による多様な供給方法の確保に

努めるとともに、食料等の供給契約を順次地元事業者等へ移行させることなどにより、適温食の

確保に配慮するものとする。 

なお、一定期間が経過した段階においては、避難所の清掃、洗濯、器材の洗浄などに必要な水

量が増加することから、水量が確保できるよう早期の水道施設の復旧を進めるものとする。 

(３) 情報伝達施設 

避難者に対し、各種情報を確実に伝達するとともに、コミュニケーションを確保するための設

備の整備が必要であり、被災地の状況把握のためのテレビ・ラジオはもとより、インターネット

へ接続できるパソコン等に情報伝達手段を確保しておくものとする。 

特に、要配慮者に対して円滑な情報伝達ができるよう、障がい等の状況に応じて多様な情報伝

達手段の確保に努めるものとする。なお、発災時から、通信環境を確保するため、自家発電装置、

非常用発電機及び衛星電話の設置に努める。 

(４) トイレ施設（仮設トイレ、防疫用資機材、清掃用資機材等） 

避難所においてトイレが利用できない事態が発生すると、様々な健康被害や衛生環境の悪化に

つながることから、状況に応じた手法により十分なトイレを確保するとともに、避難者の協力を

得て適切に管理するものとする。 

トイレの個数については、過去の災害における仮設トイレの設置状況や、国連等における基準

を踏まえ、災害発生当初は避難者約５０人当たり１基、避難が長期化する場合には約２０人当た

り１基、トイレの平均的な使用回数は１日５回を一つの目安として、備蓄や災害時用トイレの確

保計画を作成することが望ましいものとする。 
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また、衛生面に配慮した継続的な清掃を行うために、最低限必要な備品等を速やかに確保でき

るよう、平時から備蓄に努めるとともに、トイレの使い方、手洗いの方法等を周知するための手

段についても、あらかじめ準備しておくものとする。 

(５) ペット等の保管施設 

衛生上の問題等から、避難所内の避難者が生活するスペースには、ペットを入れないことを原

則とし、災害発生直後は屋外又は別室を充てる等により対応するものとする。また、必要な場合

には、獣医師会や愛護団体等の支援者と収容保護等について調整するものとする。 

８ 要配慮者に対する救援措置に関する事項 

(１) 情報の伝達方法 

市は、様々な環境下にある住民、要配慮者施設等に対して情報が確実に伝わるよう、関係事業

者の協力を得つつ、防災行政無線（防災ラジオを含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥ

ＲＴ）、Ｌアラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む）、

携帯電話（ＳＮＳ、緊急速報メール機能を含む。）、ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化、多

様化を図るものとする。 

(２) 避難及び避難誘導 

このことについては、第１７節「要配慮者対策」第１、第８を参照するものとする。 

(３) 避難所における配慮等 

このことについては、第１７節「要配慮者対策」第９を参照するものとする。 

(４) 老人デイサービスセンターの活用 

   このことについては、第１７節「要配慮者対策」第９－２を参照するものとする。 

９ 避難の心得、その他防災知識の普及啓発に関する事項 

(１) 広報紙、掲示板、パンフレット等の発行 

このことについては、第５を参照するものとする。 

(２) 標識、誘導標識等の設置 

市は指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本産業規格に基づく災害種別

一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるとと

もに、避難場所標識の見方に関する周知に努めるものとする。 

(３) 住民に対する巡回指導 

このことについては、第５を参照するものとする。 

(４) 防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等 

市は防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等により、避難計画の内容について住民等に対

する周知徹底を図るための措置を講じるものとする。 

 

第２ 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定等 

避難計画で定める指定緊急避難場所は、災対法第４９条の４の規定に基づき、また、指定避難所は、

同法第４９条の７の規定に基づき、あらかじめ指定しておく。 

１ 指定緊急避難場所【災害が発生し危険から逃れるための避難場所（災害種類毎に指定）】の指定 

市は、防災施設の整備状況、地形及び地質その他の状況を総合的に勘案し、必要があると認める

ときは、災害が発生し又は発生するおそれがある場合に、円滑にかつ迅速な避難場所確保のため、

次に定める基準に適合する施設又は場所を、洪水や土砂災害、その他の異常現象の種類ごとに、指
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定緊急避難場所として指定する。また、市は災害の想定等に応じて必要性があると判断される場合

は、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近隣市町村に設けるものとする。 

(１) 災害が発生し又は発生するおそれがある場合において、居住者等に解放して救助者等を受入れ

する屋上やその他の部分について、物品の設置、地震による落下及び転倒、移動等の事由により

避難上支障を来さないものであること。 

(２) 洪水、がけ崩れ、土石流及び地すべり、大規模な火事、大量の降雨等により雨水を排水できな

いことによる浸水がないこと。また、噴火に伴い発生する火山現象が発生した場合に、生命又は

身体に危険が及ぶおそれがないと認められる土地の区域内にあるものであること。ただし、次に

掲げる基準に適合する施設についてはこの限りではない。 

① 異常な現象により生ずる水圧、震動及び衝撃等の予想される事由により当該施設に及ぼす力

によって損壊、転倒、滑動又は沈下等、構造耐力上支障のある事態を生じない構造のものであ

ること。 

② 洪水及び浸水等が発生し、又は発生するおそれがある場合に使用する施設にあっては、想定

される洪水等の水位以上の高さに居住者等の受入する屋上その他の部分が配置されており、か

つ避難上有効な階段もしくはその他の経路があること。 

(３) 災害発生時に迅速に避難場所の開放を行うことが可能な管理体制を有すること。 

(４) 指定にあたっては、次の条件についても考慮する。 

① 延焼火災発生のおそれが大きい地域は、確実に避難が可能となるよう、避難場所と避難路を

総合的に判断して選定する。 

② 学校のグランド等を選定する場合は、臨時ヘリポート及び応急仮設住宅建設予定箇所等と重

複しないように調整する。 

③ 誘導標識を設置する場合、日本産業規格に基づく災害種別一般図記号を使用し、どの災害の

種別に対応した避難場所であるかを明示する。また、災害種別一般図記号を用いた標識の見方

について周知する。 

④ 都市農地を避難場所とする場合、都市農業者や関係団体との協定の締結や当該農地における

防災訓練の実施等に努めるものとする。 

２ 指定避難所【危険がなくなるまでの必要な期間滞在させるための施設】の指定 

市は、想定される災害、人口の状況、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、

災害が発生した場合における適切な避難所（避難のための立退きを行った居住者、滞在者その他の

者を避難のために必要な間滞在させ、又は自ら居住の場所を確保することが困難な被災した住民そ

の他避難者を一時的に滞在させるための施設）の確保を図るため、下記に定める基準に適合する公

共施設その他施設を指定避難所として指定するものとする。また、指定避難所内の一般避難スペー

スでは生活することが困難な障がい者等の要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所として指定避

難所を指定するよう努めるものとする。 

指定管理施設を指定避難所とする場合には、指定管理者との間で事前に避難所運営に関する役割

分担等を定めるよう努める。 

また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応

を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館

等の活用等を含めて検討するよう努める。 

(１) 避難者等を滞在させるために必要十分かつ適切な規模のものであること。 
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(２) 速やかに避難者等を受入れ、又は生活関連物資を避難者等に配布することが可能な構造又は設

備を有するものであること。 

(３) 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあるものであること。 

(４) 車両、その他の運搬手段による輸送が比較的容易な場所にあるものであること。 

(５) 主として高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮が必要な者を滞在させることが想定され

るものは、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生し

た場合において要配慮者が相談し、助言その他の支援を受けることができる体制が整備されてお

り、災害が発生した場合において主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り

確保されること。 

(６) 指定にあたっては、次の条件についても考慮する。 

① 指定避難所における避難者１人当たりの必要面積は、おおむね３平方メートル以上とする。 

② 指定避難所は、要避難地区のすべての住民を受入できるよう配置する。 

③ 指定避難所は、がけ崩れや浸水などの自然災害により被災する危険がないところとする。 

④ 原則として耐震構造（昭和５６年以前に建築されたものは耐震診断を行い、安全が確認され

たもの）の耐火・準耐火建築物とし、障がい者や高齢者、女性等の生活面での障害が除去され、

ユニバーサルデザインへの配慮がなされている施設とする。 

３ 管理者の同意 

市は、指定緊急避難場所及び指定避難所を指定しようするときは、あらかじめ当該指定緊急避難

場所及び指定避難所の管理者に同意を得るものとする。 

４ 県への通知等 

市は、指定緊急避難場所及び指定避難所を指定したときは、その旨を県に通知するとともに、公

示する。 

５ 管理者の届出義務 

指定緊急避難場所及び指定避難所の管理者は、当該指定緊急避難場所及び指定避難所を廃止又は

改築、その他の事由により、現状に重要な変更を加えようとするときは、市に届けるものとする。 

６ 指定の取消 

市は、指定緊急避難場所及び指定避難所が廃止又は基準に適合しなくなったと認めるときは、指

定を取消し、その旨を県に通知するとともに、公示する。 

７ 指定した避難所の運営・管理 

市は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、次の事項に配慮するものとする。 

(１) 避難生活の環境を良好に保つために、換気、照明等の施設の整備に努める。 

(２) 指定避難所において貯水槽、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、非常用電源、衛星携帯

電話等の通信機器等のほか、洋式トイレなど、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努める

とともに、避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ、スマートフォンの充電器等の

機器の整備を図る。 

(３) 指定避難所又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、携帯トイレ、簡易

トイレ、常備薬、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティション、炊き出し用具、毛布、紙

おむつ、生理用品等避難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要

な物資等の備蓄に努める。また、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子どもにも配慮

する。 
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(４) 指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確保や通信設

備の整備等を進めるものとする。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努めるものと

する。 

(５) 指定避難場所への自家用車での避難者のため、広場（グリーンパーク野球場）や駐車場等の整

備、トイレ、シャワールーム等の衛生環境の整備に努める。 

(６) トイレ、更衣室、入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置するよう努める。 

(７) 性暴力やＤＶの発生を防止するため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置するよう努

める。 

(８) 性暴力やＤＶ、ハラスメントについての注意喚起のための張り紙を掲示するなど、避難者の安

全に配慮するよう努めるとともに、警察、病院、各支援団体等との連携の下、被害者への相談窓

口情報の提供を行うよう努める。 

(９) 避難者への体調管理の呼びかけや、熱中症の予防・対処に関する普及啓発等に努める。 

(10) 新型コロナウイルスを含む感染症対策のため、避難者間のスペース確保のほか、非接触型体温

計の配備等適切な対応を講じるよう努める。 

 

第３ 指定緊急避難場所等を指定する場合の留意点 

１ 指定緊急避難場所と指定避難所とは、相互に兼ねることができる。 

２ 地域との事前協議 

災害発生時に指定緊急避難場所等の施設開放を地域や自主防災組織で実施できるようにするな

ど、避難者を速やかに受け入れるための体制整備を地域と協議のうえ進める。 

３ 学校を指定する場合の措置 

学校を指定緊急避難場所及び指定避難所として指定する場合は、基本的には教育施設であること

に留意し、指定緊急避難場所や指定避難所として機能させるため、教育委員会及び学校と使用施設

の優先順位、避難所運営方法（教職員の役割を含む。）等について事前協議を図る。 

４ 県有施設の利用 

市は、地域の実情等を考慮し、県有施設を指定緊急避難場所又は指定避難所として指定するとき

は、運営方法について運営管理者及び財産管理者とあらかじめ協議する。 

なお、市から指定避難所等として指定された施設の運営管理者は、財産管理者と協力し、指定避

難所としての施設等の整備に努めるものとする。 

５ その他の施設の利用 

市は、指定した避難所で不足する場合や避難が長期化する場合又は新型コロナウイルス感染症を

含む感染症対策として、国と協議の上、公的宿泊施設、旅館、ホテル等の借り上げ等による避難所

開設のため、あらかじめ協定を締結するなどの連携を図る。（協定状況は、資料編参照） 

 

第４ 避難路の選定等 

避難計画の避難路の選定基準は概ね次のとおりとする。 

(１) 避難路は、概ね８メートル以上の幅員とするが、この基準により難いときは地域の実情に応じ

て選定する。 

(２) 避難路は相互に交差しないよう配慮する。 

(３) 周辺地域及び災害の状況により使用不可能となった場合を考慮し、複数の道路を選定する。 
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(４) 避難路沿いに危険性の高い工場等がないなどの安全性に配慮する。 

 

第５ 避難場所等の居住者等に対する周知 

市は、風水害等のおそれのない適切な避難場所や避難路等について周知徹底するとともに、指定緊

急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生するおそれのある災

害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることについて、日頃から住民等への周

知徹底に努める。特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害

においては当該施設に避難することが不適当である場合があることや、指定緊急避難場所と指定避難

所の役割が違うことについて、日頃から住民等への周知を図る。 

また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホームページやアプ

リケーション等の多様な手段の整備に努める。 

市は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、住民に対し、あらかじめ、指定避難所の運営管理のた

めに必要な知識等の普及に努める。この際、住民等が主体的に避難所を運営できるよう配慮するよう

努める。 

市は、住民の円滑な避難のための立退きに資するよう、次の情報が記載されたハザードマップ等の

作成を行い、印刷物を各世帯に提供するとともに、インターネット等により周知を図る。なお、ハザ

ードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮したうえ

でとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人まで避

難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅も選択肢としてあること、警戒レベ

ル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるも

のとする。 

(１) 災害が発生した際に、生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認められる土地の区域を表示

した図面 

(２) 災害に関する情報伝達方法 

(３) 指定緊急避難場所及び避難路、その他の避難経路に関する事項その他円滑な避難を確保する上

で必要な事項 

 

第６ 学校、医療機関等における避難計画 

学校等、社会福祉施設等、医療機関、大規模事業所、大規模集落施設及びその他防災上重要な施設

の管理者は、それぞれ作成する消防計画の中に次の事項に留意して避難に関する計画を作成し、避難

対策の万全を図る。 

１ 学校等の避難計画 

多数の園児・児童及び生徒を、混乱なく安全に避難させ、身体及び生命の安全を確保するために、

それぞれの地域特性を考慮した上で、次の事項に留意し学校等の実態に即した適切な避難対策を立

てる。 

また、学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引き渡しに関する

ルールを、あらかじめ定めるよう促すものとする。加えて、小学校就学前の子どもたちの安全で確

実な避難のため、災害発生時における幼稚園・保育所等の施設と市の間、施設間の連絡・連携体制

の構築に努めるものとする。 
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(１) 学校等の範囲 

学 校 幼 稚 園 保 育 所 各 種 学 校  

(２) 計画における留意点 

① 避難実施責任者 

② 避難の順位 

③ 避難誘導責任者及び補助者 

④ 避難誘導の要領及び措置 

⑤ 避難場所、経路、時期及びその指示伝達方法 

⑥ 避難場所の選定、受入施設の確保並びに教育、保健、衛生及び給食の実施方法 

⑦ 避難者の確認方法 

⑧ 児童・生徒等の父母又は保護者への引渡方法 

⑨ 通学時に災害が発生した場合の避難方法 

２ 社会福祉施設等における避難計画 

社会福祉施設等においては、それぞれの地域の特性等を考慮するとともに、対象者の活動能力等

についても十分配慮して定めるものとする。 

① 避難実施責任者 

② 避難の順位 

③ 避難誘導責任者及び補助者 

④ 避難誘導の要領及び措置（自動車の活用による搬出等） 

⑤ 避難の時期（事前避難の実施等）及びその指示伝達方法 

⑥ 避難所及び避難経路の設定並びに受入方法 

⑦ 避難先の他施設等への措置替え検討 

⑧ 避難者の確認方法 

⑨ 家族等への連絡方法 

⑩ 避難時の近隣住民等の協力体制の確保 

３ 病院における避難計画 

病院においては、患者を他の医療機関又は安全な場所へ集団的に避難させる場合を想定し、被災

時における病院施設内の保健、衛生の確保、入院患者の移送先施設の確保、転送を要する患者の臨

時受入場所、搬送のための連絡方法と手段、病状の程度に応じた移送方法、搬送用車両の確保及び

病院周辺の安全な避難場所及び避難所についての通院患者に対する周知方法等についてあらかじ

め定めておくものとする。 

４ その他防災上重要な施設の避難計画 

大規模集客施設及び店舗等並びに駅等の不特定多数の人間が出入りする都市施設は、それぞれの

地域の特性や人間の行動、心理の特性を考慮した上で、避難場所、経路、時期並びに誘導及び指示

伝達の方法等について定めておくものとする。 

５ 広域避難計画 

病院や社会福祉施設等の管理者は、県外も含めた市町村間を超えた広域避難を想定し、搬送方法

も含めた避難計画の策定に努めることとする。 
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第７ 男女共同参画の視点に基づく避難所運営の推進 

市は、男女共同参画の視点から、地方防災会議の委員に占める女性の割合を高めるよう取り組むと

ともに、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、

福島県男女共生センターが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における

男女共同参画担当部局及び福島県男女共生センターの役割について、防災担当部局と男女共同参画担

当部局が連携し明確化するよう努める。 

 

第８ 平時から自分の避難行動を考える「マイ避難」の取組の推進 

住民が迅速に避難するためには、住民が平時から自分の避難行動について考えておくことが重要で

ある。市は住民に対して、平時から自分の避難行動を考える「マイ避難」について以下のとおり周知

啓発を図るものとする。 

(１) 自宅や職場の自然災害の危険性について、市が作成した水害や土砂災害などのハザードマップ

等で確認すること。また、自宅や職場が市境にある場合には隣接する市町村のハザードマップに

ついても確認すること。 

(２) 指定避難場所・指定避難所や避難先として安全な親戚・知人宅など、実際に避難する場所につ

いて検討しておくこと。 

 (３) 避難の際に持ち出す物や避難経路を確認すること。 

(４) 上記についてマイ避難計画として整理するとともに、家族で共有しておくこと。 
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第１２節 医療（助産）救護・防疫体制の整備 

【本部事務局、保健福祉部】 

第１２節 医療（助産）救護・防疫体制の整備 

災害時には、広域的あるいは局地的に、救助や医療（助産）救護を必要とする多数の傷病者が

発生することも予想される。また、医療機関が一時的な混乱により、その機能が停止することも

予想される。 

 市は、県及び関係機関と連携し、医療（助産）救護活動を迅速に実施し、人命の安全を確保す

るとともに、被害の軽減を図るために必要な医療（助産）救護・防疫体制の整備充実を図る。 

 

第１ 医療（助産）救護体制の整備 

１ 医療（助産）救護活動体制の確立 

市は、災害時における迅速な医療（助産）救護を実施するため、「福島県災害医療行動計画」（令

和３年３月）に基づく、災害医療ネットワークの確立を推進するとともに、自主防災組織の活用を

はじめ、次の事項を含めた医療（助産）救護体制の確立を図る。 

① 救護所の指定及び整備と住民への周知 

② 救護班の編成体制の整備 

２ 災害時医薬品等備蓄供給体制の確立 

市は、災害時の救護活動に必要な医薬品・衛生材料等について「福島県災害時医薬品等備蓄事業

実施要綱」・「福島県災害時衛生材料等備蓄事業実施要綱」・「福島県災害時医薬品等供給マニュ

アル」に基づき調達計画を策定する。 

また、安達医師会や市内薬局等に対し、医薬品の備蓄供給について、それぞれの専門的見地から

の協力を依頼する。 

３ 血液確保体制の確立 

市は、災害時における血液の不足に備え、災害時はもとより、日頃からの献血促進について市民

へ啓発を図る。 

４ 後方医療体制の整備 

(１) 後方医療機関 

救護所や救急告示医療機関等では対応できない重傷病者等を搬送し、治療及び入院等の救護を

行う後方医療機関として、県が二次医療圏単位に地域災害拠点病院を指定する。 

(２) 後方医療機関の受入れ状況等連絡体制の整備 

市（救護所）・医療機関及び消防機関等の間における十分な情報連絡機能の確立を目指し、県

の大規模災害時救急医療体制整備及び災害時救急医療情報システムとの連携を図る。 

５ 傷病者搬送体制の整備 

(１) 搬送手段の確保 

市及び消防本部は、現場及び救護所から後方医療機関までの重症患者の航空搬送や医療救護班

等の輸送について、複数の手段を確保しておく。 

(２) 搬送経路、搬送拠点の確保 

災害により、搬送経路となる道路が被害を受けた場合や重症患者の広域輸送を考慮し、後方医

療機関への複数の搬送経路や広域搬送拠点を確保しておく。 

(３) ヘリコプター搬送 
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市は、ヘリコプター離発着場所の指定と後方医療機関までの搬送体制を確立させておく。 

６ 医療関係者に対する訓練等の実施 

(１) 防災訓練の実施 

市は、災害発生時に迅速かつ円滑な医療（助産）救護活動が行われるよう、医療関係者を含め

た定期的な防災訓練の実施に努める。 

 

第２ 防疫対策 

１ 防疫体制の確立 

市は、被災地における防疫体制の確立を図る。 

２ 防疫用薬剤等の備蓄 

第１－２に準じる。 

３ 感染症患者隔離受入体制の確立 

市は、被災地において感染症患者又は病原体保菌者の発生が予測されることから、隔離病棟の把

握と患者又は病原体保菌者の搬送体制の確立を図る。 

 

第３ 応援医療体制の整備 

１ 広域的医療協力体制の確立 

市は、災害時、市域及び広域に多数の負傷者が発生し、市内医療機関で医師不足及び医療資機材

不足に陥る場合、福島県災害医療行動計画に基づく広域的医療応援を県に求める。 

２ 応援要請のための情報連絡体制の整備 

市は、災害時における初期医療、救急搬送、後方医療、医薬品及び医療資機材の調達等全ての医

療（助産）救護局面において、広域的応援協力について情報連絡するための連絡網整備を県と調整

する。 
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第１３節 食料等の調達・確保、防災資機材等の整備、 

廃棄物処理計画の策定及び罹災証明書発行体制の整備 

【本部事務局、市民部、財務部、産業部、保健福祉部、建設部】 

第１３節 食料等の調達・確保、防災資機材等の整備、廃棄物処理計画の策定及び罹災証明書発行体制の整備 

 

第１ 食料、生活物資等の調達及び確保 

１ 食料 

(１) 市は、住民に最も身近な行政主体として住民の非常用食料の備蓄に努める。併せて、あらかじ

め、食料関係機関、生産者、農業協同組合及び販売業者等と食料調達に関する協定を締結するな

ど、食料調達の体制整備に努める。 

(２) 市の備蓄は、最低限の食料を除き、流通備蓄とする。 

(３) 非常用食料としての備蓄品は、乾パン、缶詰、乳児用粉ミルク・液体ミルク、即席麺及びアル

ファ米等、保存期間が長く、調理が不要なものを原則とする。また、高齢者、障がい者、乳幼児、

病弱者等の利用やアレルギー等にも配慮する。 

(４) 備蓄にあたっては、物資の特性と給与方法により、集中備蓄と分散備蓄の備蓄拠点を設けるな

どの、体制整備に努める。 

備蓄数量の設定は、大規模災害が発生した場合の被害を想定し、家屋からの非常持出しができ

ない避難者や旅行者等の１日分程度を目安とする。 

(５) 市は、県と連携し、防災週間、防災関連行事及び出前講座等を通じ、自主防災組織や市民に対

し、最低３日分、推奨１週間分の食料備蓄に努めるよう啓発を図る。 

(６) 市は、災害応急対策従事者又は応援派遣職員用の食料確保に努める。 

２ 生活物資 

(１) 市は、住民に最も身近な行政主体として、必要に応じ生活物資の備蓄に努める。併せて、あら

かじめ販売業者等と物資調達に関する協定を締結するなど、生活物資の調達体制の整備に努める。 

(２) 市の備蓄は、最低限の物資を除き、流通備蓄とする。 

(３) 備蓄品目は、避難又は退避時の最低限の物資を原則とし、寝具（毛布等）、衣料品（下着、作

業着、タオル等）、炊事器具（卓上コンロ、カセットボンベ）、食器、日用雑貨、燃料、ブルー

シート、土のう袋、簡易トイレ、生理用品、要配慮者向け用品等とする。 

また、避難所生活が長期化する場合に必要となる物資は、流通物資により確保を図る。 

(４) １－(４)再掲。 

(５) 市は、県と連携し、防災週間、防災関連行事及び出前講座等を通じ、自主防災組織や住民に対

し、生活物資や非常持出品を日頃から備えておくよう啓発を図る。また、防災訓練での供与訓練

等の実施に努める。  

市及び防災関係機関は、住民の生活を確保するため、食料、飲料水等の確保に努めるとともに、

災害発生時における応急対策活動を円滑に行うため、防災資機材等の整備、廃棄物処理計画の策

定及び罹災証明書発行体制の整備を図る。 

また、市民は、最低３日分、推奨１週間分の食料、飲料水等の備蓄に努めるとともに、非常持

出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）を日頃から備えておくものとする。 
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第２ 飲料水の確保 

１ 飲料水の確保 

(１) 市は、発災後３日間の避難者１人１日あたり給水量３リットルに相当する量を目標として、応

急飲料水の確保及び応急給水資機材（給水タンク、ポリ容器、ポリ袋等）の整備に努める。併せ

て、自主防災組織や住民に対して、３日分の飲料水の備蓄を周知啓発する。 

(２) 市は、飲料水（ペットボトル等）についても、広域的な調達能力を有する事業者に対し、災害

発生時における円滑な供給体制の整備を要請するものとする。 

(３) 市は、耐震性非常用飲料水貯水槽の整備を行う。併せて、飲用可能な井戸水や湧水の把握に努

める。 

２ 資機材等の整備 

市が整備した耐震性非常用飲料水貯水槽及び浄水装置は次のとおりである。 

非常用飲料水貯水槽（整備場所及び容量） 浄水装置（配備場所及び台数） 

本宮市役所南側駐車場（40㎥） 本宮市役所（1台） 

みずいろ公園駐車場（40㎥） 右岸地区防災センター【本宮第７分団屯所】（1台） 

河川防災ステーション（40㎥）  

本宮字柳ノ内地内（40㎥）  

本宮字白川地内（40㎥）  

高木字駒込地内（40㎥）  

和田字上境ノ内地内（40㎥）  

稲沢字下後山地内（40㎥）  

 

第３ 防災施設資機材等の整備 

１ 防災施設資機材等の整備 

市及び消防本部は、災害時に必要とされる応急活動用資機材（エンジンカッター、発電機、投光

機、スコップ、ツルハシ、かけや、水防シート、土のう、ロープ等）の装備充実を図る。 

２ 備蓄倉庫等の整備 

市は、備蓄倉庫及び防災資機材倉庫として、「サテライト防災備蓄倉庫（５か所）」を整備し、

「主要サテライト防災備蓄倉庫（１か所）」についても整備が完了した。 

市は、避難所施設における小規模防災倉庫の整備、学校の空き教室等の活用も併せて検討すると

ともに、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や物資拠点の登録に

努める。 

 

第４ 災害廃棄物処理計画及び広域処理体制の確立 

１ 災害廃棄物処理計画の策定 

市は、国が定めた災害廃棄物の処理に係る指針（以下「指針」という。）に基づき、適正処理を

確保しつつ円滑かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物の仮置き場の確保や運用方針、

一般廃棄物（避難所ごみや仮設トイレのし尿等）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺

の地方公共団体との連携・協力のあり方等について、災害廃棄物処理計画を策定し、具体的に示す。 

市は、災害廃棄物に関する情報、災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）や地域ブロッ
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ク協議会の取組等に関して、ホームページ等において公開する等、周知に努める。 

２ 広域処理体制の確立や民間連携の促進 

市は、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の確立や民間連携の促進等に努める。また、

十分な大きさの仮置場・最終処分場の確保に努めるとともに、広域処理を行う地域単位で、平時の

処理能力について計画的に一定程度の余裕を持たせるとともに、処理施設の能力を維持し、災害時

における廃棄物処理機能の多重性や代替性の確保を図る。 

 

第５ 罹災証明書発行体制の整備 

市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査を財務部、罹災証明書

の交付を市民部と定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定

の締結、応援の受入体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制

の整備に努める。また、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの導入につ

いて検討する。 
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第１４節 防災教育 

【市民部、総務政策部、教育部】 

第１４節 防災教育 

市及び防災関係機関は、防災業務に従事する職員の防災知識の向上及び技能の習得を図るとと

もに、市民一人ひとりが災害に対する正しい認識を身につけ、「自らの身の安全は自らが守る」

という意識を持ち自らの判断で避難行動をとること及び早期避難の重要性を理解し、冷静かつ的

確に対応できるよう、防災知識の普及と防災意識の高揚に努め、災害時の被害の軽減、二次災害

防止を図る。 

 

第１ 市民に対する防災教育 

１ 防災知識の普及啓発 

市及び防災関係機関は、次の災害予防運動期間や災害が発生しやすい時期等を通じて、各種講演

会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、二次災害防止・大規模広域避難に関する総合的な知識

の普及に努めるものとする。また、災害による人的被害を軽減する方策は、住民等の避難行動が基

本となることを踏まえ、警報等や避難指示等の意味と内容の説明などを行う。また、地域コミュニ

ティにおける多様な主体の関わりの中での防災知識の普及啓発活動を行う。 

普 及 啓 発 事 項 予 防 運 動 期      間 

１．風水害予防に関する事項 
水防月間 

（水防重点期間） 

 ５月 １日～ ５月３１日 

（５月   ～ ９月） 

２．土砂災害予防に関する事項 

山地災害防止キャンペーン月間 

土砂災害防止月間 

がけ崩れ防災週間 

 ５月   ～ ６月 

６月 １日～ ６月３０日 

 ６月 １日～ ６月 ７日   

３．火災予防に関する事項 
春季全国火災予防運動 

秋季全国火災予防運動 

 ３月 １日～ ３月 ７日 

１１月 ９日～１１月１５日 

４．雪害予防に関する事項 
雪崩防災週間 

（雪崩防止重点期間） 

１２月 １日～１２月 ７日 

（１２月  ～ ３月） 

５．地震災害に関する事項 

防災とボランティア週間 

防災とボランティアの日 

防災週間 

防災の日 

 １月１５日～ １月２１日 

 １月１７日 

 ８月３０日～ ９月 ５日 

 ９月 １日 

２ 普及の内容 

市は、市民に対し、災害時のシミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知するととも

に、次の事項について普及啓発を図る。 

① 最低３日間、推奨１週間分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー

等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備、自動車へのこまめな

満タン給油、負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具・ブロック塀等の転倒防止対策、飼

い主による家庭動物との同行避難や避難所での飼養についての準備、保険・共済等の生活再建

に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策 

② 本宮市地域防災計画に定める避難場所、応急救護方法、住宅内外の危険箇所の把握 
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③ 警報等発表時や避難指示、高齢者等避難の発令時等にとるべき行動 

④ 避難行動への負担感、過去の被災経験や堤防やかさ上げの整備状況等を基準にした災害に対

する危険性の認識、雨量等を基準にした自己判断、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取

るべきタイミングを逸することなく適切な行動をとること 

⑤ 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅や職場、ホテル・旅館等の避難場所、避難経路等の

確認 

⑥ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時にとるべき行動、避難場所や

避難所での行動 

⑦ 災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）について、あらかじめ決

めておくこと 

⑧ 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域避難の考え方 

⑨ 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、生活の再建

に資する行動 

⑩ 平時から自分の避難を考える「マイ避難」の取組 

３ 普及の方法 

各種防災訓練・講演会・研修会等の開催・市広報紙・市防災行政無線（防災ラジオを含む）の活

用、出前講座の活用及び「ＦＭ Ｍｏｔ．Ｃｏｍもとみや」等の広報媒体の利用を図る。また、防

災の手引きやパンフレット等の作成により、市民一人ひとりが内容を十分に理解できるよう周知に

努める。 

４ 地域防災力の向上 

市は、地域に根ざした防災教育の実施に努めるとともに、各種災害におけるハザードマップ等の

災害情報を公共施設等に設置するだけでなく、防災訓練時に積極的に活用するなどして、地域全体

の防災力の向上を図る。 

また、地域の防災力を高めていくため、気候変動の影響も踏まえつつ、一般住民向けの専門的・

体系的な防災教育訓練の提供に努める。 

さらに、各地域において、自助・共助の取組が適切かつ継続的に実施されるよう、防災リーダー

の育成を図るものとする。 

 

第２ 防災上重要な施設における防災教育 

病院、社会福祉施設、ホテル、旅館等の不特定多数の者を受け入れる施設においては、災害発生時

において大きな人的被害が発生しやすいため、市及び消防本部は、県、防災関連機関及び施設等関連

機関と連携し、管理者に対しあらゆる機会を通じ防災教育の徹底を図るとともに、疑似体験装置等の

訴求効果の高いものを活用する。 

 

第３ 防災対策に携わる全ての職員に対する教育・研修・訓練 

市及び消防本部並びに防災関係機関は、災害発生時における適切な判断及び速やかな災害対応業務

の実施、各種防災活動の円滑な実施を確保するため、各機関に属する全ての職員等に対し、実践的な

訓練や講習会・研修会等を開催するなど、必要な防災教育を実施することにより、災害対策に即応で

きる人材の育成に努め、災害に強い組織づくりに努める。 

また、研修等を通じて、緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みを平常時
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から構築することに努める。 

 

第４ 学校教育における防災教育 

１ 趣旨 

学校における防災教育は、安全教育の一環として、自然災害の発生メカニズムをはじめ、災害時

における危険を認識し日常的な備えを行い、状況に応じて的確な判断のもとに自らの安全を確保す

るための行動ができるようにすること、災害発生時に進んで他の人々や集団・地域の安全に役立つ

ことができるようにすることなど、防災対応能力の基礎を培うものである。 

これらの指導は、学校行事や学級活動を中心に、各教科・道徳等教育活動の全体を通して行うも

のであり、取り上げる内容や指導の方法については学校種別や児童生徒の発達段階に応じて工夫し、

特に災害発生時の安全な行動の仕方については、実態に即した具体的な指導を行う。 

２ 学校行事における防災教育 

防災をテーマとした学校行事においては、防災意識の全校的な盛り上がりと訓練の充実を図るた

め、防災の専門家等を招いた避難訓練の実施等、内容を工夫するとともに、水害・土砂災害のリス

クがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育の実施に努める。 

さらに、各種啓発用ツールの利用等により、身につく避難訓練となるよう努める。 

３ 教科等による防災教育 

社会科、理科、保健体育科及び総合的な学習・探求の時間等を通して、自然災害発生の仕組み、

現在の防災対策、災害時の正しい行動、災害時の危険及び負傷に対する応急措置等について教育を

行うとともに、防災教育の充実、防災に関する教材（副読本）の充実を図るものとする。 

また、身の回りの環境を災害の観点から見直すことにより、防災を身近な問題として認識させ、

災害時に周囲の危険に気付き、的確な判断のもとに安全な行動ができるよう指導する。 

４ 教職員に対する防災研修 

市教育委員会は、教職員の防災に関する知識を習得させるための研修を定期的に実施する。 

また、学校内においても、防災委員会や職員会議を通して、教職員の防災に対する意識を高揚す

るとともに、災害発生時の児童生徒に対する的確な指示、誘導や初期消火及び負傷者に対する応急

手当等防災に関する専門的な知識の習得及び技能の向上を図る。 

 

第５ 災害教訓の伝承 

１ 災害教訓の収集、公開 

市は、過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模災害

に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、広

く一般の人々が閲覧できるよう公開に努めるものとする。また、災害に関する石碑やモニュメント

等の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努める。 

２ 災害教訓の伝承の取組 

住民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとする。 

市は、災害教訓の伝承の重要性について啓発を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映

像を含めた各種資料の収集・保存・公開等により、住民が災害教訓を伝承する取組を支援する。 
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第１５節 防災訓練 

【市民部、該当全部署】 

第１５節 防災訓練 

災害発生時に迅速かつ的確な行動を行うためには、災害時の状況を想定した日頃の訓練が重要

となる。 

市は、災対法第４８条の規定に基づく総合防災訓練をはじめとした各種防災訓練を実施し、本

宮市地域防災計画の習熟、防災関係機関相互の連絡協調体制の確立と防災体制の充実を図るとと

もに、住民の防災意識の高揚を図る。なお、防災訓練の実施に当たり、高齢者、障がい者等、要

配慮者の多様なニーズに十分配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努

めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮する。 

また、事業所等においても、それぞれの防災計画に基づき訓練実施に努める。 

 

第１ 総合防災訓練 

１ 概 要 

県及び県内１３市は、大規模な地震、風水害等の発生を想定し、防災関係機関、他の地方公共団

体、自主防災組織、民間企業、ＮＰＯ・ボランティア団体及び要配慮者を含む市民の参加のもと、

１３市持ち回りで総合防災訓練を実施する。訓練では、防災対策の習熟と防災関係機関相互の連絡

協調体制の確立を図り、併せて市民の防災意識の高揚を図る。 

総合防災訓練は、「防災の日」（９月１日）を中心とする防災週間内に実施するよう努める。 

２ 訓練項目 

想定災害の事案・規模等により、概ね次のような訓練項目で実施する。 

(１) 非常招集及び自主参集、災害対策本部設置、災害情報収集、被害状況調査、広域応援要請 

(２) 火災、救急・救助等の通報、避難、避難誘導（要配慮者誘導を含む）、救助、救急 

(３) 地域住民による初期消火、消火、化学消火、林野火災防御、集団救急事故対応 

(４) 避難所設置、給水、給食（炊き出し）、ボランティア受入れ、ボランティアセンターの設置 

(５) 交通規制、道路等の障害物除去、道路応急架橋、無線通信 

(６) 上下水道施設応急復旧、水質検査、電力施設応急復旧、電信電話施設応急復旧、都市ガス施設

応急復旧、ＬＰガス施設応急復旧 

(７) 救援物資緊急輸送及び受入れ・仕分け・備蓄品の供与等 

３ 実施方法 

関係機関と協議の上、「総合防災訓練実施要領」を策定し、要領に定める「被害規模状況」及び

「訓練行進要領」に基づき各参加機関がそれぞれ「細部実施訓練要領」を策定し、実施するものと

する。訓練の指揮命令系統はそれぞれ各参加機関の系統によるものとし、訓練の円滑化を図るため、

参加機関からの連絡員による訓練連絡本部を設けるものとする。 

 

第２ 個別訓練 

市は、県内規模の総合防災訓練のほか、防災訓練又は個別訓練を毎年実施する。訓練は、災害応急

対策計画に基づき、関係機関が緊密なる連携を取り、実地又は図上にて行うものとする。 
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１ 消防訓練 

消防用機械器具操作訓練 機関運用及び放水演習 

操縦訓練 非常招集訓練 

人命救助訓練 飛火警戒訓練 

通信連絡訓練 破壊消防訓練 

出動訓練 財産保護訓練 

林野火災防御訓練 車両火災防御訓練 

危険物火災等特殊防御訓練  

２ 避難救助訓練 

(１) 通信連絡訓練（災害情報の伝達・被害報告・対策の連絡の訓練） 

(２) 非常招集訓練（災害対策活動機関及び人員の招集訓練） 

(３) 避難誘導訓練（避難命令の伝達・誘導方法・避難所の指定・避難誘導隊の組織編成・指揮命令

系統の整備及び適正避難の訓練） 

(４) 警備訓練（災害時の人心の動揺を未然に防ぎ、社会秩序の維持に努めるための訓練、警戒区域

の設定、立ち入り禁止区域の設定及び交通の規制等訓練） 

(５) 救護訓練（医療機関、医療従事者、日赤、保健福祉事務所等の協力体制の確立及び救護班等の

活動訓練） 

(６) 救出訓練（災害のため生命身体が危険な状態にある者、若しくは、生死不明の状態にある者の

捜索又は救出により、その者を保護する訓練） 

(７) 物資輸送と給水訓練（救助物資の輸送、飲料水の供給訓練） 

(８) 炊き出し訓練（避難者、災害対策実施者に対しての炊き出し、配給訓練） 

(９) 水難救助訓練（水難者の救助訓練） 

３ 動員訓練 

災害応急対策責任者は、災害対策活動従事者に対し非常招集訓練を行う。また、時間外における

非常招集訓練も適宜実施する。 

(１) 非常招集命令の伝達、示達 

伝達及び示達は、命令者、集合日時、場所、服装、携行品、招集の理由等を明示した非常招集

命令票により行うことを原則とする。電話、ＦＡＸ、メール及び口頭伝達においても、正確を期

し実施する。 

(２) 集合の方法 

迅速な集合が大原則であるが、訓練においては集合経路の通行不能も想定する。 

(３) 点 検 

動員訓練においては、次の事項を点検する。 

① 伝達方法、内容の確認点検 

② 受令時間の確認点検 

③ 受令地から集合地までの距離、所要時間の確認点検 

④ 集合人員の確認点検 

４ 水防訓練 

市は、指定水防管理団体として、水防活動に必要な知識の習得及び情報伝達等の徹底のため、本

宮市水防計画に基づき水防訓練を実施する。 
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５ 通信連絡訓練 

災害の予防、応急対策における人命の救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序維持に資する

ための訓練を実施する。 

(１) 有線訓練（有線系統により、非常通報を迅速かつ的確に実施する訓練） 

(２) 無線訓練（防災行政無線（防災ラジオを含む）等により、情報等の迅速かつ的確な伝達のほか、

無線機の操作、無線統制、通信手続き等に関する訓練） 

(３) 中継訓練（無線の防災関係機関相互における中継訓練） 

(４) 衛星訓練（衛星携帯電話等を利用し、遠隔地への応援要請等を伝達する訓練） 

６ 避難所設置運営訓練 

市及び防災関係機関は、避難所の開設、職員派遣、連絡や運営体制等を確認するため、避難所と

なる施設の管理者及び自治会、自主防災組織等の協力を得て、避難所設置運営訓練を実施する。そ

の際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、

感染症対策に配慮する。 

７ 土砂災害防災訓練 

市及び防災関係機関は、土砂災害時における情報の受伝達及び被害状況の把握を迅速かつ適切に

行えるよう土砂災害防災訓練を実施するとともに、住民避難訓練等を通じ住民の土砂災害に対する

防災意識の高揚を図る。 

 

第３ 事業所、自主防災組織、住民等の訓練 

１ 概要 

災害時に自らの生命及び財産を確保するためには、住民相互の協力のもと自衛的な防災活動を実

施していくことが重要であり、日頃から訓練を実施し、災害時の行動を習熟するとともに、関連す

る防災関係機関との連携を強固にしておく必要がある。 

２ 事業所（防火管理者）における訓練 

学校等、社会福祉施設等、病院、事業所、大規模集客施設及びその他消防法で定められた防火管

理者は、それぞれが定める消防計画に基づき、毎年定期的に訓練を実施するものとする。 

さらに、地域の一員として事業所等の特性に応じた防災対策行動により、市・消防本部及び地域

防災組織が行う防災訓練への積極的な参加に努めるものとする。 

３ 自主防災組織等における訓練 

自主防災組織等は、地域住民の防災行動力の強化、防災意識の高揚、組織活動の習熟及び関連防

災機関との連携を図るため、市及び消防本部等の指導のもと、地域の事業所とも協調して組織的な

訓練の実施に努めるものとする。 

主な訓練項目は、情報収集伝達訓練、消火訓練、救出・応急手当訓練、給食給水訓練、避難訓練

及び要配慮者の安全確保訓練などとする。 

また、自主防災組織等から指導協力の要請を受けた防災関係機関は、関連する諸機関と連携をと

り、積極的に自主防災組織等の活動を支援する。 

４ 市民の訓練 

市民一人ひとりの災害時の行動の重要性にかんがみ、市、消防本部及び防災関係機関は、防災訓

練に広く住民の参加を求め、住民の防災意識普及啓発・高揚及び防災行動力の強化に努める。 

市民は、防災対策の重要性を理解し、防災訓練への自主的かつ積極的な参加と、家庭における防
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災意識の共有等により、継続的な防災行動の実施に努める。 

 

第４ 訓練の評価と地域防災計画等への反映 

市は、訓練により地域防災計画及び各種行動マニュアル等が、実態に即し機能するかどうかの点検・

評価を行い、防災体制等の改善を図る。 
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第１６節 自主防災組織の整備 

【市民部】 

第１６節 自主防災組織の整備 

 災害発生の防止、災害発生時の被害の軽減を図るには、市及び防災関係機関の防災対策はもち

ろんのこと、地域住民が「自らの命と地域は自分達で守る」という意識のもとに、自主防災組織

の設立と自主防災組織を中心にした、地域における相互扶助活動を積極的に行うことが重要であ

る。 

 さらに、企業等に関しても、災害時に果たす役割を十分認識し、防災活動の推進に努めること

が重要となる。 

 

第１ 自主防災組織の育成指導 

市及び消防本部、防災関係機関は、自主防災組織の設置及び自主防災活動の充実を図るため、地域

住民に対し自主防災組織の必要性等について、積極的に広報活動を展開するとともに、研修会（自主

防災組織の中心となるリーダーの育成研修会を含む）や防災訓練等に際し、地域住民の連帯意識を育

み、コミュニティ活動の中核としての自主防災について十分な理解を得られるよう努める。 

市は、自主防災組織整備計画を策定し、計画的な組織の育成を図るとともに、災害時に有効な自主

防災活動が行われるよう、組織の充実強化を図る指導及び組織の中心となるリーダー育成のための研

修、並びに、組織の資機材の整備や活動拠点の整備に努める。また、併せて女性の参画促進に努める。 

 

第２ 自主防災組織の編成基準 

自主防災組織の編成は、地域に密着した迅速かつ的確な災害応急活動が行えること、及び近隣住民

の密接な連携が確保されることを視点に、行政区又は町内会単位の規模で編成するのが望ましい。 

なお、編成にあたっては次の点に留意する。 

(１) 他地域への通勤等により昼間人口が減少する地域においては、日中の活動が確保できる規模と

する。 

(２) 地域内に事業所がある場合は、自主防災組織に事業所の自衛消防組織を積極的に位置づける。 

(３) 防災活動実施のため、基本的事項について規約等を設け、その活動内容を明確にする。 

 

第３ 自主防災組織の活動 

１ 自主防災計画の策定 

  自主防災組織は、災害に対し効果的な活動ができるよう、あらかじめ自主防災計画を策定し、次

の事項を記載する。 

各自の任務分担 地域内の危険箇所 

訓練計画 各世帯への連絡系統及び連絡方法 

出火防止、初期消火、応急手当の実施方法 避難場所、避難経路、避難の伝達方法 

消火用水、その他の防災資機材等の配置場所の周知及び点検方法 

２ 日常の自主防災活動 

(１) 防災意識の普及等 

災害発生時に迅速かつ的確に対応するため、日頃から集会や各種行事等を活用して、日常から
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の備えとしての非常持出品の準備や災害に対する正しい知識の普及に努める。 

また、危険箇所の把握や避難場所、避難所、避難路等を確認し、地域の防災マップを作成する

など地域の防災環境の共有化に努める。 

なお、民生・児童委員等との連携を図り、地域における高齢者、障がい者、外国人等の要配慮

者の確認に努め、避難を余儀なくされた場合に、要配慮者及び家族が自ら何をするか（自助）、

地域防災組織は何を支援するか（共助）、あらかじめ要配慮者又は家族と確認し合っておく。 

(２) 防災訓練等の実施 

災害発生時に迅速かつ適切に対処するためには、日頃から実践的な各種訓練等により住民各自

が防災活動に必要な知識と技術を習熟するとともに、活動時の指揮連絡系統を明確にする必要が

ある。そのため、自主防災組織が主体となり、市、消防本部及び防災関係機関等の協力のもとに、

次のような訓練の実施に努める。 

① 災害情報の収集伝達訓練 

災害時に、市及び防災関係機関からの情報を正確かつ迅速に地域住民に伝達する。同様に、

地域の被害状況を市及び防災関係機関等に正確に通報する。 

② 消火訓練 

火災の拡大・延焼を防ぐため、消火器等の消防用資機材を使用した初期消火訓練を行い、消

火に必要な機器操作技術及び知識を習得する。 

③ 救出・応急手当の実施訓練 

災害時は、救出・救助の手が届くまでの間、地域住民が一致協力して負傷者等の救出と手当

てを行うことが命をつなぐ手立てとなるため、救出用資機材の使用方法や自動対外式除細動器

（ＡＥＤ）の操作方法等の習熟に努めるとともに、消防本部・保健所・日赤等の指導のもとに

適切な応急処置方法を習得する。 

④ 給食給水訓練 

避難所及び家庭の限られた資機材を利用して食料を確保したり、炊き出し及び給与・配給方

法等を習熟する。 

⑤ 避難訓練 

自主防災組織避難誘導班を中心とした、指定避難所（指定緊急避難場所）等への迅速かつ秩

序ある避難の習熟と、非常持出袋を携行した避難も励行する。 

また、要配慮者の自助及び共助避難の安全確保並びに避難の誘導・支援方法の確認を併せて

行う。 

⑥ 避難所運営訓練 

避難所における避難所運営委員会等の設置と管理、市との連絡体制、物資の配給方法などを

実践する。 

(３) 防災用資機材の整備・点検等 

災害時の迅速かつ適切な活動に備え、活動に必要な防災資機材の整備に努める。資機材は、定

期的に点検し、非常時に確実な活動ができるよう備える。 

 

第４ 企業防災の促進 

企業は、災害時の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、地域と

の共生）を十分認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リスクに応じた、リスクコント
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ロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実施に努める。具体的には、

各企業において、災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に努めるととも

に、防災体制の整備、防災訓練、施設・設備の耐震化、予想被害からの復旧計画策定及び各計画の点

検・見直し、燃料・電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーン

の確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなど事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組を通じ

て、防災活動の推進に努める。 

特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療機関など災害応急対策等に係る業務に従

事する企業等は、市が実施する企業等との協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力す

るよう努める。 

このため、市及び各業界の民間団体は、こうした取組に資する情報提供等を進めるとともに、企業

経営者から従業者に至る一貫した防災意識の高揚を図るとともに、優良企業表彰、企業の防災に係る

取組の積極的評価等により、企業防災力の向上と促進を図る。市は、企業防災分野の進展に伴って増

大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支援及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等

の高度なニーズにも的確に応えられる市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組む。また、市は県

と連携し、企業が地域コミュニティの一員であることを啓発し、地域の防災訓練等への積極的な参加

を呼び掛けるとともに、防災関係機関は防災に対するアドバイス等を行う。 

さらに企業は、豪雨や暴雨風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動する

ことのないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テレワークの実施、

時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ずるよう努める。 

なお、要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、介護保険法関係法令等に基づき、自然災害からの

避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成する。 

 

第５ 地区防災計画の作成 

市内の一定の地区内の住民及びその地区に事業所を有する事業者は、地区における防災力の向上を

図るため、共同で防災訓練の実施、物資等の備蓄、要配慮者等の避難支援体制の構築等、自発的な防

災活動の推進に努めるものとする。必要に応じ、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を

作成し、地区防災計画の素案として市町村防災会議に提案するなど、市と連携した防災活動を行う。 

市は、市地域防災計画に地区防災計画を位置付けるため、市内の一定の地区内の住民及び当該地区

に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、市地域防災計画に地区防災計

画を定める。 
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第１７節 要配慮者対策 

【本部事務局、保健福祉部、社会福祉施設等管理者、病院・診療所等管理者】 

第１７節 要配慮者対策 

災害の発生時において、高齢者、乳幼児、妊産婦、傷病者、障がい者（児）及び外国人等災害

時に特に配慮を要する者、いわゆる「要配慮者」が犠牲になる場合が多くなっている。 

こうした状況を踏まえ、今後は、要配慮者の防災対策を積極的に推進していくことが、従来以

上に重要な課題となっている。 

市、社会福祉関係機関及び社会福祉施設管理者は、要配慮者の安全を確保するため、地域住民、

自主防災組織等と連携し、平常時から緊急連絡体制及び避難誘導支援等の防災体制の整備を図

る。 

 

第１ 要配慮者の安全確保体制の確立 

１ 「個別避難計画」、「避難行動要支援者名簿」の作成 

 市は、災害時に在宅の要配慮者を安全に避難させるため、避難行動要支援者の避難行動支援に関

する取組指針（令和３年５月、内閣府策定）に基づき、避難行動要支援者名簿を作成する。 

さらに、避難行動要支援者名簿掲載者について、個別避難計画の策定につなげる。 

なお、避難行動要支援者名簿については、災対法の一部改正により市長に作成が義務付けされて

おり、個別避難計画策定とともに、本宮市個人情報保護条例（平成１９年１月条例第１３号）に留

意しながら、名簿共有方式に基づく本人同意方式により、援護者となる家族、行政区、町内会、自

治会及び自主防災組織等とも連携し作成する。 

(１) 避難行動要支援者の範囲 

本市における避難行動要支援者の範囲は、要配慮者のうち生活の基盤が自宅にある者で、次の

要件に該当する者とする。 

① 介護保険法(平成９年法律第１２３号)に基づく要介護認定において、要介護３、要介護

４又は要介護５と認定された者 

② ６５歳以上の単身高齢者（６５歳以上の高齢者のみ世帯を含む。）で支援が必要な者 

③ 身体障がい者（身体障害者手帳を所持する者）で支援が必要な者 

④ 知的障がい者（療育手帳を所持する者）で支援が必要な者 

⑤ 精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳を所持する者）で支援が必要な者 

⑥ 難病患者（特定疾患治療研究事業対象疾患にり患し医療を受けている者） 

⑦ 妊産婦及び乳幼児 

⑧ 外国人（特に日本語理解が十分でない者） 

 ※日本語を理解できない外国人であるが、身近に通訳できる方がいる場合は一般市民と同

様に対応する。就業を目的とする外国人は、就労企業の避難計画によるものとする。 

⑨ その他市長が必要と認める者 

(２) 避難行動要支援者名簿の記載事項 

避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次の事項を記載し記録する。 

① 氏名 ② 生年月日 

③ 性別 ④ 住所又は居所 
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⑤ 電話番号その他の連絡先 ⑥ 避難支援等を必要とする理由 

⑦ その他、避難支援等の実施に関し市長が必要と求める事項 

(３) 要配慮者情報の利用及び取得 

① 市内部での情報集約 

市は、避難行動要支援者に該当する者を把握し、避難行動要支援者名簿を作成するため、関

係部局で把握している要配慮者の情報を集約する。 

② 都道府県等からの情報の取得 

避難行動要支援者名簿作成に必要があると認めるときは、災対法第４９条の１０第４項の規

定に基づき、関係都道府県知事その他の者に対して、市が把握していない要配慮者の情報提供

を依頼する。 

(４) 避難行動要支援者名簿の更新と共有 

市は、避難行動要支援者名簿を最新の状態に保つため、随時、避難行動要支援者名簿情報の確

認を行い、日頃から次の方法により避難行動要支援者の把握に努め、関係部局は避難行動要支援

者名簿管理担当部局に連絡する。また、名簿を更新した場合は、避難行動要支援者名簿情報の提

供先（避難支援等関係者）に、定期的に周知する。 

① 転入者（避難行動要支援者の要件に該当する要配慮者が新たに転入してきた場合） 

② 認定要件等の変更（避難行動要支援者の要件に該当していなかった要配慮者が、新たに

避難行動要支援者の要件に該当する場合や、要件を満たさなくなった場合） 

③ 死亡・転出（避難行動要支援者の死亡や転出が確認された場合） 

④ 長期入院・入所（避難行動要支援者が社会福祉施設等へ長期入所したことを把握した場合） 

(５) 避難行動要支援者名簿の利用及び提供 

避難行動要支援者名簿は、市が行う避難支援等のために内部で利用するとともに、円滑かつ迅

速な避難支援等実施のため、避難行動要支援者本人から同意を得た上で、あらかじめ避難支援等

に必要な情報を次の避難支援等関係者に提供する。 

① 消防機関 ② 郡山北警察署郡山分庁舎 

③ 民生児童委員 ④ 市社会福祉協議会 

⑤ 自主防災組織 ⑥ 行政区長（町内会長、自治会長） 

⑦ 社会福祉事業者 ⑧ その他災害時に避難支援等を行う者 

(６) 適正な情報管理 

避難行動要支援者名簿提供に際しては、避難支援等関係者が適正な情報管理を図るよう、次の

事項について指導する。 

① 避難行動要支援者名簿には、秘匿性の高い個人情報も含むため、当該避難行動要支援者

を担当する地域の避難支援等関係者に限り提供すること。 

② 災対法に基づき避難支援等関係者個人に守秘義務が課せられていることを十分に説明

すること。 

③ 施錠可能な場所に避難行動要支援者名簿の保管を行うよう指導すること。 

④ 避難行動要支援者名簿を必要以上に複製しないよう指導すること。 

⑤ 避難行動要支援者名簿の提供先が個人ではなく団体の場合には、その団体内部で避難行

動要支援者名簿を取扱う者を限定するよう指導すること。 
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⑥ 名簿情報の取扱状況を報告させること。 

⑦ 避難行動要支援者名簿の提供先に対し、個人情報の取扱に関する研修を開催するよう指

導すること。 

(７) 避難のための情報伝達 

市は、災害が発生するおそれがある場合は、別に定める「避難指示等の発令判断基準」に基づ

き、避難指示等を適切に発令し、要配慮者が円滑に避難できるよう次の事項に注意する。 

① 高齢者等避難の発令・伝達 

避難行動要支援者の避難にあたっては、「自主避難の呼びかけ」等の「高齢者等避難」の発

令が重要であるため、適切に「高齢者等避難」等を発令する。なお、要配慮者にもわかりやす

い言葉や表現を使って発令、伝達する。 

② 多様な手段の活用による情報伝達 

自然災害発生時等は、各種情報伝達の特徴を踏まえ、防災行政無線（防災ラジオを含む）、

広報車等による情報伝達に加え、ＦＭコミュニティ放送の利用や、携帯端末等による緊急速報

メールを活用するなど、あらゆる情報伝達手段を用いて迅速かつ着実に避難に関する情報を伝

達する。 

(８) 避難行動要支援者の避難支援 

避難行動要支援者の生命及び身体を保護するため、災害発生時には、避難支援等関係者が、あ

らかじめ市から提供された避難行動要支援者名簿を基に避難支援等を行うとともに、市は平常時

からの情報提供について同意していない避難行動要支援者についての情報も、避難支援等関係者

その他の者に提供し、避難支援者等の協力を要請する。 

① 避難支援等関係者等の対応原則 

避難支援等関係者は、あらかじめ市から提供された避難行動要支援者名簿を基に避難支援等

を行うが、避難支援等の実施にあたっては、避難支援等関係者本人又はその家族等の生命及び

身体の安全を守ることを前提とした上で、できる範囲で行う。 

② 避難支援等関係者の安全確保措置 

市は、避難行動要支援者及び避難支援等関係者に対して、避難の必要性や避難行動要支援者

名簿の活用等について説明し、避難支援等を行う避難支援等関係者の安全確保のための措置を

とる。 

 

第２ 個別避難計画の策定 

１ 個別避難計画の作成 

市は、災害発生時に避難行動要支援者を適切に避難誘導するため、防災担当部局や福祉担当部局

の連携の下、福祉専門職、民生委員、社会福祉協議会、地域住民等の避難支援等に携わる関係者と

連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成する

よう努める。 

２ 個別避難計画の提供と活用 

市は、消防機関、警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に

携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同意を得た上で、あらかじめ

個別避難計画を提供するものとする。 

また、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・
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安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとする。その際、個別避難計画情報の漏え

いの防止等必要な措置を講じる。 

なお、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が円滑かつ迅

速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携わる関係者への必要な情報の提供、関係者間の

事前の協議・調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮に努める。 

 

第３ 社会全体で避難行動要支援者を支援する体制の構築 

市は、避難行動要支援者を速やかに避難誘導し、安否確認を行うため、地域住民、自主防災組織、

民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、ボランティア等の多様な主体の協

力を得ながら、平常時より、避難行動要支援者に関する情報の把握及び関係者との共有に努めるとと

もに、情報伝達体制の整備、避難支援計画の作成、避難誘導体制の整備、避難訓練の実施を図る。 

 

第４ 社会福祉施設等における対策 

１ 施設等の整備 

社会福祉施設等の管理者は、利用者が災害時において移動等の問題などから「避難行動要支援者」

となるおそれが高いため、施設そのものの安全性を高めることが重要となる。 

２ 組織体制の整備 

社会福祉施設等の管理者は、災害発生の予防や、災害が発生した場合における迅速かつ的確な対

応を行うため、あらかじめ防災組織を整備し、施設職員の役割分担、動員計画、緊急連絡体制等を

明確にしておく。 

特に、夜間における消防機関等への通報連絡や避難者の避難誘導体制は、職員が手薄であること

や、照明の確保が困難である等悪条件が重なることから、これらの点を十分配慮した組織体制を確

保する。 

また、市との連携のもとに社会福祉施設等相互間並びに他の施設、近隣住民及びボランティア組

織との日常の連絡が密となるよう努め、入所者の実態に応じた協力が得られるよう体制づくりを行

うものとする。さらに、入所者を施設相互間で受け入れるための協定を結ぶなど施設被災後の対応

についても検討しておく。 

３ 緊急連絡体制の整備 

社会福祉施設等の管理者は、災害発生に備え、消防機関等への早期通報が可能な非常通信装置を

設置するなど、緊急時における情報伝達の手段・方法を確立するとともに、施設相互の連携協力関

係の強化を図るため、市の指導のもとに緊急連絡体制を整備する。 

４ 防災教育・防災訓練の充実 

社会福祉施設等の管理者は、施設の職員や入所者が、災害等に関する基礎的な知識や災害時にと

るべき行動等について、理解や関心を高めるため、定期的に防災教育を実施する。 

また、施設の職員や入所者が、災害時の切迫した危機的状況下にあっても適切な行動がとれるよ

う、施設の構造、入所者の判断能力及び行動能力の実態に応じた防災訓練を定期的に実施する。 

特に、自力避難が困難な者等が入所する施設にあっては、職員が手薄になる夜間における防災訓

練も定期的に実施するよう努める。 

さらに、職員に対して、災害に起因する入所者の過度な不安状態（パニック）、感情の麻痺及び

心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）からくる無力感等の症状の顕在化に備え、症状や対処方法等
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についての理解を深めさせる教育を実施する。 

なお、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、市地域防災計画に名称及び所在地を定めら

れた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、水害や土砂災害が発生する

おそれがある場合における避難確保に関する計画を策定し、それに基づき避難誘導等の訓練を実施

する。 

５ 大規模停電への備え 

社会福祉施設等の管理者は、発災後７２時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう

努める。 

 

第５ 在宅者対策 

１ 情報伝達体制の整備 

市は、特に一人暮らし高齢者、要介護高齢者及び障がい者（特に、音声による情報伝達が困難な

聴覚障がい者や理解力・判断力に障がいのある知的障がい者）等の安全を確保するため、情報伝達

体制等の整備に努める。また、設置が義務化された住宅用火災警報器の設置促進を図るとともに、

在宅者の安全性を高める住宅用自動消火装置等の設置について周知を図る。 

２ 防災知識の普及・啓発 

市は、要配慮者、同家族及び援護者に対し、パンフレット、チラシ等を配布するとともに、地域

の防災訓練等への参加励行などにより、災害に対する基礎的知識等の理解向上に努める。また、災

害による人的被害を軽減する方策は、住民等の避難行動が基本となることを踏まえ、警報や避難指

示等の意味と内容の説明などの啓発活動を図る。 

市は、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネージャー）

の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図る。 

３ 支援体制及び避難用器具等の整備 

市は、災害発生時に避難行動要支援者を適切に避難誘導するため、民生児童委員、行政区、自主

防災組織、市社会福祉協議会、福祉事業所等の協力を得て、避難行動要支援者に関する情報（住居、

情報伝達体制、必要な支援内容）を平常時から共有し、一人ひとりの要配慮者に対しできるだけ複

数の避難支援者を定める等、具体的な避難支援計画の策定に努めるものとする。 

特に、発災初期においては、市の防災関係機関の対応が著しく制限されることから、行政区や自

主防災組織等において地域住民による救出・避難誘導活動（共助）を行うことが求められる。 

また、市は要配慮者が避難する際に必要となる避難用器具等の整備に努める。 

 

第６ 病院入院患者等対策 

病院・診療所等施設管理者は、入院中の寝たきり高齢者、新生児、乳幼児及び重症患者等の自力で

避難することができない患者等について、市内外の医療機関と応援・受入等の連携を構築するととも

に、搬送手段の確保を含めた避難計画を作成し、定期的なシミュレーションと避難訓練を行う。 

  施設管理者が整えるべき体制・計画・教育等については、第４「社会福祉施設における対策」を準

用する。 

 

 

 

  



本宮市地域防災計画（一般災害対策編） 

第１章 災害予防計画                                第１７節 要配慮者対策 

87 

第７ 外国人に対する防災対策 

市は、言語、生活習慣、防災意識の異なる外国人も要配慮者とし、災害時の迅速かつ的確な行動を

支援するため、次のような条件、環境づくりに努める。また、多様な機会に防災対策の周知に努める。 

① 「やさしい日本語」を含む多言語による広報の充実 

② 指定緊急避難場所、指定避難所、避難標識等、災害関係表示板の多言語化 

③ 外国人を含めた防災訓練・防災教育 

④ 外国人の雇用又は接触機会の多い企業、事業所等に対する防災教育等の指導や支援 

 

第８ 避難所への移送 

市は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に避難場所から避難所へ移送するため、運

送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法等についてあらかじめ定めるよう努める。 

 

第９ 避難所における要配慮者支援 

１ 避難所における物理的障壁の除去（ユニバーサルデザイン化） 

市が避難所として指定する施設は、障がい者や高齢者等の生活面での物理的障壁が除去され、ユ

ニバーサルデザインへの配慮がなされている公共施設を原則とする。しかし、市の指定避難所の多

くは物理的障壁を内在するため、市財政健全化計画においてユニバーサルデザイン化について検討

するとともに、当面、バリアフリートイレやスロープ等の段差解消設備の事前準備に努める。また、

介助・援助を行うことのできる部屋を別に設ける等（仕切りによるスペースの確保を含む）、要配

慮者の尊厳を尊重できる環境の整備に努める。 

２ 福祉避難所の指定 

(１) 市は、あぶくま憩の家等の避難所生活において特別の配慮を必要とする者が避難できるような

機能等を有する施設を、福祉避難所としてあらかじめ指定しておく。また、避難生活を支援する

ために必要となる専門的人材の確保に関して、関係団体等との連絡を図り、災害時に人的支援を

得られるような受入体制を整備する。 

(２) 市は、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の

円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場合において要配慮

者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために

必要な居室が可能な限り確保されるものを指定するものとする。なお、受入れを想定していない

避難者が避難してくることがないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所

を指定する際に、受入れ対象者を特定して公示するものとする。 

(３) 市は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、個

別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難することが

できるよう努めるものとする。 
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第１８節 ボランティアとの連携 

【市民部、保健福祉部、市社会福祉協議会】 

第１８節 ボランティアとの連携 

大規模災害発生時の県内外からのボランティア申し入れに対して、市社会福祉協議会及び市

は、関係機関・団体と相互に協力し、受付と調整等を行うための体制整備を図る。 

ボランティアの受入れは、医療、看護、高齢者介護及び外国人との会話力等ボランティアの技

能が効果的に生かされるよう配慮する。 

 

第１ ボランティア活動の意義 

災害時のボランティア活動は、行政が実施すべき応急対策の補完的役割と避難者個人の生活維持や

再建を援助する２つの意義を持つ。 

市は県と連携し、「防災とボランティアの日」（毎年１月１７日）及び「防災とボランティア週間」

（毎年１月１５日～２１日）を中心に、災害ボランティアの意義や参加啓発に努める。 

 

第２ ボランティア団体等の把握、登録等 

市社会福祉協議会及び市は、日本赤十字社福島県支部、県社会福祉協議会等と連携を図り、ボラン

ティア団体及び専門的な知識や技能を持つボランティアの把握に努める。 

また、消防関係機関退職者等を対象とした消火・救急救助ボランティア等のボランティア登録制度

の導入を検討する。 

 

第３ ボランティアの連携体制の整備 

１ 市からの情報提供 

災害時ボランティア活動は、被災地のどの分野でどのようなニーズがあるかなど、的確な情報が

ないとミスマッチとなり効果的な活動に結びつかないおそれがある。 

そのため、市社会福祉協議会及び市は、関係機関等と連携を図り、情報収集・発信及び提供の窓

口設置を進め、情報の共有に努める。 

この場合、災害対策本部の総合的窓口は市民部が担当し、市社会福祉協議会（ボランティアセン

ター）と情報を共有し連携する。 

なお、情報提供は、市の平常時の事務分掌に基づき各担当部班においても対応する。 

２ コーディネート体制の整備 

市社会福祉協議会は、ボランティア関係団体と連携を図り、コーディネートを行うボランティア

センターの体制を確立しておくものとする。 

ボランティアセンターは、自発的ボランティアの特性を生かすため、市社会福祉協議会の支援の

下、ボランティア関係団体が主体となり、組織の運営が図られよう努める。 

市は、災害時のボランティア活動の拠点施設について、公共施設を含め市社会福祉協議会と設置

運営に関して協定を締結できるよう協議を進める。 
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第４ ボランティア保険 

市社会福祉協議会及び市は、ボランティア保険の普及啓発を図る。 

また、市は、災害時のボランティア保険加入に際して、公的支援を検討する。 

 

第５ ボランティアの種類 

ボランティア活動は、一般ボランティアと専門職ボランティアに大別できる。 

一般ボランティアは、自分の時間と労務を被災地に提供するものだが、専門職ボランティアには、

医師や看護師の資格を持つ医療ボランティア、介護福祉士等の資格を持つ福祉ボランティア、通訳ボ

ランティア、消防業務に知識、経験を有する救急・救助ボランティア、アマチュア無線免許を持つ無

線ボランティア等が考えられる。 

さらに、災害時にボランティアを受け入れ、効果的な活動に導くボランティアコーディネーターが

重要な役を担うため、社会福祉協議会及び市は、上述専門職ボランティアやボランティアコーディネ

ーター等の育成方法等を検討しておく。 

市は、次の分野を中心として、関係団体等と連携した、ボランティア意識の醸成及び災害ボランテ

ィア活動の普及啓発を図るとともに、災害時の受け入れ体制について検討を行う。 

一般・福祉ボランティア 市民部、教育部、市社会福祉協議会 

高齢者支援ボランティア 保健福祉部、関係支援団体 

障がい者ボランティア 保健福祉部、関係支援団体 

医療ボランティア 保健福祉部、医師会、歯科医師会、看護協会、薬剤師会 

語学ボランティア 教育部 

山地災害・砂防ボランティア 産業部、建設部 

救助・救急ボランティア 市民部、保健福祉部 

アマチュア無線ボランティア 産業部 

被災ペット救助ボランティア 市民部 

手話通訳ボランティア 保健福祉部 
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第１９節 危険物施設等災害予防対策 

【市民部、産業部、消防本部、該当企業及び団体】 

第１９節 危険物施設等災害予防対策 

台風等風水害による危険物等貯蔵施設に係る危険物災害を未然に防止するため、自主保安体制

の強化と危険物施設の構造・設備を充実強化させることにより、危険物施設等の安全性を高める

などの防災対策の確立を図る。 

 

第１ 危険物施設災害予防対策 

１ 防災体制の確立 

危険物取扱事業者は、危険物取扱施設の不備を除去し、災害による危険物の漏洩、延焼等の二次

災害の発生防止に努め、また二次災害が発生した場合に対処するため、初動措置として実施すべき

事項を明確にしておく。 

２ 事業計画 

(１) 施設強化計画 

危険物取扱事業者は、日常点検・定期点検等により、危険物取扱施設が消防法等に規定する技

術基準に適合し維持されるよう管理を徹底し、また、危険物の漏洩、落下、延焼等の防止が図ら

れるよう施設の改善に努める。 

(２) 予防教育計画 

危険物取扱事業者は、事業所従業者等に対し、災害時の危害防止対策や防災体制等についての

災害予防教育を実施し、災害発生時の被害の減少を図る。 

(３) 防災資機材等の整備等 

災害防止作業に必要な防災資機材を、常に使用可能な状態にするため整備・点検を行う。 

(４) 防災訓練の実施 

災害発生時に迅速かつ的確な防災活動を行えるよう、できる限り実践に即した訓練を行う。 

(５) 自主保安体制の確立 

県及び市は、関係事業所の自主保安体制を向上させ、災害時の事故発生を抑止するため、次の

措置を講じる。 

① 危険物取扱者制度の効果的運用 

② 施設の維持管理及び危険物取扱等の安全確保 

３ 安全対策の強化 

消防機関等は、災害発生時における危険物による二次災害の発生及び拡大を防止するため、保安

体制の確立、適正な施設の維持管理及び貯蔵取扱基準の遵守を図り、危険物取扱施設・公道上での

移動タンク貯蔵所等の予防査察指導の強化・効率化を図る。 
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第２０節 災害時相互応援協定の締結 

【市民部、産業部、建設部、保健福祉部、防災関係機関】 

第２０節 災害時相互応援協定の締結 

大規模災害発生時は、被災自治体だけで災害対策を実施することは不可能であり、国、自治体

間の相互応援や民間企業などと連携した災害対策を実施する必要がある。また、企業の社会的責

任（ＣＳＲ）の一環として、災害対応へ積極的に協力する企業意識の醸成を図り、被災住民への

対応や役務の提供など、様々な場面での企業・団体からの協力を求めるための災害時応援協定の

締結を促進する。 

 

第１ 国、自治体間の相互応援協定 

１ 県内自治体との相互応援協定 

本市は、郡山市及び大玉村と３自治体間と、さらにこおりやま広域圏と災害時相互応援協定を締

結している。 

＊ 協定内容は、資料編参照。 

２ 県外自治体との相互応援協定 

東日本大震災のように、災害が広域な規模で発生した場合、近隣市町村は同様の被災を受けるお

それが高く、相互応援は機能しないことが立証されている。そのため、本市は、福島地方広域行政

圏として、仙南地域広域行政圏を始めとする福島・宮城・山形の４地方広域行政圏（市町村圏）に

位置する３４市町村と災害時応援協定を締結している。 

しかし、東日本大震災は、その範囲を飲み込む規模で発生し、相互応援も機能しない結果となっ

た。このような反省点を踏まえ、平成２３年に埼玉県上尾市と、平成２４年に全国へそのまち協議

会への加入と併せ、全国８市町村と災害時相互応援協定を締結した。 

＊ 協定内容は、資料編参照。 

３ 国との相互応援協定 

  本市は、国土交通省と災害時相互応援協定を締結している。 

 ＊ 協定内容は、資料編参照。 

 

第２ 民間事業者・団体との災害時応援協定 

本市は、物資備蓄を流通物資に多くを依存するため、災害発生時の支援物資やサービスが緊急に必

要な場合に備え、物資や役務の供給力を持つ民間事業者・団体との応援協定を促進することが重要と

なる。 

そのため、食料・生活必需品、物流・物資配送、燃料等の確保について、応援協定締結について協

議を進め、協定締結へ向け努める。 

 

第３ 応援協定の公表 

市は、市が締結している災害時応援協定について、締結先と内容を市民へ公表する。 
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第４ 連絡体制の整備 

市は、災害発生時に協定締結先との連絡調整を確実に行えるよう、毎年、締結先の電話番号や担当

者について確認を行うものとする。また、平常時から支援体制を整備し、応援の要請に対応できる訓

練等を通じて、発災時の連絡先、要請手続き等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとす

る。 
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第２章 災害応急対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 応急活動体制 

【本部事務局、各部・各班】 

第１節 応急活動体制 

 市及び防災関係機関は、市域に災害が発生し又は発生するおそれがある場合は、災害応急対策

を迅速で強力かつ効率的に推進するため、法令及び市地域防災計画並びに当該機関の防災に関す

る計画の定めるところによりその活動体制に万全を期する。 

この場合において、それぞれの防災関係機関は、その組織と機能の全てを挙げ、災害応急対策

に取組又は協力する。 

 

第１ 災害応急対策の時系列行動計画 

 １ 時系列行動計画作成 

時間経過に応じた標準的な災害応急対策を設定し、市及び防災関係機関並びに市民に周知するこ

とにより、災害対応業務の「見える化」を推進し、災害復旧への標準的道筋を示すとともに、災害

対策本部各部・各班の業務継続計画への目安と位置付けを示すものである。 

当然のことながら、災害応急対応の着手時期や内容は災害の内容・規模に応じて異なるものであ

り、実際の災害対応においては、本計画にとらわれずに臨機応変に対応するものである。 

 ２ 初動対応において重要な対策 

市民の生命を守るために必要な初動対応は、以下のとおりとする。 

 (１) 災害発生後１時間以内 

① 市民への速やかな避難指示・誘導 

② 災害対策本部の設置、本部員会議の開催、市民に向けての市長メッセージ発出 

③ 通信連絡網の確立 

④ 被害情報の収集・発信 

⑤ 災害対策県北地方本部への応援（自衛隊）要請 

 (２) 災害発生後３時間以内 

① 各種公共施設（拠点施設及び避難所優先）の安全確認 

② 避難所の開設、応急給水開始 

③ 避難用輸送手段、緊急輸送路等の確保 

④ 災害時相互応援協定締結自治体への応援要請 

 (３) 災害発生後６時間以内 

① 救助活動 

② 応急復旧作業 

③ 被害情報と安心情報の発信 

④ 広域避難の調整 
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 ３ 標準的時系列行動計画（１） 

No 災害応急対策業務 １時間以内 ３時間以内 ６時間以内 

1 災害対策本部体制 

●災害対策本部設置 

●事務局体制整備 

●関係機関への通知 

●現地対策本部連絡体制 

●本部員会議開催 

●本部員会議開催（以降、

適宜開催） 

 

2 情報連絡 

●各種情報収集 

●県情報連絡員（県リエ

ゾン）受入れ 

●定期的な情報収集  

3 職員動員 

●職員参集 

●事務局職員参集 

●職員安否確認 

 

 

 

 

4 災害情報収集伝達 

●県へ被害第１報報告 

●関係機関及び住民から

の情報収集 

●職員による情報収集 

●定期的な被害報告 

 

5 通信の確保 

●防災行政無線（防災ラ

ジオを含むラジオを含

む）の確認 

●使用可能な通信手段確

認 

●使用可能な通信手段通

知 

●衛星携帯電話確保 

●NTT緊急通話確保 

●アマチュア無線協力要

請 

●伝言ダイヤル等活用周

知 

6 相互応援協力 
 ●県へ応援要請 

●協定に基づく応援要請 

●広域応援受入準備 

7 広報計画 
●緊急市長メッセージ ●被害速報マスコミ提供

（以降、適宜提供） 

●被災広報 

●安心情報適時広報 

8 ホームページ等 

●緊急速報メール等による

避難指示、情報発信 

●市長メッセージ掲載 

●災害対応HP掲載 

●災害情報掲載 

 

9 消火活動 

●地域による初期消火 ●消防本部・消防団消火

活動 

●広域応援消火活動 

●緊急消防援助隊、広域

応援ヘリ要請及び受入体

制整備 

10 救助・救急 
●地域による救急活動 ●消防本部救急活動 

 

●広域応援救急活動 

11 自衛隊災害派遣 

●派遣要請準備 

●県へ派遣要請 

 

●受入体制、作業計画作

成 

 

12 避難・避難所 

●避難指示等 

●住民周知 

●避難場所確保 

 

●避難所開設・周知 ●県等への避難所設置要

請 

●県へ広域避難要請 

13 道路の確保 
●被害状況収集 ●道路開通状況広報 

●緊急輸送路確保 

●協定事業者と連携した

交通確保 

14 緊急輸送 
●被害状況収集 ●物資受入機能回復 

●ヘリ臨時発着場調査 

●緊急輸送物資受入 

15 
災害警備活動及び交通規

制 

●避難誘導 

●救助活動 

●緊急輸送路確保 

●交通規制実施・周知 

●緊急通行車両証明書申

請 

16 防疫・保健衛生 
 

 

●防疫本部設置 ●防疫活動実施 

17 メンタルヘルスケア 
 

 

  

18 廃棄物処理 

 

 

 

  

19 
救援対策（水・食料・生活

必需品） 

 

 

●応急給水開始 

●物資受入拠点選定 

●食料必要数情報収集 

●協定先との協議 

20 義援物資・義援金受付 
 ●個人の物資受入辞退周

知 
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No.1～20続き 

No １２時間以内 ２４時間以内 ３日以内 １週間以内 

1 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務量に応じた本部体制

見直し（以降、同） 

 

2 

 

 

 

 

 

  

3 

  

 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

  

 

 

 

  

 

6 
 ●要請による被災市町村

への応援職員派遣 

●応援職員受入  

7 
  

 

 

 

 

8 

  

 

 

 

 

 

9 

●緊急消防援助隊消火活動  

 

 

 

 

 

 

10 
   

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

  

12 

●避難所自主運営組織確立 

●旅館ホテル等の二次避

難所開設要請 

 

 

 

 

●小規模避難所集約閉鎖

検討 

●旅館ホテル等の二次避

難開始 

 

13 
  

 

 

 

 

14 
  

 

  

15 
  

 

 

 

 

16 
●給水、炊出等食品衛生指導 

●井戸水等水質調査 

 ●被災地消毒、ネズミ等駆除 ●避難所衛生指導、食事

栄養指導 

17 
  ●保健師等巡回指導 

 

 

18 

●ごみ収集・し尿処理体

制整備、仮置場検討 

●広域収集処理応援要請 

 ●がれき処理体制検討  

19 
●備蓄品等供給 

●生活必需品必要数収集 

●流通食料・物資等供給 ●ニーズに応じた物資提供  

20 
 

 

●義援物資要請取りまと

め公表 

●義援金受付口座公表  
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 ３ 標準的時系列行動計画（２） 

No 災害応急対策業務 １時間以内 ３時間以内 ６時間以内 

21 建築物応急危険度判定 
  ●被災地区建築物把握 

●応援要請 

22 災害相談窓口 
 

 

  

23 死者の捜索、遺体の取扱 

 

 

 

 ●捜索活動開始 

24 上水道応急対策 
●被害状況調査 ●状況広報 

●優先復旧作業 

●広域復旧支援要請 

●日本水道協会へ要請 

25 下水道応急対策 
●被害状況調査 

 

  

26 電力施設応急対策 
●被害状況調査 ●被害状況広報 

●応急復旧要請 

 

27 鉄道施設応急対策 
●被害状況調査 

 

●運用状況広報 

●利用者の避難所誘導 

●応急復旧要請 

●運行再開見通し広報 

28 電気通信施設応急対策 
●被害状況収集 

●災害優先電話通信確保 

●応急復旧要請 

●衛星携帯電話確保 

 

29 放送施設応急対策 

●被害状況調査 

 

●災害情報、被害者向け

情報発信（以降、適宜提

供） 

●応急復旧要請 

 

30 道路応急対策 
●被害状況調査 ●緊急輸送道路復旧作業 

●通行規制 

●緊急通行路情報広報 

31 河川管理施設応急対策 
●水防警戒、水門操作 

●被害状況調査 

●危険個所安全対策 ●応急復旧作業・要請 

32 砂防施設応急対策 
●震後点検 

 

●危険個所安全対策（危険に

応じ避難指示等） 

●応急復旧要請 

33 ため池施設応急対策 
●緊急点検 ●危険個所安全対策（危険に

応じ避難指示等） 

●応急復旧作業・要請 

34 公共建築物応急対策 
●利用者の安全な誘導 

●被害状況調査 

●危険個所安全対策 

●避難所受入準備 

●応急復旧作業 

35 
児童生徒・園児保育所児

保護、応急教育対策 

●児童生徒の安全な避難 

●被害状況調査 

●（安全な場合）家族へ引

渡し 

●避難所受入準備 

 

36 文化財応急対策 

 ●被害情報収集 

 

 

 

 

37 要配慮者等対策 

●地域での要配慮者声か

け、避難誘導 

●福祉避難所運営 ●避難状況把握 

●社会福祉施設等受入要

請 

38 ボランティア連携 
  ●ボランティア相談窓口

設置 

39 危険物施設応急対策 
●被害拡大防止緊急措置 

●被害状況調査 

●関係機関へ報告 

●施設応急点検要請 

 

40 災害救助法の適用 
●県による４号適用検討 ●県による内閣府報告 

●市への適用報告 

 

41 罹災証明書の発行 
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No.21～41続き 

No １２時間以内 ２４時間以内 ３日以内 １週間以内 

21 
 

 

●応急危険度判定実施   

22 
 ●相談員配置検討 ●電話専用窓口設置 ●避難所へ相談員巡回開

始 

23 

●火葬場稼働状況確認 

●ドライアイス・棺等確

保 

●遺体収容所設置 

●検死・捜索体制確立 

●火葬開始  

24 
 

 

   

25 
 

 

●復旧計画策定 ●復旧作業  

26 
 

 

   

27 
 

 

   

28 
●臨時電話設置 

 

   

29 

 

 

 

 

   

30 
 

 

   

31 
 

 

   

32 
 

 

   

33 
 

 

   

34 
 

 

   

35 

 

 

 

●授業再開方針検討 ●学用品要望調査 

●応急教育場所準備 

●学用品給与 

●授業再開 

36 

●応急修理、現状保存  ●保管場所被害時の移転

作業 

●文化財レスキュー支援

要請 

 

37 

 

 

 

 ●ヘルパー、ボランティ

ア等応援要請 

 

38 
●ボランティアセンター

設置 

●ボランティア活動調整   

39 
 

 

   

40 
●県へ情報提供 

 

●県から適用報告   

41  
  

 

●住家被害認定調査 
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第２ 市の活動体制（市災害対策本部） 

１ 市災害対策本部の設置 

 ２ 現地災害対策本部の設置 

 ３ 国・県の現地対策本部との連絡調整 

   以上３項目は、第１章 第１節「防災組織の整備・充実」のとおりとする。 

 ４ 市災害対策本部組織 

   本部組織編成及び事務分掌は、本宮市災害対策本部条例により次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模災害発生時は、被害実態及び時間経過に伴い、必要となる応急対策活動に即応するため、

目的別に組織編成（部、班編成）を変更することができる。 

本部員会議は、災害発生後１時間以内に開催する。２回目以降は、本部長指示による。なお、本

部長の指示により国・県・関係機関の代表をオブザーバーとして参加させることができる。 

 

教
育
部
長 

議
会
事
務
局
長 

会
計
管
理
者
部 

建
設
部
長 

産
業
部
長 

保
健
福
祉
部
長 

財
務
部
長 

総
務
政
策
部
長 

市
民
部
長 

本
部
員 

白
沢
総
合
支
所
班 

災
害
記
録
班 

本
部
記
録
班 

広
報
班 

情
報
収
集
班 

情
報
処
理
班 

・
白
沢
総
合
支
所
初
動
活
動
班 

・
現
地
応
急
班 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム 

本部長（市長） 

副本部長（副市長・教育長） 

本部長付（消防団長・南消防署長）

長） 

事務局長（総括部長：市民部長） 

事務局次長（総括副部長：総務政策部長・建設部長） 

総括班 

災害対策本部各部・各班 

災
害
対
策
本
部 

災
害
対
策
本
部
事
務
局
（
総
括
部
） 
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第２節 職員の動員配備 

【本部事務局、配備担当部署】 

第２節 職員の動員配備 

災害発生時に、初動体制をいち早く確立するため、職員配備基準、職員への動員伝達方法、自

主参集の基準等を定める。 

 

第１ 配備基準 

１ 災害対策本部設置前 

 配  備  体  制 配  備  時  期 

事

前

配

備 

１．市民部（防災対策課・白沢総合支所）、

建設部（建設課・建築住宅課・都市整備課・

上下水道課）、産業部（農政課）の少数の人

数をもって、災害情報の収集・連絡にあた

る。 

２．総括部長は、上記関係部長と連絡を密

にし、状況に応じ警戒（特別警戒）配備体制

に円滑に移行できる体制を執る。 

関係職員の２０％を基準とする。 

１．大雨、台風期において、次の注意報のう

ち１以上が発表され、なお警報の発令が

予想されるとき。 

（１）大雨注意報 （２）洪水注意報 

（３）強風注意報 （４）大雪注意報 

（５）風雪注意報 

２．台風の上陸するおそれがあるとき。 

３．前号に関わらず、総括部長が必要と認め

たとき。 

警

戒

配

備 

１．市民部（防災対策課・白沢総合支所）、

建設部（建設課・建築住宅課・都市整備課・

上下水道課）、産業部（農政課）、総務政策

部（総務課・政策推進課）の配備職員をもっ

て、災害発生情報の収集・対策及び予防に

あたる。 

２．保健福祉部は避難所開設の体制を整え、

また、避難支援等関係機関・団体との連絡

調整を図る。 

３．防災対策課は、災害情報及び被害情報

を収集する。 

４．関係各部長は、担当課に所管施設等の

災害発生状況を調査させ、防災対策課に報

告する。 

５．災害発生とともに、直ちに災害応急活

動が開始できる体制に円滑に移行できる体

制を執る。 

 関係職員の３０％を基準とする。 

 次のいずれかの場合であって、総括部長

が必要と認めたとき。 

１．警報の１以上が発表され、災害の発生が

予想される場合。 

（１）大雨警報 （２）洪水警報 

（３）暴風警報 （４）大雪警報 

（５）暴風雪警報 

２．乾燥注意報又は強風注意報発表下にお

いて火災が発生し、広範囲に拡大のおそ

れがあるとき。 

３．前号に関わらず、総括部長が必要と認め

たとき。 

特
別
警
戒
配
備 

 警戒配備関係部等の長及び所要人員で、

災害及び被災の情報を収集し、広報関係機

関との連絡活動及び応急対策を行い、事態

の推移により全部長等に庁舎待機を連絡

し、災害対策本部体制に移行できる体制を

整える。 

１．大雨、洪水等の警報が発表され、広範

囲、かつ大規模な災害の発生が予想され

るとき、又は被害が発生したとき。 

２．前号に関わらず、市長が必要と認めたと

き。 
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特
別
警
戒 

本
部
体
制 

 特別警戒配備体制及び全部長等並びに事

務局初動体制により、災害対策本部の設置

に移行できる体制とする。 

１．特別警戒配備体制において、本部設置に

至るまでの間又は本部設置に至らない程

度において副市長が必要と認めたとき。 

＊ 配備要員は、各部等があらかじめ配備基準に基づき定める配備編成計画による。 

 

２ 災害対策本部設置後 

 配  備  体  制 配  備  時  期 

第

一

次 

非
常
配
備
体
制 

突発的災害に対し、応急処置を取り、救

助活動及び情報収集、防災機関との連携、

広報活動が円滑に実施できる体制を執る

とともに、避難指示及び避難誘導の体制を

整える。なお、活動体制は警戒配備職員以

外の参集職員とする。 

事態の推移に伴い、速やかに次の配備体

制に移行できる体制を執る。本部事務局

は、常時活動体制とする。 

全職員の５０％を基準とする。 

１．局地的な激甚な災害が発生したとき。 

２．複数地域で災害発生が予想されると

き。 

３．特別警報が発表されたとき。 

４．前号に関わらず、本部長が当該配備を

指令したとき。 

第

二

次 

非
常
配
備
体
制 

被害地域における救助・救護活動及び避

難誘導を行い、被害を最小限に止めるとと

もに、避難者対策の体制を執る。 

各機関への応援要請により、大規模な災

害応急対策をとるものとする。 

全職員の１００％を基準とする。 

１．市域の複数地域又は全域にわたり災害

が発生したとき。 

２．災害救助法による救助が適用される災

害が発生したとき。 

３．その他、市内に重大な災害が突発した

とき。 

 

第２ 職員の配備体制 

１ 指揮監督等 

(１) 事前配備、警戒配備及び特別警戒配備の指揮監督は、総括部長が行う。 

(２) 特別警戒本部体制の指揮監督は副市長が行う。 

(３) 本部長が災害対策本部の配備体制を決定したときは、本部員は各部配備編成計画に基づく配備

体制をとる。 

２ 事前及び警戒配備下の活動 

(１) 事前配備下の活動 

① 総括部長は、必要に応じ気象情報や対策等を防災行政無線（防災ラジオを含む）で市民に伝

達するとともに、市域の情報を収集する。 

② 建設部長は、水位、流量等に関する情報を収集する。 

③ 関係各部は、市域における情報を防災対策課に報告する。招集部等の長は、情報に基づき当

該情勢に対応する措置を検討する。 

④ 事前配備職員は、自己の所属する部課等の所定の場所に待機する。 

⑤ 事前配備部課等の責任者は、防災対策課からの情報又は連絡に即応し、待機職員に対し必要

な指示を行う。 

⑥ 事前配備配置職員数は、各部等の長が状況判断で増減する。  
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(２) 警戒配備下の活動 

① 活動の要点 

ア 各部等の長は次の措置をとり、状況を総括部長に報告する。 

・ 状況把握を当該部課等の職員に徹底させ、所要の人員を配置につかせる。 

・ 関係各部課等及び関係する外部機関との連絡を密にし、協力体制を整える。 

イ 総括部長は、必要に応じ地元コミュニティＦＭ局の協力を求め、災害に関する情報の周知

を図る。 

② 情報の収集・伝達及び被害状況の掌握 

総括部長及び招集部等の長は、情報収集及び伝達の体制を強化する。被害が発生した場合は

次によりその状況を的確に掌握する。 

ア 各部等の長は、所掌事務に関する被害の状況を掌握し、次により総括部長に報告する。 

・ 被害が累積する見込みのときは、集計日時を明記し随時報告する。 

・ 被害の全体像を把握しているか否かを明らかにする。被害が明らかでない地域は、その

範囲を付記する。 

・ 報告の様式は、別に定める。 

イ 防災対策課長は、各部等の長から報告を受けた被害状況を集計する。 

ウ 各部等の長は、所管外の被害の把握及び市民その他から緊急の通報を受けたときは、速や

かに所管部等の長に伝達する。 

エ 防災対策課長は、消防機関等の非常配備等状況及び災害応急対策実施状況を収集する。 

(３) 特別警戒本部体制下における分掌事務 

特別警戒本部体制下における分掌事務は、本部の分掌事務に準ずるものとする。 

３ 災害対策本部の活動要領 

(１) 第一次非常配備体制下の活動 

① 災害対策本部設置場所は、本部長の指示による。 

② 災害対策本部員（以下「本部員」という。）は、情報の収集、報告及び伝達の体制を強

化する。 

③ 本部員は、相互の連絡を密にする。総括部長は、客観情勢を判断し必要な応急措置について、

随時副本部長を通して本部長に報告する。また、重要な事項については、本部員と協議し、そ

の結果を本部長に報告し、判断を受ける。 

④ 本部員は、関係する各本部員及び各部員との相互連絡を密にし、所管する各部における災害

対策を実施するとともに、総括部長に随時活動状況を報告する。 

⑤ 本部員は、状況把握を部職員に徹底させ、所要の人員を配置につかせるとともに、出動人員、

出動時刻・解散時刻等を総務政策部長に報告する。 

⑥ 総務政策部長は、総括部長と協議し、各部間の支援体制を強化する。 

⑦ 本部員は、消防本部、市消防団及び関係外部機関との連絡を密にし、協力体制を整える。ま

た、その状況を総括部長に報告する。 

(２) 第二次非常配備体制下の活動 

第二次非常配備体制が指令された場合及び被害が発生した場合は、本部員は災害対策活動（応

急対応と避難を最優先とする）に全力を傾注するとともに、活動状況を随時総括部長に報告する。 
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(３) 災害対策本部員会議 

① 災害対策本部員会議（以下「本部員会義」という。）は、本部長が指定した場所で開催する。 

② 本部員は、所掌事項に関する必要な資料を本部員会義に提出し、説明する。 

③ 本部員は、本部員会義の招集が必要と判断するときは、事務局次長（総務政策部長）に申し

出る。 

(４) 本部事務局員 

① 本部事務局員は、災害対策本部長の指名するものをもって充てる。 

② 本部事務局員は、本部に常駐し災害応急対策の推進にあたる。 

③ 本部事務局員は、総括部（本部事務局）所管に基づく業務を班の相互協力により行う。 

 

第３ 配備人員 

配備人員は、各部長等が配備基準に基づきあらかじめ定める配備編成計画による。 

なお、災害の状況、特殊性を考慮して、本部長の指示により、配備編成計画によらない配備ができ

るものとする。配備は、職員ローテーション等に配慮する。 

配備職員については、勤務時間外に災害が発生した場合の交通混乱・途絶等の事態を考慮し、庁舎

までの距離及び担当業務等を勘案し、あらかじめ所属長が指定しておく。 

 

第４ 動員伝達方法 

動員の伝達は、本部事務局より一般加入電話等により行う。伝達手段が断絶した場合等、職員は知

り得た情報により自らの判断で参集する。 

 

第５ 非常参集等 

(１) 職員は、勤務時間外、休日等（以下「勤務時間外等」という。）において、災害が発生し又は

災害が発生するおそれがあることを覚知したときは、第４の動員伝達の有無に関わらず、直ちに

所属又はあらかじめ指定された場所に参集し配備につく。 

なお、参集途上において必要に応じ目視などにより被害状況の収集を行うものとし、所属にお

いて直ちにその状況を本部事務局に報告する。 

(２) 本庁日直者及び宿直者は、勤務時間外等において県災害対策課から非常配備に該当する気象通

報を受けた場合は、別に定める連絡系統により防災関係課の連絡担当者に通報する。 

 

第６ 職員の配備状況の報告と安否確認の実施 

本部各部・班長（各課長等）は、所属職員の配備状況及び所属職員以外の参集状況を、総務政策部

長に報告する。本部長は、全体の配備状況を考慮し、応援を必要とする班があると認めるときは、総

務政策部長を通じて各部長に応援の指示を行う。 

また、各班長は、職員や家族の安否確認を併せて行い、その結果を、各部長等を通して総務政策部

長に報告する。 
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第７ 職員の服務 

１ 勤務時間内の留意事項 

(１) 災害情報に注意を払い、内容によっては会議や出張を中止する。原則として勤務場所を離れな

い。 

(２) 正規の勤務時間が終了後も、所属長の指示があるまで指定された場所で待機する。 

(３) 自らの言動により、市民に不安や誤解を与えてはならない。 

２ 勤務時間外等の留意事項 

(１) 災害が発生し、テレビ・ラジオ等の情報により、市内全域又はそれに相当する被害が生じ

たと察知したときは、参集命令を待つことなく、自主的にあらかじめ指定された場所に参集

する。 

(２) 災害の影響により、あらかじめ指定された場所に参集することが困難な場合は、所属長の指示

に従う。 

(３) 遠距離通勤職員は、事前に所属長と参集について協議しておく。 

(４) 職員又は職員の家族が直接的に罹災した場合は、緊急参集は実質的に不可能である。 

(５) 参集は、災害活動に適する服装とする。また、被害状況に応じては一日分の食料と水を持参す

る。 

(６) 参集途上において、可能な限り被害状況等を把握し、参集後直ちに所属長又は上司に報告する

こと。 

 

第８ 消防団員の動員 

災害対策本部設置時の動員命令は、本部長が消防団長に対し行い、消防団長が消防団本部及び全分

団に対し命令する。 

災害対策本部未設置時の動員命令は、災害の事案により消防団長が判断し、次により命令する。 

① 動員を要する消防団本部・分団名 ② 動員の規模 

③ 応急復旧活動内容及び場所 ④ 装具等 

⑤ 集合時間及び場所 ⑥ その他必要と認める事項 
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第３節 災害情報の収集伝達 

【本部事務局、建設部、産業部、市民部（本部設置前の気象情報）】 

第３節 災害情報の収集伝達 

風水害等の災害が予想される場合は、予・警報等の情報を災害の切迫度に応じて５段階の警戒

レベルにより迅速かつ確実に収受・伝達する。 

また、災害が発生した場合、災害情報の収集及び災害状況調査は、その後の災害応急対策の体

制整備、災害復旧計画策定の基本となるものであり、迅速かつ的確に行う。 

 

第１ 気象通報の伝達 

１ 気象特別警報・警報・注意報等の伝達の発表基準 

(１) 定 義 

予 報 観測の成果に基づく現象の予想の発表をいう。 

特別警報 
大雨、大雪、暴風、暴風雪が特に異常であるため重大な災害の発生するおそれが

著しく大きい場合に、その旨を報告して行う予報。 

警 報 
大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪によって重大な災害が発生するおそれがある場

合に、その旨を警告して行う予報。 

注 意 報  
大雨、洪水、大雪、強風、風雪等により災害が発生するおそれがある場合に、その

旨を注意して行う予報。 

情 報 

気象等の予報について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合

や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説

する場合等に発表される。 

(２) 特別警報の種類と発表基準 

特別警報 基準 

暴 風 雪 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により、雪を伴う暴風が吹くと

予想される場合 

暴 風 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により、暴風が吹くと予想され

る場合 

大 雨 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合 

大 雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

＊ 地面現象特別警報･警報･注意報は、その特別警報･警報･注意報事項を気象特別警報･気象警報･気

象注意報に含めて行う。 

＊ 浸水警報及び注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び気象注意報に含めて行う。 
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(３) 注意報・警報の種類と発表基準 

 注  意  報 警     報 

風 雪 

（暴風雪） 

平均風速１２ｍ/ｓ以上で、雪を伴い

災害が発生するおそれがあると予想

される場合 

平均風速１８ｍ/ｓ以上で雪を伴い、重大

な災害が発生するおそれがあると予想さ

れる場合 

強 風 

（暴 風） 

平均風速１２ｍ/ｓ以上で、強風によ

って災害が発生するおそれがあると

予想される場合 

平均風速１８ｍ/ｓ以上の暴風で、重大な

災害が発生するおそれがあると予想され

る場合 

大 雨 

大雨によって災害が発生するおそれ

があると予想される場合で、次の基準

に到達することが予想される場合 

表面雨量指数基準： ８ 

土壌雨量指数基準：７０ 

大雨によって重大な災害が発生するおそ

れがあると予想される場合で、次の基準

に到達することが予想される場合 

（浸水害）表面雨量指数基準 ： １５ 

（土砂災害）土壌雨量指数基準：１０５ 

洪 水 

洪水によって災害が発生するおそれ

があると予想される場合で、次の基準

に到達することが予想される場合 

【流域雨量指数基準】 

百日川流域  ： ５.６ 

安達太良川流域： ６.９ 

五百川流域  ：１８.１ 

仲川流域   ： ５.１ 

【複合基準】 

 百日川流域  ：（５,５.６） 

 安達太良川流域：（５,６.６） 

  五百川流域  ：（５,１１.５） 

  阿武隈川流域 ：（５,５７.６） 

【指定河川洪水予報による基準】 

阿武隈川上流：阿久津・本宮・二本松 

洪水によって重大な災害が発生するおそ

れがあると予想される場合で、次の基準

に到達することが予想される場合 

【流域雨量指数基準】 

百日川流域  ： ７ 

安達太良川流域： ８.７ 

五百川流域  ：２２.７ 

仲川流域   ： ６.４ 

【複合基準】 

 五百川流域：（９，１８.８） 

【指定河川洪水予報による基準】 

阿武隈川上流：阿久津・本宮・二本松 

大  雪 

大雪によって災害が発生するおそれ

があると予想される場合で、１２時間

降雪の深さが平地で１０ｃｍ以上、山

沿いで２０ｃｍに到達することが予

想される場合 

大雪によって重大な災害が発生するおそ

れがあると予想される場合で、１２時間

降雪の深さが平地で２５ｃｍ以上、山沿

いで３５ｃｍ以上に到達すると予想され

る場合 

＊ 平地：標高が概ね３００ｍ未満、山沿い：標高が概ね３００ｍ以上 

≪参考≫・表面雨量指数：短時間強雨による浸水危険度の高まりを把握するための指標で、地面の被

覆状況や地質、地形勾配などを考慮して、降った雨が地表面にどれだけ溜まっているかを

数値化したもの。 

・土壌雨量指数：降雨による土砂災害発生の危険性を示す指標で、土中に溜まっている雨水

の量を示す指数。解析雨量、降水短時間予報をもとに、１ｋｍ四方の領域ごとに算出する。 

・流域雨量指数：降雨による洪水災害発生の危険性を示す指標で、対となる地域・時刻に存
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在する流域の雨水の量を示す指数。解析雨量、短時間予報をもとに、１ｋｍ四方の領域ご

とに算出する。 

・複合基準：（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値。 

＊ 本市は、中通り、中通り中部又は本宮市として発表される。 

 注    意    報 

濃  霧 
濃霧のため交通機関に著しい支障を及ぼすおそれがある場合で、視程が１００

ｍ以下 

雷 落雷により被害が予想される場合 

乾  燥 

空気が乾燥し火災の危険が大きいと予想される次の場合 

①最小湿度４０％、実効湿度６０％で風速８ｍ/ｓ以上 

②最小湿度３０％、実効湿度６０％ 

なだれ 

なだれが発生し災害が発生するおそれがあると予想される場合 

・山沿いで２４時間降雪の深さが４０ｃｍ以上。 

・積雪が５０ｃｍ以上で、日平均気温３℃以上の日が継続。 

着氷・着雪 大雪注意報の条件下で気温が－２℃より高い場合 

霜 
早霜、晩霜期におおむね最低気温２℃以下（早霜期は農作物の生育を考慮し実施

する） 

低  温 

低温のため農作物等に著しい被害があると予想される場合 

・夏期：最高・最低・平均気温のいずれかが平年より４～５℃以上低い日が数日

続くとき 

・冬期：最低気温が－８℃以下、又は－５℃以下の日が数日続くとき 

融  雪 融雪により災害が発生するおそれがあると予想される場合 

(４) 指定河川洪水予報 

① 定義 

氾濫注意情報 

(洪水注意報) 

氾濫注意水位に到達し更に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫注意水位以

上でかつ避難判断未満の上昇が見込まれるとき、氾濫注意水位以上でかつ

避難判断未満の状況が継続しているとき、避難判断水位に到達したが水位

の上昇が見込まれないときに発表される。 

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動の

確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

氾濫警戒情報 

(洪水警報) 

氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき、避難判断水位に到達し更に水位

の上昇が見込まれるとき、氾濫危険情報を発表中に氾濫危険水位を下回った

とき（避難判断水位を下回った場合を除く）、避難判断水位を超える状況が

継続しているとき（水位の上昇の可能性がなくなった場合を除く）に発表さ

れる。 

高齢者等避難の発令の判断の参考とする。高齢者等は危険な場所からの避難

が必要とされる警戒レベル３に相当。 

氾濫危険情報 

(洪水警報) 

氾濫危険水位に到達したとき、氾濫危険水位以上の状況が継続しているとき

に発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生への対応を求め
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る段階であり、避難指示の発令の判断の参考とする。危険な場所からの避難

が必要とされる警戒レベル４に相当。 

氾濫発生情報 

(洪水警報) 

氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要となる。災害が

すでに発生している状況であり、命の危険が迫っているため直ちに身の安全

を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。 

② 基準地点と基準水位（ｍ） 

観 測 所 
水防団待機水位 

(指定水位) 

氾濫注意水位 

(警戒水位) 

避難判断水位 

(特別警戒水位) 

氾濫危険水位 

(危険水位) 
計画高水位 

本  宮 ４.００ ５.００ ６.３０ ７.９０ ９.２９３ 

＊ 参考：阿武隈川上流（本市上流）観測所 

観 測 所 
水防団待機水位 

(指定水位) 

氾濫注意水位 

(警戒水位) 

避難判断水位 

(特別警戒水位) 

氾濫危険水位 

(危険水位) 
計画高水位 

須 賀 川 ３.５０ ４.５０ ７.１０ ７.７０ ７.９９１ 

阿 久 津 ４.００ ５.５０ ６.８０ ７.９０ ８.６７５ 

＊ 洪水予報を実施する河川区域：阿武隈川上流左岸又は右岸 

（５）情報 

全般気象情報、

東北地方気象情報、 

福島県気象情報 

気象の予報等について、特別警報･警報・注意報に先立って注意を喚起する場

合や、特別警報･警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の留意点

が解説される場合等に発表される。なお、雨を要因とする特別警報が発表さ

れたときには、その後速やかに、その内容を補足するため「記録的な大雨に

関する福島県気象情報」という表題の気象情報が発表される。また、大雨に

よる災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常

に激しい雨が同じ場所で降り続いているときには、「線状降水帯」というキ

ーワードを使って解説する「顕著な大雨に関する福島県気象情報」という表

題の気象情報が発表される。会津で大雪による大規模な交通障害の発生する

おそれが高まり、一層の警戒が必要となるような短時間の大雪となることが

見込まれる場合、「顕著な大雪に関する福島県気象情報」という表題の気象

情報が発表される。 

土砂災害警戒 

情報 

大雨警報(土砂災害)の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生しても

おかしくない状況となったときに、市長の避難指示の発令判断や住民の自主

避難の判断を支援するため、対象となる市町村(湯川村を除く)を特定して警

戒が呼びかけられる情報で、福島県(河川港湾総室)と福島地方気象台から共

同で発表される。市内で危険度が高まっている詳細な領域は土砂キキクル(大

雨警報(土砂災害)の危険度分布)で確認することができる。危険な場所からの

避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

記録的短時間 

大雨情報 

大雨警報発表中において、キキクル(危険度分布)の「非常に危険」(うす紫)

が出現し、かつ数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨(１時間に１０

０ｍｍ以上の降水量)が観測又は解析したときに、気象庁から発表される。こ

の情報が発表されたときは、土砂災害及び、低地の浸水や中小河川の増水・
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氾濫による災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実

際に災害発生の危険度が高まっている場所をキキクル(危険度分布)で確認す

る必要がある。 

竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注

意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の

激しい突風の発生しやすい気象状況になっているときに、会津・中通り・浜

通りの地域単位で発表する。なお、実際に危険度が高まっている場所につい

ては竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。竜巻注意情報は、

竜巻発生確度ナウキャストで発生確度２が現れた地域に発表するほか、目撃

情報が得られて竜巻等が発生するおそれが高まったと判断した場合にも発表

する。この情報の有効期間は、発表から１時間である。 

早期注意情報

(警報級の可能

性) 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］［中］の２段階で発表される。

当日から翌日にかけては時間帯を区切って天気予報の対象地域と同じ発表単

位で、２日先から５日先にかけては日単位で週間天気予報の対象地域と同じ

発表単位で発表される。大雨に関して、[高]又は[中]が予想されている場合

は災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１である。 

キキクル 

（危険度分布） 

土砂災害・浸水害・洪水災害発生の危険度の高まりを、地図上で１ｋｍ四方

の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。常時１０分毎に更新され、警報

や土砂災害警戒情報、記録的短時間大雨情報等が発表されたときに、どこで

危険度が高まっているかを把握できる。土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）

の危険度分布）・浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度分布）・洪水

キキクル（洪水警報の危険度分布）がある。 

流域雨量指数の

予測値 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川(水位周知河川及びその他河

川)の、上流域での降雨による、下流の対象地点の洪水危険度の高まりの予測

を、洪水警報等の基準への到達状況に応じて色分けした時系列で示す情報。

６時間先までの雨量分布の予測(降水短時間予報等)を用いて常時１０分ごと

に更新される。 

(６) その他 

① 火災気象通報 

「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同一の基準により、気象概況通報の一部と

して福島地方気象台により通報される。 

② スモッグ気象情報 

大気汚染防止法の規定により、光化学オキシダント濃度が注意報発令基準に達しそうな場合

に都道府県知事が行う緊急の措置に資するための気象情報。 

※「光化学スモッグ注意報」等は、福島県の発令基準により発令される。 

注意報基準：オキシダント濃度０．１２ｐｐｍ以上になり、かつ、この状態が気象条件から

見て継続すると認められるときに発令される。 

③ 鉄道気象通報、大気汚染気象通報、電力気象通報及び漁業無線気象通報 
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(７) 特別警報の伝達 

市は、特別警報の情報を受けたときは、直ちに住民や官公署に周知する。 

(８) 地震後等の警戒等暫定基準 

① 暫定基準が設定される警報等 

ア 土砂災害警戒情報、大雨警報（土砂災害）、大雨注意報 

・ 震度５強以上の地震を観測した場合 

・ 地震以外のその他の事象（台風等により広範囲で土砂災害が発生した場合、土砂災害が

発生した場合、土石流や泥流の発生が想定される火山活動、林野火災、風倒木等）により、

土砂災害に対する社会環境の脆弱化が想定できる場合 

イ 洪水警報・注意報 

・ 河川構造物が損傷を受け、通常よりも洪水による被害が起きやすくなっている場合 

・ 土砂災害などによる大規模な河川閉塞があった場合 

・ その他の原因により、洪水災害に対する社会環境の脆弱化が想定できる場合 

ただし、事象による影響範囲が極めて限られ本市が該当する場合には、監視体制や地域住民

への警戒避難に係る情報の伝達体制を確立した上で、暫定基準以外の方法により警戒避難体制

を検討する。 

② 設定区域基準 

ア 地震の場合は、震度５強以上が観測された場合 

イ その他の事象は、影響を受けるおそれがある場合 

(９) 火災気象通報 

「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同一の基準により、気象概況通報の一部とし

て福島地方気象台により通報される。 

(１０) 気象情報伝達図 

福島県地域防災計画（一般災害対策編）第３章、第３節「災害情報の収集伝達」、防災気象情

報の伝達系統図参照。 

 

第２ 被害状況等の収集、報告 

１ 被害調査 

市及び防災関係機関は、災害発生に伴い直ちに市域の被害状況調査を行う。 

特に大規模災害が発生した場合又は発生が予想される場合は、県と連携し若しくは必要に応じ消

防本部、警察署及びその他の関係機関と緊密な連携を取り、現地調査に加え写真やビデオ等の画像

情報を活用するなど、迅速かつ正確な情報の収集に努める。 

市は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制のもと、適切な対応がとれるよう

努める。 

なお、被害状況の収集には、下記の点に留意する。 

(１) 被害状況の掌握 

① 災害が発生した場合の各部門別の被害の状況は、２「被害状況等の報告」（２）「被害区分

別報告系統」により各部等において掌握する。掌握した被害の被害状況は、各部長がとりまと

め本部事務局に報告する。 

 各部等の長は、所管する事項以外の被害について、他の機関等から応急対策の措置を要する
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緊急の報告を受けたときは、これを担当部等の長に伝達する。 

② 被害状況の収集は、災害発生初期においては人的被害及び住民が当面の生活を維持すること

に直接関係する住家、医療衛生施設、電力・水道・通信等の生活関連施設の被害状況を優先し

て収集する。 

前号の災害規模及び状況が判明次第、公共施設、産業施設その他の被害状況を速やかに調査・

収集する。 

③ スマートフォンやドローンなど、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用して効率的な情報収集を行

う。 

(２) 応急対策報告の収集 

防災関係機関の被害報告は、被害状況、当該機関の行った防災体制、災害応急対策及び措置状況

を併せて報告する。 

(３) 防災情報の通報 

市は、防災関係機関から収集した各種災害情報、気象情報、水防情報等を整理し、これらの災

害情報から関係防災機関が災害応急対策を講ずる上で必要な防災情報を、２「被害状況等の報告」 

（２）「被害区分別報告系統」により、当該防災機関に通報する。 

２ 被害状況等の報告 

(１) 県等への報告 

① 市は、県が指定する様式及び日時により、被害状況の調査内容をまとめ、速報と確定を区分

して具体的に報告する。 

② 県への報告は、福島県総合情報通信ネットワークの「防災事務連絡システム」により福島県

県北地方振興局へ報告する。 

③ 被災等で防災事務連絡ネットワークが使用できない場合は、加入電話・ＦＡＸ、電子メール、

衛星携帯電話等で報告する。 

④ いずれの方法によっても県へ報告できない場合は、直接、国（総務省消防庁）へ被害状況等

の報告を行う。また、同様に県北地方振興局へ報告することができない場合は、直接、県災害

対策本部に報告を行う。 

⑤ 大規模災害等により、火災が同時多発しあるいは多くの死傷者が発生し、消防機関への通報

が殺到する場合は、その状況を直ちに電話により総務省消防庁及び県災害対策本部に報告する。 

⑥ 被害状況の報告先 

ア 県災害対策本部（危機管理総室） 

 電   話 Ｆ Ａ Ｘ 

Ｎ Ｔ Ｔ 回 線 024‐521‐7194 024‐521‐7920 

総合情報通信 

ネットワーク 

衛星系 TN‐8‐10‐201‐2632、2640 TN‐8‐10‐201‐5524 

地上系 
TN‐81‐11‐201‐2632 

TN‐81‐11‐201‐2640 
TN‐81‐11‐201‐5524 

イ 災害対策県北地方本部（県北地方振興局県民生活課） 

 電   話 Ｆ Ａ Ｘ 

Ｎ Ｔ Ｔ 回 線 024‐521‐2709 024‐521‐2855 

総合情報通信 

ネットワーク 

衛星系 007‐201‐7571 007‐201‐7562 

地上系 TN‐8‐11‐205‐01 TN‐8‐11‐205‐10 
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ウ 国（総務省消防庁） 

 
平日（9:30～18:15） 

応急対策室 

左記以外 

宿直室 

ＮＴＴ回線 
電話 03‐5253‐7527 03‐5253‐7777 

FAX 03‐5253‐7537 03‐5253‐7553 

消防防災無線 
電話 90‐49013 90‐49102 

FAX 90‐49033 90‐49036 

総合情報通信 

ネットワーク 

電話 TN‐048‐500‐90‐49013 TN‐048‐500‐90‐40102 

FAX TN‐048‐500‐90‐49033 TN‐048‐500‐90‐49036 

⑦ 市は、人的被害の状況（行方不明者の数を含む。）、建築物の被害状況及び火災、土砂災害

の発生状況等の情報を速やかに収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握

できた範囲から直ちに県に報告する。通信の途絶等により県に報告できない場合は、直接国（総

務省消防庁）へ報告する。特に、行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要

な情報であるため、市は、住民登録の有無にかかわらず、市内で行方不明となった者について、

警察等関係機関の協力に基づき、正確な情報の収集に努める。また、行方不明者として把握し

た者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村又

は都道府県（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の者は直接又は必要に応じ外務省を

通じて在京大使館等）に連絡する。 

⑧ 道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要があることから、市は、

国、県及び指定公共機関と協力し、それぞれの所管する道路のほか、通信、電気、ガス、上下

水道等のライフラインの途絶状況及び復旧状況について把握するよう努める。また、市は、市

内における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配慮者の有無の把握に努める。 
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 (２) 被害区分別報告系統 

 

 

                          地方本部通信途絶時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (３) 報告の内容と種類 

市は県へ、応急対策の活動状況、災害対策本部設置状況及び応援の必要性等を連絡する。 

また、県は市へ、自ら行う応急対策の活動状況等を連絡する。 

① 報告の種類 

概況報告（被害速報） 被害が発生した場合に直ちに行う 

中間報告 
被害状況を掌握した範囲でその都度行う。被害が増加する見込み

のときは、集計日時を明記する 

確定報告 被害状況が確定した場合に行う 

② 報告様式 

県が定める様式による。 

市災害対策本部 

人的被害、建物被害 

文教施設被害 

道路・橋梁被害（市道） 

河川災害、その他水害被害（準用河川） 

農産被害、畜産被害 

森林被害 

土砂災害、砂防関係施設被害 

水道施設被害 

下水道施設被害 

県
災
害
対
策
県
北
地
方
本
部 

県

災

害

対

策

本

部 

ＪＲ東日本 

鉄道施設被害 

ＮＴＴ、東北電力 

電話・電力施設被害 

安達地方広域行政組合 

（消防本部） 

人的被害 

廃棄物処理施設被害 
病院等 

病院被害 
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第４節 通信の確保 

【本部事務局、財務部、市民部】 

第４節 通信の確保 

 市及び防災関係機関は、災害発生時の情報連絡体制を最優先に連絡責任者を配置するなど、迅

速・正確・円滑な通信連絡体制の整備に努める。 

 

第１ 通信手段の確保 

１ 災害時の通信連絡 

(１) 市及び防災関係機関は、災害発生後、直ちに情報通信手段の機能確認を行う。また、障害が発

生したときの復旧要員の確保に努める。特に孤立地域の通信手段の確保については、特段の配慮

を行うものとする。 

(２) 市・県・防災関係機関における、災害に関する情報の伝達、被害情報の収集伝達及び応急対策

に必要な指示・命令等は、原則として有線電話（加入電話）、無線通信及び県防災行政無線によ

り速やかに行う。 

(３) 加入電話使用は、回線の状況により「災害時優先電話」を利用する。 

(４) 市・県・防災関係機関は、電子メールを災害発生時の連絡手段として活用し、速やかな情報連

絡を行う。その際、電子メール情報を埋没させることが無いように、情報の受け手は速やかに内

容を確認の上、担当部署に割り振る若しくは対応する。 

(５) 情報通信手段が制約される場合は、県が通信手段を判断し指定する。 

２ 各種通信施設の利用 

(１) 非常無線通信の利用 

市及び防災関係機関は、加入電話や防災行政無線等が使用不能になったとき、福島地区非常通

信協議会構成員及び社団法人アマチュア無線連盟福島県支部等の協力を得て、その無線通信施設

の利用を図る。 

(２) 通信施設所有者の相互協力 

 市及び防災関係機関は、有線の専用通信施設のある警察、鉄道及び電力会社等と、電気通信事

業法第８条に基づく協議を整えておく。 

(３) 災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の利用 

市は、災害応急対策に必要な通信機器及び災害発生による通信設備の電源供給停止時の応急電

源（移動電源車）について、必要に応じ、東北総合通信局に貸与を要請する。 

３ 災害対策本部移設の場合の措置 

防災拠点（市役所本庁舎）の被災により災害対策本部を移設する場合は、移設先有線電話、衛星

携帯電話及び防災行政無線可搬型の移動局により通信を行う。 

 

第２ 市防災行政無線(防災ラジオを含む)の運用 

災害時における、住民への警報等の伝達、避難指示等に活用する。 
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第５節 相互応援協力 

【本部事務局、市民部、総務政策部】 

第５節 相互応援協力 

 災害時における、防災関係機関相互の連携体制並びに他の地方公共団体及び関係機関との相

互応援協力により、適切な応急対策に結びつける。 

 

第１ 県との相互協力 

１ 県との相互協力 

(１) 市長は、被災時の災害応急対策（広域避難対策、庁舎機能の低下・喪失・移転対策を含む。以

下、同。）を実施するため必要があると認めるときは、知事（危機管理総室）に応援（職員の派

遣を含む。以下、同。）若しくは応援の斡旋を求め、又は災害応急対策の実施を求めることがで

きる。 

(２) 市長は、災害時の災害応急対策を実施するために必要があると認めるときは、災対法第６７条

の規定に基づき、他の市町村長に対し応援を求めることができる。 

(３) 市長は、総務省が構築した「被災市区町村応援職員確保システム」により、被災都道府県以外

の地方公共団体からの応援職員の派遣を要請することができる。 

(４) 市長が、知事に職員の派遣・職員の斡旋若しくは応援を求め、あるいは災害応急対策の実施を

要請し、又は他の市町村長に応援を求める場合は、次に掲げる事項について口頭又は電話をもっ

て要請し、後日文書により処理する。 

① 災害の状況及び応援を求める理由 ② 応援を要請する機関名 

③ 応援を要請する職種別人員、物資等 ④ 応援を必要とする場所、期間 

⑤ その他必要な事項  

２ 災害対策基本法に基づく知事の指示等 

災対法第７２条に基づき、知事が応急措置の実施について必要な指示、又は他の市町村長を応援

することを指示した場合、知事指示に係る応援に従事する者は、応援を受ける市町村長の指揮の下

に行動する。 

 

第２ 国に対する応援要請 

１ 市長の応援要請 

(１) 市長は、災害応急対策又は災害復旧対策のため必要があると認めるときは、災対法第２９条に

より、指定地方行政機関の長に対し、当該機関に職員の派遣を要請することができる。 

(２) 市長は、災害応急対策又は災害復旧対策のため必要があると認めるときは、災対法第３０条に

より、知事に対し指定地方行政機関の職員の派遣について斡旋を求めることができる。 

２ 手続き 

市長は、指定行政機関又は指定地方行政機関の長に対して職員の派遣を要請するときは、次の事

項を記載した文書をもって行う。また、知事に対して指定行政機関又は指定地方行政機関の職員の

派遣の斡旋を求めるときも同様とする。  



本宮市地域防災計画（一般災害対策編） 

第２章 災害応急対策計画                               第５節 相互応援協力 

115 

① 派遣を要請する理由 ② 派遣を要請する職員の職種別人員数 

③ 派遣を必要とする期間 ④ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

⑤ その他職員の派遣について必要とされる事項 

＊ 派遣された職員の身分の取り扱いは、災対法施行令第１７条に基づく。 

 

第３ 緊急消防援助隊への派遣要請 

市長は、大規模な災害等に際し、市内の消防力では対応できず、緊急消防援助隊の応援を受ける必

要があると判断した場合、「福島県緊急消防援助隊受援計画」に基づき、速やかに知事に連絡し、応

援を要請する。 

 

第４ 民間事業者との災害時応援協定 

市は、第１章、第２０節「災害時相互応援協定の締結」による災害時応援協定に基づき応援を求める。 

 

第５ 公共的団体等との協力 

１ 市は、区域内における公共的民間団体及び自主防災組織等から、次のような協力を得ながら、効

率的な応急対策活動を行う。 

公共的団体等との協力業務及び方法は、災害時に効率的な活動を行うため協定書等の方法により、

その内容の相互理解を図る。 

① 異常現象、災害危険箇所等を発見した場合に、市その他関係機関に連絡すること。 

② 災害に関する予警報その他情報を区域内住民に伝達すること。 

③ 災害時における広報広聴活動に協力すること。 

④ 災害時における出火の防止及び初期消火に関し協力すること。 

⑤ 避難誘導、避難所内避難者の救援業務に協力すること 

⑥ 避難者に対する炊き出し、救援物資の配分等に協力すること。 

⑦ 被害状況の調査に協力すること。 

⑧ 被災区域内の秩序維持に協力すること。 

⑨ 罹災証明書交付事務に協力すること。 

⑩ その他の災害応急対策業務に関すること。 

ここでいう公共的団体とは、日赤奉仕団、医師会及び歯科医師会、農業協同組合、森林組合、商

工会、女性団体等をいい、防災組織とは、住民の自発的な防災組織、施設の防災組織及び業種別の

防災組織をいう。 

 

第６ 受援体制の構築 

市は、地域防災計画等に受援計画を位置付けるよう努めるものとし、受援先の指定、受援に関する

連絡・要請の手順、役割分担・連絡調整体制等について必要な準備を整えるなど、国や他の地方公共

団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うための受援体制（受

援計画）を整備するものとする。 

また、庁内全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保

を行うものとする。その際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、適切な空間の確保

に配慮するものとする。 
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第６節 災害広報 

【本部事務局、総務政策部、市民部】 

第６節 災害広報 

 災害時に、市民（被災地住民含む）及び市外関係者に正確かつ分かりやすい情報を提供し、混

乱を防止するとともに適切な行動を支援するために、市及び防災関係機関は災害発生後、連携し

て広報活動を展開する。 

 

第１ 広報活動 

１ 報道機関等との連携 

市は、報道機関が行う災害報道のための取材活動及び資料の提供依頼に、積極的に協力する。 

この際の広報の窓口は、本部事務局とし、混乱の中で不正確な情報が提供されるのを防ぎ、災害

の拡大を防止し、住民の安全・安心につながる情報を積極的に広報する。 

２ 市の広報活動 

市は、防災関係機関と連携を図り、住民に対し防災行政無線（防災ラジオを含む）、広報車、ホ

ームページ、ＳＮＳ、携帯電話への緊急速報メール及びＦＭ Ｍｏｔ．Ｃｏｍもとみや等を活用し、

以下の事項について広報活動を行う。 

被災者の必要とする情報は、①避難誘導段階、②避難所設置段階、③避難所生活段階、④仮設住

宅設置段階、⑤仮設住宅での生活開始段階等、災害の発生から時間の経過に伴い刻々と変化してい

くことから、被災者の必要性に即した情報を的確に提供するよう心掛ける。 

３ 広報の内容 

(１) 地域の被害状況に関する情報 

(２) 当該地区における避難に関する情報 

避難指示等の発令判断基準 受入施設に関する情報 

指定避難所以外に避難した被害者への支援に関する情報 

(３) 地域の応急対策活動に関する情報 

救護所の開設に関する情報 電気、電話、水道の復旧に関する情報 

交通規制、交通機関及び道路の復旧に関する情報 

(４) 安否情報、義援物資、義援金の取り扱いに関する情報 

(５) その他住民に必要な情報（二次災害防止に関する情報を含む） 

給水及び給食に関する情報 防疫に関する情報 

臨時災害相談所の開設に関する情報 被災者への支援に関する情報 

電気、ガス、水道による二次災害防止に関する情報 

犯罪防止、流言飛語の防止呼びかけ  

４ 報道機関への発表 

(１) 報道機関に対する災害情報等の発表は、記者会見方式を原則とし、交通規制等で報道機関が参

集できない場合は、加入電話、ＦＡＸ等の手段で行うことができる。 

(２) 発表は、応急活動状況、災害情報及び被害状況等の報告に基づき集計されたもののうち、本部

長が必要と認める情報により行う。 

(３) 本部事務局は、報道機関へ発表する情報を本部員会義で共有するとともに関係機関へ送付する。 
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(４) 警察署への発表は、原則として本部事務局が行うこととするが、災害事案によっては担当する

部等の長又は次長が行う。 

５ 災害記録映像の撮影及び収集 

本部事務局は、災害現場等を写真等の画像で記録するとともに、各班の被害状況調査に際して撮

影した画像の収集と整理を行う。 

６ 広報活動計画 

本部事務局は、次の項目につき、あらかじめ広報活動計画を定めておく。 

(１) 災害広報を行う車両と人員の確保等 

(２) 公共放送機関との連絡体制 

７ 停電時の災害広報 

基地局及び中継局の統制台は、約２０時間動作可能である。しかし、万全を期すため停電直後に

次の対応を行う。 

ア 操作卓警報ブザーを切る 

イ 停電時刻を記録 

ウ 東北電力ネットワーク㈱に停電地域・復旧見込照会 

エ 長時間停電時は発電機を準備 

８ 要配慮者に配慮した広報の実施 

次のような要配慮者に配慮した広報の実施を心掛ける。 

ア 外国人に対して「やさしい日本語」を含む多言語による広報 

イ 聴覚障がい者に対して文字放送、手話通訳等の実施 
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第７節 救助・救急 

【本部事務局、市民部、消防本部、消防団】 

第７節 救助・救急 

災害応急対策の最優先事項は、災害から住民等の生命及び身体の安全を守ることである。その

ために、発災当初の７２時間は救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを踏まえ、

人員及び資機材等を優先的に投入し、救助活動を行う。 

市及び消防本部は、災害応急対策の第一次的な実施責任者として防災関係機関の協力を得なが

ら救助・救急活動を行う。市民及び自主防災組織は、自発的に救助・救急活動を行い、また救助・

救急活動を実施する防災関係機関に自ら協力することが求められる。 

 

第１ 自主防災組織、事業所による救助活動 

１ 自主防災組織、事業所の防災組織及び住民は、次により自発的に被災者の救助・救急活動を行う

とともに、救助・救急活動を実施する各機関に協力するよう努める。 

(１) 組織内の被害状況を調査し、負傷者等の早期救急と行方不明者の救助に努める。 

(２) 救助活動用資機材を活用し、組織的救助活動に努める。 

(３) 自主救助活動が困難な場合は、消防機関又は警察等に連絡し早期救助を図る。 

(４) 救助活動は、可能な限り市、消防機関又は警察と連絡を取り、その指揮を受ける。 

２ 風水害及び土砂災害等の被災者等への救助活動が迅速かつ的確に行われるよう、平常時から次の

措置を行い災害に備える。 

(１) 救助技術、救助活動の習熟 

(２) 救助活動用資機材の点検及び訓練の実施 

(３) 地域における自主防災組織と事業所等との連携体制の確立と訓練の実施 

 

第２ 市による救助活動 

１ 市は、消防本部及び市消防団と協力し、救助対象者の状況に応じた救助班を編成し、人員及び重

機等の資機材を優先的に投入して救助活動を行う。 

救助活動は、警察機関や地域の実情に精通した住民等と密接に連携して実施する。 

救助活動の状況は、逐次、県に報告する。 

２ 市は、自ら被災者等の救助活動を行うことが困難な場合、次の事項を示して県に救助活動の実施

を要請する。また、必要に応じ民間団体にも協力を求める。 

(１) 応援を必要とする理由 

(２) 応援を必要とする人員、資機材等 

(３) 応援を必要とする場所 

(４) 応援を希望する期間 

(５) その他周囲の状況等応援に関する事項 

３ 市は、市域で予想される災害、特に水害・土砂災害及び建物等倒壊による被災者等の救助活動に

備え、平常時から次の措置を行い災害に備える。 

(１) 救助に必要な車両、舟艇、資機材、その他機械器具について、所在及び調達方法を計画する。 

そのため、関係機関団体との協力体制を確立するとともに、建設業以外の地域企業が所有する

救助に有効な資機材、機械器具等について所有の有無を調査し、災害時の協力を求めておく。 
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(２) 大雨に伴う土砂崩れ等により孤立が予想される地域については、孤立者の救助方法、当該地域

と市との情報伝達手段の確保、救助にあたる関係機関等との相互連絡体制を確立しておく。 

(３) 自主防災組織、事業所及び住民等に対する、救助活動の指導及び意識啓発を行う。 

(４) 自主防災組織への救助活動用資機材配備の促進を図る。 

(５) 救助技術の教育、救助活動の指導。 

 

第３ 消防本部による救助・救急活動 

１ 救助・救急活動 

(１) 広範な被害が発生し多くの負傷者がいる場合の救助・救急活動は、救命処置の必要性をもって

トリアージを実施し、優先救助・救急処置を行う。救命措置を要しないその他の負傷者には、医

療班による処置が施されるまでの間、可能な限り、消防団、自主防災組織及び付近住民に応急処

置対応の協力を求める。 

救助・救急活動は、他の防災機関と連携をもって行う。 

(２) 同時に比較的小規模な被害が発生した場合の救助・救急活動は、救命効率を優先順位に救助・

救急活動を行う。 

２ 救助・救急における出動 

(１) 救助・救急が必要な現場は、努めて救助隊と救急隊が連携して出動し、救命効率を確保する。 

(２) 救助を必要としない現場は、救急隊が出動し、救命を要する重傷者の救急を優先する。 

 

第４ 広域的な応援 

大規模災害の発生により、消防本部のみでの救助・救急活動が困難な場合は、隣接市町村相互応援

協定及び広域相互応援協定等による派遣要請を行う。 

災害の規模が著しく大規模な場合、市長は必要に応じ、県（災害対策本部総括班）を通じて消防庁

長官に、緊急消防援助隊及び「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」に基づくヘリ

コプター等の応援を要請する。 
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第８節 自衛隊災害派遣要請 

【本部事務局、市民部】 

第８節 自衛隊災害派遣要請 

災害発生時における、迅速かつ円滑な災害派遣活動の実施を目的に、自衛隊災害派遣要請を行

う場合の手続き等を示す。 

 

第１ 災害派遣要請基準及び災害派遣要請の範囲 

１ 災害派遣要請の要求 

市長は、災害を予防し又は災害が発生した場合に、人命及び財産を災害から保護するために必要

と認めるときは、災対法第６８条に基づき県知事に自衛隊派遣要請の要求をする。 

２ 災害派遣要請の範囲 

自衛隊派遣の要請要件は次の３点で、要請の範囲は下表による。 

ただし、特に人命に関わる救急患者や薬等の緊急輸送は、災対法に規定する災害以外でも、災害

派遣と扱う。 

(１) 災害時における人命又は財産の保護のため必要。 

(２) 緊急性、公共性がある。 

(３) 他の機関の応援等により対処できない場合。 

① 被害状況の把握 ② 避難者の援助 

③ 遭難者等の捜索救助 ④ 水防活動 

⑤ 消防活動（空中消火を含む。） ⑥ 道路又は水路の啓開 

⑦ 開応急医療、救護及び防疫 ⑧ 人員及び物資の緊急輸送 

⑨ 炊飯及び給水 

⑩ 物資の無償貸付及び譲与（防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令第 

１３、１４条） 

⑪ 危険物の保安及び除去（火薬類、爆発物の保安措置及び除去） 

⑫ 予防派遣（災害に際し被害が客観的に推定され、かつ急迫している場合でやむを得ないと認

められる場合。） 

⑬ その他（知事が必要と認め、自衛隊の能力で対処可能なもの） 

＊ ⑪の内、不発弾処理は県警本部の範囲となる。 

３ 災害派遣要請要領 

(１) 自衛隊派遣要請は、県北地方振興局長を経由し、県知事（災害対策本部総括班）へ要請する。 

要請は、次の事項を明記した文書をもって行う。ただし、緊急を要し文書をもってするいとま

がない場合は、電話等により直接県知事（災害対策本部総括班）に要請し、事後、文書を送達す

る。この場合でも、速やかに県北地方振興局長へ連絡する。 

① 提出（連絡）先  福島県危機管理部危機管理総室、災害対策本部総括班 

② 提出部数     ２部 

③ 記載事項 

ア 災害の状況及び派遣を要する事由 イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 エ その他参考となるべき事項 
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(２) 何らかの理由で前項の要求ができない場合、市長は、福島駐屯地司令に対し、自衛隊災害派遣

要請をする。この場合、速やかに県知事に連絡する。 

また、通知を受けた部隊長は、特に緊急を要し、県知事の要請を待ついとまがないと認められ

るときは、人命又は財産の保護のため、部隊等を派遣するとともに、速やかにその旨を県知事（災

害対策本部総括班）に通知する。 

◆ 自衛隊の災害派遣担当区域及び担当窓口：陸上自衛隊福島駐屯地 

担当区域  福島県全域 

担当窓口 

 陸上自衛隊第４４普通科連隊 第３科 

 TEL 024-593-1212 内線235 

(県総合情報通信ネットワーク 811-280-01) 

 時間外普通駐屯地当直指令 内線302 

(県総合情報通信ネットワーク 811-280-02) 

 

第２ 派遣部隊の受入体制 

１ 関係機関の協力 

市・県・警察機関・消防機関等は、派遣部隊の移動、現地進入及び災害措置を行うための補償問

題等発生の際の相互協力、必要な現地資材等の使用等に関して緊密に連絡協力する。 

２ 他の災害救助復旧機関と競合重複の排除 

県及び市は、派遣部隊の活動が、他の災害救助復旧機関と競合しないよう、効率的な作業分担を

配慮する。 

３ 作業計画及び資材等の準備 

県及び市は、自衛隊に作業を要請又は依頼するにあたり、次の事項についてできるだけ先行性の

ある計画を樹立し、諸作業に関係ある管理者の了解を取り付けておく等の配慮を行う。 

また、自衛隊が円滑かつ効率的に活動できるよう、常に関係情報を収集し、作業実施に必要とす

る十分な資料（災害地の地図等）を準備するとともに、作業地区毎に責任ある連絡員をあらかじめ

定めておく。 

(１) 作業箇所及び作業内容 

(２) 作業の優先順位 

(３) 作業に要する資材の種類別保管（調達）場所 

(４) 部隊との連絡責任者、連絡方法及び場所 

４ 市における自衛隊との連絡体制の確立 

自衛隊との連絡調整窓口は、本部事務局とし、円滑かつ迅速な措置がとれるよう災害現場に自衛

隊と共同の連絡所を設置する。 

５ 派遣部隊の受入れ 

市は、自衛隊派遣決定に伴う知事との協議に基づき、次の事項について自衛隊受入れ体制整備に

協力する。 

① 本部事務室 ② 宿舎 

③ 材料置場、炊事場 ④ 駐車場（車１台当たり３ｍ×８ｍ） 

⑤ 臨時ヘリポート（観測用□３０ｍ、多用途□５０ｍ、輸送用□１００ｍ） 

＊ 派遣部隊の本部は、原則として市と自衛隊共同の連絡所と同一の場所に設置し、相互に緊密
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な連絡を図る。 

 

第３ 派遣部隊の撤収 

派遣部隊の撤収は、災害派遣の目的を達し知事から撤収要請があった場合又は部隊が派遣の必要が

なくなったと認めた場合とする。撤収は、関係機関との事前調整を踏まえるものとする。 

 

第４ 経費の負担区分 

１ 県・市の負担 

災害予防・災害応急対策・災害復旧等に必要な資材、施設の借上料及び損料、消耗品、電気、水

道、汲取、通信費及びその他の経費。 

その区分を定めがたいものについては、県・市・部隊が相互調整のうえ、その都度決定する。 

２ 部隊の負担 

部隊の露営、給食及び装備、器材、被服の整備・損料・更新並びに災害地への往復等の経費。 
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第９節 避難 

【本部事務局、各部・各班、教育部、郡山北警察署本宮分庁舎 

消防本部、消防団、防災関係機関、市社会福祉協議会】 

第９節 避難 

「避難行動」は、数分から数時間後に起こるかもしれない自然災害から「自らの命を自ら守る

ための行動」である。 

災害時の人的被害を軽減するため、市及び防災関係機関が連絡調整を密にし、要避難区域の住

民等を迅速かつ適切に安全な場所に避難誘導する。 

特に、要配慮者に対する情報伝達と避難誘導、及び避難場所における生活等には配慮に努める。 

 

第１ 避難指示等の発令 

市長は、災害から人命及び身体の保護又は災害の拡大防止のため、必要があると認めるときは、あ

らかじめ定めた計画に基づき住民等に対して、高齢者等避難（警戒レベル３）、避難指示（警戒レベ

ル４）を発令する。 

また、災害が発生し、又は発生しようとしている状況下で、指定緊急避難場所等への立退き避難を

することがかえって危険なおそれがある場合等において、市長は必要な地域の必要な居住者等に対し

て、緊急安全確保（警戒レベル５）を発令し、いまだ危険な場所にいる居住者等に対して緊急に安全

を確保するための措置を指示することができる。 

１ 避難の実施機関 

避難指示等発令の実施責任者は、次のとおりであるが、避難指示等を発令したとき、又は自主避

難が行われたときは、関係機関は相互の連絡を取り合う。 

また、災害の発生があると予想される場合は、人命の安全を確保するため、危険の切迫する前に

十分な余裕を持って、安全な場所へ住民を避難させる必要がある。避難指示等が発令された場合の

避難行動として、指定緊急避難場所や安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を原則とする

ものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自ら

の判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への

避難がかえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を指示する必要がある。 

このため、特に避難行動や情報面で支援を要する人が早期に避難や安全確保のための行動を開始

できるよう情報提供に努め、一般住民に対しても早期に避難等を指示するとともに、避難の指示等

をあらゆる手段を用いて住民に周知徹底する。 

この際、市は、危険の切迫性に応じて雨量や河川の水位なども踏まえながら、避難指示等の伝達

文の内容及び伝え方（放送開始時の音楽や声のトーンなど）を工夫すること、できるだけ簡易な用

語を用いること、具体的な雨量や河川の水位等の情報を交えるなど緊急性を示唆すること、その対

象者を明確にすること、避難指示等に対応する５段階の警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒

レベルに対応したとるべき避難行動がわかるように伝達することなどにより、住民の積極的な避難

行動の喚起に努める。 

市は、避難指示等について、第１章 第１１節 第１で策定した避難指示等の判断基準をもとに

しつつ、国や県からの情報も踏まえて柔軟な対応を行い、空振りをおそれず、早めに出すことを基

本とし、避難が必要な状況が夜間・早朝となる場合には、日中の明るい時間帯の高齢者等避難や避

難指示の発令に努める。また、災害が発生するおそれがある場合には、必要に応じ、高齢者等避難
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に係る情報の発令等と併せて指定緊急避難場所を開放し、住民等に対し周知徹底を図る。 

２ 避難指示等の内容 

避難指示は、次の内容を明示して行う。 

① 避難指示者 ② 避難対象地域 

③ 避難先とその場所 ④ 避難経路 

⑤ 避難指示等の理由 ⑥ その他必要な事項（避難の注意事項等） 

 

３ 避難指示等権者 

 実施責任者 措 置 実  施  基  準 

高齢者等避難

（警戒レベル

３） 

市  長 高齢者等は危険な

場所から避難、高

齢者等以外も必要

に応じ避難の準

備・自主的に避難

する。 

人的被害の発生する可能性が高まっ

た場合において、避難行動に時間を要

する者が避難行動を開始する必要が

あると認められるとき。 

避難指示 

（警戒レベル

４） 

市  長 

(災対法第 60 条) 

立退き及び立退き

先の指示 

 

災害が発生し又は発生するおそれが

ある場合において、特に必要と認めら

れるとき。 

知  事 

(災対法第 60 条) 

災害の発生により、市がその全部又は

一部の事務を行うことができなくな

ったとき。 

知事及びその命

を受けた者 

(地す防止法第 25 条) 

立退きの指示 地すべりにより著しい危険が切迫し

ていると認められるとき。 

同  上 

又は水防管理者 

(水防法第 29 条) 

洪水又は氾濫により著しい危険が切

迫していると認められるとき。 

警 察 官 

(災対法第 61 条) 

立退き及び立退き

先の指示 

 

市長が避難のための立退き若しくは

「緊急安全確保」を指示することがで

きないと認められるとき。 

市長から要求があったとき。 

警 察 官 

(警職執行法第 4条) 

警告及び避難等の

措置 

重大な被害が切迫したと認めるとき

は、警告を発し又は特に急を要する場

合において危害を受けるおそれがあ

る者に対し、必要な限度で避難の措置

をとる。 

自 衛 官 

(自衛隊法第 94 条) 

災害により危険な事態が生じた場合

において、警察官がその場にいない場

合に限り、派遣命令を受けた部隊等の

自衛官は避難について必要な措置を

とる。 

緊急安全確保

（警戒レベル

５） 

市  長 

(災対法第 60 条) 

高所への移動、近

傍の堅固な建物へ

災害が発生し、又はまさに発生しよう

としている場合において、立退きを行
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の待避等緊急安全

確保措置 

うことがかえって危険であり、緊急を

要すると認められるとき。 

 

４ 避難指示等の要否を検討する情報 

浸水・洪水 

浸水・洪水に関する避難指示等の要否を検討すべき情報としては、一般的に、大

雨注意報・大雨警報（浸水害）、大雨特別警報（浸水害）、洪水注意報・洪水警

報、指定河川洪水予報、水位到達情報があり、この他に福島県気象情報、記録的

短時間大雨情報、浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度分布）、洪水キキ

クル（洪水警報の危険度分布）、流域雨量指数の予測値がある。 

土砂災害 

土砂災害が発生するかどうかは、土壌や斜面の勾配、植生等が関係するが、避難

指示等発令の視点では、降った雨が土壌中に水分量としてどれだけ溜まってい

るかを表す土壌雨量指数等の長期降雨指標と６０分間積算雨量等の短期降雨指

標を組み合わせた基準を用いている土砂災害警戒情報が判断の材料となる。 

土砂災害に関する避難指示等の要否を検討すべき情報としては、大雨注意報・

大雨警報（土砂災害）、土砂災害警戒情報、記録的短時間大雨情報、大雨特別警

報（土砂災害）があり、このほかに土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険

度分布）がある。 

そ の 他 事象により本部長判断 

５ 指定行政機関等による助言 

市は、避難指示等を発令しようとする場合、指定行政機関、指定地方行政機関又は県に対し助

言を求めることができる。助言を求められた指定行政機関、指定地方行政機関及び県は、所掌事

務に関して必要な助言を行う。 

各災害に関する避難指示等を発令する場合に、主に助言を求める機関は以下のとおり。 

・水  害 福島地方気象台、河川管理者（県河川整備課、福島河川国道事務所、各建設事務所

等）、県（災害対策課） 

・土砂災害 福島地方気象台、砂防施設等の管理者（県土木総務課、福島河川国道事務所、各建

設事務所等）、県（災害対策課） 

６ 避難指示等実施者 

 「指示」は、災害応急対策の第一次的責任者である市長（本部長）の行為であるが、不在でか

つ連絡が取れない場合は、次により直ちに次順位のものが発令する。 

第１順位 第２順位 第３順位 第４順位 第５順位 いずれも困難 

副市長 教育長 総括部長 総務政策部長 財務部長 
議会出席部長

順 

７ 避難措置の周知等 

(１) 知事への報告 

市長は、避難のための立退き並びに立退き先を指示したときは、次の事項について速やかにそ

の旨を知事（災害対策本部情報班）に報告する。住民が、自主的に避難した場合も同様とする。 

① 避難指示等の発令の有無 ② 避難指示等の発令時刻 

③ 避難対象地域 ④ 避難場所及び避難経路 
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⑤ 避難責任者 ⑥ 避難世帯数、人員 

⑦ 経緯、状況、避難解除帰宅時間等  

避難及び緊急安全確保の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示するとともに、速やか

にその旨を知事（災害対策本部情報班）に報告する。 

(２) 住民周知 

市は、自ら避難指示等を発令した場合、あるいは他機関からその旨の通知を受けた場合、迅

速に住民に周知する。周知は、次に掲げる手段の内、地域の実情を考慮しいずれかの手法で行

う。場合によっては、二つ以上の手法を併用する。 

なお、解除の場合も同様（警笛・サイレン等の信号伝達、緊急速報メールを除く）とする。 

① 防災行政無線（防災ラジオを含む）による伝達 

② ＦＭコミュニティ放送への割込みによる伝達 

③ 緊急速報メールによる伝達 

④ 警笛・サイレン等の信号による伝達 

⑤ 広報車・消防自動車による巡回広報による伝達 

⑥ ラジオ・テレビ等の報道機関の協力を得ての伝達 

⑦ 市ホームページ掲載やＳＮＳによる伝達 

 (３) 関係機関との連携 

市は、自ら避難指示等を行った場合、又は他機関からその旨の通知を受けた場合、速やかに警

察、消防本部、市消防団その他防災関係機関等へ通知し協力を得る。 

(４) 避難指示等の解除 

市は、避難指示等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

 

第２ 警戒区域の設定 

１ 警戒区域設定権者 

実施責任者 根   拠   法   令 

市 長 災対法第６３条 

警 察 官  
災対法第６３条、警察官職務執行法第４条、消防法第２８条及び第２３条

の２ 

消防吏員又は 

消防団員 
消防法第２８条 

派遣命令を受け 

た部隊の自衛官 
災対法第６３条、ただし市長及び警察官が現場にいないときに限る 

知 事 災対法第７３条 

２ 指定行政機関等による助言 

市は、警戒区域を設定しようとする場合、指定行政機関、指定地方行政機関又は県に対し助言を

求めることができる。助言を求められた指定行政機関、指定地方行政機関又は県は、所掌事務に関

して必要な助言を行う。 

３ 警戒区域設定の時期及び内容 

災害が発生し又は発生しようとしている場合に、生命及び身体に対する危険を防止するために特

に必要があると認めたときに警戒区域を設定する。警戒区域は、指定区域を定め、ロープ等により
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これを明示し、その区域への立ち入りの制限・禁止等の措置をとる。 

４ 警戒区域設定の周知 

警戒区域設定者は、避難指示等と同様に、住民及び関係機関等にその内容を周知し、避難等の支

障を回避する。 

 

第３ 避難の誘導 

避難実施要領（災対法、国民保護法及び原子力災害対策特別措置法に基づく避難実施要領）を、別

に策定する。 

１ 実施機関 

避難は、住民が自主的に避難する場合を除き、災害応急対策の第一次的責任者である市長又は避

難指示等を発令した避難指示権者が、その措置に当たる。 

２ 避難指示等の伝達 

市は、防災行政無線（防災ラジオを含む）と併用して、広報車による伝達やＬアラート、携帯電

話への緊急速報メール、自主防災組織等による声かけ等、あらゆる手段を用いて避難情報が迅速か

つ確実に住民に伝達できるよう体制を整備するとともに、住民に対して使用する伝達手段を周知す

る。 

３ 避難誘導の方法 

(１) 避難の経路は、できる限り危険な道路・橋・堤防・その他新たな災害発生のおそれのある場所

を避ける。 

(２) 危険な地点には、標示や縄張りを行うほか状況により誘導員を配置し安全を期す。 

(３) 要配慮者には、別に策定する個別避難計画に基づき、自助・共助及び公助を駆使し避難を支援

する。 

(４) 誘導中の事故防止に努める。 

(５) 避難は、避難先でのコミュニティ確保等を考慮し、行政区等の単位を基準とする。 

(６) 避難誘導は、避難場所及び避難路や避難先、災害危険箇所等（浸水想定区域、土砂災害警戒区

域等、雪崩危険箇所等）の所在、災害の概要その他の避難に資する情報の提供に努める。 

４ 避難順位及び携行品の制限 

(１) 避難の順位は、概ね傷病者、高齢者、歩行困難な者、幼児、学童、女性、一般市民、災害応急

対策従事者、ペットの順とする。 

(２) 携行品の制限 

避難に際しては、３日分程度の飲料水及び食料、貴重品、その他最小限の日用品等々、最小限

とすることが望ましい。携行品リストは、ふくしまマイ避難ノートを参照。 

５ 避難誘導者 

住民等の避難誘導は消防団員が行い、地域の自主防災組織が自発的に協力する。学校・団体・企

業等では、各施設等が策定する防災計画による。 

６ 避難経路の確保 

警察官等の避難措置実施者は、要避難地域から避難所までの避難路を確保するため、自動車通行

規制、荷物運搬等の制止など通行の支障となる行為を排除・規制し、避難道路の通行確保に努める。 
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第４ 避難行動要支援者対策 

１ 情報伝達体制 

(１) 社会福祉施設対策 

施設管理者は、各々の避難計画に基づき職員及び入所者に避難等の情報伝達を行う。 

情報伝達にあたっては、入所者に過度の不安を抱かせないよう配慮する。（以下、同。） 

(２) 在宅者対策 

市は、防災行政無線（防災ラジオを含む）を活用するとともに、市社会福祉協議会、民生児童

委員、自主防災組織等の協力を得て、支援を必要とする者及びその家族に対して避難等の情報伝

達を行う。 

情報伝達に際し、仲介する者がいない聴覚障がい者には、音声以外の情報伝達方法をあらかじ

め個別避難計画に定めておく。 

(３) 病院入院患者等対策 

施設管理者は、各々の避難計画に基づき職員及び患者等に避難等の情報伝達を行う。 

(４) 外国人に対する対策 

市は、日本語を解せる若しくは通訳できる方がいる場合は、一般住民と同様に対処する。 

企業等の就業者に対しては、企業等が各々に定める避難計画に基づき情報伝達を行う。企業等

の避難計画は、宿舎滞在中の外国人の避難を想定する。 

２ 避難及び避難誘導 

(１) 社会福祉施設対策 

施設管理者は、各々の避難計画に基づき職員が入所者を避難所へ誘導する。避難誘導は、近隣

住民等の協力が得られるよう平常時から連携を密にしておく。 

避難誘導に際しては、入所者の実態に即した避難用器具等を用いる。 

老人デイサービスセンター施設においても、各々の避難計画に基づき避難誘導を実施するが、

車椅子利用者が多数を占めることを踏まえた避難を行う。 

(２) 在宅者対策 

市は、市社会福祉協議会、民生児童委員、消防団及び自主防災組織の協力を得て、避難を誘導

する。避難の必要な要配慮者は、平常時に実態に即した避難用器具を準備しておく。 

(３) 病院入院患者等対策 

施設管理者は、消防計画に基づく組織体制により、職員が患者等を避難誘導する。必要に応じ

て、無床診療所及び調剤薬局等からの応援も検討しておく。 

患者の避難施設は、医療・救護設備が整備された病院等とし、あらかじめ取り決め等を交わし

ておく。 

 

第５ 広域的な避難計画 

別に策定する避難実施要領に基づく。 

１ 県内市町村間の避難調整 

(１) 県の役割 

被災市町村と受入市町村との調整は県が行う。 

(２) 市が被災し県内に広域避難する場合 

広域避難に際し、行政区等同一コミュニティ単位で避難所に入所できるよう、住民に避難先の
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割当を周知する。避難手段を持たない避難者へは、県と協力して輸送手段を調達する。 

開設避難所には、可能な限り職員を配置し避難者の状況把握を行う。 

(３) 市が被災市町村からの広域避難を受け入れる場合 

避難所の開設や被災市町村と協力した避難所運営を行う。 

２ 県外避難の調整 

市長は、避難者の県外避難の必要を認めた場合は、知事に都道府県間の調整及び輸送手段の調達

等の支援を要請する。若しくは、相互応援協定に基づき直接調整を行う。 

３ 病院、社会福祉施設等の要配慮者の広域避難 

受入元と受入先の病院・施設間の連絡調整は県が行う。併せて、症状に応じた輸送手段を確保し

広域避難計画を実施する。 

 

第６ 安否情報の提供 

１ 照会による安否情報の提供 

市は、災害が発生した場合に、避難者の安否に関する情報について照会があった時は、回答する

ことができる。その際、当該安否情報に係る避難者又は第三者の権利使役を不当に侵害することが

ないよう配慮する。 

また、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、消防機関、警察等と協力して、避難

者に関する情報の収集に努める。 

(１) 安否情報照会に必要な要件 

① 照会者の氏名、住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務

所の所在地）その他照会者を特定するために必要な事項 

② 避難者の氏名、住所、生年月日及び性別 

③ 照会をする理由 

④ ①に係る運転免許証等法律又はこれに基づく命令の規定により交付された本人確認書類の

提示又は提出 

（２）提供する安否情報 

① 避難者の同居の親族である場合、避難者の居所、負傷若しくは疾病の状況又は連絡先 

② 避難者の親族（①以外）又は職場の関係者その他の関係者である場合、避難者の負傷又は疾

病の状況 

③ 避難者の知人その他安否情報を必要とすることが相当であると認められるものである場合、

避難者について保有している安否情報の有無 

２ 避難者の同意又は公益上必要と認める場合 

市は、避難者が照会に際してその提供について同意をしている安否情報については、同意の範囲

内で提供することができる。 

また、公益上特に必要があると認めるときは、必要と認める限度において、避難者に係る安否情

報を提供することができる。 
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第１０節 避難所の設置・運営 

【本部事務局、保健福祉部、教育部、自主防災組織、行政区、市社会福祉協議会】 

第１０節 避難所の設置・運営 

 避難所は、災害のために現に被害を受け又は受けるおそれのある者で、避難しなければならな

い者を一時的に指定する公共施設又は応急仮設物等に受入保護することを目的とする。 

 

第１ 避難所の設置 

１ 実施機関 

(１) 避難所は、市長が設置する。 

(２) 市域で措置不能の場合は、近隣市町村、県、国その他関係機関の応援を求めて実施する。 

(３) 大規模災害などで市町村を超える広域避難が必要となり、市が開設する避難所だけでは避難者

を受け入れできない場合、市は相互応援協定等により受入市町村に避難所開設を要請する。 

２ 市長（本部長）の措置 

  市長が定める指定避難所は、第６編「資料編」に記載する。 

  市は、避難所の開設や運営・方法等を明確にしたマニュアル等の作成に努める。 

(１) 避難所の開設 

避難所は、資料編避難所一覧表の中から、災害事案及び被災地域を踏まえ安全適切な場所をそ

の都度選定し、避難所を開設する。また、要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を開設し、

直ちに避難に供する体制を整備する。 

市は、災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努める。 

避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとする。この場合、指定

避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶による孤立が続く

と見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持することの適否を検討する。 

市は、速やかに避難者に避難所開設場所を伝達し、避難者の誘導・保護にあたる。 

避難所は、別に策定する「避難所運営マニュアル」により管理運営を行う。 

さらに、次の開設及び受入状況の日次集計等を、毎日、県に報告し必要帳簿類を整理する。 

① 避難所開設の日時及び場所 ② 箇所数及び受入人員 

③ 開設期間の見込み  

(２) 避難所の周知 

市は、速やかに避難所開設を住民等に周知し、関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、

避難所の開設状況等を適切に県、県警察及び自衛隊等関係機関に連絡する。 

(３) 避難所における措置 

避難所における救援措置は、おおむね次のとおりとする。 

① 避難者の受入 

避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れる。 

また、必要に応じ、ペット連れ避難者がペットを飼育管理することができる場所の確保等に努

めるとともに、県等から必要な支援が受けられるよう、連携に努める。 

② 避難者に対する給水、給食措置、清掃等 

③ 負傷者に対する医療救護措置 
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④ 避難者に対する生活必需物資の供給措置 

⑤ 避難者への情報提供 

必要に応じ、避難所にラジオ、テレビ等の災害情報を入手する機器及び電話、ファクシミリ、

インターネット等の通信機器や携帯電話充電器等の設置を図る。 

⑥ 感染症対策 

市は、防災担当部と保健福祉部が連携し、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策とし

て、避難所のレイアウトや導線等に十分に配慮するとともに、感染症患者が発生した場合の対

策を含め、必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等が指定避難所に避難する可能

性を考慮し、保健福祉担当部局は、防災担当部局に対し、避難所の運営に必要な情報を共有す

る。 

⑦ その他被災状況に応じた応援救援措置 

避難の長期化に際しては、生活環境整備及び性別・プライバシーにも配慮する。 

(４) 県有施設の利用 

市は、指定避難所で受入に不足をきたす場合、避難者を一時受け入れるため県有施設の一部の

提供を要請する。 

県有施設の管理者は、受入の用に供する施設の部分を明示し提供する。受入した避難者は、市

が救援措置を行う。 

(５) その他の施設の利用 

市は、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合又は新型コロナウイルス感染症を含む感

染症対策として、あらかじめ指定した施設以外の施設についても、管理者の同意を得て避難所と

して開設する。さらに、要配慮者に対して、被災地以外の地域にあるものも含め、旅館、ホテル

等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。 

 

第２ 避難所の運営 

１ 避難所運営の主体 

(１) 避難所は、別に策定する「避難所運営マニュアル」により管理運営を行う。 

(２) 市は、避難所運営に要する最低限の行政担当者を配置する。また、必要により警察官の配置を

協議する。 

(３) 避難所運営は、行政区（町内会）、婦人会、自主防災組織、ボランティア、避難所運営につい

て専門性を有した外部支援者等の協力を得て行い、これら協力団体等で役割分担を確立し（避難

所運営委員会設置までの間）、相互扶助の精神により秩序ある避難生活を創造する。 

なお、学校施設が避難所になった場合は、災害発生の初期の段階など必要に応じて、明確な任

務分担のもとに教職員等の人的支援体制を確立し、避難所運営を行う。 

(４) 市や施設管理者は避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかからな

いよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与できる運営に早期に移

行できるよう、その立ち上げを支援する。自主運営組織を立ち上げる際には、女性の参画を求め

るとともに、若年や高齢者等の意見も反映できる体制整備に努める。 

(５) 避難所は、地域の防災拠点としての性格を合わせ持つことから、ライフラインの支障等により

物資・食料の確保が困難な在宅避難者への支援拠点ともなることを考慮した運営を行う。 
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２ 住民の避難先の情報把握 

市は、大規模災害発生により広域的に避難した住民の所在と安否を確認するとともに支援制度等

を案内するため、避難先及び安否を市に連絡するシステムを構築する。 

３ 避難所生活の長期化対策 

(１) 設備の整備 

市は、避難者のプライバシー及び性別対策の確保、寒暖対策、入浴や洗濯対策等、生活環境の改

善対策を必要に応じ講じる。 

① 畳、マット、カーペット、段ボールベッド ② 間仕切り用パーティション 

③ 冷暖房機器 ④ 洗濯機・乾燥機 

⑤ 仮設風呂・シャワー ⑥ 仮設トイレ 

⑦ テレビ・ラジオ ⑧ インターネット情報端末 

⑨ 簡易台所、調理用品 ⑩ その他必要な設備・備品 

(２) 環境の整備 

市は、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、避難所における生活環境が常に良好

なものであるよう必要に応じ対策を講じる。また、避難者のプライバシーの確保状況、簡易ベッド

等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄

養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみの

処理状況など、避難所の健康状態や指定避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じる。 

市は、避難所等における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性用と

男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用

できる場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲

載するなど、女性や子ども等の安全に配慮するよう努める。市は、警察、病院、女性支援団体との

連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。 

また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策として、避難所レイアウトや避難所内の動線

を整理するとともに、避難所の３つの密（密閉・密集・密接）を防ぐよう努める。 

４ 男女共同参画の視点に基づく避難所運営 

市は、避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等避難者一人

ひとりの多様な視点に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や

生理用品・女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等による避

難所の安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営管理に努める。 

５ 要配慮者対策 

(１) 避難所のユニバーサルデザイン化 

生活面での障害が除去されたユニバーサルデザインへの配慮が整っていない施設を避難所と

した場合は、誰もが利用しやすいよう、バリアフリートイレやスロープ等の仮設に努める。 

また、要配慮者と一般避難者が同一避難所へ避難する場合は、介助や援助が行える部屋を別に

設けるなど、要配慮者の尊厳を尊重できる環境整備に努める。 

(２) 医療・救護・介護・援護措置 

市は、医療・救護を必要とする者に対し、救護所設置を予定する避難所への避難若しくは救護

所に指定する医療機関へ避難できるよう努める。 

拠点救護所は、本宮市民元気いきいき応援プラザ「えぽか」に設置する。 
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また、介護や援護を必要とする者に対し、個人・団体のボランティアに介護や援護を依頼する

とともに、必要に応じヘルパーの派遣に努める。 

(３) メンタルヘルスケア及び栄養・食生活支援の実施 

市は、県や関係機関等の協力を得ながら、避難所で生活する避難者、特に乳幼児・児童や高齢

者等の要配慮者に対して、保健師や栄養士等による巡回健康相談及び指導、精神科医等によるメ

ンタルヘルスケア（相談）の実施、また、栄養相談及び栄養管理、調達、調理等の実施に努める。 

(４) 施設及び設備の整備 

市は、要配慮者に配慮した施設・設備のユニバーサルデザイン化に努める。 

６ 指定避難所以外の避難者への支援 

(１) 在宅避難者及び車中生活を送る避難者への支援 

市は、避難所に避難している避難者だけでなく、在宅の避難者及びやむを得ず車中生活を送る

避難者に対しても、避難者の情報の早期把握に努め、避難所において食料や生活必需品、情報の

提供を行う。 

(２) 指定避難所以外の施設に避難した場合の支援 

市は、指定避難所以外に避難した避難者及び在宅避難者に、世帯情報及び健康状態の情報提供

を求め又は各戸訪問により避難状況の把握に努める。また、それらの方々には、場所を定めて避

難所における措置相当の措置を提供する。さらに、各種支援措置が確実になされるよう在宅避難

者に指定避難所への移動に理解を求め、各種支援措置の円滑化に努める。特に、災害拠点施設（市

役所本庁舎及び白沢総合支所）に避難された方には、早期に指定避難所への移動を求める。 

 

 

 



本宮市地域防災計画（一般災害対策編） 

第２章 災害応急対策計画                            第１１節 医療（助産）・救護 

134 

第１１節 医療（助産）・救護 

【本部事務局、保健福祉部等各部・各班、消防本部、安達医師会、歯科医師会、薬剤師会】 

第１１節 医療（助産）・救護 

 大規模災害発生時は、広域あるいは局地的に、医療（助産）救護を必要とする多数の傷病者の

発生が予想される。このため災害時における救急の初動態勢を整え、関係医療機関及び各防災関

連機関との密接な連携の下に一刻も早い医療（助産）救護活動を図る。 

 

第１ 医療機関の被害状況等の収集、把握 

県北保健福祉事務所は、市、安達医師会及び県歯科医師会（安達方部会）と連携し、医療機関の被

害状況の収集・把握に努め、県（保健福祉部）に報告する。医療機関から県北保健福祉事務所への報

告は、広域災害救急医療情報システムやＦＡＸが原則であるが、通信途絶の場合は市の防災行政無線

（防災ラジオを含む）による。 

市は、県が一元的に収集した医療機関の被災状況や活動状況を住民に周知する。 

 

第２ 医療（助産）救護活動 

１ 市の医療（助産）救護活動 

市及び各医療関係団体は、福島県災害医療行動計画に基づき、被災により医療サービスを受けら

れなくなった被災者に、医療（助産）救護活動を行う。 

(１) 医療救護班の編成 

市は、必要に応じ保健師等からなる救護班を編成するとともに、安達医師会等の協力を得て医

師・看護師等で編成する医療救護班を編成し、災害の程度に即応した救護活動を行う。 

大規模災害で、安達医師会等の対応が困難な場合又は災害救助法適用後の医療（助産）救護対

応が必要と認められる場合、県に医療救護班の派遣を要請する。それでも不足する場合は、自衛

隊派遣による救護所の設置を要請する。 

(２) 救護所の設置 

必要に応じ、拠点救護所以外であっても、被災地最寄りの避難場所等で安全が確保できる建物

内に、臨時救護所設置を検討する。 

救護班を出動させる時間的余裕がない等やむを得ない事情があるときは、病院又は診療所等を

救護所に指定する。 

(３) 医療救護班による医療（助産）救護活動 

① 診療（トリアージ、検案・身元確認を含む） ② 応急処置、その他の治療及び施術 

③ 分娩の介助及び分娩前後の処置 ④ 薬剤又は治療材料の支給 

⑤ 医療施設への搬送要否の決定（重症患者） ⑥ 看護 

 

２ その他の機関の活動 

① 日本赤十字社福島県支部：県の要請を受け、保健医療福祉調整本部に職員を派遣するととも

に、医療救護班を派遣し救護活動を行う。 

② 福島県医師会・福島県歯科医師会：県及び市の要請を受け、必要を認めた場合は、地区会に

救援活動を要請する。 
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③ 福島県看護協会：県及び市の要請を受け、災害時に災害支援ナースを派遣し、医療（助産）

救護活動を支援する。 

④ 福島県薬剤師会：県、市及び医師会等からの要請を受け、救護活動に必要な医薬品等の確保

と荷分け、救護所における医薬品の管理と調剤を行う。 

 

第３ 傷病者等の搬送 

１ 傷病者搬送の手順 

(１) 傷病者搬送の判定 

医療救護班長は、医療（助産）救護を行った者のうち、後方医療機関に搬送する必要があるか

否かを判断し、保健福祉部長又は部長の命を受けた者に搬送を要請する。 

(２) 傷病者搬送の要請 

① 保健福祉部長又は部長の命を受けた者は、搬送用車両の手配・配車を行う。 

② 重症者等の後方医療機関への搬送は、原則として消防本部が実施する。消防本部の救急車両

が確保できない場合は、県、市、救護班及び医療機関等で確保した車両による。 

③ 重症者等緊急を要する場合は、必要に応じて県ドクターヘリコプター及び県消防防災ヘリコ

プターの手配を、本部事務局を介し県へ要請する。道路等の損壊等の場合又は遠隔地への搬送

の場合は、自衛隊等に対しヘリコプターの手配を同様に要請する。 

④ 傷病者搬送の要請を受けた市及びその他関係機関は、医療機関の被災情報や搬送経路など

様々な状況を踏まえ、受入先医療機関を確認の上、搬送する。 

２ 医療スタッフ等の搬送 

市は、医療（助産）救護活動の円滑化を図るため、医療救護班等の搬送に当たり搬送手段の優先

的な確保を図る。 

 

第４ 医薬品等の確保 

救護活動に必要な医薬品等は、「福島県災害時医薬品等供給マニュアル」により、県に供給要請を

行う。 

 

第５ 血液製剤の確保 

血液製剤を必要とする状況に応じ、日本赤十字社福島県支部を通して血液の確保を図る。不足が余

儀なくされる場合、被災の軽微な市民に、献血への協力を周知し血液の確保に努める。 

 

第６ 人工透析の供給確保 

慢性腎不全患者の人工透析治療を確保するため、県と連携し、市及び近隣市の人工透析医療機関の

稼働状況等の情報を収集し、受療を必要とする者及び医療機関等へ周知する。 

 

第７ 広域的救護活動の調整 

市域が局地的な災害に見舞われ、医師等の不足により市域での医療（助産）救護活動が困難な場合、

県と連携し、近隣市へ応援活動を要請するなど広域的な調整を図る。 

 



本宮市地域防災計画（一般災害対策編） 

第２章 災害応急対策計画                              第１２節 緊急輸送対策 

136 

第１２節 緊急輸送対策 

【本部事務局、各部・各班】 

第１２節 緊急輸送対策 

 災害応急対策活動の根幹は、必要な人員及び物資の輸送にある。 

そのため、緊急時の輸送路等の確保と、車両等の円滑な調達が重要であり、人命の安全、被害

の拡大防止、災害応急対策の円滑な実施に特に配慮した輸送活動が求められる。 

 

第１ 緊急輸送の範囲 

災害救助法に基づく輸送の範囲は、２のとおりであるが、災害応急対策の段階に応じて、緊急輸送

活動の対象を広げていくものとする。 

１ 輸送にあたり配慮すべき事項 

 (１) 人命の安全 

 (２) 被害の拡大防止 

 (３) 災害応急対策の円滑な実施 

２ 災害救助法による救助実施の場合の輸送の範囲 

① 被災者避難（避難の副次的輸送を含む） ② 医療・助産における輸送 

③ 被災者の救出のための輸送 ④ 飲料水の供給のための輸送 

⑤ 救済用物資の運搬のための輸送 ⑥ 遺体の捜索のための輸送 

⑦ 遺体の処理（埋葬を除く）のための輸送 ⑧ その他、応急対策上必要と認められる輸送 

３ 緊急輸送活動の対象 

第
１
段
階 

① 救助・救急活動、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する人員、物資 

② 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 

③ 政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施設保

安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資等 

④ 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

⑤ 緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及び物資 

⑥ 緊急車両及び航空機等の活動に必要な燃料 

第
２
段
階 

第１段階に加え 

⑦ 食料、水等生命の維持に必要な物資 

⑧ 傷病者及び被災者の被災地外への輸送 

⑨ 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

第
３
段
階 

第２段階に加え 

⑩ 災害復旧に必要な人員及び物資 

⑪ 生活必需品 

⑫ 防疫、隔離傷病者の輸送 

⑬ 遺体の処理のための輸送 
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第２ 緊急輸送路の確保 

１ 緊急輸送路の確保 

(１) 市（道路管理者）は、国・県道路管理者と連携を図り市道にかかる緊急輸送路の確保に努める。 

なお、被害の程度により指定路線の確保が困難な場合は、指定路線以外の道路を緊急輸送路と

して確保する。 

(２) 市(道路管理者)は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行車両の通行を確

保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等を命ずる。運転者がいない場

合等においては、車両の移動等を行う。 

２ 陸上輸送拠点の確保 

市は、物資受入れ・荷さばき等の拠点施設整備を検討する。また、民間倉庫の活用についても合

わせて検討する。整備完了までの間は、次の施設を暫定輸送拠点とする。 

また、市は、指定避難所等への物資配送を円滑に実施するため、地域内輸送拠点を開設し、輸送

体制を確保するよう努める。 

名   称 所     在 対  象  施  設 

本宮運動公園 本宮市高木字黒作１ 体育館（臨時ヘリポート指定施設併設） 

白沢体育館  本宮市白岩字堤崎３１８－１ 体育館（臨時ヘリポート指定施設併設） 

３ ヘリコプター臨時離着陸場の確保 

市は、災害時の航空輸送を円滑に行うため、ヘリコプター臨時離着陸場を確保する。 

 

第３ 輸送手段の確保 

１ 車両の確保 

(１) 公用車両の確保 

災害発生時の公用車両は、消防関係車両を除き財務部財政課が一括管理する。なお、緊急通行

車両に該当する車両は、あらかじめ郡山北警察署本宮分庁舎に届け出、緊急通行車両等事前届け

出済証の交付を受けておく。 

(２) 民間への協力要請 

市は、バス、トラック、特殊車両等保有業者等関係者に対し、保有車両等の利用について協力

要請を行う。 

(３) 必要な車両等の確保が困難なときは、市は県に対して確保要請及び調達・斡旋を依頼する。 

(４) 防災関係機関は、各々に業務遂行上必要な車両等の確保・調達を行う。 

 

第４ 緊急輸送路の情報の集約と提供 

市（道路管理者）は、緊急援助物資等の円滑な輸送のため、通行可能な道路の情報を県に提供する。 
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第１３節 防疫及び保健衛生 

【本部事務局、保健福祉部、市民部】 

第１３節 防疫及び保健衛生 

 災害時における被災者の病原体への抵抗力及び被災地の衛生環境の低下を防止するとともに、

避難所あるいは仮設住宅等での保健指導の実施、さらに、災害や避難のストレス等に対するメン

タルケアを行い、被災者の健康の保持を図る。 

 

第１ 防疫活動 

１ 防疫体制 

(１) 市（保健福祉部）は、災害の規模及び状況に応じ防疫作業が行えるように、県に準じた災害防

疫対策本部を設置し、防疫対策の企画及び推進にあたる。 

なお、市で措置不可能な場合は、近接市町村・県・国・その他関係機関等の応援を求める。 

(２) 市が行う防疫活動 

① 消毒の実施 
知事の指示により、県防疫計画に基づき実施する。 

② ネズミ族、昆虫等の駆

除 

県が作成する防疫計画に基づき、知事の命令により実施する。 

③ 臨時予防接種の実施 
予防接種法第６条の規定による知事の命令により実施する。 

④ 生活の用に供される

水の供給（上下水道班） 

県防疫計画に基づき速やかに家用水の供給を開始し、停止期間中

継続する。 

⑤ 避難所防疫指導等 

避難所は、施設の設備が応急仮設的であり、かつ、多数の避難者

を受け入れるため、衛生状態が悪くなりがちで、感染症発生の原

因となることが多い。市は、県防疫担当職員の指導の下に防疫活

動を実施するとともに、避難所運営委員会に衛生に関する組織を

編成させ、その協力を得て指導を徹底する。 

＊ 患者等に対する措置：被災地に、伝染病患者又は病原体保有者が発生した場合は、速やかに

隔離収容の措置を執る。道路状況等により、伝染病院隔離病舎に搬送することが困難な場合は、

臨時の隔離施設を設けて収容する。ただし、やむを得ない事由により隔離施設への収容措置を

とれない病原体保有者には、自宅隔離のうえし尿の衛生的処理等を行う。 

(３) 報告 

① 被害状況の報告 

市は、警察、消防等の諸機関、地区の衛生組織その他の関係団体の協力を得て被害状況を把

握し、「災害防疫の実施について（昭和４０年５月厚生省公衆衛生局長）」様式４に準じ、速

やかに県北保健事務所を経由して県に報告する。 

② 防疫活動状況の報告 

市が災害防疫活動を実施したときは、防疫活動状況報告（昭和４５年５月公衆衛生局長通知）

様式５に記載する事項を、毎日、県北保健事務所を経由し県へ報告する。 
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第２ 保健指導 

１ 保健指導班の編成 

市は、保健師・栄養士・管理栄養士・歯科衛生士・看護師等による保健指導班を編成し、災害の

状況に応じて、避難所・被災家庭・仮設住宅等を巡回し、栄養指導及び被災者の健康管理上の保健

指導を行う。 

この場合、福祉関係者、かかりつけ医師、かかりつけ歯科医師、訪問看護師、ケアマネージャー、

ヘルパー、民生児童委員、地域ボランティア等と連携を図りながらのコーディネートを行い、効果

的な巡回健康相談、口腔ケア等を実施し、要配慮者を始めとする被災者の健康状態の把握に努める。 

２ 栄養指導活動内容 

(１) 食事提供（炊き出し等）の栄養管理指導 

市域の炊き出し提供場所を巡回して炊き出し内容等の確認を行い、必要に応じて実施主体や給

食業者等への提案、助言及び調整等の栄養管理指導を行う。 

(２) 巡回栄養相談の実施 

避難所、仮設住宅及び被災家庭を巡回して、被災者の健康状態、食料の共有状況等を把握しな

がら栄養相談を実施する。 

(３) 食生活相談者への相談・指導の実施（要配慮者への食生活支援） 

妊産婦、乳幼児、虚弱高齢者、歯科的な問題を抱えた者、糖尿病や食物アレルギー等で食事療

法が必要な者の栄養相談を実施し、特別用途食品の手配や調理方法等に関する相談を行う。 

(４) 特定給食施設等への指導 

被害状況を把握し、給食設備や給食材料の確保、調理方法等、栄養管理上の問題が発生しない

よう指導し、給食の早期平常化を支援する。 

 

第３ 精神保健活動 

１ 精神科医療体制の確保 

市は、災害や避難の状況に応じ、精神科救護所の設置と災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の

派遣を県に要請する。 

２ 被災者のメンタルヘルスケア 

市は、被災者となることで顕在化する精神保健上の問題に対応するため、早期の避難所に相談員

やヘルパー等の派遣等により、被災者のメンタルヘルスの把握に努め、必要に応じ、災害派遣精神

医療チーム（ＤＰＡＴ）の避難所等巡回を要請する。 

 

第４ 防疫及び保健衛生機材の備蓄及び調達 

防疫及び保健衛生器材は、その備蓄と調達についてあらかじめ計画を作成する。 

 

第５ 動物（ペット）救護対策 

市は、被災した飼育動物の保護収容、危険動物の逸走時対策、動物由来感染症等の予防や衛生管理

を含めた災害時における動物の管理等の必要な対策について、県の調整の下に県北保健福祉事務所及

び県獣医師会等の関係機関・団体に支援を要請するとともに協力する。 

放置動物の保護、負傷動物の治療及びペットフードの供給等の被災動物救護は、福島県動物愛護セ

ンターが行う。 
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第１４節 災害廃棄物処理計画 

【本部事務局、市民部、安達地方広域行政組合】 

第１４節 災害廃棄物処理計画 

 災害発生時の円滑な処理と、衛生管理、環境保全及び地域生活の早期復興を図る。 

 

第１ 目的 

大規模地震や水害等の災害発生時には、一時的に大量の廃棄物（以下「災害廃棄物」という。）が

発生するほか、道路の通行不能や交通の混乱等により、平常時の収集・運搬・処分では対応が困難に

なると予想されることから、事前に十分な対策を講じておく必要がある。 

本計画は、災害廃棄物を円滑に処理し、住民の衛生管理及び環境保全、ひいては地域生活の早急な

復興を図るため、策定するものである。 

なお、本計画と他の計画との関係は図－１のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

            環境省防災業務計画        災害廃棄物対策指針（H３０） 

 

 

 

 

 

 

図‐１ 本宮市災害廃棄物処理計画の位置付け 

 

第２ 処理基本方針 

災害廃棄物は、次の基本方針により処理する。 

(１) 衛生的な処理 

生活系ごみやし尿の処理については、衛生の確保を最重点として対応する。 

(２) 迅速な対応 

事前に連絡体制を整備し、災害発生時には迅速な対応を図る。 

(３) 計画的な処理 

大量に発生する災害廃棄物に対応するため、仮置場の設置等を含む計画的な処理を進める。 

(４) 有害物質の適切な対応 

建築物解体によるアスベストや野焼きによるダイオキシン等の有害物質による環境汚染の防

止を図る。 

 

災 害 対 策 基 本 法  

防 災 基 本 計 画 

 

福島県地域防災計画 

本宮市地域防災計画 

廃 棄 物 処 理 法 

 

本宮市災害廃棄物処理計画 
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(５) リサイクルの推進 

災害廃棄物を可能な限り分別収集し、リサイクルを推進する。 

(６) 安全確保 

災害廃棄物対策業務にあたっては、通常業務と異なる事態が発生することが想定されるため、

作業の安全確保を図る。 

 

注：倒壊建物に係る廃棄物の処理は、原則として所有者が自己処理責任に基づき、自己負担で 

  行うものであるが、著しく異常かつ激甚な非常災害で廃棄物処理法に基づく災害廃棄物処理

事業として国庫補助を受ける場合は、市が実施する。 

 

第３ 連絡体制及び業務概要 

連絡体制は、図－２のとおりとする。また、業務概要は、表－１のとおりとする。 

なお、関係団体等には、清掃業者及び仮設トイレリース業者等を含む。 

＊ 関係団体等連絡先一覧表：「資料編」参照 

近隣市町村、広域行政組合及び関係団体等とは、第１章、第２０節「災害時相互応援協定の締結」

に基づき、協定等の締結により災害時の協力体制を整えておく。 

＊ 現在締結している協定等：「資料編」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 連 絡 体 制 図 

 

 

表－１ 業 務 概 要 

本 宮 市  業 務 概 要  

災害廃棄物担当 

（市民部） 

① 災害廃棄物処理実行計画の作成 

② 災害廃棄物対策全体の進行管理と調整 

③ 関係機関等との連絡調整 

④ 住民への広報、相談対応 

⑤ 仮置場の開設 

⑥ 仮設トイレの設置 

⑦ その他 

 

 

本宮市災害対策本部 

災害廃棄物担当 

（市民部） 安達地方広域行政組合 

福 島 県  

他 市 町 村  

ボランティア 市   民 関係団体等  

協定締結広域行政組合 
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関係機関等  業 務 概 要  

福 島 県  

（県北地方振興局） 

① 市民部生活環境課との連絡調整 

② 他市町村との連絡調整 

安達地方広域行政組合 ① 災害廃棄物処理の実施 

協定締結広域行政組合 ① 災害廃棄物処理の相互応援 

他 市 町 村  ① 災害廃棄物対策の相互支援 

関係団体等  

（清掃業者、仮設トイ

レリース業者、建設業

者、一般・産業廃棄物

業者等） 

① ごみ処理業務の実施 

② し尿収集運搬業務の実施 

③ 仮設トイレの貸与 

④ 廃棄物の撤去・収集・運搬 

⑤ その他 

ボランティア ① 住民及び行政への応援等 

市    民 
① 自己ごみの適正処理・搬出 

② 市への協力 

 

第４ 情報収集と災害廃棄物処理実行計画の作成 

災害発生時には、市民部（市災害対策本部設置時は本部事務局）は速やかに災害の情報を収集する。

市民部は、発生した災害の種類・規模に応じて、災害廃棄物処理実行計画を作成し、迅速な対応を図

る。 

 

第５ 災害廃棄物の排出量等の推定 

災害発生時の災害廃棄物発生量の予測は、災害廃棄物処理実施計画作成の検討や仮置場の検討に欠

かせない。福島県地域防災計画における本市の想定地震及び震度は、福島県地震・津波被害想定調査

（平成１０年福島県）により次のように想定されている。 

地 震 名 本市震度 

直下型地震 

福島盆地西緑断層帯（台山断層、土湯断層）を震源とする地震 ５強 

会津盆地西緑断層帯を震源とする地震 ５弱 

双葉断層北部（塩手山断層）を震源とする地震 ５弱 

海洋型地震 福島県沖を震源とする地震 ５弱 

  しかし、平成２３年東日本大震災は、想定震度を上回る震度６弱の揺れを本市にもたらした。これ

を踏まえ、東日本大震災の発生がれきを実数に、それ以外については次の算出根拠例を参考に推計す

る。 

震災時がれき排出量の算出方法 

・東日本大震災発生がれき実数：１６,３００t 

  未処分の災害がれきを実数の２割増と仮定し 

   １６,３００t × １.２ ≒ ２０,０００t と推計する。 

・その容量は、すべてを木造構築物と仮定すると 

  ２０,０００t ÷ ０．４８ｔ／㎥ ≒ ４１，７００ｍ3 となり 
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  全量仮置場面積は 容量１．０㎥フレキシブルコンテナ等を使用するものと想定すると 

 ４１，７００袋必要となり、フレキシブルコンテナ１袋の面積は 

   １．１ｍ × １．１ｍ ＝ １．２１㎡／袋となり 

 すべてのフレキシブルコンテナを収納するための必要面積を１段積とした場合 

   ４１，７００袋 × １．２１㎡／袋 ≒ ５０，５００㎡となる。 

 これに通路や作業用空間が土地面積の約２割必要となるため 

   ５０，５００㎡ × １．２ ≒ ６１，０００㎡となる。 

  以上のことから、全量仮置場面積は６．１ｈａと推計する。【１ｈａ＝１０，０００㎡】 

＊ 参考：東北地区用地対策連絡会「補償金算定標準書」における算出根拠 

標準的な木造専用住宅１００㎡の解体工事に伴い排出される廃棄物発生量 

 ：０.４８t/㎥ 

 

第６ 仮置場の選定 

がれきや粗大ごみ等の災害廃棄物は、大量に排出され処理施設の処理能力を超過すると予測される

ため、災害廃棄物の仮置場候補地を次のとおり選定する。 

なお、仮置場は、住民の避難場所及び仮設住宅建設場所などの確保を最優先に行った後、災害の発

生規模に応じて設置する。 

Ｎo 所    在    地 地区割 面積（㎡） 

１ 本宮運動公園 

（本宮市高木字黒作１） 
本宮・高木・糠沢 ３０,０００ 

２ 恵向公園広場 

（本宮市荒井字恵向１２１－６） 
仁井田・青田・荒井・関下・岩根 １０,０００ 

３ 白沢運動場 

（本宮市白岩字堤崎４９４－４４） 
和田・白岩・長屋・稲沢・松沢 ２４,０００ 

面     積     計 ６４,０００ 

   ＊今後、仮置場については災害廃棄物処理計画の策定により本計画に連動させる。 

 

仮置場への搬入は、可能な限り次の分別収集・保管を行う。 

① 木質系（柱、板等） 

② 金属系（鉄筋、鉄骨、サッシ等） 

③ コンクリート 

④ 可燃ごみ（紙、畳、布団等） 

⑤ その他の不燃ごみ（瓦、レンガ、ガラス、アスファルト、土砂等） 

⑥ 混合廃棄物 

 

第７ ごみの収集運搬 

(１) 方法 

① 生活系ごみは、衛生上の観点から、速やかに収集し、処理施設に搬入する。 

② がれきや粗大ごみは、分別収集に努める。状況に応じ、仮置場に搬入する。 

③ 水害により水分を多く含んだ畳等のごみは腐敗しやすく、悪臭・汚水を発生するため、迅速 

 に収集し、処理施設に搬入する。 
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(２) 体制 

平常時の収集運搬体制を基本として、許可業者が収集運搬を行う。なお、対応が困難な場合は、

他市町村及び関係業者に協力を要請する。 

 

第８ ごみの処理 

平常時の処理体制を基本に、安達地方広域行政組合が中間処理・最終処分を行う。なお、対応が困 

難な場合は、県に広域調整を要請するとともに、他市町村や関係業者に協力を要請する。 

 

第９ 適正処理困難物 

災害廃棄物のうち、次の物は適正処理が困難であり、これらの物は処理が可能な業者に依頼するよ

う周知・広報する。 

なお、災害廃棄物処理事業として国庫補助対象事業となる場合は、家電リサイクル法の対象物（テ

レビ、エアコン、洗濯機、冷蔵庫等）については、市（委託業者）が分別回収し、製造業者等に引き

渡す。 

区    分 品             目 

① 有害性のある物 農薬、殺虫剤、医療系廃棄物、強酸・強アルカリ性物質、ＰＣＢ等 

② 危険性のある物 ガソリン、シンナー、ガスボンベ、消火器、廃油類、火薬類等 

③ 容積、重量、長さが 

 著しく大きい物 

ピアノ、マットレス、大型農機具、耐火金庫、バイク等 

④ その他、処理に著しい支障を及ぼすと認められる物 

＊ アスベスト使用の建築物解体作業に際しては、アスベストの飛散防止措置を指導する。 

＊ カセット式ガスボンベ、スプレー缶は、使い切って穴を開けガスを抜いてから排出するよう

指導する。 

＊ フロン使用機器は、分別と保管の徹底を指導する。 

 

第１０ し尿処理 

(１) 消毒 

被災により機能不全となった汲み取り便所や浄化槽は、公衆衛生上の観点から、速やかに汲み

取り・清掃・周辺の消毒を実施する。 

(２) 収集運搬 

平常時の収集運搬体制を基本に、許可業者が収集運搬を行う。しかし、対応が困難な場合、県

中流域下水道と協議のうえ、下水処理施設での処理が可能であれば、下水道マンホール投入によ

る処理を検討するほか、近隣市町村や関係業者の協力を要請し、場合によっては県に広域調整を

要請する。 

(３) 仮設トイレの設置 

衛生・防疫上からし尿の処理は、災害発生直後からの迅速な収集運搬と、仮設トイレ配置等の

対応が必要となる。 

仮設トイレは、一時的に多くの人員を収容する避難所や断水により水洗便所が使用できなくな

った人口密集地などに、優先的に迅速な配置に努める。その際、し尿収集を常時実施する。 

仮設トイレの機能は、可能な限り高齢者・障がい者及び男女別等に配慮したものの選定に努め
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る。 

 

第１１ 広報・相談 

災害時のごみやし尿の処理については、社会や住民の混乱により苦情が多発すると想定される。 

このため、防災行政無線（防災ラジオを含む）、広報誌、回覧、市ホームページ及び広報車等によ

り、ごみやし尿処理方法等の周知徹底を図り、住民に協力を求め、必要に応じて、マスコミ等に協力

を要請するものとする。 

さらに、相談窓口の早期開設により、住民の混乱解消に努める。 

(１) 広報内容 

① ごみ関係 

ア ごみの排出方法 イ ごみの収集方法 

ウ がれきの処理方法 エ 仮置場の設置状況 

オ その他  

② し尿関係 
ア 収集方法 イ 仮設トイレの設置状況 

ウ 仮設トイレの使用方法 エ その他 

③ 解体撤去関係 ア 倒壊建物の撤去方法 イ その他 

④ 相談窓口及びボランティア窓口 

 

第１２ 資材等の備蓄 

災害時に必要となる資材等については、流通資材の活用を基本に計画的な備蓄に努める。 

 

第１３ 訓練 

災害時に、的確かつ迅速に対応するため、毎年関係機関等の連絡先を調査するとともに、想定する

災害の廃棄物処理実行計画を作成し、図上訓練及び連絡通報訓練等を実施し、災害時の対応を習得す

る。 

 

第１４ 業務実施マニュアル 

市民部は、必要に応じて本計画に基づく業務実施マニュアルを作成する。 
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第１５節 廃棄物処理対策 

【本部事務局、市民部、安達地方広域行政組合】 

第１５節 廃棄物処理対策 

 災害により発生したごみ、し尿及び災害に伴って発生したがれきの処分等を迅速・的確に実施

するため、前節廃棄物処理計画に基づき、生活環境の保全及び公衆衛生の確保を図り、被災地の

円滑な応急対策や復旧・復興に資する。 

 

第１ 災害廃棄物処理 

１ 排出量の推定 

災害時には、通常の生活ごみに加え、一時的に大量の粗大ごみやがれきが排出されるものと想定

される。 

市及び安達地方広域行政組合は、発生した災害廃棄物の種類、性状（土砂、ヘドロ、汚染物等）

等を勘案し、その発生量を推計した上で、平常時に策定している災害廃棄物処理計画に基づき、仮

置場や中間処理施設、最終処分場等を確保し、業務実施マニュアルを策定する。 

２ 収集体制の確保 

市は、被災等における生活環境保全の公衆衛生の確保の緊要性を考慮し、災害時の体制確保のた

めに、平常時から民間清掃関連業者等と災害時の人員及び資機材等の確保に関し、協定等を締結し

災害に備える。併せて、近隣市町間の応援体制を整えておく。 

加えて、ボランティア・ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉

協議会、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして、効率的に災害廃

棄物等の搬出を行う。 

また、市は、被災施設等の復旧事業、火山噴出物（火山災害の場合に限る。）、災害廃棄物及び

堆積土砂の処理事業に当たり、あらかじめ定めた物資、資材の調達計画及び人材の広域応援等に関

する計画を活用しつつ、関係機関が緊密に連携し、可能な限り迅速かつ円滑に実施するとともに、

復興計画を考慮して、必要な場合には傾斜的、戦略的実施を行う。 

３ 処理対策 

(１) 生ごみ等腐敗性のある廃棄物 

生ごみ等腐敗性のある廃棄物は、可能な限り早急な収集体制の整備を図る。 

(２) 粗大ごみ等 

市は必要に応じ、粗大ごみ及び不燃性廃棄物のピークカットを図るため、生活環境保全に支障

のない場所を指定し、暫定的な積み置き等の方策を講じる。 

(３) がれき等 

被災家屋からの廃棄物並びに焼失家屋の焼け残り及びがれきの処理は、原則としてがれきがあ

る場所の施設管理者又は市が処理することとなるため、国、県、関係市町村及び関係者が協力し

て、がれきの処理状況の把握、搬送ルートや仮置場、中間処理施設等の確保を図る。 

建築物等の解体等によるがれきの処理にあたっては、県及び市は、有害物質の漏洩及び石綿の

飛散を防止するため、必要に応じ、事業者に対し、大気汚染防止法及び「災害時における石綿飛

散防止に係る取扱いマニュアル」に基づき適切に解体等を行うよう指導・助言する。 

また、県及び市は、有害物質の漏洩及び石綿の飛散を防止するため、施設の点検、応急措置、
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関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行う。この際、環境汚染の未然防止及び住民、

作業者の健康管理のため、適切な措置等を講じる。 

市は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設業者等と連

携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに他市町村への協力を要請する。 

(４) 産業廃棄物 

産業廃棄物の収集・運搬は、（社）福島県産業廃棄物協会の協力を得て行う。 

大きなものは解体し、廃棄物処理許可業者に収集を依頼し、産業廃棄物処理施設で処分する。 

 

第２ し尿処理 

１ し尿排出量の推定 

 災害による上下水道等の機能停止により、し尿処理に多大な影響が生じることが想定される。そ

のため、汲み置き水・雨水・風呂の残り湯等々の水を確保することにより、できる限り下水道機能

の活用を図るとともに、市は水洗化の普及状況及び予測被災者数から必要な仮設トイレ数を想定し

ておく。 

 また、浸水家屋、倒壊家屋及び焼失家屋等の汲取り式便槽のし尿については、防疫上の観点から

早急な収集処理が必要となるため、一時的な収集・処理超過が懸念される。そのため、緊急時にお

ける収集体制の確立を図るとともに、処理施設においても一時貯留の仕組みが必要になる。 

２ 収集体制の確立 

市の災害時し尿処理応援体制及び近隣市町村からの応援作業は、福島県地域防災計画により収集

が可能となった状態から７日間を限度とする。また、処理場の稼働は計画的処理を堅持し、必要に

応じて近隣市町村のし尿処理場に処理を依頼するなどの方策を講ずる。 

３ 処理対策 

(１) 避難所でのし尿処理対策 

原則として、水を確保することにより下水道機能を活用した処理とする。また、必要に応じて

障がい者用トイレを設置し、避難所の生活環境及び公衆衛生の確保を図る。 

さらに、避難所の汲取り式便槽や仮設トイレに貯留されたし尿収集は、これを優先する。 

(２) 水洗トイレ対策 

洗浄水の断水に備え、平常時から水の汲み置きや風呂の残り湯活用等を周知する。 

 

第３ 廃棄物処理施設の確保及び復旧 

１ 事前対策 

安達地方広域行政組合及び民間処理施設管理者は、平常時から廃棄物処理施設の維持管理を行い

災害時に備える。 

２ 復旧対策 

安達地方広域行政組合及び民間処理施設管理者は、災害により被害が生じた場合、迅速に被害の

状況を把握し、応急復旧を図る。また、被害状況が収集・処理作業に影響を与える場合は、期間等

を定めて近隣市町村の処理施設に処理を依頼するなどの方策をとる。 
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第４ 応援体制の確保  

市及び安達地方広域行政組合は、被災の程度によりその区域内のごみ処理及びし尿処理が不可能と

判断した場合は、県（環境保全総室）に支援を要請する。 

また、市は、災害時の人員及び資機材等の確保に関し、民間清掃関連業界、し尿処理関連業界及び

仮設トイレ等を取り扱うリース業界等と協定等を締結するなど、迅速かつ積極的な協力を求められる

体制整備に努める。同様に、近隣市町村間との災害時相互応援の体制整備に努める。 
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第１６節 救援対策 

【本部事務局、各部・各班、教育部、保健福祉部、本宮方部学校給食センター】 

第１６節 救援対策 

 災害で、生活に必要な物資が被害を受け、流通の困難等により物資が滞った場合においても、

最低限の市民生活の確保と人心の安定を図ることを目的に、食料、生活必需品、飲料水、燃料等

を確保し迅速な救援に努める。この場合、指定避難所以外への避難及び在宅避難者への供給にも

配慮が求められる。 

救援対策は、第一次的には市が行い、県は広域かつ総合的な処理を必要とするものにあたる。 

 

第１ 給水救援対策 

市は、災害で浄水及び給水施設が機能不全となり又は飲料水が汚染され、飲料水等を得ることがで

きなくなった場合、必要最低限の飲料水の確保と供給を行う。供給は、医療用水等を優先する。 

災害救助法が適用された場合は、知事の委任により市長が給水対策を実施する。 

１ 飲料水供給目標 

時   期 供 給 目 標 

発災直後 １人１日       ３リットル 

発災後４～７日 １人１日      １０リットル 

（発災後２週目） （１人１日  ５０～１００リットル） 

（発災後３～４週目） （１人１日 １５０～２００リットル） 

＊ 発災後、４週を目安に復旧し通水を開始するよう努める。 

＊ 災害救助法に基づく供給期間は７日以内とする。ただし、必要に応じ県と延長協議をする。 

＊ 市販の容器入り飲料水の確保も検討する。 

２ 飲料水の応急給水活動 

(１) 市の対策 

① 市は、給水班を組織し次により応急給水を実施する。 

・ 給水車、給水タンク車等を用いた「運搬給水」 

・ 指定避難場所等における「拠点給水」 

・ 通水した配水管上の消火栓等に設置された「仮設給水栓による給水」 

② 市は、耐震性非常用飲料水貯水槽（浄水機による給水）、井戸水、湧水等、飲料水として

適当と判断される水を、県の衛生指導のもと活用し応急給水を実施する。 

非常用飲料水貯水槽（整備場所及び容量） 浄水装置（配備場所及び台数） 

本宮市役所南側駐車場（40㎥） 本宮市役所（1台） 

みずいろ公園駐車場（40㎥） 右岸地区防災センター【本宮第7分団屯所】（1台） 

河川防災ステーション（40㎥）  

本宮字柳ノ内地内（40㎥）  

本宮字白川地内（40㎥）  

高木字駒込地内（40㎥）  

和田字上境ノ内地内（40㎥）  

稲沢字下後山地内（40㎥）  
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(２) 県の対応 

県は、応急給水用飲料水の広域調整と衛生指導を行う。 

３ 生活用水の確保 

市は、復旧活動の長期化に備え、飲料水以外の生活用水の確保に努める。 

 

第２ 食料救援対策 

１ 対応の概要 

市は、県と連携した備蓄又は流通食料等の活用を図る。さらに、調達計画に基づき、ふくしま未

来農業協同組合等、地元集出荷業者、本宮市商工会、災害協定の事業者等の協力を得て、安全で衛

生的な主食、副食・調味料等を調達し、避難者等に対して供給する。 

２ 応急供給の対象 

① 避難場所に収容された者 ② 住家が被災し炊事ができない者 

③ 災害地で応急作業に従事する者  

３ 調達及び供給 

(１) 主食（米穀）調達先 

① 米穀集出荷業者 ② 地元小売業者 

米穀の集積保管場所は、上述の業者倉庫を使用する。 

災害救助法適用時は、炊き出しの実施を県北地方振興局へ要請し、主食の供給を受ける。 

(２) 避難の長期化への対応 

時間の経過とともに、メニューの多様化、適温食の提供、栄養バランスの確保及び要配慮者へ

の配慮等、質の確保と食材提供による自炊などの生活再建に向けても配慮する。 

４ 炊き出しその他による食料の給与 

(１) 炊き出し等実施場所 

主食は、学校給食センターで調理する。学校給食センターが、被災により機能不全の場合は、

避難所として指定する保育所・小中学校及び公民館等の調理室等の適当な場所で実施する。 

炊き出しは、避難者を始め、地元行政区、婦人会、自主防災組織及び日赤奉仕団等の各種団体

の協力を求め行う。 

(２) 食料給与対象者の把握、供給場所及び供給期間 

食料供給は、一時的な罹災者の食生活保護を目的とするものであり、給与責任者は的確に対象

者を把握する。 

応急食料の給与は、指定避難所で行う。 

供給の期間は、第１「給水救援対策」同様、概ね７日以内を目安とする。 

(３) 災害救助法発動時の食品調達及び対象報告 

災害救助法の発動時は、炊き出し等の食品供給について、知事の指示のもと必要食料を調達し、

給与を実施する。その状況は、毎日県に報告するほか必要帳簿を整備する。 

(４) 整備帳簿類 

① 炊き出し給与簿 ② 食料現品給与簿 

③ 炊き出しその他による食品給与受払簿 ④ 炊き出し用物品借用簿 

⑤ 炊き出しその他により食品給与のための食糧購入代金等支払証拠書類、物品受払証拠書類 

(５) 救助・復旧作業員に対する応急食料給与 
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災害地における救助作業・復旧作業従事者（警察官・消防職員・消防団員等）に対する応急食

料給食は、本計画に準じて別に取り扱いを定める。 

 

第３ 生活必需物資等救援対策 

１ 供給方針 

(１) 市は、次の被災があった者に対し、急場をしのぐ程度の生活必需品及び就学児童・生徒の学用

品等を備蓄並びに流通物資等を斡旋又は調達し給与若しくは貸与する。 

 ① 災害により、住家が全焼・流出・全壊・半焼・半壊及び埋没又は床上浸水等の被害を受け、

生活上必要な家財等が喪失又は毀損し、日常生活を営むことが困難な者。 

   床下浸水及び土砂流入又は非住家被害は、対象としない。 

② 被服・寝具・その他生活必需物資が無く、直ちに日常生活を営むことが困難な者。 

(２) 市は、供給すべき物資が不足し調達が困難な場合は、県に物資の調達を要請する。 

(３) 市は、供給すべき物資の選定にあたり、女性の考えを積極的に取り入れるものとし、供与若し

くは貸与の際も女性の人材を活用する。 

２ 生活必需物資等の範囲 

① 寝具（布団、毛布、タオルケット等） 

② 外着（洋服、作業着、婦人服、子供服等） 

③ 下着（シャツ、パンツ等） 

④ 身回品（タオル、手ぬぐい、靴下、ズック靴、傘等） 

⑤ 炊事用具（鍋、包丁、卓上コンロ、ボンベ、バケツ等） 

⑥ 食器（茶碗、皿、箸等） 

⑦ 日用品（石鹸、チリ紙、歯ブラシ、歯磨き粉、女性用品、マスク、消毒液等） 

⑧ 光熱材料・燃料（マッチ、ローソク、灯油、プロパンガス等） 

⑨ その他、日常生活に欠かすことができないと認められるもの 

３ 生活必需物資等の調達、供給場所及び供給期間 

(１) 生活必需物資の調達は、保健福祉部長が世帯構成員別被害状況を把握の上、物資購入（配分）

計画を樹立し行う。 

① 調達は、地元商店及び事業所からとする。 

② 災害救助法適用時の救助物資給与は、県の指導による。 

③ 物資購入（配分）計画に基づく購入は、財務部財政課契約班が行う。 

(２) 生活必需物資の供給は、原則として避難所において行う。 

① 調達及び配送に要する車両は、本部事務局に要請する。 

② 人夫の確保は、本部事務局に要請する。 

(３) 生活必需品供給期間は、原則として１０日以内とする。 

４ 供給物資の集積場所 

供給物資の集積場所は、第１章、第１０節「緊急輸送路等の指定」第４「輸送拠点」とし、必要

に応じ供給場所へ配送する。 

５ 就学支援物資の供給  

(１) 就学支援物資の供給は、市長が行う。災害救助法適用時でも、県による救助のいとまがないと

きは、災害救助法に準じ市が行う。 
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① 就学支援物資 

ア 教科書 イ 文房具 ウ 通学用品 

② 調達先は、可能な限り地元商店又は事業所による。 

(２) 教育総務班は、学校長と連携し、支給対象児童・生徒を把握し、配給計画を策定する。 

(３) 学校長は、配給計画に基づき対象者に配布する。 

(４) 供給は、教科書１か月その他の物資は１５日以内に完了することを目標とする。 

 

第４ 支援物資等の支援体制 

市は、避難者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料、毛布等の生活必需品等を効率的に調

達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行えるよう、関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供

給や物資の調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システム等を活用して情報共有を図り、相

互に協力するよう努める。 

また、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・輸送調整等支援システムを用いて

備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよ

う、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続きを関係者間で共有するなど、備蓄物資の提供を含

め、速やかな物資支援のための準備に努める。 

 

第５ 義援物資及び義援金の受入れ 

１ 義援物資の受入れ 

(１) 受入物資リストの作成及び公表 

市は、県と連携しかつ関係機関等の協力を得ながら、受入れを希望する義援物資等を把握し、

その内容のリスト及び送付先を市災害対策本部並びに報道機関を通じて、公表する。 

リストは、逐次改定するよう努める。 

(２) 個人等からの義援物資の辞退 

阪神・淡路大震災や東日本大震災の教訓にかんがみて、原則、個人からの古着などの義援物資

は受入れを辞退する。受入辞退については、防災行政無線（防災ラジオを含む）及びホームペー

ジ等により、速やかに周知する。 

(３) 義援物資は、物品名・数量・提供団体等名称、保管、配分等を記録する。 

２ 義援金の受入れ 

市は、義援金受入れ体制を、平常時から計画しておく。 

 

 



本宮市地域防災計画（一般災害対策編） 

第２章 災害応急対策計画                            第１７節 被災地の応急対策 

153 

第１７節 被災地の応急対策 

【建設部、総務政策部、産業部】 

第１７節 被災地の応急対策 

 被災地内の住民生活やインフラ復旧を目的に、主要道路や宅地内等の障害物を除去する。 

さらに、住民の生活上の不安を解消するための各種相談事業を行うとともに、社会経済安定の

ため市内金融機関による応急金融措置実施に努める。 

 

第１ 被災地のインフラ復旧等に対する応急措置及び応急復旧の指導・相談 

市は、被災地における被災建築物の損壊等による二次災害を防止するため、県が進める「建築物応

急危険度判定士制度」に協力するとともに、住民に対し災害時に倒壊等のおそれがある建築物による

事故防止の周知に努める。 

また、危険度判定に基づく建築物の応急措置、応急復旧に関する技術的な助言及び相談等に努める。 

建築物応急危険度判定 

立 入 禁 止  赤 ラ ベ ル  

要 注 意  黄 ラ ベ ル  

調 査 済  白 ラ ベ ル  

 

第２ 障害物の除去 

１ 住宅関係障害物の除去 

(１) 実施機関及び方法 

災害（崖崩れ、浸水等）により住宅又はその周辺に運ばれた土石、竹林等の障害物の除去で、

次のいずれかに該当する場合は市が行う。 

① 住民の生命・財産等の保護のため除去を必要とする場合で、次のいずれにも該当する場合 

ア 居間・炊事場等、日常生活に欠くことができない場所に、障害物が運ばれているか又は屋

敷内に運ばれたため、住家の出入りが困難な状態にある。 

イ 自らの資金では、障害物の除去ができない次のいずれかの者。 

生活保護法の被保護者及び要保護者 特定の資産のない失業者 

特定の資産のない寡婦・ひとり親世帯 特定の資産のない勤労者 

特定の資産のない小企業者 前各号に準ずる経済的弱者 

ウ 住家が、半壊以上の被害又は床上浸水を受けた。 

＊ 第１８節に規定する「応急仮設住宅の供与」との併給は認められていない。 

② 緊急な応急措置実施のため除去を必要とする場合 

③ その他、公共的立場から除去を必要とする場合 

(２) 除去実施方法（災害救助法適用時に準じる） 

① 市の労力及び機械力に不足をきたす場合は、「南達建設業組合」に協力を求める。 

② 建設班長は調査班を編成し、障害物流入状況を障害物除去該当者調書により建設部長に報告

する。建設部長は、障害物除去対象住宅を選考調書により選定するとともに、本部事務局に報

告する。 

③ 整備帳簿類 

災害救助法適用の有無に関わらず、次の帳簿及び書類を整備する。 
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ア 障害物除去該当者調書 イ 障害物除去該当者選考調書 

ウ 障害物除去の実施状況記録簿 エ 障害物除去費関係書類 

＊災害救助法に基づく障害物の除去は、清掃法その他の根拠法に基づくものを明確に区分し整

理する。 

(３) 災害救助法適用時 

① 知事が行う。ただし、知事から委任された場合及び知事による除去の余裕がない場合は、県

の補助機関として市が行う。 

② 費用の限度額は、災害救助法並びに関係法令の定めによる。 

③ 障害物除去期間は、災害発生の日から１０日以内とする。 

２ 道路における障害物の除去 

(１) 実施機関及び方法 

道路交通を確保するための道路上の障害物除去は、道路法上の道路管理者が行う。 

３ 河川における障害物の除去 

(１) 実施機関及び方法 

河川機能を確保するための河川における障害物除去は、河川法に規定する河川管理者、水防法

に規定する水防管理者（市長）・水防団長（消防団長）、消防組織法に規定する消防機関の長（安

達地方広域行政組合消防長）が行う。 

４ 除去した障害物の集積 

(１) 除去した障害物で廃棄物に該当する物は、最終的に安達地方広域行政組合の処分場へ搬入し処

分する。 

廃棄物の中間処理又は最終処分を行うまでの一時仮置場、リサイクルのための分別を行うスト

ックヤード等の場所を確保するため、平常時に候補地の調査を行い、所有者を把握するなど、処

理スペースの確保に備える。 

① １次選択：交通に支障がなく、二次災害が発生するおそれのない公共用地を選定する。 

② ２次選択：公共用地に適当な場所がないときは、民有地を使用する。この場合、所有者との

間に補償（使用）契約を締結する。 

(２) 工作物等の保管及び処分 

① 所有者不明の工作物等は、保管を始めた日から１４日間公示し保管する。保管場所は、前項

に準じ市長が指示する。 

② 保管した工作物等が滅失し又は破損するおそれがある場合、又は保管に不相当な費用及び労

力を要する場合は、その工作物を売却し代金を保管する。売却後の手続きは、財務部財政課契

約係が行う。 

 

第３ 災害相談対策  

１ 臨時災害相談所の開設 

市は、被災住民等から寄せられる生活上の不安等の解消を図るため必要がある場合は、県と連携

して臨時災害相談所を設け相談活動を実施する。 

市は、災害の事案等に応じた場所・規模で臨時災害相談所を設け、被災住民等の相談に応じる。

寄せられた苦情・要望等は、速やかに関係機関に連絡し早期解決に努める。 
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２ 相談業務の内容 

生業資金の斡旋、融資 被災住宅の修理及び応急住宅の斡旋 

行方不明者の捜索に関すること（安否確認含む） その他住民の生活に関すること 

 

第４ 応急金融対策  

金融機関は、業務の運営を確保するとともに、被災者の利便に寄与するため、福島県地域防災計画

（一般災害対策編）第３章、第１７節、第４に例示する「応急金融対策」が図られるよう努める。 

実施に際しては、速やかに周知を図り、人心の安定及び災害の復旧に資する。 
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第１８節 応急仮設住宅 

【本部事務局、建設部】 

第１８節 応急仮設住宅 

 災害により住家が滅失した被災者のうち、自らの資力では住宅を確保することができない者に

対し、生活に必要な簡単な住宅を仮設し一時的な居住の安定を図ることを目的とする。 

 

第１ 建設型応急仮設住宅の建設 （建設部） 

１ 実施機関 

(１) 災害救助法適用時の応急仮設住宅設置は知事が行う。この際、戸数・場所等の建設に関する計

画の立案は、市が共同で行う。 

(２) 市は、平常時から、応急仮設住宅の用地に関し、災害に対する安全性や洪水、土砂災害等各種

災害の危険性に配慮しつつ、建設可能な用地を把握し、早期着工の準備を整えておく。また、応

急仮設住宅を建設する場合は、建設業者への協力依頼及び技術的援助等を行う。 

２ 災害救助法による応急仮設住宅の建設 

(１) 入居対象者 

災害により被災し、次のいずれかに該当する者。 

① 住宅が全壊、全焼及び流失した者。 

② 居住する住宅が無い者又は避難指示等により長期間自らの住宅に居住できない者。 

③ 自らの資金をもっては住宅を確保することができない者。 

＊ 所得制限は馴染まないが、制度の趣旨を踏まえた運用とする。 

＊ 第１７節に規定する「障害物の除去」や本節に規定する「住宅の応急修理」との併給は原

則認められないが、「住宅の応急修理」をする被災者のうち、応急修理の期間が１か月を超

えると見込まれる者であって、自宅が半壊（住宅としての利用ができない場合）以上の被害

を受け、他の住まいの確保が困難な者については災害発生の日から原則６か月に限り、応急

修理完了までの間、応急仮設住宅の使用が認められる。 

(２) 入居者の選定 

県は、市の協力を求め行う。 

① 建設部長は、被害状況報告及び被災者名簿（罹災証明書発行者名簿）の提供を受け、該当者

を抽出した応急仮設住宅入居該当者名簿を作成する。 

② 入居案内は、本部事務局を通じ、あらゆる広報手段により被災者に周知する。 

③ 建設部長は、入居希望者の応急仮設住宅該当対象者選定調書を作成し、市長が任命する選考

委員会による公正な審査、又は公開抽選により入居者を決定する。 

(３) 規模・構造及び費用、集会所設置及び福祉仮設住宅の設置については、福島県地域防災計画（一

般災害対策編）第３章、第１８節、第１－２各該当項に基づく。 

(４) 建設場所 

建設予定地は、次に掲げる内から災害の状況により選定する。なお、選定にあたっては、長期

間居住を考慮し、飲料水が得やすくかつ保健衛生上も好適で、被災者の雇用の見通しに配慮する

ものとする。  
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ア 都市公園 イ 公営住宅敷地内空地 

ウ 公園・緑地及び広場 エ 国・県が選定供与する用地 

オ 市有施設敷地内空地 カ その他の適地 

(５) 着工及び完成の時期 

① 災害救助法に基づき災害発生の日から２０日以内に着工し、速やかに建設する。 

② 大災害で２０日以内に着工できない場合は、厚生労働大臣の承認を得て必要最小限度の期間

を延長する。 

③ 供与期間は、完成の日から最大２年以内（建築基準法第８５条第４項）とする。 

３ 応急仮設住宅の管理等 

県及び市は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行う。応急仮設住宅における安心・安全の確保、

孤独死や引きこもり防止のための心のケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めると

ともに、女性の参画を推進し、女性をはじめとする生活者の意見を反映できるよう配慮する。また、

必要に応じ、応急仮設住宅における家庭動物の受入れにも配慮する。 

 

第２ 賃貸型応急住宅等の提供 

(１) 賃貸型応急住宅の提供は、県が行う。 

(２) 市は、災害時における被災者用住居として利用可能な公営住宅等の把握に努め、災害時に必要

に応じ斡旋する体制を整える。 

 

第３ 住宅の応急修理 

１ 実施機関等 

災害救助法適用時の被害住家応急修理は、知事が行う。この際、対象住宅の選定は市長が共同で

行う。 

２ 実施方法等 

(１) 応急修理対象者は、次の要件を全て満たす者とする。 

① 準半壊、半壊又は大規模半壊の被害を受け、そのままでは住むことができない状態にあるこ

と。 

ただし、対象者が自宅にいる場合であっても、日常生活に不可欠な部分に被害があれば、対

象として差し支えない。 

また、全壊の住家は、修理を行えない程度の被害を受けた住家であるので、住宅の応急修理

の対象とはならないが、応急修理を実施することにより居住が可能である場合はこの限りでは

ない。 

② 応急修理により、避難所等への避難を要しなくなると見込まれる。 

③ 応急仮設住宅（民間賃貸住宅の借上げを含む。）を利用しない。 

ただし、応急修理の期間が１か月を超えると見込まれる者であって、自宅が半壊（住宅とし

ての利用ができない場合）以上の被害を受け、他の住まいの確保が困難な者については災害発

生の日から原則６か月に限り、応急修理完了までの間、応急仮設住宅の使用が認められる。 

④ 準半壊、半壊の被害を受けた者については、自らの資力では応急修理をすることができない

者であること。 
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資力要件については、「資力に関する申出書」を基に、その被災者の資力を把握し、ある程

度資力がある場合は、ローン等個別事情を勘案し、判断するなど、制度の趣旨を十分理解して

運用すること。 

(２) 応急修理の範囲と費用 

① 応急修理の範囲は、次の４項目の内から、日常生活に欠くことのできない部分であって、よ

り緊急を要する箇所について、概ね次の優先順に基づく。 

ア 屋根、柱、床、外壁、基礎等の応急修理 

イ ドア、窓等の開口部の応急修理 

ウ 上下水道、電気、ガス等の配管、配線の応急修理 

エ 衛生設備の応急修理 

② 費用は、災害救助法及び関係法令の定めるところとする。 

(３) 応急修理の期間 

災害発生の日から３か月以内（災対法第２３条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同

法第２４条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に規定する緊急

災害対策本部が設置された災害にあっては、６か月以内）に完了するものとする。 

ただし、災害の規模や被災地の実態等により、３か月（又は６か月）以上実施に要する場合

には、あらかじめ実態等に即した必要な期間を内閣総理大臣と協議の上、実施期間の延長を行

うことができる。 

 

 

第４ 野外避難受入施設の設置 

市長は、指定避難所への受入不可能な避難者を考慮し、野外仮設資材の調達先及び仮設場所等を事

前に把握し、災害の発生により野外避難受入施設を要するときは直ちに仮設を行う。災害救助法適用

時は、仮設の規模・設置予定場所を県に報告するほか、知事の補助機関として仮設を行う。 
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第１９節 死者の捜索及び遺体の対策等 

【本部事務局、保健福祉部、郡山北警察署本宮分庁舎】 

第１９節 死者の捜索及び遺体の対策等 

 災害により死亡していると推定される者の捜索及び収容を行い、身元が判明しない死亡者に

は、火葬・埋葬に万全を期す。 

 

第１ 全般的な事項 

１ 衛生及び社会心理面への配慮 

遺体は、倫理上、衛生上及び社会心理上の問題等を考慮し、的確かつ速やかに扱う。 

市は、遺体収容所の設置、マスコミ機関と連携した周知、警察等と連携した身元確認、縁故者へ

の連絡、並びに身元が判明しない遺体の火葬と、段階を踏んで的確かつ速やかに対応する。 

２ 安達医師会（市内医療機関）との協力体制の整備 

郡山北警察署本宮分庁舎は、多数の死者が発生した場合の検視及び身元確認について、あらかじ

め安達医師会（市内医療機関）及び県歯科医師会との協力体制の整備を図る。 

３ 広域的な遺体対策体制の整備 

市は、多数の死者が出た場合又は火葬場被災により利用できない場合を想定し、平常時の民間事

業者との協定等により、十分な量のドライアイス、納棺用品等の確保に配慮するとともに、近隣地

方公共団体の協力による火葬支援体制の整備に努める。 

 

第２ 遺体の捜索 

１ 捜索活動 

(１) 市は、県、郡山北警察署本宮分庁舎、消防本部、市消防団及び自主防災組織等と連携を図り、

遺体若しくは行方不明の状態にあり、かつ周囲の事情により死亡していると推測される者の捜索

を実施する。 

(２) 行方不明者の届け出等の受付窓口を市民部市民課窓口係に置き、安否情報の一元化に努める。 

２ 災害救助法適用時の捜索活動 

(１) 前項(１)の状況にあると推測される者に対し、次の基準で実施する。 

① 救助実施者が遺体の捜索を実施する際の、捜索に要する役務・機械・器具等については現物

により給付する。 

② 費用・期間は、福島県災害救助法施行細則別表第１「災害救助法による救助の程度、方法及

び期間」に基づく。 

(２) 報告 

① 捜索中に遺体を発見した場合は、直ちに郡山北警察署本宮分庁舎へ報告する。 

② 捜索実施の都度、その状況を遺体捜索状況記録簿により県へ報告する。 

 

第３ 遺体の収容 

１ 遺体の搬送 

警察官による検視及び医師による検案を終えた遺体は、県に報告の上、遺体収容所に搬送し収容

する。 
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搬送に際しては、葬祭業者との連携により霊柩車の配車についても考慮する。 

２ 遺体収容所の設営及び遺体の収容 

(１) 遺体の検視・検案及び収容所は、次の施設を優先的に使用する。しかし、避難のための避難所

として使用される場合は、被災地近隣の学校敷地・寺院境内・公園又は公共施設を指定する。 

 指定収容所に既存建物がない場合は、天幕及び幕張等を整備する。 

施 設 名 住      所 備   考 

本宮地区：仁井田体育館 本宮市仁井田字寺下１５  

白沢地区：白沢シルバースポーツセンター  本宮市和田字牛ケ平２６８－３  

(２) 遺体の収容 

保健福祉部長は、郡山北警察署本宮分庁舎及び市消防団の協力を得て、警察官による検死及び

医師による検案を終えた遺体を市長が指定する遺体収容所に収容する。ただし、身元が判明し引

き取り人があると認められる場合は、遺体処理台帳に記載の上、引き渡す。身元が不明の場合は、

遺体の撮影と遺品等の整理のうえ納棺し、その性別・推定年齢・遺品等を遺体処理台帳に記載の

上、遺体収容所（安置所）に掲示する。 

収容した遺体の取扱及び遺留品等の取扱等については、別途、必要な事項を定める。 

３ 災害救助法適用時の遺体対策 

(１) 処理の対象 

災害により死亡した者で、混乱期のため、遺体の洗浄縫合、消毒等の処置、一時保存、検案を

行うことができない遺体に関する取扱は、以下の事項について行う。 

ア 遺体の洗浄、縫合及び消毒等の処理（原則、県医療救護班が行う。） 

イ 遺体の一時保存 

ウ 検案・身元確認（原則、県医療救護班が行う。） 

 

第４ 遺体の火葬・埋葬 

１ 遺体の火葬・埋葬実施基準 

市は、災害の発生により収容された身元不明の遺体、及び身元は判明したが混乱期で遺族が対応

できない又は資力がなく対応できない遺体、並びに死亡した者に遺族が無く埋葬ができない場合、

応急的措置として火葬・埋葬を行う。 

合わせて、身元が判明し遺族が対応可能な遺体、及び災害救助法による救助でない遺体は、火葬、

埋葬許可手続きが速やかに行える体制をとる。 

(１) 遺体の火葬 

① 火葬台帳に記入の上、安達広域行政組合あだたら聖苑で火葬に付す。 

② 焼骨は、遺留品とともに市長が指定する施設（納骨堂、寺院等又は公共施設）に一時保管を

依頼し、身元が判明次第、縁故者に引き渡す。 

③ 一定期間をおいても身元が判明しない場合は、行旅死亡人取扱とする。 

(２) 火葬場の調整 

① 該当遺体が多数で火葬が困難な場合又は火葬場が被災し使用不可能な場合は、近隣市町村の

協力を得て火葬を行う。 

② この場合の火葬場は、その能力及び搬送距離等を勘案し、市が指定する。 
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２ 災害救助法適用時の遺体の火葬・埋葬の基準 

(１) 原則として、火葬は安達地方広域行政組合及び埋葬は市内でそれぞれ実施する。 

(２) 遺体が他の市町村（法適用地外）に漂着した場合で、身元が判明している場合は、原則として

その遺族・親戚縁者又は法適用地の市町村に連絡して引き取らせる。しかし、法適用地市町村が

混乱のため引き取ることができない場合は、市は知事の行う救助を補助する立場で火葬・埋葬を

実施する。その際の費用は、県負担となる。 

(３) 遺体の身元が判明していない場合で、法適用地から漂流したと推定できる場合は、遺体を撮影

するなど記録し、前記（２）に準じる。 

(４) 費用・期間等 

① 費目は、以下の範囲内でかつなるべく現物をもって実際に火葬・埋葬を実施する者に支給す

る。 

ア 棺（付属品を含む） 

イ 埋葬又は火葬 

ウ 骨つぼ又は骨箱 

② 費用は、福島県災害救助法施行細則別表第１「災害救助法による救助の程度、方法及び期間」

による。 
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第２０節 生活関連施設の応急対策 

【本部事務局、建設部、産業部、電気事業者、 

ＬＰガス事業者、電気通信事業者、ＦＭ Ｍｏｔ．Ｃｏｍ もとみや】    

第２０節 生活関連施設の応急対策 

 生活に密着した施設（上水道、下水道、電気、ガス、交通、通信、放送等）が被災した場合、

生活の維持に重大な支障をきたすことが予想され、その影響は極めて大きいことから、速やかな

応急復旧の対策を図るための対策を確立する。 

 

第１ 上水道施設等応急対策 

市（水道事業者）は、災害発生時における応急給水用飲料水の確保を行うとともに、次により水道

施設の復旧対策を実施する。 

１ 被害状況調査及び復旧計画の策定 

発災後直ちに施設の被害状況調査を実施し、給水状況の全容を把握するとともに、応急復旧に必

要な人員体制及び資機材（調達方法を含む）、施設復旧の手順、方法及び完了目標、並びに財源措

置等を定めた応急復旧計画を策定し、計画的に応急復旧対策を実施する。 

復旧に当たっては、緊急度の高い医療施設、人工透析治療施設、災害応急・復旧対策の中枢とな

る官公署庁舎等あらかじめ定めた重要度の高い施設を優先する。 

２ 応急復旧のための支援要請 

市は、災害による水道施設の被害が甚大で、大規模な支援が必要と判断した場合は、近隣の水道

事業者、関係団体及び県に対して広域的な支援要請をする。支援要請は、必要とする支援内容を明

らかにして要請する。 

３ 的確な情報伝達・広報活動 

水道事業者は、施設の被災状況及び施設復旧の完了目標並びに給水計画等について、随時速やか

に本部事務局及び県等に報告する。本部事務局は、住民等に対し地区毎の復旧予定等について周知

を図る。 

 

第２ 下水道施設等応急対策 

市（下水道管理者）は、災害が発生した場合、阿武隈川中流流域下水道と連携し、直ちに被害状況

の調査、施設の点検を実施し、損傷その他の異常がある施設及び二次災害のおそれがあるものについ

て、可搬式排水ポンプ又は仮設消毒池の設置その他の下水道の機能を維持するために必要な応急措置

や応急復旧を行う。 

１ 要員及び応急対策用資機材の確保 

下水道管理者は、あらかじめ定めた復旧計画に基づき、緊急時の要員の確保を図るとともに、施

設の実情に即した応急対策用資機材の確保を図る。 

２ 復旧計画の策定 

下水道管理者は、応急復旧の緊急度及び工法、復旧資機材（調達方法を含む）及び要員の確保、

設計及び監督技術者の確保、完了目標及び財源措置等を定めた応急復旧計画を策定し、計画的に応

急復旧対策を実施する。 

また、本部事務局は、住民等に対し地区毎の復旧予定等について周知を図る。 



本宮市地域防災計画（一般災害対策編） 

第２章 災害応急対策計画                         第２０節 生活関連施設の応急対策 

163 

第３ 電力施設等応急対策 

東北電力ネットワーク㈱は、あらかじめ定められた応急対策・復旧を行い、被災地に対する電力供

給に努め、緊急事態に迅速に対応する。 

１ 異常通報 

東北電力ネットワーク㈱は、電力施設被害状況、停電地域及び復旧見通しについて広報を行うと

ともに、住民の感電事故防止のため、次の事項を広報する。 

市及び住民等は、現地調査や通報により、次のような異常が発覚した場合は、随時速やかに東北

電力ネットワーク㈱に通報する。 

ア 無断昇柱、無断工事をしないこと 

イ 電柱の倒壊・折損、電線の断線・垂れ下がり等の異常を発見した場合の通報 

ウ 断線・垂れ下がり電線の感電防止 

エ 浸水・雨漏り等により冠水した屋内配線・電気器具等の使用禁止 

オ 屋外避難時に安全器又はブレーカーを必ず切ること 

カ その他事故防止のために留意すること 

２ 市への報告 

東北電力ネットワーク㈱は、電力施設等の被災状況と復旧計画及び現場において確認した一般被

害情報を市に報告する。また、市災害対策本部の求めに応じ、市災害対策本部へ派遣するよう努め

る。 

(１) 電力施設等被害状況及び復旧計画 

ア 電力施設等の被害状況 イ 停電の範囲と影響 

ウ 復旧対策の計画 エ 復旧の完了見込み（地区毎に随時） 

(２) 一般被害情報 

ア 一般住宅家屋被害状況 イ 人身災害発生情報 

ウ 都市インフラ被害情報 エ 交通状況 

 

第４ ガス施設（ＬＰガス）応急対策 

ガス事業者は、あらかじめ定められた応急対策・復旧を行い、被災地に対するガス供給に努め、緊

急事態に迅速に対応する。 

１ 二次被害防止広報 

ガス事業者は、ガス栓・器具栓の閉止及び安全が確認されるまでのガス使用禁止を周知する。 

２ 市への報告 

ガス事業者は、ガス施設等の被災状況と復旧計画及び現場において確認した一般被害情報を市に

報告する。 

(１) ガス施設等被害状況及び復旧計画 

ア ガス施設等の被害状況 イ 供給停止の範囲と影響 

ウ 復旧対策の計画 エ 復旧の完了見込み（地区毎に随時） 

(２) 一般被害情報 

ア 一般住宅家屋被害状況 イ 人身災害発生情報 

ウ 都市インフラ被害情報 エ 交通状況 
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第５ 電気通信施設等応急対策 

電気通信事業者は、あらかじめそれぞれの事業者が定める災害対策要綱等により、公共機関の通信

確保、被災地における通信孤立化防止、一般公衆通信確保に努める。 

１ 市への報告 

電気通信事業者は、通信施設等の被災状況と復旧計画及び現場において確認した一般被害情報を

市に報告する。 

(１) 通信施設等被害状況及び復旧計画 

ア 通信施設等の被害状況 イ 通信困難及び途絶地域の範囲と影響 

ウ 通信の利用制限区域と対策 エ 非常電話、緊急電話の確保 

オ 応急復旧及び現状復旧対策の計画 カ 復旧の完了見込み（地区毎に随時） 

(２) 一般被害情報 

ア 一般住宅家屋被害状況 イ 人身災害発生情報 

ウ 都市インフラ被害情報 エ 交通状況 

(３) 通信回線復旧の優先順位 

順位 復 旧 す る 電 気 通 信 設 備  

１ 
気象機関、水防機関、消防機関、災害救助機関、警察機関、輸送の確保に直接関係の

ある機関、通信の確保に直接関係のある機関、電力の供給に直接関係のある機関 

２ 

水道の供給に直接関係のある機関、下水道に直接関係のある機関、ガスの供給に直接

関係のある機関、選挙管理機関、預貯金業務を行う金融機関、新聞社、放送事業者、

第１順位以外の国又は地方公共機関 

３ 第１順位、第２順位に該当しないもの 

(４) 利用者への周知 

電気通信事業者は、災害のため通信が困難又は途絶した場合及び利用制限を行った場合、利用

者に対し周知する。 

 

第６ 放送施設等応急対策 

１ ＦＭ Ｍｏｔ．Ｃｏｍ もとみや 

災害が発生した場合は、「ＦＭ Ｍｏｔ．Ｃｏｍ もとみや非常災害対策要綱」に基づき速やかに

必要な措置をとる。なお、放送施設の確保、災害放送の継続等についても、全国ＦＭ協議会加盟局

と連携を密にして応急復旧活動に努める。 
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第２１節 文教対策 

【教育部、市内小中学校・幼稚園・保育所・各種学校等】 

第２１節 文教対策 

市教育委員会及び学校等の長は、災害時に園児、児童及び生徒（以下「児童生徒等」という。）

の安全を確保するとともに、学校教育等活動の円滑な実施を確保するため、各学校等の実態に即

した適切な防災に関する計画及び対応マニュアルを定める。 

 

第１ 災害予防 

１ 防災に関する計画及び対応マニュアル整備 

学校等の長は、市教育委員会と連携し、文部科学省防災業務計画及び学校災害（地震・津波、風

水害、火山災害、原子力災害、土砂災害、弾道ミサイル）対応マニュアル例（平成２９年９月、福

島県教育委員会）に基づき、次の内容を網羅した防災に関する計画及び対応マニュアル等の応急対

策計画を策定し、平常時から訓練を行い災害に備える。 

(１) 平常時の学校防災活動 

① 学校防災委員会の組織と役割 

② 日頃から講じるべき措置 

(２) 災害対策本部設置 

① 設置基準 

② 本部事務分掌 

③ 教職員動員計画 

④ 情報等伝達計画及び通信の確保 

(３) 学校災害時の児童生徒等保護 

① 避難等の方法 

ア 避難実施責任者 

イ 避難誘導責任者及び補助者 

ウ 避難の順位 

エ 児童生徒等の確認方法 

オ 避難誘導の方法（自力で避難できない児童生徒等の避難誘導の方法を含む） 

カ 児童生徒等の父母等への連絡方法及び引渡方法又は学校での保護方策 

キ 登下校時の対応 

(４) 防災活動 

① 初期消火活動 

② 救護活動及び搬出活動 

(５) 学校等が避難所指定された場合の運営支援 

(６) 授業再開へ向けての対応 

２ 災害時における市災害対策本部との情報連絡体制 

次の優先順位により情報等連絡体制を確保する。 

① 一般公衆通信及びＦＡＸ ② 携帯電話 ③ 職員又は教職員等の派遣 
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３ 防災上必要な教育 

(１) 市教育委員会及び学校等の長は、平常時から児童生徒等に対し防災上必要な安全教育やボラン

ティア精神を養うための教育を行う。併せて、教職員の防災対応能力の向上を図る研修を行う。 

(２) 市教育委員会及び学校等の長は、防災関係の指導資料の作成及び配布、講習会の実施等並びに

関係職員の災害及び防災に関する専門的知識のかん養及び技能の向上に資する方策を講じる。 

(３) 市教育委員会及び学校等の長は、児童生徒等の父兄に対しても、災害時対応マニュアルの周知

徹底を図る。 

４ 防災上必要な訓練 

(１) 市教育委員会及び学校等の長は、学校における防災上必要な訓練を実施する。さらに、学校等

を含む市又は地域が実施する防災訓練等には、積極的に参加する。 

５ 文教施設・設備の災害予防対策 

(１) 市は、文教施設の耐震性の確保、不燃化及び堅牢化の促進並びに二次部材の不燃化を図る。 

(２) 市は、災害時の迅速かつ適切な消防、避難及び救助のため、施設・設備等の整備促進を図る。 

(３) 市教育委員会及び学校等の長は、設備・備品等の転倒・破損防止対策や薬品等危険物の飛散・

漏洩等対策を講じる。 

 

第２ 災害応急対策 

市教育委員会は、県教育委員会と連絡し災害時の学校教育の実施に万全を期すため、教職員、教育

施設、教材等を早急に確保し、応急教育の円滑な実施を図る。さらに、避難所に教育等施設が指定さ

れた場合の対応を検討する。 

１ 被害状況の把握及び報告 

(１) 災害発生のおそれがある場合 

学校等の長は、施設・設備の緊急点検及び重要な教材・教具・書類等の安全な個所への移動等

被災防止対策を講じる。 

(２) 災害が発生した場合 

学校等の長は、応急教育の円滑な実施を図るため、速やかに児童生徒等、教職員及び施設設備

の被害状況を把握し教育部に報告する。教育部長は、市災害対策本部及び県北教育事務所へ報告

する。 

(３) 児童生徒等の安全対策 

学校等の長は、防災に関する計画及び対応マニュアルにより、発災時や災害の状況に応じた児

童生徒等の安全確保を行う。 

(４) 教育に関する応急措置 

① 学校等の長は、災害時や災害が発生するおそれがある場合、市教育委員会と連携のうえ臨時

休校（休業）の措置を判断する。 

② 市及び市教育委員会は、学校等における二次被害防止や学校再開等のため、施設・設備の安

全点検を早期に実施する。 

③ 被災により、教育の実施が困難となった場合、必要に応じ、危険建物の撤去、応急復旧及び

仮設校舎の設置等の措置を検討する。 

教育施設の確保は、まず校内特別教室・柔剣道場・屋内運動場等の活用、次に公民館等公共

施設、次に近隣校の余剰教室、最後に応急仮設校舎を検討する。 
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長期間、避難所として開放する場合についても、検討する。 

④ 児童生徒等及び教職員等の健康管理 

市教育委員会及び学校等の長は、児童生徒等及び教職員等の心身の健康状態を把握するとと

もに、必要に応じ心の健康相談窓口を開設する。 

学校等が避難所となった場合は、避難者の心の健康相談窓口を併用する。 

心身の健康状態把握は継続的に実施し、外傷後ストレス障害等の予防に努める。 

⑤ 児童生徒等への就学支援物資 

教育部長は、応急教育に必要な教科書等の就学支援物資について、種類と数量を調査し県北

教育事務所へ報告する。 

第１６節「救援対策」、第３－５「就学支援物資の供給」参照。 

⑥ 一時転入学 

学校等文教施設の倒壊等又は避難により、一時的に転校する児童生徒等に対し、迅速な転入

学の受入を行う。 

⑦ 教職員等の被災に伴う補充措置 

市教育委員会は、災害により通常の教育を実施することが不可能となった場合、次により教

職員等を把握・確保する。 

ア 所属教職員等は、原則として各所属校等に参集する。 

・ 学校等の長は、参集教職員の所属及び人数等を教育部長に報告する。教育部長は、市災

害対策本部及び県北教育事務所に報告する。 

・ 通信の途絶又は交通機関の回復が著しく遅れた場合の臨時授業は、学校等において参集

した教員等をもって授業が行える態勢を整える。 

イ 退職教職員等の活用 

災害により教職員等が多数死傷し平常授業に支障をきたす場合は、退職教職員等の臨時雇

用についても計画する。 

ウ 教育実施者確保の措置 

・ 欠員者が少ない場合は、学校内で調整する。 

・ 管内隣接校の協力を求める。 

・ 参集不能者多数のため前２点の方途が講じられない場合は、教育実施者の確保を県教育

委員会に要請する。 

⑧ 応急措置の期間に伴う留意 

応急措置の期間が卒業・入学試験・就職等の時期に及ぶ場合は、時期・会場等の柔軟な選定

及び個別相談体制の充実により、その円滑な実施と児童生徒等に寄り添った指導を行うよう留

意する。 

災害の程度 応急教育実施の場所 教育実施者確保の措置 

１ 校舎の一部が

使用不能の場合 

ａ 特別教室、体育館等の使用 

ｂ 二部授業の実施 

ａ 欠員者が少ない場合は、学校

内で調整する。 

ｂ 教育委員会で市内各校の教

職員相互応援体制を検討する。 

ｃ 同じく、再配置を検討する。 

ｄ 短期・臨時的な退職教員等の

２ 校舎全部が被

害を受けた場合 

ａ 公民館等の公共施設の使用 

ｂ 隣接校校舎の使用 

ｃ 神社・仏閣等の使用検討 

ｄ 黒板、机、椅子等の確保計画作成 
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３ 特定の地域全

体に相当大きな

被害が発生した

場合 

ａ 校舎が避難所になると想定する 

ｂ ａの場合は、公民館等の公共施

設使用計画を作成する 

ｃ 応急仮校舎設置検討 

活用を検討する。 

＊ 欠員が多く、ｂｃの方途が講

じられない場合は、県教育委員

会に配置を要請する。 

４ 県内全域に大

きな被害が発生

した場合 

ａ 避難先（広域避難）の学校、公民

館等の公共施設利用の検討 

(５) 災害発生時の清掃防疫その他保健衛生対策 

市教育委員会及び学校等の長は、災害発生時における児童生徒等及び教職員等の保健衛生のた

め、建物内外の清掃及び伝染病予防の措置を講ずるとともに、それらに必要な防疫用薬剤及び機

材の確保を図る。 

(６) 災害時の危険物保安対策 

学校等の長は、災害発生時における電気・ガス・危険薬品・アルコール・石油等その他危険物

の保安について、必要なマニュアルを作成し安全を期す。 

(７) 避難者の救援活動への連携・協力 

① 学校等が避難所となる場合 

ア 市教育委員会は、事前に市防災担当部局と教育機能維持と施設の安全性に配慮した使用施

設の優先順位を定めておく。 

避難所設置にあたっては、学校機能部分と避難所部分を明示する。 

避難所運営に際しては、学校等側の担当者を定め、避難所派遣市職員及び地域住民等又は

避難者代表等と協議のもと、避難所の運営にあたる。 

イ 学校等がボランティア活動の拠点となる場合 

アに準じる。なお、運営については市災害対策本部担当部署及びボランティアセンターと協

議する。 

(８) 授業料及び保育料等の減免 

被災によって授業料及び保育料の減免等が必要と認める者については、関係条例及び規則の定

めるところにより、授業料及び保育料の全部又は一部を免除する等の措置を講ずる。 

 

第３ 私立学校等の対策 

私立学校等の設置者は、第１「災害予防」及び第２「災害応急対策」を参考に、それぞれの責任の

範囲において実施する。 

 

第４ 給食対策 

１ 給食の実施 

(１) 本宮方部学校給食センター及び自校方式学校給食は、災害発生後に応急教育を実施する場合、

給食施設・設備に機能的問題がない場合及び調理員の確保が可能な限り給食を実施する。 

(２) 自校方式学校給食が被災し、再開に時間を要する又は再開の見込みが立たない場合は、本宮方

部学校給食センターからの配食を検討する。 

(３) 給食の実施にあたっては、衛生管理に十分注意し、給食に起因する感染症・食中毒の防止に万

全を期す。 
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２ 給食の一時中止措置 

(１) 大規模災害応急対策で、一般の災害救助に学校給食施設を使用するとき。 

(２) 給食施設が被害を受け、給食の実施が不可能となり復旧が完了するまでの期間。 

(３) 学校給食センター並びに自校方式学校給食施設及び調理員等に感染症その他の危険が発生し、

又は発生が予想されるとき。 

(４) 給食物資の供給が困難なとき。 

 

第５ 文化財の応急対策 

本市は、その歴史から数多くの文化遺産を有しており、これら文化遺産を核に形成された地域も存

在する。文化遺産は、地域の歴史的価値・文化的価値・社会的価値が結実したもので、文化遺産を守

ることは地域の拠り所を守る取組に他ならない。 

１ 対象とする文化財 

文化財保護法、福島県文化財保護条例及び本宮市文化財保護条例により、指定を受けた文化財と

する。ただし、未指定文化財であっても、地域の核となるような文化財（文化遺産）は、所有者（管

理者）の意向により本対策に基づく応急対策を講じるよう努める。 

２ 文化財保護計画 

市教育委員会と文化財所有者（管理者）は、互いに連携し文化庁文化財防災ウィール（文化財保

存修復学会監修）や地震災害から文化遺産と地域をまもる対策のあり方（平成１６年７月、内閣府

災害から文化遺産と地域をまもる検討委員会）に基づき、次の内容等を備えた文化財の防災に関す

る計画又は具体的な対応マニュアル等の応急対策計画を策定し、平常時から災害に備える。 

(１) 文化財の防災に関する計画 

① 文化財の所有者（管理者）、地域住民、行政の役割 

それぞれが責任を持って担うべき役割の整理 

② 文化財の所有者（管理者）、地域住民、行政の連携 

それぞれが連携して行う対策の整理 

③ 短期的・中長期的対策の検討 

消防水利施設整備や道路拡幅・空地緑地の整備等の中長期展望 

④ 災害被災過程に応じた防災対策 

災害前・発災時・応急対策時・災害後それぞれの状況に応じた活動内容の整理 
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第２２節 要配慮者対策 

【保健福祉部、市社会福祉協議会】 

第２２節 要配慮者対策 

 災害発生時において、高齢者、障がい者（児）、妊産婦、乳幼児、傷病者、外国人等いわゆる

「要配慮者」は、災害情報の受理及び認識、避難行動、避難所における生活等のそれぞれの場面

で困難に直面することが予想される。 

 このため、要配慮者への情報伝達、避難誘導等に配慮する必要があるとともに、災害発生後、

速やかな要配慮者の把握、避難所における保健福祉サービスの提供等が求められる。 

 

第１ 要配慮者対策 

１ 非常災害の発生に際しては、平常時より在宅保健福祉サービス等の提供を受けている者に加え、

災害を契機に新たに要配慮者となる者が発生することを予想し、これら要配慮者に対し、災害発生

後の時間経過において各段階におけるニーズに合わせ、的確なサービスの提供を行っていく必要が

ある。 

このため、市は、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、次の点に留意し、民生児童委員、

行政区、自主防災組織及び消防団や民間事業者等の協力を得ながら要配慮者対策を実施する。 

(１) 避難行動要支援者名簿により、避難行動要支援者（在宅福祉サービス利用者、一人暮らし高齢

者、障がい者等）の所在の把握に努める。 

(２) 避難していない避難行動要支援者を発見した場合は、当該避難行動要支援者の同意を得て、必

要に応じ次の措置をとる。 

① 避難所、福祉避難所への移動 

② 社会福祉施設等への緊急入所及び医療施設等への緊急入院 

③ 在宅での生活が可能な場合は、在宅保健福祉サービスのニーズの把握 

(３) 要配慮者に対する保健福祉サービス提供は、発災後１週間以内を目途に、組織的・継続的に行

えるように、発災後２～３日目から、開設全避難所で要配慮者の把握調査を始める。 

(４) 要配慮者の内、移動困難等の理由により居宅避難を選択せざるを得ない者の場合は、食料・物

資等の支援体制構築に努める。 

 

第２ 障がい者及び高齢者に係る対策 

市は、避難所や在宅における一般の要配慮者対策に加え、以下の点に留意しながら障がい者及び高

齢者に係る対策を実施する。 

１ 被災した障がい者及び高齢者等の迅速な把握に努める。 

２ 視覚・聴覚に訴える周知方法を駆使し、また、マスコミ等を利用することにより、被災した障が

い者及び高齢者に対して、生活必需品や利用可能な施設及びサービスに関する情報等の提供を行う。 

３ 避難所等においては、被災した障がい者及び高齢者の生活に必要な車椅子、障がい者用携帯便器、

医療用機器等の使用が必要とされる者の非常用電源、おむつ等の物資調達、並びに、ガイドヘルパ

ーや手話通訳者等の人材確保に努める。 

４ 当該物資調達は、流通物資はもちろんのこと、関係業界・団体及び市民へ供出の協力要請をする。 

５ 避難所や在宅における障がい者及び高齢者に対するニーズ調査を行い、ヘルパー派遣等のサービ
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スの継続や介護職員等の派遣や施設への緊急入所等の必要な措置を講ずる。 

 

第３ 社会福祉施設等に係る対策 

１ 被災社会福祉施設等管理者は、あらかじめ定める避難誘導等計画により、速やかに入所者の安全

の確保を図る。 

２ 被災地に隣接する地域の社会福祉施設等は、施設の機能を低下させない範囲で、援護の必要性が

高い要配慮者の受入に努める。 

３ 被災社会福祉施設等は、被災の状況及び入所者の安否を速やかに市災害対策本部へ報告するとと

もに、水・食料品等の日常生活用品及びマンパワーの不足を把握し、市及び県又は近隣施設等に支

援を要請する。 

４ 市は、以下の点に留意し支援を行う。 

(１) ライフライン復旧の優先的な対応を、事業者に要請する。 

(２) 復旧までの間、水・食料品等、必須の日常生活用品の確保のための措置を講ずる。 

(３) ボランティアへの情報提供などを含め、マンパワーの確保に努める。 

 

第４ 児童に係る対策 

１ 要保護児童の把握 

市は、次により被災孤児及び遺児等の要保護児童の発見・把握並びに援護を行う。 

(１) 避難所行政担当者又は施設管理者は、避難所における児童福祉施設からの避難児童、保護者の

疾患等により発生する要保護児童の実態を把握し、本部事務局へ報告する。当情報は市教育委員

会及び保健福祉部と共有する。 

(２) 住民基本台帳による犠牲者の確認、災害弔慰金受給者名簿及び住民からの通報等により、孤児・

遺児の速やかな把握と発見に努める。 

(３) 避難児童及び孤児・遺児等の情報は、速やかに親族に提供する。 

(４) 孤児、遺児等の要保護児童は、親族による受入を第一に、児童養護施設入所や里親委託等の保

護に努める。また、孤児・遺児については、県母子福祉資金貸付や社会保険事務所の遺族年金等

の早期支給手続きを支援し、社会生活を営む上での経済的支援を行う。 

２ メンタルヘルスケアの確保 

市は、被災児童の精神不安定に対応するため、児童相談所におけるメンタルヘルスケアの実施を

要請する。 

３ 市民への協力要請 

市は県と連携を図り、要保護児童を発見した際の保護及び児童相談所等に対する通報への協力の

呼びかけ等を、マスコミ及び広報手段を活用し行う。 

 

第５ 外国人に係る対策 

１ 避難誘導 

(１) 市は、日本語の理解が十分でなくても身近に通訳可能なものがいる外国人に対しては、一般市

民と同様の避難誘導を行う。 

(２) 企業等に雇用されている外国人には、企業が作成する防災又は避難に係る計画により、企業が

情報の伝達及び避難誘導を行うとともに、安否を市災害対策本部へ報告する。  
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２ 安否確認 

市は、住民基本台帳により外国人の安否確認に努める。住民基本台帳に登録されない観光ビザで

入国した外国人に対しては、必要に応じて語学ボランティア等の協力を得ながら相談窓口の設置に

努める。 

３ 情報提供 

(１) 避難所及び在宅の外国人への情報提供 

市は、避難所や在宅の外国人の生活を支援するため、語学ボランティアの協力を得て外国人に配

慮した生活情報の提供や、チラシ、情報誌などの発行、配布を行う。 

(２) テレビ、ラジオ、インターネット通信等による情報 

市は、外国人への的確な情報伝達のため、テレビ、ラジオ、インターネット通信、ＳＮＳ等を活

用して、外国語や「やさしい日本語」による情報提供に努める。 

４ 相談窓口の開設 

市は、語学ボランティアの協力を得て、速やかに外国人の「相談窓口」を設置し、生活相談に応

じるものとする。 
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第２３節 ボランティアとの連携 

【本部事務局、市民部、教育部、市社会福祉協議会】 

第２３節 ボランティアとの連携 

 市内に大きな災害が発生した場合、市及び防災関係機関だけでは、災害応急対策を迅速かつ十

分に対応できないことが予想される。このため、防災関係機関等は、ボランティアの協力を得な

がら、効率的な災害応急活動を行えるようボランティアの有効な活用を図る。 

 なお、発災後の時間の経過とともに、ボランティアを必要とする活動領域は変化していくこと

に留意する。 

 

第１ ボランティア団体等の受入れ 

１ ボランティアの受入れ 

市は、大災害が発生した場合、ボランティアを必要とする応急対策の内容、場所及び必要とする

能力の把握に努め、日本赤十字社福島県支部奉仕団及び各種ボランティア団体等から必要とする応

急対策に合致する協力の申入れ等があった場合は、迅速かつ的確に受入れる。 

また、被災地域外からのボランティアの受入れ及び活動調整等について、市社会福祉協議会及び

市内ボランティア団体等へ、一般ボランティアのコーディネートを行うボランティアセンターの設

置・運営について市社会福祉協議会と協定を締結し、対応にあたる。なお、広域被災の場合は、日

本赤十字社福島県支部、県社会福祉協議会及び県内ボランティア団体等へ協力を依頼する。 

２ 情報提供 

市は、ボランティア団体等を迅速かつ的確に受入れるために、市民部にボランティア活動に関す

る総合的窓口を設け、ボランティアセンター等への情報提供を行う。また、被災者のニーズや支援

活動の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開できるよう努めるとともに、ボランティアの

生活環境について配慮する。本部各部班においても情報の共有を図り、積極的に情報の提供を行う。 

特に、発災直後においては、県、近隣市町村及び報道機関の協力を得て、最優先に求められるボ

ランティア活動内容等の情報提供を行う。 

３ 活動拠点の提供 

市は、必要に応じて災害時のボランティア活動拠点施設を提供するなど、ボランティア活動の円

滑な実施が図られるよう支援に努める。 

   ボランティアセンターは、災害の規模に応じ、本宮市民元気いきいき応援プラザ「えぽか」又は

中央公民館に設置を検討する。 

４ 災害ボランティアセンターの経費等 

市は、県又は県から事務の委任を受けたとき、共助のボランティア活動と市が実施する救助の調

整事務について、社会福祉協議会等が設置する災害ボランティアセンターに委託する場合は、当該

事務に必要な人件費及び旅費を災害救助法の国庫負担の対象とすることができる。 

 

第２ ボランティア団体等の活動 

１ 想定するボランティア活動 

ア 災害・安否・生活情報の収集・伝達 イ 炊き出し、その他の災害救助活動 

ウ 医療、看護 エ 高齢者介護、看護補助、外国人への通訳 
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オ 清掃及び防疫 カ 災害応急対策物資、資材の輸送及び配分 

キ 災害応急対策事務補助 ク 建築物及び土砂災害危険箇所の応急危険

度判定 

ケ 無線による情報収集及び伝達 コ 被災ペットの救護活動 

サ その他、事象に応じた活動  

なお、組織化されていないボランティアについての受入れに当たっては、ボランティアが居住し

ている市町村が、社会福祉協議会等を窓口として取りまとめ、一定の組織化を行った上、被災地へボ

ランティア派遣の申出を行う、あるいは地域におけるコーディネート機能を有するボランティア団

体に窓口を依頼するなど、市において効率的な活用を図る。 

また、市は、被災地における災害廃棄物の撤去等にボランティアが従事する場合において、石綿

を含有する災害廃棄物の発生が想定されるときには、一般のボランティアの受入れは行わないもの

とする。 

 

第３ ボランティア活動保険の加入促進 

市及び市社会福祉協議会は、平常時からボランティア活動保険への加入を呼びかける。また、災害

の態様やボランティア募集の有無等に応じ、必要に応じ保険料の助成も検討する。 
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第２４節 災害救助法の適用等 

【本部事務局、各部、市民部】 

第２４節 災害救助法の適用等 

 災害救助法適用災害は、国の責任において救助が行われ、福島県知事が国の委任を受け、国の

機関として救助の実施に当たる。その際、災害で混乱した時期に迅速に救助業務が遂行できるよ

う、災害救助法又は災対法に基づき、従事命令、協力命令、保管命令等の強制権が与えられる。 

災害救助法適用時は、同法、同法施行令及び福島県災害救助法施行細則等の規定により、速や

かに所定の手続きを執る。 

 

第１ 災害救助法の適用 

１ 災害救助法概要 

(１) 本法の救助は、一時的な応急救助である。従って、災害後の災害復旧対策及び生活困窮者に対

する生活保護法による保護とは性格を異にする。 

(２) 本法の救助は、個人の基本的生活権の保護と全体的な社会秩序の保全が二大目的であり、本法

適用は、災害の規模が個人の基本的生活権の保護と全体的な社会秩序に影響を与える程度のもの

であるときに実施される。 

(３) 本法による救助は、国の責任により行われるものであるが、実施に際しては知事が法定受託事

務として行う。 

(４) 知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その権限に属する救助の実施に関

する事務の一部を市長が行うこととすることができる。（法第１３条第１項） 

(５) 法適用時、知事は次の権限を有する。 

① 一定の業者の者を救助に関する業務に従事させる権限（従事命令） 

② 被災者その他近隣の者を救助に関する業務に従事させる権限（協力命令） 

③ 特定の施設を管理し、土地・家屋・物資を使用し、特定の業者に対して物資の保管を命じ、

又は物資を収容する権限（保管命令等） 

２ 災害救助法適用における留意点 

(１) 本法は、住家の被害が一定の基準を超えた場合等に、市長の要請に基づき知事が市域単位で適

用するもので、被害状況の把握は、迅速かつ的確に行う。 

(２) 被害の認定は、法適用の判断基準となるのみならず、救助の実施にあたって、その種類・程度

及び期間の決定にも重大な影響を及ぼすものであるため適正に行う。 

(３) 被害認定は、専門技術的視野に立って行う面を有するため、市は、平常時から建築関係技術者

等の専門家を確保する。 

 

第２ 災害救助法適用基準 

１ 適用基準 

(１) 本宮市の住家滅失数が６０世帯以上に達した場合。 

(２) 福島県内の住家滅失数が１,５００世帯以上で、本宮市の住家滅失数が３０世帯以上に達した

場合。 

(３) 福島県内の住家滅失数が７,０００世帯以上で、本宮市内の多数の住家が滅失した場合。 
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＊ この場合の多数とは、市の救護活動に任せられない程度の被害か否かにより判断される。 

(４) 災害が隔絶した地域に発生したなど、被災者の救護を著しく困難とする特別な事情がある場合

で、かつ多数の住家が滅失した場合。（例：毒ガスの発生や放射能物質放出などで、極めて困難

な救助に際し、特殊技術を要する場合。） 

(５) 多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合。 

① 火山噴火、有毒ガスの発生、放射性物質の放出等のため、地域に所在する多数の者が避難し

て断続的に救助を必要とする場合。 

② 被災者への食品若しくは生活必需品等の給与等について特殊な補給方法を必要とし、又は救

出に際して特殊な技術を要する場合。 

２ 住家滅失世帯の算定等 

(１) 住家被害の認定 

災害救助法の適用判断基準は、住家被害の認定に基づく。滅失及び半壊等の基準は次のとおり。 

① 住宅の滅失 

住家が損壊、消失、又は流出した場合、その面積が住家延面積の７０％以上に達したもの、

又は、住家の主要構造部の被害額がその住家の時価の５０％以上に達した程度のもの。 

② 半壊又は半焼 

住家が損壊、消失、又は流出した場合、その面積が住家延面積の２０％以上７０％未満のも

の、又は、住家の主要構造部の被害額がその住家の時価の２０％以上５０％未満のもの。 

＊ 半壊又は半焼した世帯は、２世帯を持って滅失１世帯とする。 

③ 住家が床上浸水及び土砂の堆積により、一時的に居住不可能の状態となったもの。 

＊ 床上浸水世帯は、３世帯を持って滅失１世帯とする。 

３ 災害が発生するおそれ段階の適用 

災害が発生するおそれがある場合において、災対法第２３条の３第１項に規定する特定災害対策

本部、同法第２４条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に規定する緊

急災害対策本部が設置され、同法第２３条の３第２項（同法第２４条第２項又は第２８条の２第２

項において準用する場合を含む。）の規定により当該本部の所管区域として福島県が告示されたと

き、市町村の区域内において当該災害により被害を受けるおそれがある場合には、災害救助法によ

る救助を行うことができる。 

 

第３ 災害救助法の適用手続き 

１ 本市における被害が、適用基準のいずれかに該当し又は該当する見込みがある場合は、市長は直

ちにその旨を知事に報告する。 

２ 災害の事態が切迫し、県の救助活動を待つことができない場合は、災害救助法第１３条第１項の

規定に基づき、市長が災害救助に着手する。 

３ 救助の実施状況の記録 

市は、災害救助法に基づく救助の実施状況を救助実施記録日計表として日ごとに整理記録し、日

報を県に報告する。 

４ 特別基準の申請 

市は、救助の程度、方法及び期間について、「一般基準」では救助に万全を期すことが困難な場

合は、「特別基準」を要請する。 
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第４ 災害救助法による救助の種類等 

１ 救助の種類 

災害救助法は、次の救助業務を規定する。 

① 避難所の設置 ② 応急仮設住宅の供与 

③ 炊き出しその他による食品給与 ④ 飲料水の供給 

⑤ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 ⑥ 医療 

⑦ 助産 ⑧ 被災者の救出 

⑨ 被災した住宅の応急修理 ⑩ 生業に必要な資金の給与又は貸与 

⑪ 学用品の給与 ⑫ 埋葬 

⑬ 遺体の捜索 ⑭ 遺体の処理 

⑮ 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい障害を及ぼしているものの除去 

⑯ 応急救助のための輸送 ⑰ 応急救助のための賃金職員等 

なお、災害発生のおそれ段階での救助として国費負担の対象となるのは、上記の内、①避難所の

設置、⑯応急救助のための輸送、⑰応急救助のための賃金職員等となる。 

 

２ 救助費の繰替支弁 

災害救助法第３０条の規定により、市長が救助費用を繰替支弁したときの交付金の交付は、「福

島県災害救助費繰替支弁金交付要綱」に基づき行う。 

３ 迅速な救助の実施 

市は、災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ救助に必要な施

設、設備、人員等について意見交換を行うとともに、事務委任制度や救助実施市制度の積極的な活

用により役割分担を明確化するなど、調整を行う。 
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第２５節 被災者生活再建支援法に基づく支援等 

【市民部】 

第２５節 被災者生活再建支援法に基づく支援等 

 一定規模の自然災害により、その生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、被災者生活再建支

援法（以下「支援法」という。）に基づき支援金を支給することにより、その生活の再建を支援

し、住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資する。 

また、各種の支援措置を早期に実施するため、罹災証明書を速やかに交付するものとする。 

 

第１ 被災者生活再建支援法の適用 

１ 支援法の対象となる自然災害 

(１) 市域で、災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する被害（同条第

２項のみなし規定該当を含む。）が発生した自然災害。 

(２) 市域で、１０以上の世帯の住宅が全壊した自然災害。 

(３) 県域で、１００以上の世帯の住宅が全壊した自然災害。 

(４) 県域で(１)又は(２)の被害が発生し、市域で５以上の世帯の住宅が全壊した自然災害。 

(５) 隣接県で(３)又は(４)の被害が発生し、市の隣接市町村で(１)～(３)の被害が発生し、市域で

５以上の世帯の住宅が全壊した自然災害。 

(６) (３)又は(４)に規定する都道府県が２以上あり、その自然災害で市域の２以上の世帯の住宅が

全壊する被害が発生した場合。 

２ 支援法対象世帯 

① 居住する住宅が全壊（全焼、全流失を含む。）した世帯（以下「全壊世帯」という。）。 

② 居住する住宅が半壊し又はその居住する住宅の敷地に被害が生じ、住宅の倒壊による危険を

防止する必要があること、住宅に居住するために必要な補修費等が著しく高額となること、そ

の他これらに準じるやむを得ない事由により、住宅を解体し又は解体されるに至った世帯（以

下「解体世帯」という。）。 

③ 火砕流等による被害が発生する危険な状態が継続すること、その他理由により居住する住宅

が居住不能となり、かつその状態が長期にわたり継続することが見込まれる世帯（以下「長期

避難世帯」という。）。 

④ 居住する住宅が半壊し、基礎、基礎ぐい、壁、柱等であって構造耐力上主要な部分として政

令で定めるものの補修を含む大規模な補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難で

ある世帯（以下「大規模半壊世帯」という。）。 

⑤ 居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面する部分の過半の補修

を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難であることが認められ

る世帯（以下「中規模半壊世帯」という。）。 

３ 支援法の適用手続き 

市長は、当該自然災害に係る被害状況を収集し、速やかに知事に対して報告し適用を要請する。 

４ 支援金支給基準 

以下の２つの支援金の合計額となる。 

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 
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住 宅 の 被 害 程 度  
支  給  額 

複数世帯 単数世帯 

全 壊 世 帯（法第２条第２号イ） 

１００万円 ７５万円 解 体 世 帯（法第２条第２号ロ） 

長期避難世帯 （法第２条第２号ハ） 

大規模半壊世帯（法第２条第２号ニ） ５０万円 ３７.５千円 

中規模半壊世帯（法第２条第２号ホ） － － 

  ② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

ア 住宅の被害程度が全壊世帯、解体世帯、長期避難世帯又は大規模半壊世帯の場合 

住 宅 の 再 建 方 法  
支  給  額 

複数世帯 単数世帯 

居住する住宅を建設し又は購入する世帯 

（法第３条第２項第１号） 
２００万円 １５０万円 

居住する住宅を補修する世帯 

（法第３条第２項第２号） 
１００万円 ７５万円 

居住する住宅を賃借する世帯（公営住宅を除く） 

（法第３条第２項第３号） 
５０万円 ３７.５千円 

イ 住宅の被害程度が中規模半壊世帯の場合 

住 宅 の 再 建 方 法  
支  給  額 

複数世帯 単数世帯 

居住する住宅を建設し又は購入する世帯 

（法第３条第５項第１号） 
１００万円 ７５万円 

居住する住宅を補修する世帯 

（法第３条第５項第２号） 
５０万円 ３７.５万円 

居住する住宅を賃借する世帯（公営住宅を除く） 

（法第３条第５項第３号） 
２５万円 １８.７５千円 

＊ 住宅の再建方法が２以上に該当する場合の加算支援金の額は、そのうちの最も高いものと

する。 

５ 支給申請書等の提出 

(１) 市は、被災世帯の世帯主に、支給制度の内容及び支給申請手続きを説明する。 

(２) 支給申請書に添付する書類（被災世帯世帯主からの申請に基づき発行） 

① 住民票など世帯が居住する住所の所在、世帯の構成が確認できる証明書類 

② 住宅が全壊または大規模半壊の被害を受けたことが確認できる罹災証明書（住宅に半壊ま

たは大規模半壊の被害を受け、やむを得ず解体した場合も同様。） 

③ 長期避難世帯に該当する旨の証明書面 

(３) 市は、取りまとめた支給申請書を確認し、速やかに県に送付する。また、平時から申請書等の

確認及び県への送付に関する業務の実施体制の整備等を図る。 

(４) 支援金の交付決定及び支給は、被災者生活再建支援法人が行う。 

(５) 支援金支給事務の基本的な流れ 
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       ①申請書の    ②申請書の     ③申請書の 

提出       取りまとめ、    取りまとめ、    

        送付        送付       ⑦補助金申請 

 

                ⑥支援金の支    ⑤支援金の支    ⑧支給額の 

                 給の報告      給の報告      １/２補助 

 

             ④支援金の支給決定及び支給 

 

第２ 罹災証明書等の交付 

(１) 市は、災害が発生し被災者から申請があったときは、災害の状況を迅速かつ的確に把握すると

ともに、各種の支援措置を早期に実施するため、遅滞なく住家の被害その他市長が定める種類の

被害の状況を調査し、災害による被害の程度を証明する書類（罹災証明書）を交付する。 

なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した住家の

写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施するよう努める。 

(２) 市は、財務部を主管に建築技術職員を臨時に配置し被災の認定を行う。また、専門的な知識及

び経験を有する職員を育成するとともに、他の地方公共団体又は民間団体との連携の確保、その

他必要な措置を講じる。 

市は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部局とが非常時の

情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定実施計

画や判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努める。 

(３) 罹災証明書の交付は、市民部を主管に罹災証明書の発行を行う。また、被災者への交付手続き

等についての周知に努める。 

 その際、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査等、

住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の必要性や実施

時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について説明する。 

(４) 消防本部は、火災による罹災証明書の交付の迅速かつ適正な事務処理体制を確立する。さらに、

被災者への周知に努める。 

 

第３ 被災者台帳の作成 

市長は、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため、被災者台帳（以下「台帳」という。）

を作成するよう努める。 

１ 台帳に記載する内容 

① 氏名 ② 生年月日 

③ 性別 ④ 住所又は居所 

⑤ 住家の被害その他市が定める種類の被害

の状況 

⑥ 援護の実施の状況 

⑦ 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮

者に該当する事由 

⑧ 電話番号その他の連絡先 

⑨ 世帯の構成 ⑩ 罹災証明書の交付状況 

被
災
世
帯 

県 

市
町
村 

国
（
内
閣
府
） 

支
援
法
人 
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⑪ 台帳情報を市以外の者に提供することに被災者本人が同意している場合には、その提供先 

⑫ 台帳情報を提供した場合には、その旨及びその日時 

⑬ 台帳の作成にあたって行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律第２条第５項に規定する個人番号を利用する場合には、被災者に係る個人番号（マ

イナンバー） 

⑭ その他被災者の援護の実施に関し市長が必要と認める事項 

 

２ 台帳情報の利用及び提供 

(１) 台帳情報の提供 

市長は、次のいずれかに該当すると認めたときは、台帳情報を利用目的以外の目的のために自

ら利用し又は提供することができる。なお、被災者に係る個人番号（マイナンバー）は含まない

ものとする。 

ア 本人の同意があるとき又は本人に提供するとき。 

イ 市が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき。 

ウ 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、被

災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき。 

(２) 台帳情報の提供に関し必要な事項 

市の台帳情報の提供を受けようとする者（申請者）は、以下の事項を記載した申請書を市長に

提出しなければならない。 

ア 申請者の氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

イ 申請に係る被災者を特定するために必要な情報 

ウ 提供を受けようとする台帳情報の範囲 

エ 提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係る者が含まれる場合にはその使用目的 

オ 台帳情報の提供に関し市長が必要と認める事項 
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第２６節 水害・土砂災害応急対策 

【本部事務局、市民部、建設部、市消防団】 

第２６節 水害・土砂災害応急対策 

第１ 水害応急対策（水防計画） 

水防計画は、洪水等の水災を警戒し、防御し、若しくはこれによる被害を軽減し、もって公共の安

全を保持するため、河川に対する水防上必要な監視、予報、警報、通信、連絡、輸送及び水門の操作、

水防のための水防団及び消防機関の活動、避難の誘導、水防管理団体相互間における協力・応援、並

びに、水防に必要な器具・資材及び施設の整備と運用等の実施要領を示す。 

詳細は、本宮市水防計画書による。 

１ 水防管理団体の水防責任 

市は、水防法第３条の規定により市域内の水防に責任を有する。また、県は水防法第３条の６の

規定により、市が行う水防活動を確保すべき責任を有する。 

２ 水防組織 

(１) 水防組織の概要 

市（水防管理団体）は、水防活動の円滑な執行を図るため、下表の水防組織を設置し、水防本

部及び地方水防本部との正確かつ迅速な連絡体制により、的確な水防活動の実施に資する。 

水防組織は、別に定める水防計画の水防分担表による。ただし、第１章、第１節「防災組織の

整備・充実」第２に基づく災害対策本部を設置したときは、災害対策本部の組織に包含する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 水防組織の役割 

本宮市水防本部は、水防事務を総括する。（気象、被害、水防活動等に関する情報の収集、連

絡、広報等の業務） 

県北地方水防本部との密接な連絡のもとに、市消防団等への出動命令（水防法第１７条）、他

の水防管理者等への応援要請（同法第２３条）、決壊の通報（同法第２５条）、避難立退きの指

示（同法第２９条）等の業務を実施する。 

(３) 水防組織間の連絡 

① 市水防本部から県水防本部（県土木部）への連絡は、原則として地方水防本部（福島県北建

設事務所）を通し行う。ただし、緊急連絡等やむを得ない場合はこの限りでない。 

② 市水防本部は、所轄水防団等の活動状況を常に掌握し、的確な連絡体制をとる。 

  

国 土 交 通 省  水 防 本 部 

県北地方水防本部 

本宮市水防本部 

水 防 団 等 

県土木部 

県北建設事務所 

水防管理団体 

消防団 

県 

市 
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３ 水防活動 

洪水予報（水防法第１０条）の受信から、危険解消までの間の水防活動は次のとおりとする。 

(１) 監視、警戒活動 

市長（水防管理者）は、水防警報等を受信したときは、直ちに水防団長（消防団長）に対しそ

の通報を伝達する。水防団長は、各河川の水防受持区域の水防分団長（消防分団長）に、必要団

員による河川及び水門・樋門等の巡視を指示する。異状を発見した場合は、直ちに市水防本部へ

報告する。市水防本部は、県北地方水防本部長（県北建設事務所長）及び二本松土木事務所長に

報告する。 

(２) 水門の操作 

水門管理者は、所定の規則・規定により操作し、水災を未然に防止するよう努める。 

(３) 水防活動の実施 

市長（水防管理者）は、監視及び警戒により水防活動が必要と認めた場合は、必要な措置を実

施する。併せて、直ちに水防活動の内容を県北地方水防本部長（県北建設事務所長）及び二本松

土木事務所長に報告する。 

水防活動の要領等は、別に定める水防計画による。 

(４) 水防センター 

増水時の破堤等の危機的状況を回避するとともに、災害箇所の緊急復旧を素早く行うため、河

川防災ステーションを積極的に活用する。 

 

第２ 土砂災害応急対策 

１ 土砂災害警戒情報 

(１) 土砂災害警戒情報とは 

１ｋｍメッシュ毎に、土砂災害の急迫した危険を予想するため土砂災害発生危険基準線（以下

「ＣＬ」という。）を設定し、当該区域に係る６０分間積算雨量及び土壌雨量指数の予測がＣＬ

を超え、土砂災害発生の危険性が高まったときには、避難指示等の判断に資するため、県は、福

島地方気象台と共同して市に土砂災害警戒情報を発表する。また、避難指示等の発令対象地域を

特定するための参考情報として、土砂災害警戒情報を補足する情報の提供に努める。 

(２) 市の情報伝達 

市は、国、県からの土砂災害緊急情報及び土砂災害警戒情報等に基づき、市民への避難指示等

発令の時期や区域等を判断し、迅速かつ的確に伝達する。 

また、住民は、市が伝達する避難情報やその他機関が配信する気象・防災情報に十分注意を払

い、市や近隣市民と連絡を密にするなどして自ら災害に備えるとともに、自発的な防災活動に参

加する等、防災に寄与するよう努める。 

(３) 土砂災害警戒情報の伝達系統 

土砂災害警戒情報を発表した際には、福島地方気象台は県及び関係機関へ伝達し、県は市へ伝

達する。 

(４) 土砂災害警戒情報の発表 

① 目的 

大雨による土砂災害のおそれが高まったときに、市長が災対法第６０条第１項の規定による

避難のための立退きの指示の判断や住民の自主避難の参考となることを目的とする。 
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② 発表機関 

土砂災害警戒情報は、土砂災害防止対策の推進に関する法律及び気象業務法により県と福島

地方気象台が共同で作成・発表する。 

③ 土砂災害警戒情報の基本的な考え方 

ア 県と気象台が共同して作成・発表する情報である。 

イ 市長が避難指示等を発令する際の判断基準や市民の自主避難の参考となるよう発表する

情報である。 

ウ 大雨による土砂災害発生の危険度を降雨に基づいて判断して、土砂災害に対する警戒及び

警戒解除について作成・発表するものである。 

エ 土砂災害に対する事前の対応に資するため、土砂災害の危険度に対する判断には気象台が

提供する降雨予測を利用する。 

オ 対象とする土砂災害は降雨から予測可能な「土石流」及び「集中的に発生する急傾斜地崩

壊」とする。 

カ 局地的な降雨による土砂災害を防ぐため、精密な実況雨量を把握する必要があるため、気

象台雨量観測所や解析雨量に加え、県や国土交通省が設置した雨量観測所の雨量情報等を活

用する。 

④ 土砂災害警戒情報の発表・解除基準 

ア 発表基準 

大雨警報又は大雨特別警報発表中において、気象庁が作成する降雨予測に基づいてＣＬに

達したとき、又は達するおそれがあるときに発表される。 

なお、地震や火山噴火等で現状の基準を見直す必要があると考えられた場合は、県と気象

台は、福島県土砂災害警戒情報に関する実施要領の別紙１「地震等発生後の暫定基準の設定

について」に基づき、基準を取り扱うものとする。 

 震度５強の地域 震度６弱以上の地域 

暫定割合（通常基準に乗じる割合） ８割 ７割 

イ 解除基準 

ＣＬを下回り、かつ短時間で再びＣＬを超過しないと予想されるとき。ただし、大規模な

土砂災害が発生した場合等には、県と気象台が協議の上基準を下回っても解除しない場合も

あり得るが、降雨の実況、土壌の水の含み具合及び土砂災害の発生状況等に基づいて総合的

な判断を適切に行い、当該地域を対象とした土砂災害警戒情報を解除することとする。 

⑤ 利用にあたっての留意点 

ア 土砂災害警戒情報は、個別の災害発生箇所・時間・規模を詳細に特定するものではないこ

と。 

イ 土砂災害警戒情報の対象とする災害は、技術的に予測が可能である表層崩壊等による土砂

災害のうち土石流や集中的に発生する急傾斜地の崩壊とし、技術的に予測が困難である斜面

の深層崩壊、山体の崩壊、地すべり等については発表対象とするものではないこと。 

ウ 市長が行う避難指示等の発令にあたっては、土砂災害警戒情報を発令の判断材料としつつ、

急傾斜地の崩壊や土石流の発生など土砂災害の特性、局所的な地形・地質条件等の要因、気

象や土砂災害などの収集できる情報、避難指示等の対象区域などを踏まえ、総合的な判断を

して避難指示等の発令を行う。 
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⑥ 情報の伝達体制 

ア 市は、土砂災害警戒情報に係る必要事項を関係機関及び市民その他関係のある公私の団体

等へ伝達する。 

イ その他関係機関は、必要な伝達等の措置をとる。 

 

２ 土砂災害・斜面災害応急対策 

(１)応急対策の実施 

① 市は、市民等から土砂災害等の通報を受けた時及びパトロール等により土砂災害等を確認し

た時は、県及び関係機関へ連絡する。また、市民に被害が及ぶおそれがある場合は、避難指示

等及び避難誘導等を実施する。  

② 市民は、土砂災害やその前兆現象、また、治山・砂防施設の被災等（以下「土砂災害等」と

いう。）を確認した時は、市長、警察等へ連絡する。 

(２)要配慮者に対する配慮 

① 市は、土砂災害等により、主として要配慮者が利用する施設に被害が及ぶおそれがある場合

は、消防機関、警察、民生委員、社会福祉協議会、自主防災組織等に、迅速かつ的確な避難情

報等を伝達し、避難支援活動を行う。 

(３)土砂災害等の調査 

① 国、県、市は、土砂災害等の被災状況を把握するため、速やかに被災概要調査を行い、被害

拡大の可能性について確認する。 

被害拡大の可能性が高い場合は、関係機関等へ連絡するとともに、巡回パトロールや監視員

の配置等により状況の推移を監視し、応急対策の実施を検討する。 

被害拡大の可能性が低い場合は、被災詳細調査を行うとともに、応急対策工事の実施を検討

する。重大な土砂災害が想定される場合は、土砂災害防止法第２８条及び第２９条に基づく緊

急調査を実施する。 

② 市は、土砂災害緊急情報、被害概要調査結果及び状況の推移を関係市民等に連絡する。 

(４) 応急対策工事の実施 

国、県、市は、被災詳細調査の結果から、被害拡大防止に重点を置いた応急対策工事を適切な

工法により実施する。 

ワイヤーセンサーや伸縮計などの感知器とそれに連動する警報器の設置や、監視員等の設置に

より、異状時に関係市民へ通報するシステムについても検討する。 

(５) 避難指示等の実施 

市は、土砂災害緊急情報や被災概要調査の結果により、二次災害等被害拡大の可能性が高いと

考えられるときは、関係住民にその調査概要を報告するとともに避難指示等及び避難誘導等を実

施する。異状時における臨機の措置に備えるため、職員の配置や伝達体制等、必要な警戒避難体

制を構築する。 

３ 土砂災害緊急情報 

国及び県が重大な土砂災害が想定される地域及び時期を明らかにするために必要な調査（以下

「緊急調査」という。）を実施し、得られた結果を、避難のための立退き又は指示の判断に資する

ため市に通知する。 
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(１) 情報の伝達 

市は、国、県からの土砂災害緊急情報及び県と福島地方気象台からの土砂災害警戒情報に基づ

き、住民への避難指示等発令の時期を判断し、迅速かつ的確に伝達する。 

また、住民は、市が伝達する避難情報やその他機関が配信する気象・防災情報に十分注意を払

い、市や近隣住民と連絡を密にするなどして自ら災害に備えるとともに、自発的な防災活動に参

加する等、防災に寄与するよう努める。 
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第２７節 雪害応急対策 

【建設部、産業部、市民部】 

第２７節 雪害応急対策 

 雪害が発生した場合、又は発生のおそれがある場合、市及び防災関係機関が連携し、雪害の拡

大防止と被災者の救助救援に努め、被害の発生を最小限にとどめる。市は、それぞれ雪害の規模、

程度、拡大のおそれ等を判断し、災害対策本部等を速やかに設置し、総合的な雪害対策の体制を

確立する。 

 

第１ 防災活動体制 

１ 応急対策 

(１) 市道交通確保対策 

① 市は、降積雪の状況及び気象情報に基づき、道路除排雪事業の実施を判断する。 

② 市は、郡山北警察署本宮分庁舎と交通及び道路除排雪情報の共有を図り、交通情報の収集と

提供を行う。また、必要に応じ通行止め等の必要な交通規制を行う。 

③ 市は、迅速に道路情報提供に努めるとともに、必要に応じて、運転者等のための避難所を開

設し、道路状況により立ち往生車両に運転者等が残された場合には食料の提供などを行う。  

また、道路管理者は、立ち往生車両を速やかに移動できるよう、リスク箇所にレッカー車や

トラクタシャベル等の機材を事前配備するよう努める。 

④ バス運行の安全対策 

  市内路線バス、市街地循環バス、市営バス、もとみやイクタンタクシー（デマンドタクシー）、

通学バス等のバス事業者は、以下の安全対策を講じる。 

・ 防滑チェーン等を装着し、注意運転を行う。状況によっては運行を休止する。 

・ 雪害等により正常運行が不可能となった路線については、現地の状況を把握し、関係機関

と連絡を取りつつ、措置方法を決定し、運行の早期復旧に努める。 

(２) 指定緊急避難場所確保対策 

① 市は、降雪時の状況及び気象情報に基づき、自家用車での帰宅困難者用の駐車場を確保する

ため、通行及び駐車可能な指定緊急避難場所等の除雪を実施する。 

② 市は、雪害での帰宅困難者の駐車場確保のため、指定緊急避難場所の整備・拡充に努める。 

２ 通信確保対策 

① 通信の確保 

雪害による設備の被害を最小限にとどめ、迅速な復旧作業を図るため、災害復旧体制の早期

確立等を図る。 

また、報道機関に対して、通信施設被害状況、復旧の見通しなどについて情報提供を行う。 

② 孤立集落等への情報提供 

市は、孤立した集落及び孤立可能性のある集落などに対し、防災行政無線（防災ラジオを含

む）で適宜情報提供を行う。 

③ 郵便の確保 

積雪により平常の集配業務に支障を来すおそれのある郵便局は、降雪期に集配要員を増強す

る。また、積雪時の集配運送業務の確保を図るため、全輪駆動車を配備する。 
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第２ 応急活動体制の整備 

１ 応急活動体制及び職員の非常配備・参集 

(１) 配備の基準 

配備区分 配 備 体 制 配 備 時 期 

事 前 配 備 

情報連絡及び除排雪のため、建設

部建設課の所要人数をもってあた

る。 

 建設課配備基準に基づく。 

１．大雪又は風雪注意報が発表され、

なお大雪又は暴風雪警報の発表が

予想され、降積雪が除排雪基準に

達するおそれがある場合。 

２．建設課長が配備を決定したとき。 

警 戒 配 備 

市民部防災対策課（情報収集及び

報告）、建設部建設課（パトロール及

び除排雪）及び教育部幼保学校課（児

童生徒等の安全確保）の所要人数を

もって、災害情報の収集・対策及び予

防にあたる。 

各部課の配備基準に基づく。 

１．大雪又は暴風雪警報が発表され、

災害の発生が予想される場合。 

２．総括部長が必要と認めたとき。 

特別警戒配備 

警戒配備関係部等の長及び総務政

策部（住民広報及び本部設置判断）、

産業部農政課（農業被害）の所要人数

をもって、災害・被災情報収集及び対

策にあたる。 

災害発生とともに、直ちに災害応

急活動が開始できる体制（特別警戒

本部体制）に円滑に移行できる体制

をとる。 

関係職員の３０％を基準とする。 

１．広範囲かつ大規模な災害の発生

が予想されるとき又は局所的に被

害が発生したとき。 

２．大雪特別警報又は暴風雪特別警

報が発表されたとき。 

３．副市長が必要と認めたとき。 

特別警戒本部体制 

災害対策本部本部員及び事務局体

制において、災害・被害の情報収集、

連絡応急対策を実施し、状況に応じ

て災害対策本部の設置に移行できる

体制とする。 

１．市内に広域かつ大規模な災害が

発生し又は発生するおそれがある

場合において、市災害対策本部の

設置に至るまでの間又は設置に至

らない程度において必要と認めら

れるとき。 

２．副市長が必要と認めたとき。 

災害対策本部体制 

 激甚な災害が発生した場合におい

て、組織及び機能の全てを挙げて、応

急対策にあたる体制。 

 必要に応じて、第一次非常配備体

制（全職員の５０％）及び第二次非常

配備体制（全職員）を指示する。 

１．第一次非常配備体制 

局地的な激甚災害が発生し、複

数地域で災害発生が予想されると

き。 

２．第二次非常配備体制 

市域の複数地域又は全域で災害

が発生したとき。 

災害救助法による救助が適用さ

れる災害となったとき。 

＊ 配備基準を除く体制は、第２章、第２節「職員の動員配備」に準じる。 
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２ 県への支援要請 

市は、次により市単独で雪害対策を行うことが不可能となった場合は、県と協議の上支援要請す

る。 

① 平年に比べ、短時間の異常な降雪及び積雪により、住家の倒壊又はその危険性が増大した場 

合。 

② 平年孤立したことのない集落が、交通途絶により孤立化した場合。 

③ 雪崩発生により、人命及び住家被害が発生した場合。 

④ 除排雪の量が平年と比べ極端に多い場合。 

⑤ 特殊な技術・装備・資機材を投入しなければ、雪害対策が困難な場合。 

 

第３ 地域ぐるみの除排雪 

１ 地域ぐるみの除排雪の促進 

市は、除雪計画について住民に周知徹底を図り、関係機関・建設業者等に機械等の積極的な協力

を求め、地域ぐるみの除排雪推進に努める。また、行政区・町内会・自主防災組織と緊密な連携を

とる。 

２ 行政と住民組織との作業連携、情報連絡等 

市は、県、自主防災組織及びボランティア等との連携作業により、情報連絡を密にし、住民行動

の円滑な展開及び住民ニーズに即した対策の推進を図る。 
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第２８節 消防に関する計画 

【本部事務局、市民部、市消防団】 

第２８節 消防に関する計画 

 災害発生時において、消防の現有勢力及び機能を効果的に運用し、災害を警戒し防御して、市

民の生命、身体、財産の保護に当たり、被害の軽減を図る。また、消防団を中核として、消防の

組織、人員施設等の消防力及び地域防災力の充実強化を図るとともに予防消防の徹底、災害の防

御、被害の軽減及び住民の秩序安寧を保持する。 

 

第１ 本宮市消防主標 

１ 市民総ぐるみによる災害予防思想の普及徹底を図り、災害を未然に防止し無火災達成の確立を図

る。 

２ 水害・火災の危険箇所を巡察し、災害予防に徹するとともに緊急出動体制の確立を図る。 

３ 「信頼される消防人」育成のため団員の資質向上に努め技術と訓練の強化を図る。 

４ 消防力及び地域防災力強化のため現有施設の点検整備と消防防災施設の拡充を図る。 

５ 救急業務、火災の質的変化等に対処するため、消防署と緊密なる相互連携を図るとともに、広域

常備消防体制の強化拡充に努める。 

 

第２ 消防署の活動 

(１) 同時に複数の延焼火災を覚知した場合は、重要かつ危険度の高い地域を優先する。 

(２) 火災規模と比べ、消防力が劣勢と判断した場合は、住民の安全を最優先に道路、河川、耐震建

築物、空き地等を活用し、延焼を阻止する。 

(３) 事業所等の火災が市街地に延焼するおそれのある場合は、市街地への火災防御活動を優先する。 

(４) 不特定多数の者を収容する施設から出火した場合は、人命救助を目的とした消防活動を行う。 

 

第３ 消防団の活動 

１ 災害時の機構 

 (１) 通常火災時 

 

 

 

 

消防組織法第１５条 

 

 

 

 

 

 

 

本宮市消防団長 防災対策課 消防本部・消防長 

本部員・分団長 

班長 

団員 

南消防署長 
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 (２) 災害（水防本部又は災害対策本部設置）時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 配備基準 

(１) 消防団の非常配備に関する一般的基準 

 種別 配 備 内 容          配 備 基 準                     

 第 

一 

非 

常 

配 

備 

各分団少数の団員をもって 

情報の収集及び連絡にあた

り、事態の推移によって、直

ちに第二非常配備体制に移行

できる体制とする。 

① 水防本部設置時及び災害対策本部設置時。 

② 大雨・台風・乾燥期において、警報の１以上が発表され被

害が予想される場合において、災害対策本部長が当該配備を

指示したとき。 

③ その他、必要により災害対策本部長が当該配備を指示した

とき。 

 

 

 

 第 
二 

非 

常 

配 

備 
全団員をもってあたり、状

況によりそれぞれの災害対策

活動ができる体制とする。 

① 市の全域にわたって災害が発生すると予想される又は災

害が特に甚大と予想される場合において、災害対策本部長が

当該配備を指示したとき。 

② 市に予想しない重大な災害が発生したとき。 

(２) 第一非常配備下の活動 

① 分団ごとに区域内の情報を収集し、市災害対策本部に電話・移動無線・連絡員等によりその

状況を報告する。 

② 事態の推移により、直ちに全団員を招集できる体制を執る。 

(３) 第二非常配備下の活動 

① 市消防団本部員は、市災害対策本部に集合する。 

② 分団ごとに区域内を警戒するとともに、危険区域に団員を配備し情報を収集する。 

③ 市災害対策本部と連携し、災害の防御に必要な資材及び器材等を準備・点検する。 

④ 常に出動できる体制を執り、出動命令と同時に出動する。 

⑤ 区域内の状況及び市消防団の準備体制を随時市災害対策本部に報告する。 

 

本宮市災害対策本部 

本宮市水防本部 

本宮市消防団長 

防災対策課 
建設部（水防本部設置時） 

本部員・分団長 

班長 

団員 

消防本部・消防長 

南消防署長 
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(４) 出動は、原則として団長の命令による。ただし、災害の発生により必要があれば出動する。 

(５) 災害時に火災発生のおそれがある場合は、住民に対し出火防止及び飛び火の警戒を呼びかける。 

(６) 消火活動は、消防署と協力してあたる。 

(７) 出火の発見通報、火災の状況及び道路の通行支障状況等の情報収集に努め、災害対策本部へ報

告する。 

(８) 要配慮者及び要救助者の救助救出、負傷の応急措置及び避難支援を行う。 

(９) 避難等の指示が発令された場合は、住民への周知・伝達を行う。併せて、関係機関と連携し住

民の避難誘導を行う。 

(10) 未避難者の捜索、避難の説明・説得及び避難誘導を行う。 

３ 警報及び情報等伝達計画 

市消防団に対する出動命令並びに各種指令及び通知は、携帯電話メーリングサービスにより、迅

速かつ的確に伝える。 

 

第４ 自主防災組織及び住民の活動 

(１) 各家庭のガス栓及び火気使用器具の安全確認を呼び掛ける。 

(２) 相互に呼び掛けを行い、安否を確認する。 

(３) 要配慮者への情報伝達、安否確認及び避難支援を行う。 

(４) 火災発生時は、消火器等による初期消火に努め、速やかに消防機関に通報しその指示に従う。 

 

第５ 事業所等の活動 

それぞれの事業所等が作成する消防計画（又は防災あるいは避難計画）に基づき行動する。 
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第３章 災害復旧計画 

第３章 災害復旧計画 

第１節 施設の復旧対策 

【総務政策部、建設部、産業部、市民部、保健福祉部、教育部】 

第１節 施設の復旧対策 

 災害復旧計画は、災害発生後、被災した施設の原形復旧に併せ、再度災害の発生を防止するた

め必要な施設の設計又は改良を行うなど、将来の災害に備える事業計画を樹立し、早期復旧を目

標にその実施を図るものである。この計画策定にあたっては、災害応急対策を講じた後に、被害

の程度を十分検討して作成する。 

なお、災害の状況を速やかに調査し実情を把握して、激甚災害指定基準に該当する場合は、「激

甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づき、激甚災害の指定を速やかに

受けられるよう努める。 

 

第１ 災害復旧事業計画の作成 

市は、災害応急対策を講じた後に、被害の程度を十分調査・検討し、所管する公共施設に関する災

害復旧計画を速やかに作成する。 

１ 復旧事業計画の基本方針 

(１) 災害の再発防止 

       復旧事業計画の樹立にあたっては、被災原因・被災状況等を的確に把握し、再度の災害防止に

努めるよう、関係機関と十分に連絡調整を図り計画を作成する。 

(２) 災害復旧事業期間の短縮 

復旧事業計画の樹立に当たっては、被災状況を的確に把握し、速やかに効果の上がるよう、関

係機関は十分連絡調整を図り、事業期間の短縮に努める。 

２ 災害復旧事業の種類 

災害復旧事業の主な種類は、以下のとおり。 

① 公共土木施設災害復旧事業計画 ② 農林水産業施設災害復旧事業計画 

③ 都市災害復旧事業計画 ④ 上、下水道災害復旧事業計画 

⑤ 住宅災害復旧事業計画 ⑥ 社会福祉施設災害復旧事業計画 

⑦ 医療施設、病院等災害復旧事業計画 ⑧ 学校教育施設災害復旧事業計画 

⑨ 社会教育施設災害復旧事業計画 ⑩ 災害復旧上必要な金融その他資金計画 

⑪ その他の計画  

 

第２ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成計画の作成 

市は、被災施設の復旧事業計画を速やかに作成するとともに、その費用の全部又は一部を、国又は

県が負担又は補助するものについては、復旧事業費の決定及び決定を受けるための査定計画を策定し、

国の災害査定実施が速やかに行えるよう努める。 

特に、公共土木施設の復旧については、被災施設の災害の程度により、緊急の場合に応じて公共土

木施設災害復旧費国庫負担法その他に規定する緊急査定が実施されるよう必要な措置を講じる。 

なお、災害復旧事業として採択され得る限度及び範囲については、国庫負担法、同法施行令、同法
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施行規則、国庫負担法事務取扱要綱及び同査定方針による。 

災害復旧事業費の決定は、知事の報告及び市長が提出する資料並びに実施調査に基づき決定される

が、法律又は予算の範囲内において国が全部又は一部を負担又は補助して行う災害復旧事業及び激甚

災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下この節において「激甚法」という。）に

基づき援助される事業は、次のとおり。 

１ 法律に基づき国が一部負担又は補助する主なもの 

(１)公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 (２)公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

(３)公営住宅法 (４)土地区画整理法 

(５)廃棄物の処理及び清掃に関する法律 (６)予防接種法 

(７)都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針（予算の範囲内で事業費の２分の１） 

(８)感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

(９)農林水産施設災害復旧費国庫負担の暫定措置に関する法律 

２ 激甚災害に係る財政援助 

市は、災対法に規定する著しく激甚である災害（以下この節において「激甚災害」という。）が

発生した場合、災害の状況を速やかに調査し実情を把握して、早期の激甚災害指定に向け準備し、

迅速かつ円滑に公共施設災害復旧事業に取り組める体制を整える。 

激甚災害に係る公共施設等の復旧に対する財政援助措置の対象は、次のとおり。 

(１) 公共土木施設災害復旧事業等に関する主な特別の財政援助 

ア 公共土木施設災害復旧事業 イ 公共土木施設災害関連事業 

ウ 公立学校施設災害復旧事業 エ 公営住宅災害復旧事業 

オ 児童福祉施設災害復旧事業 カ 老人福祉施設災害復旧事業 

キ 身体障がい者社会参加支援施設災害復旧事業 ク 障がい者支援施設等災害復旧事業 

ケ 感染症指定医療機関の災害復旧事業 コ 感染症予防事業 

サ 堆積土砂排除事業 シ たん水排除事業 

(２) 農林水産施設災害復旧事業等に関する主な特別の助成 

ア 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置 

イ 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

ウ 天災による被害農林業者等に対する資金の融通に関する暫定措置の特例 

エ 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

オ 土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 

カ 森林災害復旧事業に対する補助 

キ 治山施設災害復旧事業に対する補助 

(３) 中小企業に関する特別の助成 

ア 小規模起業者等設備導入資金助成法による貸付金等の償還等の特例 

イ 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

(４) その他の主な財政援助及び助成 

ア 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 

イ 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

ウ 市が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 
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エ 母子、父子及び寡婦福祉資金に関する貸付の特例 

オ 水防資器材費の補助の特例 

カ 罹災者公営住宅建設事業に対する補助の特例 

キ 公共土木施設、公立学校施設、農地農業用施設、林地被害及び林道の小災害復旧事業に対

する特別の財政援助 

ク 雇用保険法による求職者給付に関する特例 

 

第３ 激甚災害の指定 

１ 激甚災害に関する調査 

市は、県が行う激甚災害及び局地激甚災害に関する調査等について協力する。 

 

第４ 災害復旧事業の実施 

市は、復旧事業の早期実施により、被災施設の復旧を迅速に行うため、実施に必要な職員の配備、

職員の応援及び派遣等活動体制について、必要な措置を講ずる。 

さらに、復旧事業の事業費が決定され次第、速やかにできるよう措置し、復旧事業の実施効率を上

げるよう努める。 
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第２節 被災地の生活安定 

【該当部署】 

第２節 被災地の生活安定 

大規模災害時は、多数の住民が被災し、住居や家財の喪失、経済的困窮、あるいは生命の危機

に瀕し、地域社会が混乱に陥ることが予想される。さらに、このような社会混乱は、速やかな災

害復旧を妨げる要因となりかねない。そこで、災害時の人心の安定と社会秩序の維持を目的に、

防災等関係機関と協力し、被災地の生活安定のための緊急措置を講ずるとともに、適切な情報提

供に努める。 

 

第１ 義援金 

１ 義援金の受入れ及び配分 

県、日本赤十字社福島県支部及び県共同募金会等を通じて市に寄託された義援金は、義援金配分

委員会を組織して協議の上、被災者に配分する。 

２ 配分方針 

災害事案によるが、被災地区、被災人員及び世帯数並びに被災状況等を勘案して、世帯及び人員

等を単位に計画し、対象は住宅被害（全壊、流失世帯又はこれに準ずるもの）及び人的被害等とす

る。 

３ 迅速、透明な配分 

義援金の配分は、あらかじめ具体的な配分方法を定めるなど、迅速な配分に努め、情報公開を徹

底し十分に透明性を確保する。 

 

第２ 被災者の生活確保 

１ 公営住宅の一時使用 

(１) 実施機関等 

① 市長は、公営住宅及び公共賃貸住宅（以下「公営住宅等」という。）の一時使用に関する計

画を立案し実施する。 

② 市は、平常時から災害時に一時使用が可能な公営住宅等を把握する。 

③ 一時使用は、地方自治法第２３８条の４第７項による目的外使用許可により行う。 

(２) 実施方法等 

① 一時使用対象者 

災害により被災し、自らの資力では住宅を確保できない者であって、次に掲げるいずれかに

該当する者。 

ア 住宅が全壊、全焼又は流失した者 

イ 居住する住宅がない者 

ウ 生活保護の被保護者若しくは要保護者 

エ 特定の資産を持たない、失業者、未亡人、母子世帯、高齢者、病弱者、障がい者及び小

企業者 

オ これらに準じる者 
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② 一時使用者の選定 

ア 公営住宅等の一時使用者の選定は、市長が行う。 

イ 選定は、公募によらない入居とし、収入基準等の入居資格要件を問わない。 

③ 一時使用の条件 

一時使用の条件は、市長が次の事項に留意し定める。 

ア 一時使用の期間 イ 家賃及び敷金の負担者 

ウ 電気、ガス、水道並びに共益費の負担者 エ 退去時の修繕義務 

他に、公営住宅法、同法施行令並びに特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律、同法施

行令及び本宮市営住宅条例を準用する。 

④ 一時使用住宅の戸数 

ア 一時使用住宅戸数は、通常の入居希望者に支障が出ない範囲で定める。 

イ 市は、一時使用住宅が不足する場合、近隣市町村又は県に公営住宅等の提供を依頼す

る。 

ウ 前号の依頼が市にあり、受け入れ可能公営住宅等がある場合は、市長の決定により依

頼市町村に提供する。 

⑤ 正式入居の措置 

一時使用を許可した者で、公営住宅法又は特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律の入

居資格要件に該当する者については、必要に応じて、公営住宅法第２２条、同法政令第５条又

は特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則第２６条第３項に基づく特定入居と

して正式な入居とする。 

２ 職業斡旋計画（職業あっせん計画） 

(１) 就業支援 

市長は、災害により離職を余儀なくされた者の再就職を促進するため、離職者の発生状況、求

職の動向等の情報を把握し、以下の離職者早期再就職措置を、公共職業安定所長に依頼する。 

① 被災者のための臨時職業相談窓口の設置 

② 公共職業安定所に往来が困難な地域での臨時職業相談所の開設又は巡回職業相談の実施 

③ 職業訓練・職業転換給付金制度の活用等 

④ 災害救助法適用時、市の労務需要に際しての労働者の斡旋 

３ 雇用保険の失業給付に関する特例措置 

(１) 失業保険特例措置 

市長は、次の措置を公共職業安定所長に依頼する。 

① 証明書による失業の認定 

② 激甚災害による休業者に対する基本手当の支給 

４ 租税緩和措置 

市は、被災した納税義務者又は特別徴収義務者（以下「納税者」という。）に対し、地方税法又

は本宮市税条例により、市税の納税緩和措置として、災害の程度を勘案し必要に応じ、申告、申請、

請求、その他書類の提出又は納付若しくは納入に関する期限の延長、徴収猶予及び減免等の措置を

講ずる。 
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５ 生活必需品等の安定供給の確保 

市は、市商工会等関係機関と協力し生活必需品の安定供給の確保に努める。さらに、生活必需品 

等の著しい不足及び価格の異常な高騰がおきないよう、国、県、事業者団体に対し必要に応じ協力

を要請する。 

 

第３ 災害弔慰金の支給 

市長は、災害弔慰金の支給等に関する法律第３条第１項に準拠し定める本宮市災害弔慰金の支給等

に関する条例（平成１９年１月１日本宮市条例第２１号）に基づき、死亡した住民の遺族に対して災

害弔慰金を支給する。 

(１) 支給対象災害 

① 市域において、住家が５世帯以上滅失した災害 

② 県内において、住家が５世帯以上滅失した市町村が３以上ある場合の災害 

③ 県内において、災害救助法が適用された市町村が１以上ある場合の災害 

④ 前各号と、同等と認められる特別の事情がある場合の災害 

(２) 支給限度額 

死亡時において、生計を維持していた者の場合５００万円、その他の者の場合２５０万円を限

度として支給する。 

 

第４ 被災者への融資 

１ 農林水産業関係 

(１) 低金利経営資金制度創設要請 

市は、農作物及び経営施設等に被害を受けた農林業者に対し、天災による損失を受けた被害農

林業者に対する資金の融通に関する暫定措置法の速やかな適用により、低金利経営資金の融通及

び既往貸付期限の延長措置について、ふくしま未来農業協同組合と協議及び要請し、暫定制度創

設等による経営の維持安定に努める。 

２ 商工業関係（中小企業への融資） 

(１) 低金利経営資金制度創設要請 

市は、被災により事業活動に支障をきたした中小企業等の経営安定に資するため、低利な設備・

運転資金の融資を金融機関等関係機関に要請する。 

３ 住宅関係 

(１) 災害復興住宅資金斡旋 

市は、住宅に被害を受けた住民の復旧に要する資金を確保するため、住宅金融支援機構の災害

復興住宅資金等の貸付を案内する。 

４ 福祉関係 

(１) 生活福祉資金貸付制度の災害援護資金の貸付 

① 緊急小口資金 

市社会福祉協議会は、県の生活福祉資金貸付制度による社会福祉資金を、被災した低所得者

が緊急かつ一時的に生活の維持が困難となった場合、小額の資金を融通するものとする。 

② 災害援護資金 

県社会福祉協議会は、被災した低所得者（災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援
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護資金貸付対象世帯を除く）に、被災による困窮から自立更生するのに必要な融資をする。 

(２) 災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく災害援護資金の貸付 

市は、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき、災害により被害を受けた世帯の世帯主に

対して生活の建て直しに必要な資金を融資する。 
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第４章 火山災害対策 

【市民部、該当各部、消防団】 

第４章 火山災害対策 

本市西部に位置する安達太良山は、１８９９年（明治３２年）～１９００年（明治３３年）に

噴火（水蒸気噴火）があった。安達太良山は、那須火山地帯に属する活火山で、本市は福島県地

域防災計画で安達太良山の火山地域市町村に指定されており、噴火の程度にもよるが市域にも災

害をもたらすことが考えられる。 

この計画は、万一の火山災害から市民の生命と身体及び財産を守ることを目的とする。 

 

第１節 火山災害対策の概要 

第１節 火山災害対策の概要 

第１ 火山の概況 

全国には１１１の活火山があり、このうち、今後１００年程度の中長期的な噴火の可能性及び社会

的影響を踏まえて「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山」として火山噴火予知連

絡会によって５０火山が選定されている（２０１４年１１月選定）。気象庁は、これらの火山につい

て噴火の前兆を捉えて噴火警報等を的確に発表するために常時観測体制を整備し、火山活動を２４時

間体制で常時観測・監視している。福島県では、安達太良山、吾妻山、磐梯山、那須岳について、仙

台管区気象台地域火山監視・警報センター及び気象庁地震火山部火山監視・警報センターで常時観測・

監視している。 

 

第２ 火山災害警戒地域 

活動火山対策特別措置法（以下「活火山法」という。）に基づき、内閣総理大臣は火山の爆発によ

る人的災害を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき地域として火山災害警戒地域（以下「警

戒地域」という。）を指定しており、本市は、安達太良山の警戒地域に分類される。 

 なお、警戒地域に指定された県・市町村は想定される火山現象の状況に応じた警戒避難体制の整備

に関し、必要な協議を行うための火山防災協議会を火山ごとに共同で設置する。 

 

第３ 防災のための体制整備 

１ 防災体制の整備 

(１) 災害対策本部の設置 

安達太良山噴火警戒レベル３以上の場合、災害対策上必要と認めるときは、災害対策本部を設

置する。（第２節「火山災害予防対策」第１－２ 安達太良山の噴火警戒レベル参照） 

(２) 危険区域 

市域で、火山現象による被害が予想される地域は「安達太良山の火山活動が活発化した場合の

避難計画」に記載されるとおり。 

(３) 情報等収集体制 

情報の収集にあたっては、危険区域担当消防団等及び災害現場への職員派遣により状況を確認

する。 
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第２節 火山災害予防対策 

第２節 火山災害予防対策 

市及び防災関係機関は、火山防災協議会における協議・検討などをもとに、平常時から情報を

共有し、連携を取りながら火山災害の予防対策を行う。 

なお、市及び防災関係機関が行う火山災害予防対策については、本節内で定めるもののほか、

必要に応じ第１章各節を参照するものとする。 

 

第１ 火山防災協議会 

県及び関係市町村は、想定される火山現象の状況に応じた警戒避難体制の整備に関し必要な協議を

行うため、活火山法第４条第１項の規定に基づき、安達太良山火山防災協議会を共同で設置する。協

議会は主に以下の事項について協議を行うこととする。 

① 噴火に伴う現象とその影響の推移を時系列で示した「噴火シナリオ」に関する事項 

② 影響範囲を地図上に示した「火山ハザードマップ」に関する事項 

③ 噴火活動の段階に応じた入山規制や避難等の防災行動を定めた「噴火警戒レベル」に関する

事項 

④ 避難場所、避難経路、避難手段等を示した具体的な「避難計画」に関する事項 

⑤ 活火山法第５条第１項の規定により、県防災会議が県地域防災計画に定めなければならない

事項 

⑥ 活火山法第６条第１項の規定により、市町村防災会議が市町村地域防災計画に定めなければ

ならない事項 

⑦ 住民、登山者、観光客等に対する情報提供に関する事項 

⑧ 火山防災意識の啓発活動に関する事項 

⑨ その他必要と認められる事項 

 

１ 避難計画の策定 

市は、火山防災協議会が定める避難計画や火山ハザードマップ等をもとに火山防災マップを作成

し、次の事項について市地域防災計画に定めるものとする。 

① 火山現象の発生及び推移に関する情報収集・伝達や予警報の発表・伝達に関する事項 

② 噴火警戒レベルの運用による入山規制や避難指示等避難のための措置について市町村長が

行う通報及び警告に関する事項 

③ 避難場所及び避難経路に関する事項 

④ 火山現象に係る避難訓練に関する事項 

⑤ 救助に関する事項 

⑥ 警戒地域内の不特定かつ多数の者が利用する施設又は要配慮者利用施設で噴火等の火山現

象の発生時に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要がある施設（避難促進施設）の名称

及び所在地 

⑦ その他必要な警戒避難体制に関する事項 
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２ 噴火警戒レベルの運用 

噴火警戒レベルは、火山活動の状況に応じた「警戒が必要な範囲」と防災関係機関や住民等の「と 

るべき防災対応」を５段階に区分して発表する指標である。噴火警戒レベルは噴火警報・噴火予報

で発表される。また、気象庁ホームページに現在の噴火警戒レベルが表示されている。 

なお、登山者・入山者等への対応については噴火警戒レベル表に示されるとおりであり、市は噴

火警報レベルに応じて立入規制等を行う。 

 

＊ 安達太良山噴火警戒レベル 

種 

別 

名 

称 

対
象
範
囲 

レ
ベ
ル 

（
キ
ー
ワ
ー
ド
） 

火山活動の状況 

住民等の行動及び

登山者・入山者等へ

の対応 

想定される現象等 

特
別
警
報 

噴
火
警
報
（
居
住
地
域
）
又
は
噴
火
警
報 

居
住
地
域
及
び
そ
れ
よ
り
火
口
側 

５(

避
難) 

居住地域に重大

な被害を及ぼす

噴火が発生、ある

いは切迫してい

る状態にある。 

危険な居住地域か

らの避難等が必要。 

・火口から概ね４km以内の居住地域に

大きな噴石が飛散するような噴火が

発生、あるいは切迫している（火砕

流・火砕サージは居住地近くまで）。 

・融雪型火山泥流が居住地域に到達、

あるいは切迫している。 

【過去事例】 

有史以降の事例なし 

４(
高
齢
者
等
避
難) 

居住地域に重大

な被害を及ぼす

噴火が発生する

と予想される（可

能性が高まって

いる）。 

警戒が必要な居住

地域での高齢者等

の要配慮者及び特

定地域の避難、住民

の避難の準備等が

必要。 

・火口から概ね４km以内の居住地域に

大きな噴石が飛散するような噴火の

可能性（火砕流・火砕サージは居住

地近くまで）。 

・融雪型火山泥流が居住地域に影響を

及ぼす噴火の可能性。 

【過去事例】 

有史以降の事例なし 

警
報 

噴
火
警
報
（
火
口
周
辺
）
又
は
火
口
周
辺
警
報 

火
口
か
ら
居
住
地
域
近
く
ま
で 

３(

入
山
規
制) 

居住地域の近く

まで重大な影響

を及ぼす（この範

囲に入った場合

には生命に危険

が及ぶ）噴火が発

生、あるいは発生

すると予想され

る。 

住民は通常の生活。 

登山禁止・入山規制

など危険な地域へ

の立入規制等。 

状況に応じて特定

地域の避難、高齢者

等の要配慮者の避

難の準備等が必要。 

・火口から概ね 2.5km 以内に大きな噴

石が飛散、火砕流・火砕サージ、融雪

型火山泥流が流下するような噴火の

発生、またはその可能性。 

【過去事例】 

1900 年 7 月 17 日：沼ノ平火口で水

蒸気噴火 

火
口
周
辺 

２(

火
口
周
辺
規
制) 

火口周辺に影響

を及ぼす（この範

囲に入った場合

には生命に危険

が及ぶ）噴火が発

生、あるいは発生

すると予想され

る。 

住民は通常の生活。 

火口周辺への立入

規制等。 

状況に応じて特定

地域の避難の準備

等が必要。 

・火口から概ね１km以内に大きな噴石

が飛散するような噴火の発生、また

はその可能性。 

【過去事例】 

1899 年 8 月 24 日：沼ノ平火口で水

蒸気噴火 

予
報 

噴
火
予
報 

火
口
内
等 

１
（
活
火
山
で
あ
る
こ

と
に
留
意
） 

火山活動は静穏。 

火山活動の状態

によって、火口内

で火山灰の噴出

等が見られる（こ

の範囲に入った

場合には生命に

危険が及ぶ）。 

状況に応じて火口

内への立入規制等。 

・火山活動は静穏。 

・状況により火口内に影響する程度の

火山灰や火山ガス等の噴出 

【過去事例】 

1996年 9月：噴気 30ｍ、沼ノ平中央

部で泥が噴出し直径 100ｍに飛散 

2000年 2月：一時的に噴気が 300ｍ

まで上がる 
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＊ 特定地域とは、居住地域よりも安達太良山の想定火口に近い所に位置する、または孤立が想

定される集客施設を指す。居住地域より早期に避難等の対応が必要になることがある。 

＊ 融雪型火山泥流は積雪期のみ想定される。 

３ 住民等に対する周知・啓発 

市は、火山地域住民（特に火山災害危険箇所居住住民）に対し、火山災害の危険性や異常現象を

発見した場合の通報義務について周知・啓発を行う。 

さらに、次のような異常現象を発見した場合の通報義務について啓発を図る。 

ア 噴火（爆発、溶岩流、泥流、軽石流、火砕流等）やそれに伴う地形の変化 

イ 火山地域での火映、鳴動の発生、地震の群発 

ウ 火山地域での山崩れ、地割れ、地盤上昇・沈下、陥没等の地形変化 

エ 火山地域での顕著な地温の上昇、地熱地帯の拡大や移動、草木の立ち枯れ等 

オ 火山付近の湖沼、河川の水の顕著な異常変化、量、臭い、濁度等の変化、発泡、温度の上

昇、魚類の浮上等 

異常現象を発見し通報があった際の情報連絡系統図については節末のとおり。 

 

４ 防災訓練等の実施及び避難誘導体制の充実 

市は、防災訓練の一環として、図上の通信訓練及び火山災害危険箇所避難訓練を行う。 

５ 危険個所の明示 

市は、県から提供される災害予想に基づき、火山災害に関する火山災害予想区域図（ハザードマ

ップ）を作成し、住民へ周知する。 

 

第２ 火山噴火緊急減災対策砂防計画 

市は、火山災害の被害をできる限り軽減するため緊急的に実施する砂防対策を、火山噴火緊急減災

対策砂防計画に基づき行うよう国及び県に要請する。また、緊急減災対策が迅速かつ効果的に実施で

きるよう、市及び防災関係機関は連絡体制を整える。 

 

第３ 防災事業の推進 

(１) 市域が、活火山法に基づき「避難施設緊急整備地域」又は「降灰防除地域」に指定された場合、

被害の軽減を図るため、必要に応じ県に準じて次の事業の推進を図る。なお、避難施設緊急整備

地域の指定を受けた場合は、県の指導のもと前法に基づき避難施設緊急整備計画及び防災営農施

設整備計画を作成する。 

① 防災のための農林業経営施設の整備 ② 降灰除去事業 

③ 治山治水事業 ④ 砂防事業 

⑤ 河川の水質汚濁防止措置  
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異常現象を発見し通報があった際の情報連絡系統図(第２節 第１－３関係) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県北地方振興局 

本宮市 

異常現象発見者（住民、登山者、観光客、観光施設職員等） 

※災害対策基本法５４条（発見者の通報義務） 

県災害対策課 

福島地方気象台 

観光交流課 

道路管理課 

土木企画課 

喜多方建設事務所 

砂防課 

自然保護課 
火山専門家 

仙台管区気象台 

県警察本部 

県北建設事務所 

県中建設事務所 

福島森林管理署 

会津森林管理署 

東北地方整備局 

福島河川国道事務所 

裏磐梯自然保護管 

事務所 

警察署 

安達地方消防本部 

※関係機関が双方向から情報伝達を行うことにより、関係機関内で情報共有し、災害対応等を行うものと

する。 

※県及び市町村は、関連する観光団体、観光施設等と情報共有を図るとともに、山岳会等の団体に対して

速やかに情報共有するものとする。 

※災害時には、関係機関が連携して対応する。 

陸上自衛隊 

第 44普通科連隊 
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第３節 火山災害応急対策 

第３節 火山災害応急対策 

第１ 活動体制 

１ 市の活動改正 

市は、第２章 節１節「応急活動体制」第２に基づいて活動体制を整備するものとする。 

 

第２ 噴火警報等 

１ 噴火警報等の種類 

噴 火 警 報 

噴火に伴って発生し、生命に危険を及ぼす火山現象（大きな噴石、火砕流、

融雪型火山泥流、発生から短時間で火口周辺や居住地域に到達し、避難まで

の時間的猶予がほとんどない現象）の発生やその拡大が予想される場合に、

「警戒が必要な範囲」（生命に危険を及ぼす範囲）を明示して発表される。

「警戒が必要な範囲」に居住地域が含まれる場合は「噴火警報（居住地域）」

又は「噴火警報」、含まれない場合は「噴火警報（火口周辺）」又は「火口

周辺警報」として発表される。噴火警報（居住地）は、警戒が必要な居住地

を含む市町村に対する火山現象特別警報に位置付けられる。 

噴 火 予 報 
火山活動の状況が静穏である場合、あるいは火山活動の状況が噴火警報には

及ばない程度と予想される場合に発表。 

噴 火 速 報 

噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴火

したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動を取ってもらうために発表。 

噴火速報は以下のような場合に発表する。 

・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発生した場合 

・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レベルの引き

上げや警戒が必要な範囲の拡大を検討する規模の噴火が発生した場合（※） 

・このほか、社会的な影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝える必要があ

ると判断した場合 

※噴火の規模が確認できない場合は発表する。なお、噴火の発生を確認する

にあたっては気象庁が監視に活用しているデータだけでなく、関係機関から

の通報等も活用する。 

火山の状況に 

関する解説情報 

噴火警戒レベルの引き上げ基準に達していない、または、噴火警報を発表し

「警戒が必要な範囲」の拡大を行うような状況ではない時点で、その後の活

動の推移によっては噴火警報を発表し、噴火警戒レベルの引上げや、「警戒

が必要な範囲」の拡大を行う可能性があると判断した場合等に、火山活動の

状況や防災上警戒・注意すべき事項を伝えるため、「火山の状況に関する解

説情報（臨時）」を発表する。また、現時点では、噴火警戒レベルを引き上

げる可能性は低い、または、噴火警報を発表し「警戒が必要な範囲」の拡大

を行う可能性は低いが、火山活動に変化がみられるなど、火山活動の状況を

伝える必要があると判断した場合に、「火山の状況に関する解説情報」を適

時発表する。 
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降 灰 予 報 

ア 降灰予報（定時） 

・噴火警報発表中の火山で、噴火により人々の生活等に影響を及ぼす降灰が

予想される場合に、定期的（３時間ごと）に発表する。 

・１８時間先（３時間区切り）までに噴火した場合に予想される降灰範囲や

小さな噴石の落下範囲を提供する。 

イ 降灰予報（速報） 

・噴火が発生した火山（※１）に対して、事前計算した降灰予報結果の中か

ら最適なものを抽出して、噴火発生後５～１０分程度で発表する。 

・噴火発生から１時間以内に予想される、降灰量分布や小さな噴石の落下範

囲を提供する。 

（※１）降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要と

なる「やや多量」以上の降灰が予想された場合に発表する。 

降灰予報（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝える

ため、予測された降灰が「少量」のみであっても必要に応じて発表する。 

ウ 降灰予報（詳細） 

・噴火が発生した火山（※２）に対して、降灰予測計算（数値シミュレーシ

ョン計算）を行い、噴火発生後２０～３０分程度で発表する。 

・噴火発生から６時間先まで（１時間ごと）に予想される降灰量分布や降灰

開始時刻を提供する。 

（※２）降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要と

なる「やや多量」以上の降灰が予測された場合に発表する。 

降灰予報（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝える

ため、予測された降灰が「少量」のみであっても必要に応じて発表する。 

降灰予報（速報）を発表した場合には、予想降灰量によらず、降灰予報（詳

細）も発表する。 

火山ガス予報 
居住地域に長時間影響するような多量の火山ガスの放出がある場合に、火山

ガスの濃度が高まる可能性のある地域を発表。 

その他の情報等 

ア 火山活動解説資料 

写真や図表等を用いて、火山活動の状況や防災上警戒・注意すべき事項等に

ついて解説するため、臨時及び定期的に発表。 

イ 月間火山概況 

前月１ヶ月間の火山活動の状況や警戒事項を取りまとめ、毎月上旬に発表。 

ウ 噴火に関する火山観測報 

噴火が発生したことや、噴火に関する情報（噴火の発生時刻・噴煙高度・噴

煙の流れる方向・噴火に伴って観測された火山現象等）を噴火後直ちに周知

するために発表。 

 

２ 噴火警報等の伝達 

(１) 噴火警報等の伝達 

市は、住民等に対し、県から通報される噴火警報、噴火速報、火山の状況に関する解説情報（臨
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時）等を防災行政無線（防災ラジオを含む）及び広報車などを活用して迅速かつ的確に周知する。 

噴火警報等は、節末の伝達系統図により各関係機関に伝達される。 

(２) 避難指示等の伝達 

火山現象により、必要に応じ避難指示等をする場合を想定し、住民等への伝達の体制と方法を

整備する。 

 

第３ 災害情報の収集及び伝達 

１ 災害情報の収集及び伝達 

市は、危険区域担当消防団等及び災害現場への職員派遣により、次の情報の収集と伝達に努める。 

ア 人的被害及び住居被害の状況 イ 要救助者の確認 

ウ 住民等の避難の状況 エ 被害の範囲 

オ 道路及び交通の確保状況 カ その他必要と認める事項 

 

第４ 避難対策 

１ 避難の指示等 

避難については、第２章、第９節「避難」による。なお、避難の基準は次のとおりとする。 

また、避難場所（避難所）及び避難経路については「安達太良山の火山活動が活発化した場合の

避難計画」による。 

(１) 火口周辺規制 

市は、噴火警戒レベル２に相当する噴火警報（火口周辺）が発表され火口周辺に影響を及ぼす

噴火が発生、あるいは発生すると予想される場合において、各火山防災協議会の構成機関及び関

係機関と連携し、観光客、登山者等に対し規制範囲外へ避難誘導する。 

(２) 入山規制 

市は、噴火警戒レベル３に相当する噴火警報（火口周辺）が発表され居住地域の近くまで影響

を及ぼす噴火が発生、あるいは発生すると予想される場合において、各火山防災協議会の構成機

関及び関係機関と連携し、観光客、登山者等に対し規制範囲外へ避難誘導する。 

(３) 高齢者等避難 

市は、噴火警戒レベル４に相当する噴火警報（居住地域）が発表され、市域の居住地域に重大

な被害を及ぼす噴火が発生すると予想される場合において、居住地域の高齢者、障がい者等の要

配慮者に対しては避難を、警戒が必要な居住地域の住民に対して避難の準備を呼び掛ける。 

(４) 避難指示 

市は、噴火警戒レベル５に相当する噴火警報（居住地域）が発表され、居住地域に重大な被害

を及ぼす噴火が発生、あるいは切迫している状態にあるときは、居住地域の住民に対して、避難

を指示する。 

なお、指示にあたっては、緊急である旨及び避難場所を指定して、諸対策に優先して行う。 

(５) 緊急退避 

市は突発的な噴火が発生した場合において、火口周辺の観光客、登山者等に対し、至急、近く

の建物や岩陰など安全な場所に避難して身を守るよう呼びかけるものとする。また、居住地域へ

の火山現象の到達が早く、指定避難所等への避難が間に合わない住民等に対しては、近くの頑丈

な建物や高台などへ緊急退避を呼び掛ける。 
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２ 立入規制 

市は噴火警報等の内容に応じ、各火山防災協議会で策定した避難計画に基づき、道路及び登山道

の規制を行う。 

３ 広域的な避難対策 

市は、火山現象の影響により、市域内で安全な地域における避難所等の確保や避難者の収容が困

難と判断した場合、他市町村への広域避難の実施に向けて、避難先となる市町村と連絡をとり、避

難者の受入れを要請するとともに、避難者の受入体制について協議する。 

また、広域避難の実施を決定した場合は、すでに開設・運営されている避難所等や避難対象地域

にいる住民等に対して、避難先となる市町村への広域避難について周知し、避難誘導の対応にあた

る。 

なお、避難先として想定される市町村と平時から協議を行い、火山災害が発生した場合における

広域避難の具体的な実施体制について、予め整理しておくよう努める。 

４ 救急医療 

傷病者に対する応急医療は、第２章、第１１節「医療（助産）・救護」による。 

５ 交通 

避難及び救急活動のための交通路の確保については、第２章、第１２節「緊急輸送対策」、 

第１７節「被災地の応急対策」による。 

 

第５ 災害復旧 

第３章「災害復旧計画」による。 
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噴火警報等の伝達系統図（第３節 第２－２(１)関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※二重線は、特別警報発表時の伝達義務あり。（放送機関はＮＨＫ福島放送局のみ） 

※「◆」は、火山現象警報、火山現象特別警報、火山の状況に関する解説情報（臨時の発表であることを 

明記したものに限る。）及び噴火速報が発表された際に、活動火山対策特別措置法第１２条によって、 

通報又は要請等が義務付けられている伝達経路。 

※北陸地方整備局には、新潟地方気象台から伝達。 

市町村 

消防庁 県（危機管理総室） 県庁関係課 出先機関 

警察庁本庁 

県警察本部 

東北地方整備局 

郡山国道事務 

東北地方整備局 

福島河川国道事務所 

北陸地方整備局 

阿賀川河川事務所 

ＮＨＫ福島放送局 

放送機関 

陸上自衛隊第４４普通科連隊 

鉄道気象連絡会 

福島地方部会 

東北運輸局 

福島運輸支局 

関東森林管理局 

  福島森林管理署 

  会津森林管理署 

裏磐梯自然保護管事務所 

檜枝岐自然保護管事務所 

那須自然保護管事務所 

報道機関 

国土地理院 

東北方測量部 

火山専門家 

福島森林管理署白河支署・ 

会津森林管理署南会津支署 

警察署 

北陸地方

整備局 

船舶 

駐在所・ 

交番 

地方振興局 

消防防災航空センター 

各消防本部 

防災関係機関 

※東日本電信電話

(株)が被災するなど

伝達を受けられない

ときは、西日本電信

電話(株)が代わりに

受信し、伝達する 

福

島

地

方

気

象

台 

避

難

促

進

施

設 

山

小

屋

等 

 

福島海上保安部 

東北地方

整備局 

地

域

住

民 

登

山

者 

観

光

客 

 
Ｊ－ＡＬＥＲＴ 

県総合情報通信ネットワーク 

仙台管区気象台 

地域火山監視・警報センター 

噴火警報のみ 

東(西)日本電信電

話(株)(ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨｿﾙ

ｺ(株)CEO本部 情報

案内部門 仙台セン

ター) 
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第１章 総則 

第１章 総則 

第１節 計画の目的及び方針 

【市民部】 

第１節 計画の目的及び方針 

第１ 計画の目的 

大規模地震に対し、市と市民及び防災関係機関等が協働し減災に取り組み、地震災害に的確な災害

応急対策及び復旧対策を実施することにより、市民の生命・身体及び財産を、大規模地震による被害

から最小限に食い止めるとともに、市域における地震防災体制の確立を図ることを目的とする。 

 

第２ 計画の位置付け 

  この計画は、災対法（昭和３６年法律第２２３号）に基づく、本宮市防災会議条例第２条の規定に

より、本宮市防災会議が作成する地域防災計画の内、地震災害に関する計画として定めたもので、国

の防災基本計画、防災業務計画及び福島県地域防災計画（地震・津波災害対策編）並びに福島県地震

防災緊急事業五箇年計画と連携した市域に係る計画である。 

 

国、県、本宮市における防災会議と防災計画（地震災害対策編）の位置付け 
 

 《 国 》          《福島県》           《本宮市》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 計画の推進と修正 

地震防災対策特別措置法に基づき県が定めた「福島県地震防災地域目標」及び「福島県地震防災緊

急事業五箇年計画」に基づき、県とともに積極的に事業推進に取り組み、地震被害の軽減に努める。 

また、災対法第４２条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると認めるとき及び福島県地域

防災計画（地震・津波災害対策編）の修正に合わせこれを修正するものとする。 

 

  

中央防災会議 福島県防災会議 本宮市防災会議 

防災基本計画 

（指定行政機関） 

防災業務計画 

福島県地域防災計画 

（地震・津波災害対策編） 

本宮市地域防災計画 

（地震災害対策編） 

地震防災緊急事業五箇年計画 地区防災計画 
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第４ 計画の周知徹底 

防災関係機関及び市の各部署は、平素からこの計画の担当部分につき教育、訓練及びその他の方法

により、この計画の習熟と周知徹底を図る。 

１ 防災教育及び訓練の実施 

防災関係機関はもとより、一般企業・団体等においても地震災害に備えるとともに、その被害軽

減のため、地域住民等の参加を得て、地震災害に関する教育及び訓練を実施するものとする。 

２ 防災広報の徹底 

防災関係機関は、地域住民の防災意識高揚のため、各種の広報媒体を利用するなど、あらゆる機

会をとらえ、広報の徹底を図る。 

 

 

 

 

 



本宮市地域防災計画（地震災害対策編） 

第１章 総則                       第２節 災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標 

215 

第２節 災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標 

【市民部】 

第２節 災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標 

第１ 災害対策の基本理念 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第１に準じる。 

 

第２ 基本方針 

この計画は、地震防災に関し、国、県、近隣市町村その他の公共機関等を通じて、必要な体制を確

立し、実施責任を明確にするとともに、災害予防、災害応急対策、災害復旧及びその他必要な災害対

策の基本を定めることにより、災害対策の基本理念に基づく総合的、計画的な地震防災行政の整備及

び推進を図ることを目的としており、計画の樹立及びその推進にあたっては、以下の事項を基本とす

る。 

１ 地域自立型防災対策の推進 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第２－１に準じる。 

２ 広域連携による災害対応力の強化 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第２－２に準じる。 

３ 災害対策本部応急活動能力の強化 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第２－３に準じる。 

４ 職員全体の対応能力の強化 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第２－４に準じる。 

５ 平常時のネットワークを通した災害対応と防災の視点を加えたまちづくり 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第２－５に準じる。 

６ 男女双方の視点に配慮した防災対策 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第２－６に準じる。 

７ 市民運動の展開 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第２－７に準じる。 

８ 新型コロナウイルス等の感染症対策 

第１編、第１章、第２節「災害対策の基本理念、基本方針及び活動目標」第２－８に準じる。 

 

第３ 発災後の時間経過と活動目標 

被害の様相は、発災直後からの時間の経過とともに刻々と変化する。そのため、各時間帯で優先す

べき災害対策活動の目標も段階的に変化する。 

市を始め、防災関係機関等の様々な防災主体が、相互に連携しながらスムーズな災害活動を実施す

るためには、各主体に共通の基本的活動目標が重要となる。 

このため、次のとおり、発災後の時間的な区切り・段階名・活動目標を県に習い整理する。 

災害応急対策事項別の時系列行動計画は、第３章、第１節に掲載する。 
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発災後の時間経過 段 階 名 活   動   目   標 

直後 

即時対応期 

■初動体制の確立 

・対策活動要員（職員・消防団員・自主防災組織）の確保 

・対策活動空間と資機材の確保 

・被災情報の収集・解析・対応 

直後～ 

数時間以内 

■生命・安全の確保（瞬時の対応） 

 ・初期消火、救助・救出、応急医療活動の展開 

 ・延焼阻止活動、延焼に対応した住民避難誘導活動 

 ・広域的な応援活動の要請 

１日目～ 

３日目 
緊急時対応期 

■生命・安全の確保（７２時間以内の対応） 

 ・本格的な行方不明者捜索・救出活動、災害医療等の生命

の安全に関わる対策 

 ・広域相互協力による消火対策活動、地盤崩壊対策活動 

 ・道路確保、治安維持に関する対策 

 ・有毒物・危険物等漏洩対策の二次災害防止関連活動 

 ・給食、給水、避難所開設と運営、救援物資等の調達と配

給、生活関連情報提供等代替サービスの提供 

４日目～ 

１週間 
応急対応期Ⅰ 

■被災者の生活の安定（最低限の生活環境） 

 ・ライフラインの早期復旧等の社会的なフローの早急な回

復 

１週間～ 

１か月 
応急対応期Ⅱ 

■被災者の生活の安定（日常活動環境） 

 ・通勤・通学手段、就業・就学環境の早急な回復 

 ・代替ルートの整備等による物流等の経済活動環境の回復 

１か月～ 

数か月 
復旧対応期 

■地域・生活回復 

 ・被災者ケア 

 ・がれき等撤去 

 ・都市環境の回復 

 ・生活の再建 

数か月以降 復興対応期 

■地域・生活の再建及び強化 

 ・教訓の整理 

 ・都市復興計画の推進 

 ・都市機能の回復・強化 

 

この活動区分ごとの活動目標は、基本的な事項を記載したものであり、実際の運用に当たっては、

災害の態様及び状況に応じた臨機応変な対応が必要である。 
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第３節 被害の想定 

【市民部】 

第３節 被害の想定 

 平成２３年３月発生の東日本大震災は、本市においても震度６弱の揺れを記録し、道路、ライ

フライン、住宅、企業を始め、日常生活や経済活動に大きな被害を引き起こした。 

 大規模地震により起こりうる被害を想定することにより、市内全域における災害に強いまちづ

くりに資する。 

 

第１ 想定地震の設定 

１ 影響が懸念される地震源 

福島県地域防災計画（地震・津波災害対策編）が想定する、周辺地域の人口規模及び地震発生に

よる社会的影響が大きいと判断される地震は、以下の４種類（内陸部３、海溝部１）である。 

地震名 マグニチュード 震源深さ等 

内陸部 

福島盆地西縁断層帯を震源とする地震 Ｍ７.０ 

震源深さ   １０ｋｍ 

長さ         ２０ｋｍ 

幅             ５ｋｍ 

会津盆地西縁断層帯を震源とする地震 Ｍ７.０ 

震源深さ     １０ｋｍ 

長さ         ２０ｋｍ 

幅             ５ｋｍ 

双葉断層北部を震源とする地震 Ｍ７.０ 

震源深さ     １０ｋｍ 

長さ         ２０ｋｍ 

幅             ５ｋｍ 

海溝部 福島県沖を震源とする地震 Ｍ７.７ 

震源深さ浅部 ２０ｋｍ 

東西幅       ６０ｋｍ 

南北長さ   １００ｋｍ 

２ 想定地震の設定 

市域においても、大名倉山の西側を二本松市から岩根字大谷地にかけ、安達太良山の麓に沿って

走る活断層の存在が確認されている。この活断層を震源とし、市域に被害をもたらした記録はない

ことから、本市での最大震度は県が想定する５強となるが、東日本大震災は、これまで県が想定し

てきた地震をはるかに上回る災害規模であり、学術的に想定できなかった連動型地震による災害と

なった。 

今後も、東日本大震災と同程度の災害が起こりうることを想定し、本市最大震度６弱と設定する。 

本宮市周辺の活断層 
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３ 被害想定 

本宮市全域で、震度６以上の地震により、多数の建物が全壊若しくは半壊し、各地に同時多発火

災や交通機関の事故が発生し、市内の主要道路は崩壊や落橋のため、いたるところで通行不能とな

り多数の負傷者が出るものと想定される。 

さらに、ため池等の崩壊により住宅等の流出や多数の死傷者の発生が予想されるとともに、液状

化現象被害等の発生により、ライフライン施設にも甚大な被害が発生し、一部地域に断水、市内全

域の停電、加入電話及び携帯電話の通話不能、ＬＰガスの漏れが多発するものと想定される。 

加えて、損壊等建物内部に多数の人が取り残されることが予想される。被害の範囲は次のとおり

である。 

（１）物的被害 

① 建築物被害 ② 低地浸水による被害 

③ 公共施設物の被害（ライフライン） ④ 危険物施設の被害 

⑤ 山・がけ崩れによる被害 ⑥ ため池決壊による被害 

（２）人的被害 

① 死傷者 ② 要救護者 
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第２章 災害予防計画 

第２章 災害予防計画 

第１節 防災組織の整備・充実 

【市民部】 

第１節 防災組織の整備・充実 

災害対策の総合的かつ円滑な実施を図るため、市及び防災関係機関は、防災体制を整備し、広

域的な応援も含めた相互の連携を強化するとともに、地域全体の防災力の向上に結びつく自主防

災組織等の整備を促進し、防災組織体制の万全を期す。 

 

第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」に準じる。 

 

 

第２節 防災情報通信網の整備 

【市民部、総務政策部、財務部】 

第２節 防災情報通信網の整備 

市域に地震災害が発生した場合においても、災害情報システムが十分機能し活用できる状態を

保ち、国・県及び防災関係機関との通信網が確保され、かつ市民への情報伝達手段が確保される

ことが重要となるため、設備の保守管理と安全対策を講じる。 

 

第１ 防災行政無線の整備 

第２編、第１章、第２節「防災情報通信網の整備」第１に準じる。 

 

第２ その他通信網の整備・活用 

第２編、第１章、第２節「防災情報通信網の整備」第２に準じる。 

 

第３ 被害情報一元化 

第２編、第１章、第２節「防災情報通信網の整備」第３に準じる。 

 

第４ 通信手段の周知 

  市は、住民が自ら情報を入手できるよう、携帯電話やパソコン等の個人情報端末の活用について、

県と連携し周知を図るとともに、住民へ避難情報等を伝達するために使用する手段について、事前に

周知しておくものとする。 
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第３節 都市の防災対策 

【市民部、建設部、各部等施設管理者】 

第３節 都市の防災対策 

 本市の人口分布は、都市計画用途区域及びその外輪部の市街地に集中しており、人口の５割が

本宮及び高木に集中するとともに、大型商業施設等を中心とした郊外型人口集中地域もドーナツ

状の広がりを見せている。 

 これら市街地において大規模地震が発生した場合、市民の生命・身体及び財産の被害が大きく

なるおそれが懸念されるため、被害を最小限に抑えるため、建築物の耐震化・不燃化の促進、都

市公園の整備・保全による防災空間の確保、計画的な街路整備による避難及び輸送路の確保等に

よる総合的な都市防災の整備に取り組み、災害に強いまちづくりの推進に努める。 

 

第１ 建築物防災対策 

１ 建築物の耐震性強化 

建築物の耐震性は、建築基準法に最低基準が規定されているが、昭和５６年の新耐震設計基準適

用以前の建築物では、十分な耐震性を確保されてない建築物があるのが現状である。 

このため、市は県と連携し「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、建築物の所有者

又は管理者に対し、耐震工法及び耐震補強等の重要性を啓発し、市民等の自覚のもと耐震性強化に

努める。 

２ 被災建築物の応急危険度判定対策 

市は、一般住宅を含む地震被災建築物の余震等による二次災害を防ぐために、県及び福島県地震

被災建築物応急危険度判定士の協力を得て、応急危険度判定を実施する。 

３ 窓ガラス等の落下物防止対策 

 県及び市は、地震時に建築物の窓ガラス・看板等落下物による危険を防止するため、次の対策に

努める。 

① 容積率４００％以上の地域内に存する建築物及び指定避難所までの避難路等に面する建築

物で、地階を除く階数が３以上の建築物を対象に、落下物のおそれに関し実態調査を行う。 

② 調査の結果、落下物のおそれがある建築物について、その所有者又は管理者に対し改善を指

導する。 

③ 建築物の所有者又は管理者に、窓ガラス及び看板等の落下物防止対策の重要性を啓発する。 

４ ブロック塀の倒壊防止対策 

市は県と連携し、地震によるブロック塀（石塀を含む）の倒壊を防止するため、次の施策の推進

に努める。 

① ブロック塀の安全点検及び耐震性の確保について、広報媒体を活用し啓発を図る。また、ブ

ロック塀の設計基準、点検方法及び補強方法等について、パンフレット等を活用し知識の普及

を図る。 

② 市街地のブロック塀の実態調査を行い、ブロック塀倒壊危険箇所の把握を図る。実態調査は

通学路、避難路及び避難場所等に重点を置く。 

③ ブロック塀設置者に、日常点検の精励を周知する。また、危険なブロック塀に対しては、造

り替えや生け垣化等を奨励する。 
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④ ブロック塀の新設又は改修に際し、建築基準法に定める基準の遵守を指導する。 

５ 建築物不燃化対策 

(１) 防火・準防火地域の指定 

市は消防機関と連携し、建築物の密集により火災の被害が拡大するおそれのある地域を防火地

域又は準防火地域に指定し、建築基準法が規定する防火措置を講じた建築物の建築を推進する。 

① 防火地域指定は、原則として容積率４００％以上の近隣商業地域及び商業地域を対象とする

が、集団的地域の「建築物密集地域」「公共施設等重要施設の集合地域」、あるいは路線的地

域の「幹線街路沿いの商業施設等の連坦する地域」等、都市防災上の観点から特に指定が必要

と考えられる地域についても指定を検討していく。 

② 準防火地域は、原則として住居専用地域、工業地域及び工業専用地域を除く容積率３００％

以上の区域及び建築物が密集し又は用途が混在し火災の危険が予想される地域について指定

を検討する。 

(２) 建築物の防火の促進 

新築・増改築等建築物には、建築基準法に基づき指導を行う。既存建築物には、次の制度を通

して指導を行う。 

① 不特定多数の人が集まる既存特殊建築物の防災性を確保するため、建築基準法第１２条の規

定に基づく定期報告制度を活用し、建築物の安全性の確保と施設改善を指導する。 

② 消防機関が実施する「防火対象物定期点検報告制度」に基づき、必要に応じ消防本部と連携

した防火避難施設の改善指導を行う。 

 

第２ 防災上の重要な建築物の耐震性確保等 

１ 市有施設の耐震性確保 

市は、大規模地震災害時の応急対策活動の拠点施設を防災上重要建築物として指定し、それら施

設の重要度に応じた耐震性の確保に努める。 

(１) 防災上重要建築物の指定 

  市は、次の施設を防災上重要建築物に指定する。 

防 災 拠 点 施 設  避 難 施 設 

市 役 所 庁 舎 白 沢 総 合 支 所  避難所指定施設 

(２) 建築設備の耐震確保 

市は、防災上重要建築物が大規模地震被災後も機能を継続できるように、建築設備の耐震性に

十分配慮する。特に、防災拠点施設は、優先的に建築設備の耐震性の確保を図る。さらに、拠点

避難施設は、ライフライン系統の不測の事態に備え、太陽光発電や蓄電設備の設置など、非常用

設備の整備に努める。 

(３) オフィス家具等の転倒・落下・移動防止対策 

防災上重要建築物におけるオフィス家具等の転倒・落下・移動防止対策を進める。 

２ 民間施設管理者による施設の耐震化 

民間施設管理者は、「福島県耐震改修促進計画」に指定された建築物について、耐震診断・耐震

改修の促進を図る。 
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第３ 防災空間の確保 

１ 都市公園等の整備 

都市公園等は、大規模な災害の発生時には、延焼防止、避難場所あるいは救援活動の拠点として

防災上重要な役割を担うため、都市計画における計画的配置と既存施設の管理により、防災効果を

発揮する防災空間の確保に努める。 

２ 都市計画道路等の整備 

都市計画道路等の道路は、災害時に避難路や救援路そして延焼防止施設として重要な役割を担う

ため、災害に強い構造はもちろん、複数の経路でどの地域にもアクセスできるダブルネットワーク

化等、計画的な整備に努める。 

併せて、ライフラインの耐災性向上のため、必要に応じ電線類共同溝等を各事業者と検討する。 

３ オープンスペースの確保 

災害時の住民の避難場所、物資輸送拠点、応援部隊活動拠点、資材置場、仮設住宅建設用地及び

がれき仮置場等に活用できるオープンスペースについて、市は定期的な調査により把握に努めると

ともに整備拡充を推進する。 
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第４節 上下水道施設災害予防対策 

【建設部】 

第４節 上下水道施設災害予防対策 

 地震災害の被害を最小限に抑え、速やかな被害施設の復旧を図るため、上下水道施設の耐震性

を強化し、ライフラインの確保を図る。 

 

第１ 上水道施設予防対策 

１ 水道施設等の整備 

水道事業管理者（市）は、水道水の安定供給による生活及び応急医療等の確保を図るため、福島

県水道ビジョン２０２０に基づき、水道施設の事前対策、災害時対策及び恒久復旧対策等に努める。 

さらに、応急復旧用資機材の備蓄に努める。 

 

第２ 下水道施設予防対策 

１ 下水道施設の整備 

下水道施設管理者（市及び県中流域下水道）は、施設の耐震性を向上するため、次の対策を実施

する。 

① 施設の複数化及び予備の確保等により機能の確保を図る。さらに、補修が容易な構造等、復

旧対策に重点を置いた整備を図る。 

② 停電に速やかに対応できるよう考慮する。 

③ 管渠等の排水機能に支障をきたすおそれがある場合は、緊急用の管渠又はバイパスの検討を

行う。 

④ 主要な管渠整備にあたっては、液状化が起こりにくい埋め戻し材使用等の工法を検討する。 

⑤ 定期点検等による危険個所の早期発見と改善等、施設の機能保持を図る。 

２ 応急復旧用資機材の確保等 

下水道施設管理者は、応急復旧用資機材の備蓄に努める。 

また、下水道台帳と維持管理記録の一体整備に努めるとともに、災害時に優先的に調査をする必

要がある個所を特定するための、下水道防災マップの整備を検討する。 
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第５節 電力、ガス施設災害予防対策 

【産業部、電力事業者、ＬＰガス事業者】 

第５節 電力、ガス施設災害予防対策 

電力、ガス事業者は、施設の耐震性強化及び被害軽減のための諸施策を実施し、地震災害時の

被害を最小限にとどめ、安定した電力及びガスの供給を図るため予防措置を講ずる。 

 

第２編、第１章、第９節「電力・ガス施設災害予防対策」に準じる。 

 

 

第６節 電気通信施設等災害予防対策 

【電気通信事業者】 

第６節 電気通信施設等災害予防対策 

 電気通信事業者は、施設の耐震性強化及び被害軽減のための諸施策を実施し、地震災害時の被

害を最小限にとどめ、安定した通信の保持を図るため予防措置を講ずる。 

 

第１ 電気通信施設等災害予防計画 

電気通信事業者は、災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合に対処するため、災害等対

策実施細則と災害対策組織を整備し、防災体制を確立しておく。併せて、組織の運営方法及び関係機

関との連携・協調の体制、さらには訓練についても定めておく。 

 

電気通信事業者が地震災害に備える実施計画は、福島県地域防災計画（地震・津波災害対策編）第

２章、第８節「電気通信施設等災害予防対策」に基づく。 
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第７節 道路及び橋梁等災害予防対策 

【道路管理者、建設部、産業部】 

第７節 道路及び橋梁等災害予防対策 

 道路管理者は、道路・橋梁施設の危険箇所調査を行い、必要に応じ、対策工事を実施し並びに

橋梁の補強等に努め、地震被害を最小限に抑え、災害に強いまちづくりに努める。 

 

第１ 市管理の道路及び橋梁災害予防計画 

１ 現況 

道路（農道・林道を含む）の地震被災は、高盛土部分の路体や法面の崩壊及び切土部における土

砂崩落等、並びに、地盤の亀裂・陥没・沈下・隆起に伴う道路施設の破壊が予想される。 

本市の土砂災害危険箇所流域には道路があり、橋梁には耐震設計を満足しないものもあるため、

耐震性の向上を図り、落橋防止対策が必要である。 

２ 計画目標 

法面崩落、土砂崩落及び落石等については、計画的な法面防護工事及び落石防止工事の推進に努

める。老朽橋等については、計画的な落橋防止対策に努める。 

なお、それぞれの対策は、施設の災害時における重要度を考慮し、優先度を決める。 

３ 実施計画 

(１) 道路の整備 

道路法面崩落が予想される箇所、路体崩落が予想される箇所等を把握し、対策の必要な箇所の

詳細調査に基づき対策を検討し、計画的な実施に努める。 

(２) 橋梁の整備 

５年ごとの総点検に基づく橋梁長寿命化修繕計画により、計画的に耐震対策を実施する。 

 

第２ 農道・林道災害予防計画 

１ 計画目標 

農山村地域の生活道路や避難路としての機能を確保するため、土砂崩落及び落石の危険箇所に対

する法面保護工事等の措置により、震災時の通行及び輸送の確保を図る。 

２ 実施計画 

農道と林道の法面崩落及び落石等の危険箇所調査により危険箇所を把握するとともに、法面保護

施設工事等により危険箇所の解消を図っていく。 

 

第３ 電線共同溝の整備 

地震災害により道路敷を占有する電柱等が破損し、電線類（電力線、電話線等）の機能に支障が生

じるとともに、道路交通の障害になることが懸念されるため、被害の生じにくい電線共同溝の整備に

ついて、電力事業者や電気通信事業者と協議する。 
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第８節 河川等災害予防対策 

【河川管理者、建設部、産業部、土地改良区等】 

第８節 河川等災害予防対策 

河川、砂防施設、ため池等は、地域住民の生命及び財産を守り、産業の発展に欠かせない施設

である。これらの施設の整備に当たっては、国、県及び関係機関と連携し、耐震性に十分配慮し、

計画的に予防対策を実施する必要がある。 

 

第１ 河川管理災害予防対策 

１ 現状 

本市には、国又は県管理の一級河川が９河川ある。 

特に、阿武隈川は重要水防地域に指定され、平成１３年度に平成の大改修事業により一部完成堤

が竣工し、令和２年度に本築堤工事が完了したことで計画堤防高が確保され、令和３年度には河道

掘削も完了した。 

２ 計画 

県管理の安達太良川では、国道４号線から阿武隈川合流部までの区間で計画堤防高を確保するた

めの、堤防かさ上げ工事が進められている。 

地震により河川施設が被災した場合は、速やかな復旧を国及び県に求め、浸水被害に備える。 

 

第２ 砂防施設災害対策 

１ 現状 

本市では、阿武隈川水系蛇沢流域の１か所に砂防指定がされ、砂防ダムが整備されている。 

また、土石流危険箇所については２６か所、山地災害危険箇所の内、崩壊土砂流出危険地区は１

か所指定されている。地震や降雨に伴う土石流により大きな災害の契機となりかねない箇所につい

ては、詳細を調査のうえ砂防施設等の対策を図る必要がある。 

２ 計画 

地震により、土砂災害が甚大になると想定される土石流危険渓流及び土砂災害警戒区域等につい

て、土石流対策事業の促進を図るとともに、既存砂防ダム等はその施設の安全性の検討を行い、結

果に基づき国・県の支援を求め補強等の整備に努める。 

 

第３ ため池施設災害対策 

１ 現状 

本市には池沼が９３か所あり、多くが土地改良区又は水利組合の管理となっているが、ため池の

機能を廃止した池沼も見られる。ため池の多くは、明治又は大正時代に築造され老朽化が進んでい

る。これらのため池が決壊した場合、下流の住宅や公共施設等に甚大な被害を与えるおそれがある。 

２ 計画 

ため池の防災・減災対策に当たっては、地震による破損等で決壊した場合に浸水区域に家屋や公

共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれや、下流に甚大な被害を与えるおそれのあるため池を

「防災重点農業用ため池」として指定し、堤体補修等のハード対策を実施するとともに、緊急連絡

体制等の整備やハザードマップ作成などのソフト対策も実施し、住民への周知を図り、被害軽減に
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努める。 

 

 

第９節 地盤災害等予防対策 

【建設部】 

第９節 地盤災害等予防対策 

地震被害の大きさは、地盤の特性や地形等が大きな要素を占めている。このため、地震災害を

予防し又は減災するには、地盤の持つ自然特性や災害特性に適した土地利用を、市民情報を共有

しながら計画的に進めることが望まれる。 

 

第１ 土石流災害予防対策 

１ 現状 

本市において土石流が発生するおそれがある渓流は２６か所あり、砂防指定はされていないが、

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に指定されている。 

また、山地に関連する崩壊土砂流出危険地区数は１か所あり、未整備である。 

２ 計画 

県から提供される警戒避難基準に関する資料に基づき、被害が予想される地区住民へ、危険渓流

及び土砂災害警戒区域等の認識徹底を図る。さらに、地区住民の警戒避難体制の強化を図る。また、

県と連携しながら総合的な土砂災害対策を推進する。 

 

第２ 地すべり災害予防対策 

本市に、地すべり危険箇所は指定されていない。 

 

第３ 急傾斜地崩壊対策 

１ 現状 

本市では、急傾斜地崩壊危険箇所が４１か所指定されている。 

また、がけ崩れ危険箇所が７か所、山腹崩壊危険地区１４か所が指定され、１９１戸の住家が地

区内に点在する。このため、住家流出等の二次災害の危険性に応じ、対策が進められている。 

２ 計画 

県から提供される警戒避難基準に関する資料に基づき、被害が予想される地区住民へ、危険地域

及び土砂災害警戒区域等の認識徹底を図る。さらに、地区住民の警戒避難体制の強化を図る。また、

県と連携しながら総合的な土砂災害対策を推進する。 

 

第４ 液状化災害予防対策 

公共施設等の設置に当たっては、地盤改良等の液状化発生防止対策や液状化現象発生時においても

施設被害を最小限に抑える対策を実施する。また、開発事業者は、大規模開発に当たり県や市と十分

な連絡調整を図るものとする。 

また、県が作成する液状化対策に有効な基礎構造等についてのマニュアルにより、市民に液状化対

策を周知する。 
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市は、大規模盛土造成地の位置や規模を示した大規模盛土造成地マップ及び液状化被害の危険性を

示した液状化ハザードマップを作成・公表するよう努めるとともに、滑動崩落のおそれが大きい大規

模盛土造成地において、宅地の安全性の把握及び耐震化に努める。 

 

第５ 二次災害予防対策 

市は県と連携し、地震あるいは降雨等による二次的な災害を防止するため、土砂災害等の危険箇所

点検体制の整備に努める。 

点検により、危険性が高いと判断された箇所については、関係機関や地域住民へ周知するとともに

警戒体制及び避難誘導体制等を地域防災計画に基づき整備する。 
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第１０節 火災予防対策 

【市民部、消防本部、消防団】 

第１０節 火災予防対策 

地震発生による被害の拡大を防ぐためには、火災を最小限にとどめることが重要である。 

また、同時多発的な火災の発生を未然に防止し、出火防止、初期消火の徹底と体制の整備、火

災の拡大要因の除去及び消防力の強化などの対策を実施する。 

 

第１ 消防力の強化及び広域的な応援体制の整備 

第２編、第１章、第７節「火災予防対策」第１及び第２に準じる。 

 

第２ 出火防止対策 

第２編、第１章、第７節「火災予防対策」第３に準じ、次の地震対策を特記する。 

１ 住宅防火対策の推進 

市及び消防機関は、地震発生時の火気使用設備器具からの火災発生を防止するため、耐震安全装

置付火気使用設備器具の普及に努める。 

 

第３ 初期消火体制の整備 

第２編、第１章、第７節「火災予防対策」第４に準じる。 

 

第４ 火災拡大要因の除去計画 

第３節「都市の防災対策」に準じる。 

 

第５ 消防水利の整備 

第２編、第１章、第７節「火災予防対策」第１に準じる。 

 

第６ 救助体制の整備 

第２編、第１章、第７節「火災予防対策」第１に準じる。 
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第１１節 緊急輸送路等の指定 

【本部事務局、建設部、産業部】 

第１１節 緊急輸送路等の指定 

 大規模地震災害時の被災者搬送、傷病者収容、災害応急対策要員移送、災害応急対策資機材及

び生活必需物資が、災害の状況に応じ迅速かつ円滑に行えるよう、緊急輸送路を指定し備える。 

 

第２編、第１章、第１０節「緊急輸送路等の指定」に準じる。 

 

 

第１２節 避難対策 

【本部事務局、各部・各班、市消防団】 

第１２節 避難対策 

 大規模地震災害による避難を想定し、適切な避難計画を策定し対策の推進を図り、災害時の人

的被害を軽減する。 

 

第２編、第１章、第１１節「避難対策」に準じる。 

 

 

第１３節 医療（助産）救護・防疫体制の整備 

【本部事務局、保健福祉部】 

第１３節 医療（助産）救護・防疫体制の整備 

 大規模地震災害による被災傷病者対策として、医療（助産）救護体制の整備充実と、感染症等

の蔓延防止のための防疫体制の整備を図り、生命及び身体被害の軽減を図る。 

 

第２編、第１章、第１２節「医療（助産）救護・防疫体制の整備」に準じる。 

 

 

第１４節 食料等の調達・確保及び防災資機材等の整備 

【本部事務局、市民部、産業部、保健福祉部、建設部】 

第１４節 食料等の調達・確保及び防災資機材等の整備 

 発災後の住民生活を確保するため、市の食料等の調達・確保及び市民等の備蓄により、確保に

努める。 

 

第２編、第１章、第１３節「食料等の調達・確保、防災資機材等の整備、廃棄物処理計画の策定、

及び罹災証明書発行体制の整備」第１、第２、第３に準じる。 
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第１５節 防災教育 

【市民部、総務政策部、教育部】 

第１５節 防災教育 

地震災害に対する災害対策本部職員の防災知識の向上と技能の習得を図るとともに、市民等の

災害に対する正しい知識と的確な対応等の防災意識の高揚により、地震災害時の被害の軽減に備

える。 

 

第２編、第１章、第１４節「防災教育」に準じる。なお、第１「市民に対する防災教育」に、次の

１項を加える。 

５ 本宮市民災害対策マニュアル 

地震災害が発生したとき、市民自らが自らの命を守り家族を守るために、（仮称）本宮市民災害

対策マニュアル（地震災害編）を作成のうえ市民に周知・啓蒙し、平常時からの備えと大震災発生

時の心構えを徹底する。 

（仮称）本宮市民災害対策マニュアル（地震災害編）は、次の内容により構成する。 

(１) 本宮市民災害対策マニュアルの構成 

① 地震に対する心構え ② 地震が起きたときの行動 

③ 住宅等の備え ④ 非常持出しの準備 

⑤ 避難場所 ⑥ 防災マップと避難路の考え方 

⑦ 災害用の伝言ダイヤル等 ⑧ 自主防災組織 

⑨ 家具類の転倒・落下・移動防止対策  

 

 

第１６節 防災訓練 

【市民部、該当全部署】 

第１６節 防災訓練 

 災害を想定した訓練を通し、地震災害発生時の迅速かつ的確な行動を身につける。 

 

第２編、第１章、第１５節「防災訓練」に準じる。 
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第１７節 自主防災組織の整備 

【市民部、保健福祉部】 

第１７節 自主防災組織の整備 

 コミュニティの絆のつながりを深め、「自らの命と地域は自らが守る」意識の啓蒙を図り、地

域相互扶助活動組織である自主防災組織活動につなげ、災害に備える。 

 

第１ 自主防災組織の育成指導 

第２編、第１章、第１６節「自主防災組織の整備」第１に準じる。 

 

第２ 自主防災組織の編成基準 

第２編、第１章、第１６節「自主防災組織の整備」第２に準じる。 

 

第３ 自主防災組織の活動 

１ 自主防災計画の策定 

第２編、第１章、第１６節「自主防災組織の整備」第３－１に準じる。 

２ 日常の自主防災活動 

第２編、第１章、第１６節「自主防災組織の整備」第３－２に準じる。 

また、企業は、地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等により被害の拡大

防止を図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努める。 

 

第４ 企業防災の促進 

第２編、第１章、第１６節「自主防災組織の整備」第４に準じる。 

 

第５ 地区防災計画の作成 

第２編、第１章、第１６節「自主防災組織の整備」第５に準じる。 
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第１８節 要配慮者対策 

【本部事務局、保健福祉部、社会福祉施設等管理者、病院・診療所等管理者】 

第１８節 要配慮者対策 

 要配慮者の生命と身体を守るため、避難行動要支援者名簿の作成及び個別計画の整備・更新を

進め、自助・共助・公助による支援体制を確立する。 

 

第２編、第１章、第１７節「要配慮者対策」に準じる。 

 

 

第１９節 ボランティアとの連携 

【市民部、保健福祉部、市社会福祉協議会】 

第１９節 ボランティアとの連携 

 ボランティアセンター設置により、ボランティアの需給と希望業務とのミスマッチを防ぎ、円

滑な活動調整を行うため、関係機関が連携し体制の構築を図る。 

 

第２編、第１章、第１８節「ボランティアとの連携」に準じる。 

 

 

第２０節 危険物施設等災害予防対策 

【市民部、産業部、消防本部、該当企業及び団体】 

第２０節 危険物施設等災害予防対策 

 地震による危険物災害及び毒・劇物による災害を未然に防止するため、自主保安体制の強化と

危険物施設の構造・設備の充実強化により、危険物施設の安全性を高めるなどの防災対策の確立

を図る。 

 

第２編、第１章、第１９節「危険物施設等災害予防対策」に準じる。 

 

 

第２１節 災害時相互応援協定の締結 

【市民部、産業部、建設部、保健福祉部、防災関係機関】 

第２１節 災害時相互応援協定の締結 

 大規模地震発生時は、広域で被災すると考えられ、市のみ又は自治体間の相互応援だけでは災

害対策が立ち行かない可能性が懸念されるため、自治体間の協力を始め、企業・団体からも協力

を得るため、災害時応援協定の締結を促進する。 

 

第２編、第１章、第２０節「災害時相互応援協定の締結」に準じる。 
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第３章 災害応急対策計画 

第３章 災害応急対策計画 

第１節 応急活動体制 

【本部事務局、各部・各班】 

第１節 応急活動体制 

市域に地震による災害が発生し、迅速な災害応急対策を強力かつ効率的に推進するため、本宮

市災害対策本部を設置し活動体制に万全を期す。 

この場合において、防災関係機関は、組織及び機能の全てをあげて、市災害対策本部災害応急

対策活動に協力する。 

 

第１ 災害応急対策の時系列行動計画 

第２編、第２章、第１節「応急活動体制」第１に準じる。 

 

第２ 市の活動体制（市災害対策本部） 

第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」第２、及び第２編、第２章、第１節「応急活動

体制」第２に準じる。 
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第２節 職員の動員配備 

【本部事務局、配備担当部署】 

第２節 職員の動員配備 

地震発生時の初動体制をいち早く確立するため、職員配備基準、職員への動員伝達方法、自主

参集の基準等を定める。 

 

第１ 配備の基準 

１ 災害対策本部設置前 

 配 備 体 制 配 備 時 期 

警戒配備 

市民部（防災対策課・白沢総合支所）、

の配備職員（市民部長が事前に定める。）

をもって、災害情報の収集・連絡にあたる。 

総括部長は、関係部長と連絡を密にし、

状況に応じ特別警戒配備体制に円滑に移

行できる体制を執る。 

産業部（農政課）は、農村整備総室災害

対策マニュアルに基づく体制を執る。 

（特別警戒配備においても同。） 

１．市域で震度４の地震が観測されたと

き。 

２．前号に関わらず、市長が当該配備を

指令したとき。又は、特に総括部長が

必要と認めたとき。 

特別警戒 

配 備 

警戒配備体制に加え、各部長及び各部長

が事前に定める配備職員をもって、災害発

生情報の収集・連絡及び対策にあたる。 

総括部長は、本部員との連絡を密にし、被

災の状況に応じ応急対策を講じ、事態によ

っては災害対策本部の設置に移行できる体

制を整える。 

防災対策課は、災害情報及び被災情報を

統括する。 

施設所管部長は、所管施設等の災害発生

状況を調査し、防災対策課に報告する。 

関係職員の３０％を基準とする。 

１．市域で震度５弱の地震が観測された

とき。 

２．前号に関わらず、市長が当該配備を

指令したとき。 

  ＊ 配備要員は、各部等があらかじめ配備基準に基づき定める配備計画による。 

 

２ 災害対策本部設置後 

 配 備 体 制 配 備 時 期          

非常配備 

体制 

全職員出動。 １．市域で震度５強以上の地震が観測さ

れたとき。 

２．前号に関わらず、市長が当該配備を

指令したとき。 
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３ 各配備体制における指揮監督等 

   第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」第２に準じる。なお、指揮監督等については次のと

おりとする。 

(１) 指揮監督等 

① 警戒及び特別警戒配備の指揮監督は、総括部長が行う。なお、東海地震を想定した地震災害

に関する警戒宣言が発せられ、友好都市及び協定自治体に大規模な被害が発生するおそれがあ

る場合の指揮監督は、副市長が行う。 

② 災害対策本部設置を決定したとき、本部長は直ちに各部等の長を集め、配備体制を敷く。 

 

第２ 配備人員 

第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」第３に準じる。 

 

第３ 動員伝達方法 

第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」第４に準じる。 

 

第４ 非常参集等 

第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」第５に準じる。 

 

第５ 職員の配備状況の報告と安否確認の実施 

第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」第６に準じる。 

 

第６ 職員の服務 

第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」第７に準じる。 

 

第７ 消防団員の動員 

第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」第８に準じる。 
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第３節 地震災害情報の収集伝達 

【本部事務局、建設部、産業部、市民部（本部設置前の気象情報）】 

第３節 地震災害情報の収集伝達 

地震災害発生時は、二次災害防止及び市民等の生命と財産を守るために、防災関係機関相互の

通知、要請、指示、伝達等の通信を、迅速かつ円滑、さらに確実に伝達する。 

また、災害状況調査及び災害情報の収集は、その後の災害応急対策の体制整備、災害復旧計画

策定の基本となるものであり、迅速かつ的確に行う。 

   

第１ 地震情報等の受理伝達 

１ 地震情報等の受理伝達 

市は、気象庁並びに福島地方気象台から発表される地震情報を受理した場合は、必要に応じ直ち

に住民等に伝達するとともに、避難指示等の必要な判断・措置を行う。 

(１) 地震情報 

① 震源やその規模（マグニチュード）、地域震度、余震に関する情報 

② 各地の震度、震源及び観測点震度に関する情報 

③ 群発地震等その他地域住民に周知させることが適当と思われる情報 

(２) 緊急地震速報 

市及び放送事業者等は、伝達を受けた緊急地震速報を防災行政無線（防災ラジオを含む）等に

より、住民へ伝達する。また、住民への緊急地震速報の伝達に当たっては、防災行政無線を始め

とした効果的かつ確実な伝達手段を複合的に活用し、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に

努める。 

(３) 地震情報で用いる震度の地域名称と震央地名 

市は、震度の地域名称（福島県の陸域）及び震央地名（福島県の陸域）は、「福島県中通り」

となる。 

 

第２ 被害状況等の収集、報告 

第２編、第２章、第３節「災害情報の収集伝達」第２に準じる。 
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第４節 通信の確保 

【本部事務局、財務部、市民部】 

第４節 通信の確保 

地震災害発生時は、通信設備を災害から防護するとともに、応急復旧作業を迅速かつ的確に行

い、円滑な通信の疎通を確保する。 

 

第２編、第２章、第４節「通信の確保」に準じる。 

 

 

第５節 相互応援協力 

【本部事務局、市民部、総務政策部】 

第５節 相互応援協力 

 地震災害発生時は、防災関係機関相互の連携体制が重要となるため、市及び相互応援協定締結

自治体並びに関係機関は、相互の応援協力により適切な応急救助等を実施する。 

 

  第２編、第２章、第５節「相互応援協力」に準じる。 

 

 

第６節 災害広報 

【本部事務局、総務政策部、市民部】 

第６節 災害広報 

 被災住民等に正確な情報を提供し、混乱の防止と適切な行動を支援するため、市及び防災関係

機関は連携し広報活動を展開する。 

 

  第２編、第２章、第６節「災害広報」に準じる。 
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第７節 消火活動 

【本部事務局、市民部、消防本部、市消防団】 

第７節 消火活動 

地震による二次災害で、最も大きな被害をもたらすものが火災であり、地震火災による被害の

軽減を図るため、市民に地震発生時の防火行動の徹底を周知するとともに、消防力の全てを活用

した消火活動に取り組む。 

また、大規模な地震発生時には、消防力を上回る出火件数となることも想定される。この場合

にあっても、住民等及び自主防災組織においては、まず自らの命を守り、その後に初期消火を行

うとともに、避難時の出火防止呼びかけ等が群発火災を防ぐことにつながる。 

 

第１ 消防本部による消防活動 

消防本部は、第一線の消防活動機関であり、地震火災に際して総力を挙げて消防活動に当たるとと

もに、市消防団等を指揮し有効な対策を行う。消防本部の活動は、福島県地域防災計画（地震・津波

災害対策編）第３章、第７節「消火活動」に基づく。 

 

第２ 消防団による活動 

市消防団は、消防本部（南消防署）と連携し、以下の活動を行う。 

１ 情報収集活動 

市内の災害情報を、積極的に収集する。 

２ 出火防止 

地震発生により、火災等の災害発生が予想される場合は、団員居住地域及び分団設置地域住民に

対し出火防止の広報を行う。出火を発見した場合は、住民と協力して初期消火を図る。 

３ 消火活動 

地震火災に際しては、消防本部と連携し消火活動及び延焼防止活動を行う。 

４ 救助活動 

消防本部の活動を補佐し又は自らが積極的に活動し、要救助者の救助救出及び負傷者への簡易な

応急措置を行い、安全な場所への搬送を行う。 

５ 避難誘導 

避難指示等が発令された場合は、住民に避難指示等の内容を伝達し、関係機関と連絡を取りなが

ら住民を安全に避難誘導する。 

また、避難しない住民等へは避難を説得し、未避難者が要配慮者の場合は安全な場所まで搬送す

る。 

 

第３ 県内隣接協定及び統一応援協定による応援 

消防本部及び市消防団の消防力をもってしても消防活動が困難であると判断したときは、福島県地

域防災計画（地震・津波災害対策編）第３章、第７節「消火活動」に基づき、隣接相互応援協定締結

消防機関に応援を要請し、それでも対応できない場合は、福島県広域消防相互応援協定により派遣要

請を行う。 
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第４ 他都道府県への応援要請 

１ 応援要請の手続き 

市は、他都道府県に応援の要請が必要と見込まれる場合は、次の手続きで知事へ応援要請を行う。 

(１) 応援要請の手続き（要請は責任者の口頭でも可能であるが、後日、要請文書を提出する。） 

市長は他都道府県の消防隊の応援を求めるときは、次の事項を示し知事に要請する。 

① 火災の状況及び応援要請の理由 ② 緊急消防援助隊の派遣要請期間 

③ 応援要請を行う消防隊の種別と人員 ④ 市への進入経路及び集結場所 

(２) 緊急消防援助隊の受け入れ態勢 

円滑に受け入れるため、応援要請の担当者を明確にし、連絡体制を整える。 

① 緊急消防援助隊の誘導方法 

② 緊急消防援助隊の人員、機材数、指導者等の確認 

③ 緊急消防援助隊に対する給食、仮眠施設等の手配 
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第８節 救助・救急 

【本部事務局、各部・各班、市民部、消防本部、市消防団】 

第８節 救助・救急 

 大規模地震発生時の最優先事項は、災害から住民等の生命及び身体の安全を守ることである。

そのために、発災当初の７２時間は救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを踏

まえ、人員及び資機材等を優先的に投入し、救助活動を行う。 

 市及び消防本部は、災害応急対策の第一次的実施責任者として、市消防団及び防災関係機関の

協力を得ながら救助活動を行う。 

市民及び自主防災組織は、自発的に救助・救急活動を行い、また、救助・救急活動を実施する

防災関係機関に自ら協力することが求められる。 

 

第２編、第２章、第７節「救助・救急」に準じる。 

 

 

第９節 自衛隊災害派遣要請 

【本部事務局、市民部】 

第９節 自衛隊災害派遣要請 

 地震災害発生時の、迅速かつ円滑な災害派遣活動の実施を目的に、自衛隊災害派遣要請を行う

場合の手続き等を明らかにする。 

 

第２編、第２章、第８節「自衛隊災害派遣要請」に準じる。 

 

 

第１０節 避難 

【本部事務局、各部・各班、教育部、郡山北警察署本宮分庁舎 

消防本部、消防団、防災関係機関、市社会福祉協議会】 

第１０節 避難 

 「避難行動」は、数分から数時間後に起こるかもしれない自然災害から「命を守るための行動」

である。 

地震災害発生時及び二次災害による人的被害を軽減するため、市及び防災関係機関が連携を密

にし、要避難区域の住民を迅速かつ適切に安全な場所に避難誘導する。 

 特に、要配慮者に対する情報伝達と避難誘導、及び避難場所における生活等には配慮に努める。 

 

第２編、第２章、第９節「避難」に準じる。 
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第１１節 避難所の設置・運営 

【本部事務局、各部・各班、教育部、保健福祉部、行政区、市社会福祉協議会】 

第１１節 避難所の設置・運営 

 避難所は、地震災害及び二次災害のために現に被害を受け又は受けるおそれがある者で、避難

しなければならない者を一時的に指定する公共施設又は応急仮設物等に受入保護することを目

的とする。 

 

第２編、第２章、第１０節「避難所の設置・運営」に準じ、次の寒冷対策を加える。 

 

第３ 寒冷対策の推進 

避難施設における暖房等の需要増大が予想されるため、電源を要しないストーブ等暖房器具・燃料

等の資機材の備蓄又は流通資機材の確保に努める。 

 

 

第１２節 医療（助産）・救護 

【本部事務局、保健福祉部、消防本部、安達医師会、歯科医師会、薬剤師会】 

第１２節 医療（助産）・救護 

 大規模地震発生時は、広域に医療（助産）・救護を必要とする多数の傷病者の発生が予想され

る。このため、震災時における救急の初動体制を整え、県との連携の下、関係医療機関及び各防

災関係機関との密接な連携により、一刻も早い医療救護活動を図る。 

 

第２編、第２章、第１１節「医療（助産）・救護」に準じる。 

 

 

第１３節 緊急輸送対策 

【本部事務局、各部・各班】 

第１３節 緊急輸送対策 

 災害対策活動の根幹は、必要な人員及び物資の輸送にある。そのため、緊急時の輸送路等の確

保と、車両等の円滑な調達が重要であり、人命の安全、被害の拡大防止及び災害応急対策の円滑

な実施を支える緊急輸送路の開通作業を他の道路に先駆けて実施する。 

 

第１ 優先開通道路の選定 

第２編、第１章、第１０節「緊急輸送路等の指定」に準じる。 

 

第２ 道路開通作業の実施 

  第２編、第２章、第１７節「被災地の応急対策」第２に準じる。 
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第１４節 防疫及び保健衛生 

【本部事務局、保健福祉部、市民部】 

第１４節 防疫及び保健衛生 

 大規模地震発生後の被災地の環境衛生悪化に伴う感染症の予防、避難所あるいは仮設住宅等で

の保健指導、及び災害や避難のストレス等に対するメンタルヘルスケアを行い、被災者の健康の

保持を図る。 

 

  第２編、第２章、第１３節「防疫及び保健衛生」に準じる。 

 

 

第１５節 廃棄物処理計画 

【本部事務局、市民部、安達地方広域行政組合】 

第１５節 廃棄物処理計画 

 災害発生時の円滑な処理と、衛生管理、環境保全及び地域生活の早期復興を図る。 

 

  第２編、第２章、第１４節「災害廃棄物処理計画」に準じる。 
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第１６節 廃棄物処理対策 

【本部事務局、市民部、安達地方広域行政組合】 

第１６節 廃棄物処理対策 

 「廃棄物処理計画」に基づき、災害により発生したごみ・がれき及びし尿の処分等を迅速・的

確かつ適正に実施し、生活環境の保全及び公衆衛生の確保を図り、被災地の円滑な応急対策や復

旧・復興に資する。 

 

  第２編、第２章、第１５節「廃棄物処理対策」に準じ、第２の次に次のがれき処理を加え、第３以

降を一ずつ繰り下げる。 

 

第３ がれき処理 

１ がれき発生量の推定 

地震災害及び火災により、建物の倒壊・焼失及びそれに伴う建物解体、並びに地震動による瓦や

ガラスの落下物、ブロック塀の倒壊等、大量のがれき（廃棄物）の発生が想定されるため、市は、

県の地震・津波被害想定調査結果等から発生量を想定し、廃棄物処理計画を策定する。 

２ 処理体制の確保 

がれき処理は、がれきの発生原因となる施設管理者又は市が原則処理をするが、がれきが一時的

かつ大量に発生すると想定されるため、国・県及び関係者が協力して、がれき処理状況の把握、搬

送ルートや仮置場及び最終処分場の確保を図る。 

３ 処理対策 

第２編、第２章、第１４節「廃棄物処理計画」に基づき実施する。 

４ 粉じん等の公害防止策 

がれきの応急処分の過程において、粉じんや有害物質、石綿含有廃棄物の発生などが考えられ、

生活環境への影響や保健衛生面から問題となる公害（大気汚染）が発生するおそれがある。 

特に石綿については、市は、有害物質の漏洩及び石綿の飛散を防止するため、必要に応じ、事業

者に対し、大気汚染防止法及び「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」に基づき

適切に解体等を行うよう指導・助言する。 

市及び事業者は、有害物質の漏洩及び石綿の飛散を防止するため、施設の点検、応急措置、関係

機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行う。 

また、環境汚染の未然防止及び住民、作業者の健康管理のため、適切な措置等を講じる。 
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第１７節 救援対策 

【本部事務局、各部・各班、教育部、保健福祉部、本宮方部学校給食センター】 

第１７節 救援対策 

 地震災害で物資流通が滞った場合でも、最低限の市民生活の確保と人心の安定を図ることを目

的に、飲料水、食料及び生活必需品等の確保に努め迅速な救援に資する。この場合、指定避難所

以外への避難及び在宅被災者への供給にも配慮が求められる。 

救援対策は、第一次的には市が行い、県は広域かつ総合的な処理を必要とするものにあたる。 

 

第２編、第２章、第１６節「救援対策」に準じる。 

 

 

第１８節 被災地の応急対策 

【建設部、総務政策部、産業部】 

第１８節 被災地の応急対策 

 被災地内の住民生活やインフラ復旧を目的に、主要道路や宅地等の復旧障害物を除去する。 

 さらに、住民の生活上の不安を解消するための各種相談事業を行うとともに、社会経済安定の

ため市内金融機関による応急金融措置実施に努める。 

 

第２編、第２章、第１７節「被災地の応急対策」に準じる。 

 

 

第１９節 応急仮設住宅 

【本部事務局、建設部】 

第１９節 応急仮設住宅 

 災害により住家が滅失した被災者のうち、自らの資力では住宅を確保することができない者に

対し、生活に必要な簡単な住宅を仮設し一時的な居住の安定を図ることを目的とする。 

 

  第２編、第２章、第１８節「応急仮設住宅」に準じる。 
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第２０節 死者の捜索及び遺体の対策等 

【本部事務局、保健福祉部、郡山北警察署本宮分庁舎】 

第２０節 死者の捜索及び遺体の対策等 

 地震災害及び二次災害により死亡していると推定される者の捜索及び収容を行い、身元が判明

しない死亡者には、火葬・埋葬に万全を期す。 

 

第２編、第２章、第１９節「死者の捜索及び遺体の対策等」に準じる。 

 

 

第２１節 生活関連施設の応急対策 

【本部事務局、建設部、産業部、電気事業者、 

     ＬＰガス事業者、電気通信事業者、ＦＭ Ｍｏｔ．Ｃｏｍ もとみや】 

第２１節 生活関連施設の応急対策 

 生活に密着した施設（上水道、下水道、電気、ガス、交通、通信、放送等）が被災した場合、

生活の維持に重大な支障をきたすことが予想され、その影響は極めて大きいことから、速やかな

応急復旧の対策を図るための対策を確立する。 

 

第２編、第２章、第２０節「生活関連施設の応急対策」に準じる。 

 

 



本宮市地域防災計画（地震災害対策編） 

第３章 災害応急対策計画              第２２節 道路、河川管理施設等及び公共建築物の応急対策 

248 

第２２節 道路、河川管理施設等及び公共建築物の応急対策 

【建設部、産業部、財務部、教育部、その他公共施設管理者】 

第２２節 道路、河川管理施設等及び公共建築物の応急対策 

 災害時においては、道路・橋梁施設を防護するとともに、緊急輸送路を最優先に応急復旧作業

を迅速かつ的確に実施し、避難及び救助・救援のための交通路を確保する。 

 また、地震により河川管理施設等の被害を受けた場合は、浸水被害が拡大する可能性があるた

め、対策を講ずる。 

 

第１ 交通施設災害応急対策 

１ 市道の応急対策計画 

(１) 基本方針 

道路・橋梁等の交通施設に地震被害が発生し又は発生するおそれがあり、交通安全と施設保安

上必要と認められるとき又は地震災害時に交通確保のため必要があると認められるときは、通行

禁止及び制限並びにこれに関連した応急対策について計画を定め、警察と連携し直ちに活動を起

こす。 

(２) 応急対策 

市道の被害について、速やかに県（土木部）に報告し、被害状況に応じた応急復旧を行い、交

通の確保に努める。 

上下水道、電気、電話等道路専用施設に被害が生じた場合は、当該施設管理者及び当該道路管

理者へ通報する。緊急時には、現場付近の立入制限・避難の誘導・周知処置等住民の安全確保措

置をとり、事後、速やかに連絡する。 

(３) 復旧計画 

市は、早急に被害個所の仮復旧を行い交通の確保を図るとともに、地震被害の再発を防止する

ための施設の新設又は改良を行う等、将来の地震に備えた事業を行う。 

２ 主要農道及び林道応急対策計画 

(１) 基本方針 

地震により被災した農道及び林道の交通障害物を除去するとともに、緊急度に応じて復旧する。

特に、生活道路としての農道及び集落間の連絡道路としての林道を優先する。 

(２) 応急対策 

農道・林道管理者は、所管道路の被害について、速やかに県（農林水産部）に報告し、被害状

況に応じた応急復旧を行い、交通の確保に努める。 

(３) 交通規制 

通行に危険な農道及び林道は、警察と連携し必要な交通規制を行うとともに、通行者に対し周

知処置を講じる。 

 

第２ 河川管理施設等の応急対策 

１ 河川管理施設応急対策 

(１) 基本方針 

市は、国・県河川管理者及び消防関係機関と連携し、河川管理施設の地震による被害を軽減す
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るため、市消防団による水防活動を行うとともに、次の活動を確保する。 

また、堤防等の破壊・損壊などの被害に対しては、南達建設業組合の協力を得て応急復旧に努

める。 

① 水防上必要な監視、警戒、通信、連絡及び輸送の体制 

② 水門、樋門等に対する遅滞のない操作 

③ 水防に必要な器具、資材及び設備の整備 

(２) 応急対策 

市は、県二本松土木事務所と情報の交換を図り、市消防団による水防活動を確保する。また、

水防上必要な器具、資材等及び技術的支援は、県へ援助を要請する。 

２ 砂防施設等応急対策 

(１) 基本方針 

市は県と連携し、震後速やかに砂防施設及び急傾斜地崩壊防止施設の点検を実施する。また、

必要に応じ土砂災害危険箇所の点検も実施する。 

(２) 応急対策 

震後点検により被災状況を把握し、施設の被災及びがけ崩れや落石等により二次災害発生のお

それがある場合は、県と連携し速やかな応急対策に努める。 

３ ため池施設応急対策 

(１) ため池管理者は、震度４以上の地震が発生した場合は、ため池緊急点検を行い市農政課へ報告

する。また、ため池に被害が生じた場合は直ちに応急対策を行い、二次災害を防止する。 

さらに、ため池管理者は、市の指示のもとに緊急放流や応急工事等を行い、安全回復に努める。 

 

第３ 公共建築物等の応急対策 

１ 基本方針 

各施設の管理者は、人命の安全確保を最優先に、社会公共施設の機能を確保するため、自主的な

災害対策活動を行う。 

２ 応急対策 

各施設の管理者は、人命の安全確保及び社会公共施設の機能確保を図るため、次により自主的な

事前対策及び震後応急対策を行う。特に、地震災害時の出火やパニックの防止を重点に、災害対策

活動に万全を期す。 

(１) 避難対策には、特に綿密な計画を樹立し万全を期す。 

(２) 地震時の混乱の防止措置を講ずる。 

(３) 緊急時には、関係機関へ通報するとともに応急措置を講ずる。 

(４) 避難所指定施設は、防火について十分な措置を図る。 

(５) 施設利用者の人命救助を最優先とする。 

 

第４ 市庁舎の応急修理 

(１) 施設管理者は、被害状況の速やかな把握に努める。 

(２) 簡易な被害は、施設管理者において応急修理を実施する。被害が著しい場合は、必要に応じ建

設部建設課の応援を得る。 

(３) 被害が著しく、行政事務執行に支障がある場合は、必要に応じ仮設庁舎を設置する。 
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(４) 仮設庁舎建設場所は、地震災害の状況に応じ市長が決定する。 

 

 

第２３節 文教対策 

【教育部、市内小中学校・幼稚園・保育所・各種学校】 

第２３節 文教対策 

 市教育委員会及び学校等の長は、地震災害時に園児、児童及び生徒の安全を確保するとともに、

学校教育等活動の円滑な実施を確保するため、各学校等の実態に即した適切な防災に関する計画

及び対応マニュアルを定める。 

 

第２編、第２章、第２１節「文教対策」に準じる。 

 

 

第２４節 要配慮者対策 

【保健福祉部、市社会福祉協議会】 

第２４節 要配慮者対策 

 要配慮者への情報伝達及び避難誘導等に配慮する。また、避難所における要配慮者の把握及び

ニーズの把握と保健福祉サービスの提供に努める。 

 

第２編、第２章、第２２節「要配慮者対策」に準じる。 

 

 

第２５節 ボランティアとの連携 

【本部事務局、市民部、教育部、市社会福祉協議会】 

第２５節 ボランティアとの連携 

 大規模地震被災時は、市及び防災関係機関も被災し、災害応急対策を十分に対応できないおそ

れがある。このため、防災関係機関等が連携し、ボランティアを有効活用し災害応急活動を図る。 

 

  第２編、第２章、第２３節「ボランティアとの連携」に準拠する。 

 

 

第２６節 災害救助法の適用等 

【本部事務局、各部、市民部】 

第２６節 災害救助法の適用等 

 災害救助法適用時は、速やかに所定の手続きを執る。 

 

第２編、第２章、第２４節「災害救助法の適用等」に準じる。  
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第２７節 被災者生活再建支援法に基づく支援等 

【市民部】 

第２７節 被災者生活再建支援法に基づく支援等 

 一定規模の自然災害により、その生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、支援法に基づき支

援金を支給することにより、その生活の再建を支援し、住民の生活の安定と被災地の速やかな復

興に資する。 

また、各種の支援措置を早期に実施するため、罹災証明書を速やかに交付するものとする。 

 

第２編、第２章、第２５節「被災者生活再建支援法に基づく支援等」に準じる。 
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第４章 災害復旧計画 

第４章 災害復旧計画 

第１節 施設の復旧対策 

【総務政策部、建設部、産業部、市民部、保健福祉部、教育部】 

第１節 施設の復旧対策 

 災害応急復旧計画に基づく応急復旧終了後、災害復旧事業計画を樹立し、早期復旧を目標に実

施を図る。 

 

第２編、第３章、第１節「施設の復旧対策」に準じる。 

 

 

第２節 被災地の生活安定 

【該当部署】 

第２節 被災地の生活安定 

 市は、震災時及び地震後の人心の安定と社会秩序の維持を目的に、防災関係機関等と協力し、

市域における生活安定のための緊急措置を講ずる。 

 

第２編、第３章、第２節「被災地の生活安定」に準じる。 
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第１章 総則 

第１章 総則 

第１節 計画の目的及び位置付け 

【市民部】 

第１節 計画の目的及び位置付け 

第１ 計画の目的 

地域防災計画事故対策編は、市域の航空災害、鉄道災害、道路災害、危険物等災害、大規模な火事

災害及び林野火災（以下この章において「事故災害」という。）に対処し、県及び関係機関・団体と

連携し市民の生命、身体及び財産を事故災害から保護することを目的とする。 

 

第２ 計画の位置付け 

この計画は、災対法（昭和３６年法律第２２３号）に基づく、本宮市防災会議条例第２条の規定に

より、本宮市防災会議が作成する地域防災計画の内、事故災害に関する計画として定めたもので、国

の防災基本計画、防災業務計画及び福島県地域防災計画（事故対策編）と連携した市域に係る計画で

ある。 

 

国、県、本宮市における防災会議と地域防災計画（事故対策編）の位置付け 
 

 《 国 》          《福島県》           《本宮市》 

 

 

 

 

                 （事故対策編）         （事故対策編） 

 

                                地区防災計画  

 

 

 

第３ 計画の推進及び修正 

  第１編、第１章、第１節「計画の目的及び位置付け」第６に準じる。

中央防災会議 福島県防災会議 本宮市防災会議 

防災基本計画 福島県地域防災計画 本宮市地域防災計画 

（指定行政機関） 

防災業務計画  
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第２章 鉄道災害対策計画 

【市民部、産業部、建設部、保健福祉部、鉄道事業者】 

第２章 鉄道災害対策計画 

 市域には、ＪＲ東日本鉄軌道が敷設され、東北新幹線及び東北本線上下線それぞれ２５本を超

す列車と臨時列車及びＪＲ貨物が行き来している。 

市は、市域における列車事故により、多数の乗降者及び沿線住民等に被害が及ぶことを想定し、

鉄道災害対策を計画し、住民等の生命と身体及び財産を守ることに資する。 

なお、この計画に定められていない事項については、一般災害対策編の定めによる。 

 

第１節 鉄道災害予防対策 

第１節 鉄道災害予防対策 

第１ 鉄道交通の安全の確保 

市、道路管理者及び鉄道事業者等は、踏切道の立体交差化、構造の改良、踏切保安設備の整備、交

通規制の実施、統廃合の促進等踏切道の改良に努めるものとする。 

 

第２ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

１ 防災情報通信網等の整備 

市は、鉄道事業者や関係機関と密接に情報の収集・連絡を行うため、第２編、第１章、第２節「防

災情報通信網の整備」第１及び第２に準じ、必要な措置を講ずる。 

２ 応援協力体制の整備 

市は、鉄道災害における応急対策に万全を期すため、隣接市町村や広域市町村圏との応援協力体

制の整備を図り、第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」第１０に準じ、必要な措置を

講ずる。 

３ 救助・救急及び医療（助産）救護 

(１) 市は、多数の負傷者が出る場合を想定し、災害対策本部の設置如何に関わらず、第２編、第１

章、第７節「火災予防対策」第１及び同章第１２節「医療（助産）救護・防疫体制の整備」に準

じ、被害の軽減を図るために必要な措置を講ずる。 

(２) 市、防災関係機関及び医療機関は、平常時から連絡体制の整備を図り、連携強化に努める。 

４ 消防力の強化 

(１) 市は、「消防力の整備指針」（平成１２年１月、消防庁）及び「消防水利の基準」（昭和３９

年１２月、消防庁）に適合する「消防施設及び設備整備の年次計画」を作成し、消防施設、消防

設備及び消防水利等の整備に努める。 

(２) 市は、消防本部、市消防団、自主防災組織等との連携強化に努める。 

５ 防災訓練の実施 

市は、鉄道事業者が実施する防災訓練に参加し、連携した消火、救助・救急等を身につける。ま

た、第２編、第１章、第１５節「防災訓練」により、鉄道事業者と連携した防災訓練の実施に努め

る。 
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第３ 防災知識の普及・啓発 

市は、踏切道における自動車との衝突、置石等による列車脱線等の事故を防止するため、鉄道事業

者と連携し、事故防止に関する知識の普及・啓発に努める。 

 

第４ 要配慮者対策 

乗員及び沿線住民に要配慮者が含まれる場合、市は、第２編、第１章、第１１節「避難対策」及び

同章第１７節「要配慮者対策」に準じ、支援体制の整備に努める。 

 

第２節 鉄道災害応急対策計画 

第２節 鉄道災害応急対策計画 

第１ 災害情報の収集伝達 

１ 市及び防災関係機関がとるべき措置 

(１) 市及び防災関係機関は、鉄道災害の情報を受理したときは、第２編、第２章、第３節「災害情

報の収集伝達」に準じ、災害情報の収集伝達を実施する。 

(２) 市から県（危機管理総室）への鉄道災害の緊急連絡は、「情報ルート集 報告系統－２ 火災、

危険物に係る事故、救急・救助事故」に基づく。 

 

第２ 活動体制の確立 

１ 市の活動体制 

(１) 災害対策本部設置に至らない災害 

市は、発災後速やかに一般災害対策の事前配備に準じた職員の非常参集を行い、災害情報の収

集伝達体制を確立する。また、災害の状況に応じて、警戒配備、特別警戒配備体制への移行が円

滑に行えるよう備える。 

情報の収集にあたっては、通信の混乱等により迅速に正確な情報が収集できない場合、災害現

場への職員派遣により状況を確認する。さらに、状況に応じて県に対して県消防防災ヘリコプタ

ー等の応援要請を行う。 

なお、配備人員については、災害の状況及び特殊性を考慮して、活動体制下の指揮権者の指示

により、配備編成計画の人員によらない配備を可能とする。（以下の事故災害においても同。） 

(２) 災害対策本部設置 

災害の規模が次の基準に該当する事故の場合は、市長の判断により災害対策本部の設置等必要

な体制をとる。（以下の事故災害においても同。） 

① 災害救助法の適用基準に合致するもの ② 死者５名以上の救急事故 

③ 死傷者合計１５名以上の救急事故 ④ 要配慮者５名以上の救助事故 

⑤ その他報道機関に取り上げられる等、社会的影響が高い救急・救助事故 

市災害対策本部の組織編成（部、班、分掌事務）については、被害の実態や被災後の時間の経

過に伴い、必要となる応急対策活動に即応するために、目的別に変更すること及び本部長の指示

による部班相互応援を可能とする。 

２ 相互応援協力 

災害の規模が市の防災体制では十分な応急措置が困難と認められる場合は、第２編、第２章、第 
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５節「相互応援協力」に準じ、知事又は他市町村の応援又はあっせんを要請する。 

 

第３ 捜索、救助・救急、医療（助産）救護及び消火活動 

１ 捜索、救助・救急、医療（助産）救護活動 

(１) 市は、消防本部及び医療機関の体制では十分な活動が困難と認めるときは、市災害対策本部の

設置の如何に関わらず、第２編、第２章、第７節「救助・救急」に準じ、消防本部及び市消防 

団等と協力した救助班を編成し救助活動を行う。また、同章第１１節「医療（助産）・救護」に

準じ、安達医師会等の協力を得て医療救護班を救護所に派遣する。大規模な災害で安達医師会等

の対応が困難な場合は、県へ医療救護班の派遣を要請する。 

２ 消火活動 

(１) 消防本部及び市消防団は、速やかに火災の状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行う。 

 

第４ 交通規制措置 

郡山北警察署本宮分庁舎は、災害の拡大防止及び交通の確保のため、福島県地域防災計画（一般災

害対策編）第３章、第１３節「災害警備活動及び交通規制措置」に基づき、必要な措置を講ずる。 

 

第５ 災害広報 

市は、県・防災関係機関及び鉄道事業者と協力し、鉄道災害の状況、安否情報、施設の復旧状況、

交通規制等の正確な情報を、被災者等に適切に広報する。 

なお、その際、高齢者、障がい者、外国人等要配慮者に配慮した広報を実施するものとする。 

 

             鉄 道 災 害 情 報 伝 達 系 統 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 災害対策本部未設置時の窓口は、市民部防災対策課とする。 
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第３節 鉄道災害復旧対策計画 

第３節 鉄道災害復旧対策計画 

第１ 鉄道事業者の責務 

鉄道事業者は、あらかじめ定める物資・資材の調達計画及び人材の広域応援に関する計画に基づき、

迅速かつ的確に被災施設の復旧を行う。 
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第３章 道路災害対策計画 

【建設部、市民部、保健福祉部】 

第３章 道路災害対策計画 

 市域には、東北高速自動車道や国道４号を始め、県道や主要地方道が縦横に走っており、人及

び物資輸送が日常的頻繁に行われている。この計画は、自然災害や道路事故等により生じる多数

の死傷者の発生と道路災害に対し、拡大を防止し被害の軽減を図り、住民等の生命と身体及び財

産守ることを目的とする。 

なお、この計画に定められていない事項については、一般災害対策編の定めによる。 

 

第１節 道路災害予防対策 

第１節 道路災害予防対策 

第１ 道路交通の安全のための情報の充実 

市道管理者及び郡山北警察署本宮分庁舎は、道路交通の安全の確保のための情報の収集、連絡体制

の整備を図るとともに、道路利用者に道路施設等の異常に関する情報を迅速に提供する体制の整備に

努める。 

 

第２ 道路施設等の整備 

(１) 市道管理者は、道路パトロール等により道路施設等の点検を行い、現況把握に努める。 

(２) 市道管理者は、道路災害を予防するため、必要な施設の整備を図る。 

(３) 市道管理者は、道路防災対策事業等を通じ、安全性・信頼性の高い道路ネットワークを確保す

るため、落石防止、法面対策、迂回路やバイパスの整備等の計画的かつ総合的な実施に努める。 

 

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

１ 防災情報通信網等の整備 

市道管理者は、道路災害時の施設及び設備の被害情報の把握並びに応急復旧のために、情報通信

網の整備に努める。また、第２編、第１章、第２節「防災情報通信網の整備」第１及び第２に準じ、

必要な措置を講ずる。 

２ 応援協力体制の整備 

(１) 市道管理者は、道路災害における応急対策に万全を期すため、隣接及び広域市町村圏等との応

援協定等の締結促進により、応援協力体制の整備を図るとともに、第２編、第１章、第１節「防

災組織の整備・充実」第１０に準じ、必要な措置をする。 

(２) 市道管理者は、応援協定等に基づき迅速な対応がとれるよう、平常時から要請の手順、連絡調

整窓口、連絡方法等の必要な手続きを整えておく。 

３ 救助・救急及び医療（助産）救護 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－３に準じる。なお、鉄道災害を道路災害と読み替え

る（以下本編において同。）。 

４ 消防力の強化 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－４に準じる。 

５ 危険物等の流出時における防除活動 
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市道管理者は消防本部と連携し、危険物等の流出に対し的確な防除活動を行うため、資機材の整 

備促進に努める。 

６ 防災訓練の実施 

市は、第２編、第１章、第１５節「防災訓練」に基づき、県・防災関係機関・道路管理者及び地

域住民と相互に連携し、消火・救助・救急等について、図上又は現地の訓練を実施する。 

 

第４ 防災知識の普及・啓発 

市道管理者は、道路ふれあい月間及び道路防災週間等を通じ、道路利用者に対し災害発生時にとる

べき行動等の知識の普及・啓発に努める。 

 

第５ 要配慮者対策 

市は、第２編、第１章、第１１節「避難対策」及び同章第１７節「要配慮者対策」に準じ、要配慮

者に配慮した活動と支援体制の整備に努める。 

 

第２節 道路災害応急対策計画 

第２節 道路災害応急対策計画 

第１ 災害情報の収集伝達 

１ 市道管理者の取るべき措置 

市道管理者は、道路災害が発生した場合、速やかに「道路災害情報伝達系統」に基づき、被害状

況、応急対策の活動状況、災害対策本部設置状況等について、災害対策県北地方本部（県北土木事

務所）へ連絡する。 

２ 市及び防災関係機関のとるべき措置 

(１) 市及び防災関係機関は、災害情報の収集伝達について、第２編、第２章、第３節「災害情報の

収集伝達」に基づき実施する。 

(２) 市から県（危機管理総室）への道路災害の緊急連絡は、「情報ルート集 報告系統－２ 火災、

危険物に係る事故、救急・救助事故」に基づく。 

 

第２ 活動体制の確立 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第２に準じる。 

 

第３ 捜索、救助・救急、医療（助産）救護及び消火活動 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第３に準じる。 

 

第４ 交通規制措置 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第４に準じる。 

 

第５ 危険物の流出に対する応急対策 

第５章、第２節「危険物等災害応急対策計画」に準じる。 
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第６ 道路施設・交通安全施設の応急復旧 

道路管理者は、速やかに仮設等応急復旧を行い、類似災害発生防止のため、被災箇所以外の道路施

設について緊急点検を行う。 

郡山北警察署本宮分庁舎は、災害で破損した交通安全施設の早期復旧を図るとともに、被災現場周

辺等施設の緊急点検を行う。 

 

第７ 災害広報 

市は、国・県道路管理者及び防災関係機関と協力し、災害の状況、安否情報、施設の復旧状況、交

通規制等の正確な情報を、被災者等に適切に広報する。 

なお、その際、高齢者、障がい者、外国人等要配慮者に配慮した広報を実施するものとする。 

 

           道 路 災 害 情 報 伝 達 系 統 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 災害対策本部未設置時の窓口は、事故対策に関しては市民部防災対策課、道路施設 

対策に関しては建設部建設課とする。 

 

 

第３節 道路災害復旧対策計画 

第３節 道路災害復旧対策計画 

第１ 道路災害復旧対策方針 

市道管理者は、国、県と連携し、迅速かつ円滑に被災施設の復旧作業を行うとともに、可能な限り

復旧予定時期を明示する。 

 

第２ 道路災害復旧対策の責務 

原則として、道路災害原因者の責務により実施する。しかし、対応困難な場合は、第２編、第３章

「災害復旧計画」に準じる。
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第４章 航空災害対策計画 

【本部事務局、各部・各班、市民部、郡山北警察署本宮分庁舎、消防本部、消防団、医師会等】 

第４章 航空災害対策計画 

 市域上空を航行する航空機は、旅客航空機等及び自衛隊機があるが、航空災害は墜落地点が事

前に把握できないため、航空機乗務員及び乗客はもちろん、墜落地点周辺に大きな被害が出ると

予測できる。航空災害は、通過自治体の努力で予防できるものではないが、墜落地周辺住民等、

航空機乗務員及び乗客の生命に関わる災害となるため、人命救助を第１の目的に対策を計画する

ものである。 

 なお、この計画に定められていない事項については、一般災害対策編の定めによる。 

 

第１節 航空災害予防対策 

第１節 航空災害予防対策 

第１ 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

１ 防災情報通信網等の整備 

市は、航空災害時に、施設、設備の被害情報の把握及び応急復旧のための体制を整備するため、

第２編、第１章、第２節「防災情報通信網の整備」第１及び第２に準じ、必要な措置を講ずる。 

２ 応援協力体制の整備 

(１) 市は、航空災害が隣接市町村に及ぶ場合があるため、隣接市町村及び広域市町村圏等との応援

協定に基づき応援協力体制を図るとともに、第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」

第１０に準じ、必要な措置を講ずる。 

(２) 市及び防災関係機関は、応援協定に基づく迅速な対応に備え、あらかじめ要請の手順、連絡調

整窓口及び連絡方法等の手続きを整えておくとともに、福島県総合防災訓練等を通じ手続き等の

習熟を図る。 

３ 捜索、救助・救出及び医療（助産）救護 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－３に準じる。 

４ 消防力の強化 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－４に準じる。 

５ 防災訓練の実施 

第３章、第１節「道路災害予防対策」第３－６に準じる。 

 

第２ 要配慮者対策 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第４に準じ、沿線住民を墜落若しくは不時着地点周辺住民と

読み替える。 
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第２節 航空災害応急対策計画 

第２節 航空災害応急対策計画 

第１ 災害情報の収集伝達 

１ 市及び防災関係機関がとるべき措置 

(１) 市及び防災関係機関は、航空災害の情報を受理したときは、第２編、第２章、第３節「災害情

報の収集伝達」に準じ、災害情報の収集伝達を実施する。 

(２) 市から県（危機管理総室）への航空災害の緊急連絡は、「情報ルート集 報告系統－２ 火災、

危険物に係る事故、救急・救助事故」及び「同集 報告系統―６航空災害」に基づく。 

 

第２ 活動体制の確立 

１ 市の活動体制 

(１) 特別警戒配備体制 

市域に航空機が墜落又は不時着した場合、並びに墜落又は不時着地点が集落等であった場合、

多数の乗員及び住民の生命及び身体が危険にさらされるおそれがあるため、市は、市域における

航空災害の情報を受理したときは、速やかに特別警戒配備の体制を整える。 

情報の収集にあたっては、混乱により迅速に正確な情報が収集できない場合、災害現場への職

員派遣により状況を確認する。さらに、状況に応じて県に対して県消防防災ヘリコプター等の応

援要請を行う。 

(２) 災害対策本部設置 

市は、災害の程度が第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第２－１の状況であるとき又は

そのおそれがあるときは、市長の判断により災害対策本部を設置し必要な体制を整える。 

災害対策本部の組織編成（部、班、分掌事務）については、被害の実態や被災後の時間の経過

に伴い、必要となる応急対策活動に即応するために、目的別に変更すること及び本部長の指示に

よる部班相互応援を可能とする。 

 

  県航空機事故対策本部との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京航空局福島空港出張所 

航空運送事業者対策本部 

市 

（災害対策本部） 

警察署・消防本部 

県医師会等 

県航空機事故対策本部 

航空機事故対策現地本部 

福島県災害対策本部 

福島県現地災害対策本部 

自衛隊 

日赤等 
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２ 相互応援協力 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第２－２に準じ、次の１項を加える。 

(１) 市長は、大規模な航空災害により市及び消防本部の消防力では対応が困難と認めるとき、知事

に対しヘリコプターによる消火活動の応援を要請する。 

３ 自衛隊の派遣 

市長は、航空災害による人命救助及び被害の拡大を防止するため必要と認めるとき、知事に対し

自衛隊の災害派遣を要請する。 

 

第３ 捜索、救助・救急、医療（助産）救護及び消火活動 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第３に準じる。なお、航空災害が林野火災に拡大した場

合は、第７章「林野火災対策計画」に基づき対処する。 

 

第４ 交通規制措置 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第４に準じる。 

 

第５ 災害広報 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第５に準じる。なお、鉄道事業者を航空運送事業者と読

み替える。 

 

             航 空 災 害 情 報 伝 達 系 統 図 

 

 

 

  

 

 

 

 

   

 

  

  

  

   

  

 

 

＊ 災害対策本部未設置時の窓口は、事故対策に関しては市民部防災対策課とする。 
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医師会・医療機関 
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消防署 

県北地方振興局 

(災害対策県北地方本部) 

県北保健福祉事務所 

福島空港 

事務所 

航空運送事業者 
国土交通省 

警察庁 

消防庁 
危機 

管理部 
土木部 

警察本部 

東京航空局 

福島空港出張所 

自衛隊 

県 

（災害対策本部） 
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第５章 危険物等災害対策計画 

【市民部、産業部、保健福祉部、危険物等貯蔵・取扱事業者】 

第５章 危険物等災害対策計画 

 市域には、危険物及び高圧ガスの貯蔵・配送・使用企業が立地するとともに、東北自動車道、

国道４号、主要地方道及びＪＲ東北本線が南北に縦断し、危険物等も日常的に輸送されている。 

これら危険物等の漏えい、流出、火災及び爆発は、多数の死傷者等の発生又は発生するおそれ

を伴うため、これら危険物等災害から、住民の生命と身体及び財産を守ることに資する。 

なお、この計画に定められていない事項については、一般災害対策編の定めによる。 

 

第１節 危険物等災害予防対策 

第１節 危険物等災害予防対策 

第１ 危険物等の定義 

① 危険物 消防法第２条第７項に規定されているものとする。 

② 高圧ガス 高圧ガス保安法第２条に規定されているものとする。 

③ 毒物・劇物 毒物及び劇物取締法第２条に規定されているものとする。 

④ 火薬類 火薬類取締法第２条に規定されているものとする。 

 

第２ 危険物施設の安全性の確保 

危険物等の貯蔵・取扱いを行う事業者（以下この節において「事業者」という。）は、次の法令で

定める技術及び保安基準を遵守する。 

① 危険物 消防法 

② 高圧ガス 高圧ガス保安法 

③ 毒物・劇物 毒物及び劇物取締法 

④ 火薬類 火薬類取締法 

県及び消防本部は、危険物関係施設立入検査の徹底により、施設の安全の確保に努める。 

１ 危険物 

(１) 事業者のとるべき措置 

事業者は、施設等の維持管理の徹底、風水害に対する必要な措置の検討、事業所従業者に対す

る災害予防教育の実施、防災資機材の整備及び危険物取扱者制度の効果的運用等により自主保安

体制の確立を図る。 

(２) 市のとるべき措置 

市は、危険物等関連機関及び消防関係機関が実施する危険物取扱者保安講習会等の啓発教育事

業を支援し、危険物取扱者の資質の向上及び自主保安体制の推進に努める。 

また、県が実施する貯蔵所等に対する立入検査及び移送・運搬車両検査に協力し、施設等の安

全確保に努める。 

２ 高圧ガス 

(１) 事業者の取るべき措置 

危険物に同。防災訓練の実施を加える。 
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３ 毒物・劇物 

(１) 事業者のとるべき措置 

危険物に同。防災訓練の実施を加える。 

４ 火薬類 

(１) 事業者のとるべき措置 

危険物に同。火薬類取扱保安責任者及び従事者に対する手帳制度に基づく再教育講習及び保安

教育講習を加える。 

 

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

１ 防災情報通信網等の整備 

第２編、第１章、第２節「防災情報通信網の整備」第１及び第２に準じ、必要な措置を講ずる。 

２ 応援協力体制の整備 

(１) 事業者は、応急活動、復旧活動及び資機材の調達に関し、関係機関及び事業者相互の応援協定

の締結等により、相互応援体制の整備と連携の強化に努める。 

(２) 市及び防災関係機関は、危険物等災害における応急対策に万全を期すため、隣接市町村及び広

域市町村圏等との応援協定に基づき応援協力体制の整備を図るとともに、第２編、第１章、第１

節「防災組織の整備・充実」第１０に準じ、必要な措置を講ずる。 

３ 救助・救急及び医療（助産）救護 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－３に準じる。 

４ 消防力の強化 

(１) 事業者の取るべき措置 

危険物災害被害を最小限にとどめるため、危険物の種類に対応した化学消火薬剤等資機材等の

備蓄などの促進に努めるとともに、平常時から消防機関等との連携強化及び自主防災組織等によ

る消防力整備並びに防災訓練による習熟を図る。 

(２) 市のとるべき措置 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－４に準じる。 

５ 危険物等の大量流出時における防除活動 

(１) 事業者は、河川管理者への緊急報告の手順を訓練により習熟する。 

(２) 防除は、事業者の責に帰す。市は、県の支援のもと後方支援に努める。 

(３) 事業者並びに消防機関は、河川等への危険物等大量流出に備え、防除資機材の整備をするとと

もに、災害発生時の応援体制をあらかじめ整備しておく。 

６ 避難対策 

第２編、第１章、第１１節「避難対策」に準じ、必要な措置を講ずる。 

７ 防災訓練の実施 

第２編、第１章、第１５節「防災訓練」に準じ、必要な訓練に努める。また、事業者は、事業者

の定める防災のための計画に基づき、実践的な訓練を実施する。 

 

第４ 防災知識の普及・啓発 

市及び防災関係機関は、危険物安全週間や防災関連行事等を通じ、住民等に対して危険物等災害の

危険性を周知するとともに、災害発生時にとるべき行動等防災知識の普及・啓発に努める。 
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第５ 要配慮者対策 

第２編、第１章、第１１節「避難対策」及び同章第１７節「要配慮者対策」に準じる。 

 

 

第２節 危険物等災害応急対策計画 

第２節 危険物等災害応急対策計画 

第１ 災害情報の収集伝達 

１ 事業者の取るべき措置 

危険物災害が発生した場合、事業者は「危険物災害情報伝達系統」に基づき、被害状況、応急対

策の活動状況及び対策本部設置状況等について、速やかに関係機関に伝達するとともに、緊密な連

携の確保を図る。 

２ 市及び防災関係機関のとるべき措置 

(１) 市及び防災関係機関は、災害情報の収集伝達について、第２編、第２章、第３節「災害情報の

収集伝達」に準じ災害情報の収集伝達を実施する。 

(２) 市から県（危機管理総室）への危険物等災害の緊急連絡は、「情報ルート集 報告系統－２ 火

災、危険物に係る事故、救急・救助事故」及び「同集 報告系統―４ 火薬類・高圧ガス事故」

に基づく。 

 

第２ 活動体制の確立 

１ 事業者の活動体制 

事業者は、発災後速やかに、事業者が定める防災に関する計画に基づき、職員の非常参集、情報

収集伝達体制の確立等必要な体制をとり、自衛消防組織等による初期消火、延焼防止活動、流出防

止等災害の拡大防止のために必要な措置を講ずる。 

２ 市の活動体制 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第２に準じる。 

３ 相互応援協力 

(１) 事業者は、事業者団体相互の応援協定等に基づき、速やかな応援体制を敷く。 

(２) 市は、危険物等災害の規模が市の災害応急対策体制では十分な応急措置が困難と認められる場

合、第２編、第２章、第５節「相互応援協力」に準じ、県又は近隣市町村の応援又は応援のあっ

せんを求める。 

４ 自衛隊の災害派遣 

第４章、第２節「航空災害応急対策計画」第２に準じる。 

 

第３ 災害の拡大防止 

１ 事業者のとるべき措置 

事業者は、関係法令の定めるところ及び事業者が定める防災のための計画に基づくとともに、第

２編、第１章、第１９節「危険物施設等災害予防対策」に準じ、的確な応急点検及び応急措置等を

講ずる。 
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２ 市及び消防機関のとるべき措置 

市及び消防機関等は、関係法の定めにより、危険物等の流出・拡散防止及び除去、環境モニタリ

ングを始め、住民避難、事業者に対する応急措置命令、危険物等関係施設の緊急使用停止命令など

指導の権限に応じた適切な応急対策を講ずる。 

 

第４ 捜索、救助・救急、医療（助産）救護及び消火活動 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第３に準じる。 

 

第５ 交通規制措置 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第４に準じる。 

 

第６ 危険物等の大量流出に対する応急対策  

１ 事業者、消防機関及び郡山北警察署本宮分庁舎等のとるべき措置 

事業者、消防機関及び郡山北警察署本宮分庁舎等は、危険物等の流出が認められた場合、直ちに

防除活動を行うとともに、有毒又は可燃性の危険物の場合は避難誘導活動を行う。 

２ 市の取るべき措置 

市は、危険物等が河川等に大量に流出した場合、防災関係機関等と協力し、直ちに環境モニタリ

ング及び危険物等の処理等の必要な措置を講ずる。 

 

第７ 避難誘導 

１ 市のとるべき措置 

危険物等災害により住家等へ被害が拡大するおそれがあると判断した場合、第２編、第２章、 

第９節「避難」に準じ、危険区域住民等に避難指示等の必要な措置を講ずる。 

２ 要配慮者対策 

第２編、第２章、第９節「避難」及び同章第２２節「要配慮者対策」に準じ、必要な措置を講ず

る。 

 

第８ 災害広報 

第２編、第２章、第６節「災害広報」に準じる。 
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            危 険 物 等 災 害 情 報 伝 達 系 統 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 災害対策本部未設置時の窓口は、事故対策に関しては市民部防災対策課とする。 

 

 

第３節 危険物等災害復旧対策計画 

第３節 危険物等災害復旧対策計画 

第１ 危険物等災害復旧対策の責務 

事故の原因者の責務により実施する。しかし、対応困難な場合は、第２編、第３章「災害復旧計画」

に準じる。 
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第６章 大規模な火事災害対策計画 

【市民部、建設部、消防本部、市消防団】 

第６章 大規模な火事災害対策計画 

 市域は、一部に中層階の建築物があるほか、市街地においては住宅密集が見られ、市街地にお

ける火災は大規模化することが危惧される。この計画は、多数の死傷者等が発生するような大規

模な火事災害に対し、その拡大を防止し被害の軽減を図り、住民等の生命と身体及び財産を守る

ことを目的とする。 

 なお、この計画に定められていない事項については、一般災害対策編の定めによる。 

 

第１節 大規模な火事災害予防対策 

第１節 大規模な火事災害予防対策 

第１ 災害に強いまちづくりの形成 

第２編、第１章、第８節「建造物及び文化財災害予防対策」及び第３編、第２章、第３節「都市の

防災対策」に準じる。 

 

第２ 大規模な火事災害防止のための情報の充実 

市は、福島県総合情報通信ネットワーク及び市防災行政無線等を利用し、福島地方気象台等と連携

のうえ、気象特別警報、気象警報及び注意報の発表等気象に関する情報の迅速かつ正確な把握に努め、

気象状況の変化に対応した予防対策を講ずる。 

 

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

１ 防災情報通信網等の整備 

第２編、第１章、第２節「防災情報通信網の整備」に準じる。 

２ 応援協力体制の整備 

第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」第１０に準じる。 

３ 救助・救急及び医療（助産）救護 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－３に準じる。 

４ 消防力の強化 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－４に準じ、次の１項を加える。 

(３) 大規模火災に備え、消火栓に偏らない消防水利の多様化（防火水槽、プール等）に努め、また、

その適正な配置に留意する。 

５ 避難対策 

第２編、第１章、第１１節「避難対策」に準じる。 

６ 防災訓練 

第２編、第１章、第１５節「防災訓練」に準じる。 

 

第４ 防災知識の普及・啓発 

第２編、第１章、第１４節「防災教育」に準じる。 
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第５ 要配慮者対策 

第２編、第１章、第１１節「避難対策」及び同章第１７節「要配慮者対策」に準じる。 

 

 

第２節 大規模な火事災害応急対策計画 

第２節 大規模な火事災害応急対策計画 

第１ 災害情報の収集伝達 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第１に準じる。なお、鉄道災害を大規模な災害に読み替

える。 

 

第２ 活動体制の確立 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第２に準じる。 

 

第３ 捜索、救助・救急、医療（助産）救護及び消火活動 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第３に準じる。 

 

第４ 交通規制措置 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第４に準じる。 

 

第５ 避難誘導 

第５章、第２節「危険物等災害応急対策計画」第７に準じる。なお、危険物等を大規模な災害に読

み替える。 

 

第６ 災害広報 

第２編、第２章、第６節「災害広報」に準じる。 
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              大規模な火事災害情報伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 災害対策本部未設置時の窓口は、事故対策に関しては市民部とする。 

 

 

 

第３節 大規模な火事災害復旧対策計画 

第３節 大規模な火事災害復旧対策計画 

第１ 大規模火事災害復旧対策方針 

市及び関係機関は、国・県と連携し、迅速かつ円滑に被災地の復旧作業又は支援をする。 

 

第２ 大規模火事災害復旧対策の責務 

復旧対策は、原則として火事災害原因者の責務により実施するものであるが、それにより対応でき

ない場合には、第２編、第３章「災害復旧計画」に準じる。
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市 

(災害対策本部) 

警察署 

県北地方振興局 

(災害対策県北地方本部) 

県（災害対策本部） 

県消防防災航空センター 

県警本部 

危機管理部 

国（警察庁） 

国（消防庁ほか 

関係省庁） 

自衛隊 

発

見

者 

原

因

者 
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第７章 林野火災対策計画 

【市民部、産業部、消防本部、市消防団】 

第７章 林野火災対策計画 

 市総面積に占める山林の割合は３０．７パーセントであり、大名倉山山系の青田・岩根地区、

並びに阿武隈山系の白沢地区に大別でき、集落又は住居が麓に散在する。 

林野火災は水利の不便や初期消火の困難など、一般火災に対する消防活動とは著しく趣を異に

する。この計画は、林野火災の拡大を防止し被害の軽減を図り、住民等の生命と身体及び財産を

守ることを目的とする。 

なお、この計画に定められていない事項については、一般災害対策編の定めによる。 

 

第１節 林野火災予防対策 

第１節 林野火災予防対策 

第１ 林野火災の特性 

林野火災は、発火地点、延焼速度及び拡大化等の諸特性から、火災の早期覚知の困難、現場到着の

遅延から生ずる初期消火の困難及び水利の不便等もあり、一般火災に対する消防活動とは著しく趣を

異にする。 

また、その被害は、単に森林資源の焼失に止まらず、人畜の損傷、森林の治水機能の破壊及び土壌

能力の喪失等を引き起こすことがあり、その影響は極めて大きいものがある。 

 

第２ 林野火災に強いまちづくり 

１ 林野火災発生又は拡大の危険性が高い地域には、県と協議の上、その地域特性に配慮した林野火

災特別地域対策事業計画を作成し、林野火災対策事業を集中的かつ計画的に実施する。 

２ 森林所有者及び林業関係団体等は、自主的な森林保全管理活動の推進に努める。 

３ 市は、警報発表等林野火災発生のおそれあるときは、林業関係団体と連携した監視パトロール等

の強化を行うとともに、火入れを行う者に対する適切な対応、消防機関の警戒体制の強化等を行う。 

 

第３ 林野火災防止のための情報の充実 

市は、福島県総合情報通信ネットワーク及び市防災行政無線等を利用し、福島地方気象台等と連携

のうえ、気象警報・注意報の発表等気象に関する情報の迅速かつ正確な把握に努め、気象状況の変化

に対応した予防対策を講ずる。 

 

第４ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への構え 

１ 防災情報通信網等の整備 

第２編、第１章、第２節「防災情報通信網の整備」に準じる。 

２ 応援協力体制の整備 

第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」第１０に準じる。 

３ 救助・救急及び医療（助産）救護 

第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－３に準じる。 

４ 消防力の強化 
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第２章、第１節「鉄道災害予防対策」第２－４に準じ、次の(３)を加える。 

(３) 市及び林業関係者は、防火線、防火林及び防火林道等林野火災の防火施設並びに林野火災用消

防資機材を整備するとともに、標識板、警報旗等の防火施設の整備を推進する。 

５ 避難対策 

第２編、第１章、第１１節「避難対策」に準じる。 

６ 防災訓練 

第２編、第１章、第１５節「防災訓練」に準じる。なお、連携機関等に林業関係機関及び林業関

係団体を加える。 

さらに、消防団員等を対象とする空中消火資機材の取扱に関する講習会等、林野火災に関する講

習会等へ積極的に参加させ、技術の習得を図る。 

 

第５ 防災知識の普及・啓発 

１ 市は、山火事防止強調月間等を通じて、県、林業関係機関、林業関係団体及び防災関係機関と協

力して広報活動を行い、林野周辺住民及び入山者等の防災意識の啓発に努める。 

２ 消防本部は、林野火災の未然防止のため予防査察を計画的に実施するとともに、立入検査を励行

し管理権原者に防火体制の徹底を指導する。 

 

第６ 要配慮者対策 

第２編、第１章、第１１節「避難対策」及び同章第１７節「要配慮者対策」に準じる。 
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第２節 林野火災応急対策計画 

第２節 林野火災応急対策計画 

第１ 災害情報の収集伝達 

１ 市及び防災関係機関がとるべき措置 

(１) 市及び防災関係機関は、林野火災の情報を受理したときは、第２編、第２章、第３節「災害情

報の収集伝達」に準じ、災害情報の収集伝達を実施する。 

(２) 市から県（危機管理総室）への林野火災の緊急連絡は、「情報ルート集 報告系統―１ 林野

火災」に基づく。 

 

第２ 活動体制の確立 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第２に準じる。１の市の活動体制の次に、次の２林野所

有（管理）者及び林業関係事業者の活動体制を加え、２以降を１つ繰り下げる。また、項末に４自衛

隊の派遣を加える。 

２ 林野所有（管理）者及び林業関係事業者の活動体制 

林野所有（管理）者及び林業関係事業者は、消防機関、警察、市等との連携を図り、初期対応、

情報連絡等の協力に努める。 

４ 自衛隊の災害派遣 

市長は、大規模な林野火災が発生し必要があると認めるとき、知事に対し自衛隊の災害派遣を要

請する。 

 

第３ 捜索、救助・救急、医療（助産）救護及び消火活動 

１ 捜索、救助・救急、医療（助産）救護活動 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第３－１に準じる。 

２ 消火活動 

(１) 林野火災は、発生場所及び風向き・地形等現地の状況により常に変化するため、変化に応じた

措置が必要となる。消火活動は、消防機関等と次の事項を検討して、最善の方策を講ずる。 

① 出動部隊の出動区域 

出動部隊の出動区域は、原則市消防団分団の各区域をもって定め、初期状況把握後、団長が

指示する。 

② 出動順路と防御担当区域及び地況精通者の確保 

出動順路と地況精通者の確保及び指示は、当該地区分団長が行う。 

③ 携行する消防機材及びその他の器具の指示・調達 

④ 指揮命令及び連絡要項並びに通信の確保 

⑤ 応援部隊の集結場所及び誘導方法 

⑥ 応急防火線の設定 

⑦ 食料、飲料水、消防機材及び救急資材の確保と補給 

⑧ 交代要員の確保 

⑨ 救急救護対策 

⑩ 住民等の避難 
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⑪ 空中消火の要請 

⑫ 空中消火資機材の手配及び消火体制 

資機材は「福島県林野火災用空中資機材等貸付要領」により、市に貸与される。 

(２) 消防機関は、速やかに災害の状況を把握し、迅速に消火活動を行う。 

(３) 市長は、市及び消防本部の消防力では消火が困難と判断するときは、知事に消防防災ヘリコプ

ターによる消火又は偵察を要請する。 

(４) 同じく、第２編、第２章、第５節「相互応援協力」に準じ、応援又は斡旋を要請する。 

３ 火災防御活動の方法 

(１) 部隊の編成 

消防団長は、地域内の林野火災を有効に防御し鎮圧するために、団長を隊長として次の消防活

動部隊を編成する。 

 

消防活動部隊 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 現地本部の設置 

隊長は、状況把握及び指揮連絡に最も適切な場所を選定し、現場本部を設置する。 

(３) 部隊が現場到着時、延焼範囲が拡大していないときの消火 

各隊を、火点を包囲攻撃し得るよう配置し、次のいずれかの消火方法を行う。 

① 道路並びに水利の状況から、消防ポンプによる中継等の方法により注水消防が可能なときは

注水消防を行う。 

② 杉・檜・松・笹及び柴木類により風上からたたき消しを行う。また、樹木や雑草を刈り取る。 

③ バケツ及び消火器等を使い消火する。 

(４) 部隊が現場到着時、延焼範囲が拡大しているときの消火 

部隊を、隊長又は代理する指揮者が指示する防火線に配置し、延焼阻止活動を行う。延焼阻止

の方法については、道路並びに水利の状況から消防ポンプが使用可能なときは注水消防を行う。

注水が及ばない場合は、樹木伐採及び雑草除去等の延焼阻止活動を行う。防火線は、隊長又は代

理する指揮者が、次の要領により定める。 

① 無風の場合 

ア 山腹から出火したときは、峰の方面とその火面の両側に防火線を設ける。 

イ 峰から出火したときは、峰の両側に防火線を設ける。 

② 強風の場合 

ア 峰への延焼は、他山に拡大延焼するため、風向きの如何にかかわらず峰の方面に防火線を

設ける。 

イ 山腹の両側面は、風下になっている側面に主力を注ぎ防火線を設ける。 

隊 長 副 隊 長

指 揮 班 伐開消火隊

消 火 班 火たたき隊

救 急 班 撒土隊

消火警戒班 土のう隊

連 絡 班 土塁隊

補 給 班 消防ポンプ隊
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ウ 風下に飛火警戒を行う。 

(５) 直接消火 

林野火災は、その初期において直接消火をもって消火することを原則とする。消火は、次の各

号に留意し、火勢激烈で直接消火による消火が困難と認められる場合においても、火の正面又は

その側面から消火して火勢を減殺することに努め、火流の幅を狭くするように努める。 

① 消火方法は、空中消火・火たたき・踏み消し・撒水・注水・撒土及び覆土等のいずれを用い、

又は併用するかは、火災の規模、勢力、燃焼物の種類、気象及び消防力の強弱を勘案して隊長

又は代理する指揮者の指示による。 

② 火勢の急激な変化や風速風向の変化及び直接消火時間等により、隊員が火災に取り巻かれ又

は疲労により身体的な危険が伴うおそれがあることを考慮する。 

③ 火災の燃焼方向に、人家その他の重要防火対象物又は火災の拡大又は勢いが増す要因となる

資材等があるときは、当該地域の消火に主力を注ぐよう留意する。 

④ 直接消火の力が及ばず、間接消火による延焼防止に変更する場合、その判断は時機を逸しな

いよう留意する。 

⑤ 注散水等を用いる消火は、消防用水の給水を絶やさないよう留意する。 

(６) 間接消火 

火勢が激しい林野火災で、直接消火では防御できない場合は、燃焼林野の一部を犠牲にし、空

中より消火剤を散布することで、延焼防止・消火を行う。 

(７) 迎え火 

迎え火は、直接消火では消火できないと認められる火災に限り行う。迎え火は、次の各号に留

意する。 

① 迎え火の着火は、防火線から火災の燃焼方向に対して一斉に着火するよう留意する。 

② 迎え火と燃焼しつつある山火との合流点では、急激に火勢が拡大し火流となり、急激にその

方向を変えることがあることに留意する。 

③ 迎え火を着火したときは、未燃焼地帯に防火線から火勢が衰えた場所を中心にできるだけ焼

失面積を拡大していき飛火の危険を少なくするように留意すること。 

④ 迎え火着火の判断は、隊長の決定によって行い、特に慎重を期す。 

(８) 残火処理 

林野火災防御鎮圧後は、焼失地域の残火を完全に処理し火災の再発を防止する。残火処理は、

特に次の事項に留意する。 

① 残火処理部隊を編成し、組織的な残火処理に当たる。 

② 残火処理は、防御した焼失線の端から逐次発火点に向かい処理する。覆土消火地域は、掘り

返して残火を確かめ、老木の空洞などで着火したものは切り倒して処理する。さらに、残火の

発見は、夜間の見張り等が効果的であり、特に徹底する。 

(９) 事後措置 

① 林野火災の鎮圧・残火処理完了後は、部隊を終結する。引き上げに際し、次の事項の確認を

怠らない。 

ア 部隊人員、事故者の有無及び事故者に対する措置 

イ 利用資機材の点検 

ウ その他隊長が指示すること 
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② 火災調査 

          消防本部は、林野火災鎮圧・残火処理完了後に火災調査班を編成し、直ちにその原因・火災

の推移及び損害額等の調査を行う。 

 

第４ 交通規制措置 

第２章、第２節「鉄道災害応急対策計画」第４に準じる。 

 

第５ 避難誘導 

１ 市のとるべき措置 

第５章、第２節「危険物等災害応急対策計画」第７－１に準じる。なお、危険物災害を林野火災

に読み替える。 

２ 要配慮者対策 

第５章、第２節「危険物等災害応急対策計画」第７－２に準じる。 

３ 森林内の滞在者 

市及び消防本部等は、林野火災発生の通報を受けた場合には、直ちに広報車等により広報を行う

とともに、登山者、森林内での作業者等の滞在者に速やかに退去するよう呼びかけるよう努める。 

 

第６ 災害広報 

市、防災関係機関等は、林野火災を覚知した場合、林野作業者及び滞在者等に対し、広報車等によ

り速やかな退去を呼びかける。また、相互に協力して、林野火災の状況、安否情報及び二次被害危険

性等の情報を、第２編、第２章、第６節「災害広報」に準じ、広報に努める。 

なお、その際、高齢者、障がい者、外国人等要配慮者に配慮した広報を実施するものとする。 

 

第７ 二次災害の防止 

１ 市は、林野火災により荒廃した地域の下流域部において、土石流等の二次災害が発生するおそれ

があることに留意し、二次災害の防止に努める。 

２ 市は、必要に応じ県、国と連携し、降雨等による二次的な土砂災害防止のため、土砂災害等の危

険箇所の点検を行う。その結果、危険性が高いと判断された箇所は、地域住民、関係者及び関係機

関等へ周知を図り、警戒避難体制の整備等必要な処置をとる。また、危険性の高い個所は、応急対

策を講じ、できるだけ速やかに砂防施設、治山施設及び地すべり防止施設等の整備に努める。 

 ３ 市は、土砂災害等の危険個所点検結果に基づき、警戒避難体制等の必要な措置を講ずる。 
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林 野 火 災 情 報 伝 達 系 統 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＊ 災害対策本部未設置時の窓口は、事故対策に関しては市民部防災対策課とする。 

 

 

 

第３節 林野火災復旧対策計画 

第３節 林野火災復旧対策計画 

第１ 林野火災復旧対策方針 

復旧対策は、事故の原因者が実施することを原則とするが、それにより対応できない場合は第２編、

第３章「災害復旧計画」により行う。 

  さらに、市は県又は必要に応じ国と連携し、造林補助事業及び治山事業等により、林野火災跡地の

復旧と林野火災に強い森林づくりに努める。 

 

 

発

見

者 

原

因

者 

消防署 

市 

(災害対策本部) 

警察署 

県（災害対策本部） 

県消防防災航空センター 

県警本部 

危機管理部 

農林水産部 

国（警察庁） 

国（消防庁） 

自衛隊 

林業関係機関 

林業関係団体 

国（林野庁） 

県北地方振興局 

(災害対策県北地方本部) 
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原子力災害対策編 
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第１章 総則 

第１章 総則 

第１節 計画の目的 

第１節 計画の目的 

  この計画は、災対法（昭和３６年法律第２２３号）及び原子力災害対策特別措置法（平成１１年法

律第１５６号、以下「原災法」という。）に基づき、原子力事業者である東京電力ホールディングス

株式会社（以下「原子力事業者」という。）が廃止措置計画等に沿って廃炉作業を進めている原子炉

施設及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）に基

づき原子力事業者等が運搬に使用する容器から放射性物質又は放射線が異常な水準で事業所外へ放

出されることによる原子力災害の被害拡大を防止し、原子力災害からの復旧を図るために必要な対策

について定めるものである。 

  なお、本市は、国の防災基本計画原子力災害対策編及び福島県地域防災計画原子力災害対策編にお

いて、原子力防災対策を重点的に充実すべき地域（以下「重点地域」という。）の範囲外であり、地

域防災計画（原子力災害対策編）を作成すべき市町村の指定はされていないが、平成２３年の東京電

力㈱福島第一原子力発電所事故に伴う原子力災害被災市として、住民等への情報提供や重点地域から

の避難者受け入れと、市民の生命、身体及び財産を守ることを目的にこの計画を定めるものである。 

 

第２節 計画の性格 

第２節 計画の性格 

１ 計画の位置付け 

   この計画は、本宮市の地域に係る原子力災害対策の基本となるものである。 

２ 本宮市地域防災計画との関係 

この計画は、災対法第４２条の規定に基づき、本宮市防災会議が作成する「本宮市地域防災計画」

の「原子力災害対策編」として定めるものであり、国の防災基本計画原子力災害対策編及び福島県

地域防災計画原子力災害対策編に基づき作成したものである。なお、この計画に定めのない事項に

ついては「本宮市地域防災計画（一般災害対策編）」に準拠するものとする。 

３ 計画の修正 

   この計画は、災対法第４２条の規定に基づき、毎年検討を加え、防災基本計画又は市の体制、組

織等の見直し等により修正の必要があると認める場合はこれを変更する。 

 

第３節 計画の周知徹底 

第３節 計画の周知徹底 

  この計画は、関係行政機関、関係公共機関その他防災関係機関に対し周知の徹底を図るとともに、

市民への周知に努めるものとする。また、関係機関においては、本計画の熟知を図り、必要に応じて

細部の活動計画等を作成し、万全を期すものとする。
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第４節 計画の作成及び修正に際し基本とすべき指針 

第４節 計画の作成及び修正に際し基本とすべき指針 

  本宮市地域防災計画（原子力災害対策編）（以下「地防原対編」という。）の作成又は修正に際し

ては、原災法第６条の２第１項の規定により、原子力規制委員会が定める「原子力災害対策指針」を

基本とする。 

 

 

第５節 計画の基礎とするべき災害の想定 

第５節 計画の基礎とするべき災害の想定 

  「原子力災害対策指針」に基づくものとする。 

 

 

第６節 原子力災害対策重点地域の範囲 

第６節 原子力災害対策重点地域の範囲 

  本市は、予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ：Precautionary Action Zone）、緊急防護措置を

準備する区域（ＵＰＺ：Urgent Protective Action Planning Zone）及び関係市町村以外のその他の

市町村に分類される。各区域等については次のとおり。 

 

区 域 区 分 福島県第一原子力発電所 福島第二原子力発電所 

原子力災害対策 

重点区域 

予防的防護措置

を準備する区域

（ＰＡＺ） 

－ 
原子力施設から概ね 

半径５㎞を目安に設定 

緊急防護措置を

準備する区域（Ｕ

ＰＺ） 

いわき市、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富

岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村（各

市町村全域） 

その他の市町村（ＵＰＺ外） 上記地域以外の区域 

 

 

第７節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

第７節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

  第１編、第１章、第５節「防災関係機関の実施責任と処理すべき業務の大綱」を基本とする。 
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第２章 原子力災害予防対策 

第２章 原子力災害予防対策 

第１節 基本方針 

第１節 基本方針 

  本章は、災対法及び原災法に基づく予防体制並びに原子力災害の事前対策を定める。 

 

 

第２節 原子力防災専門官との連携 

第２節 原子力防災専門官との連携 

  市は、地防原対編の修正、市民に対する原子力防災に関する情報伝達、緊急時連絡体制、防護対策

（避難計画を含む）及び広域連携等の緊急時の対応について、原子力防災専門官と連携を図る。 

 

 

第３節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

第３節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

１ 市は、平常時から関係機関及び企業等との間で協定を締結するなど、連携の強化を進めることに

より、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努める。また、民間事

業者へ委託可能な災害対策業務（被災情報の整理の支援、支援物資の管理・輸送等）については、

あらかじめ民間事業者と協定を締結するなど、民間事業者のノウハウや能力を活用するものとする。 

２ 市は、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有用な資機材、地域内の備蓄量、供給事

業者の保有量を把握した上で、不足が懸念される場合には、関係機関や民間事業者との連携に努め

る。 

３ 市は、重点地域からの避難者の受け入れ場所及び施設並びに防災に関する諸活動の推進にあたり、

公共用地の有効活用を図る。 
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第４節 情報の収集・連絡体制の整備 

第４節 情報の収集・連絡体制の整備 

  市は、国、県及び防災関係機関との連絡を円滑に行い、確実な情報の収集を図るため、次の体制整

備を進める。 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

(１) 市と関係機関相互の連携体制の確保 

    市は、原子力災害関係機関との確実な情報の収集・連絡体制を確保するため、次の内容からな

る「情報収集・連絡に関する要領」を作成し、関係機関等に周知し、防災拠点間の情報通信のた

めのネットワークを強化する。 

   ① 関係機関からの連絡を受信する窓口（夜間・土日祝日等の勤務時間外の対応、通信障害時を

考慮した代替連絡手段を含む。） 

   ② 防護対策に関係する社会的状況把握のための情報収集先（指定地方公共機関） 

   ③ 関係機関への指示連絡先（夜間・土日祝日等の勤務時間外の対応、通信障害時を考慮した代

替連絡手段（衛星電話等非常用通信機器等）や連絡先を含む。） 

(２) 市は、非常通信協議会と連携し、非常通信体制の整備、有・無線通信システムの一体的運用及

び応急対策等緊急時の重要通信の確保に関する対策の推進を図る。 

(３) 移動通信系の活用体制 

    市は、関係機関等と連携し、移動系防災無線、携帯電話、衛星携帯電話、警察無線、アマ 

チュア無線等による移動通信系の活用体制の整備に努める。 

２ 情報の分析整理 

 (１) 専門家の活用体制 

    市は、必要に応じ専門家の意見を活用できる体制の整備に努める。 

 (２) 原子力防災関連情報の収集・蓄積と利用の促進 

市は、平常時より原子力防災関連情報の収集・蓄積に努める。また、それらの情報は、関係機

関の利用の促進が円滑に実施されるよう、国・県とともに情報のデータベース化、オンライン化

についてその推進に努める。 

(３) 防災対策上必要とされる資料の整備 

    市は、次の資料の適切な整備、更新、管理に努める。 

   ① 指定避難所又は重点地域からの避難者受け入れ可能施設及び屋内退避に適するコンクリー

ト建物に関する資料並びにあらかじめ定める避難要領 

   ② 特殊施設（学校、幼稚園、診療所、病院、高齢者福祉施設、身体及び精神障害者養護施設等）

に関する資料 

   ③ 原子力災害医療施設に関する資料 

   ④ 平常時環境放射線モニタリング資料 

   ⑤ 水源地及び上水道施設に関する資料 

   ⑥ 農産物の生産及び出荷状況 

   ⑦ 防護資機材の備蓄・配備状況 

   ⑧ 避難用車両の緊急時の運用体制及び調達体制 

   ⑨ 緊急事態発生時の連絡体制に関する資料 
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   ⑩ 避難所運用体制（広域避難を前提とした避難先自治体との調整済のもの） 

３ 通信手段・経路の多様化 

 (１) 防災行政無線の整備 

    保守点検の徹底及び難聴地域の解消に努める。 

 (２) 災害に強い伝送路の構築 

    市は、災害に強い伝送路を構築するため、有・無線系、地上系・衛星系等による伝送路の多様

化及び関連装置の二重化の推進に努める。 

 (３) 機動性のある緊急通信手段の確保 

    市は、通信衛星を活用した通信手段を確保するため、地域衛星通信ネットワークの可搬型衛星

地球局及び衛星携帯電話の活用に努める。 

 (４) 災害時優先電話等の活用 

    市は、ＮＴＴ等の電気通信事業者により提供されている災害時優先電話等を効果的に活用する

よう努める。 

 (５) 通信輻輳の防止 

    市は、移動通信系の運用において通信輻輳時の混信等対策に十分留意する。 

    このため、あらかじめ非常時における運用計画を定めておくとともに、関係機関の間で運用方

法について十分な調整を図る。この場合、周波数割当等による対策を講じる必要が生じたときは、

国（総務省）と事前の調整を行う。 

 (６) 非常用電源の確保及び保守点検 

    市は、防災拠点（庁舎及び白沢総合支所）及び指定避難所に設置する非常用電源設備及び通信

設備の適切な保守点検並びに補充用燃料調達方法の確認を行い、適切な管理を行う。 
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第５節 緊急事態応急体制の整備 

第５節 緊急事態応急体制の整備 

  市は、原子力災害時の応急対策活動（重点地域からの避難者受入を含む）を効果的に行うため、以

下に掲げる災害応急体制に係る事項を検討し、あらかじめ必要な体制を整備する。 

  また、検討結果を、第３章「災害応急対策」に反映させる。 

１ 警戒態勢をとるために必要な体制の整備 

市は、原災法第１０条に規定する特定事象発生を県から通知を受けた場合、速やかに職員の非常

招集、情報の収集・連絡が行えるよう、あらかじめ非常参集職員の名簿等を含む体制図を作成し、

参集基準や連絡経路を明確にしておくなど、職員の参集体制の整備を図る。また、事故対策のため

の警戒態勢をとるためのマニュアル等の作成など必要な体制を整備する。 

２ 災害対策本部体制等の整備 

   市は、内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出した場合、第２編、第１章、第１節「防災組織

の整備・充実」に準じ、災害対策本部を設置する。 

   また、市は、迅速な防護対策の実施が必要となった場合に備え、同節に準拠し防護対策の指示を

行う体制をとる。この際の意思決定は、次の順位による。 

１ 市長 ２ 副市長 ３ 教育長 ４ 市民部長 ５ 総務政策部長 

３ 長期化に備えた動員体制の整備 

   市は、事態が長期化した場合に備え、職員の動員体制をあらかじめ整備しておく。 

４ 防災関係機関相互の連携体制 

   市は、平常時から原子力防災専門官をはじめとする国、県、自衛隊、警察、消防、指定公共機関、

指定地方公共機関、その他の関係機関と原子力防災体制につき相互に情報交換し、各防災関係機関

の役割分担をあらかじめ定め、相互の連携体制の強化に努める。 

５ 消防の相互応援体制及び緊急消防援助隊 

   第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」第１０に準じ、相互応援体制の充実強化に努

める。さらに、消防本部と連携のうえ、緊急消防援助隊の迅速な派遣要請のための手順、受け入れ

体制、連絡調整窓口、連絡の方法の整備に努める。 

６ 自衛隊との連携体制 

   第２編、第２章、第８節「自衛隊災害派遣要請」に準じる。 

   また、適切な役割分担を図るとともに、いかなる状況において、どのような分野について、自衛

隊派遣が必要なのか、平常時よりその想定を行っておく。 

７ 広域的な応援協力体制の拡充・強化 

   市は、国、県と協力し、緊急時に必要な装備、資機材、人員、避難退域時検査場所等に関する広

域的な応援要請並びに必要に応じて、被災時に県内市町村と相互に後方支援を担える体制の整備に

向けて、県の協力のもと、市町村間の応援協定締結の促進を図り、応援先・受援先の指定、応援・

受援に関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機関の活動拠点、

応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制、広報支援等について必要な準備を整える。 

   なお、広域応援協定等の締結状況は、第２編、資料編のとおりである。 

８ 人材及び防災資機材の確保等に係る連携 

   市は、地震等による大規模な自然災害等との複合災害の発生により、防災活動に必要な人員及び
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防災資機材が不足するおそれがあることを想定し、人材及び防災資機材の確保等において、国、県

及び指定公共機関と相互の連携を図る。 

９ 複合災害に備えた体制の整備 

   市は、国及び県と連携し、複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が

複合化することにより、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象）の発生可能性を認識し、

地域防災計画による備えを充実する。 

  また、災害対策に当たる要員及び資機材等について、後発災害の発生が懸念される場合には、先

発災害に多くを動員し後発災害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性があることに

留意しつつ、要員・資機材の投入判断を行うよう対応計画にあらかじめ定めるとともに、外部から

の支援を早期に要請することも検討しておく。 
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第６節 避難収容活動体制の整備 

第６節 避難収容活動体制の整備 

１ 避難計画の作成 

   市は、重点地域の外に位置するため、避難計画の作成は求められていないが、平成２３年の東京

電力㈱福島第一原子力発電所事故に伴う放射能災害により、市外避難を継続している住民がいるこ

と、市域全域が原災法に基づく除染地域であることを踏まえ、市民の生命と身体及び財産を守る責

務により、福島県地域防災計画（原子力災害対策編）第２‐１２（避難収容活動体制の整備）に準

じて、屋内退避及び避難誘導のための避難要領を作成する。 

２ 指定避難所等の整備 

 (１) 市は、第２編、第１章、第１１節「避難対策」に基づき、避難所をあらかじめ指定する。（同、

資料編） 

    また、市は、国及び県の協力のもと、広域避難に係る市町村間による協定の締結を推進する等、

広域避難体制及び広域避難受入体制を整備する。 

 (２) 避難誘導用資機材、移送用資機材・車両等の整備 

    市は、県等と連携し、住民等の避難誘導・移送に必要な資機材・車両等の整備又は調達に努め

るものとする。 

    広域避難に係る避難誘導用資機材及び移送用資機材は、県広域避難計画に基づき整備する。 

また、車両については、都度関係機関と調整し確保するものとする。 

 (３) コンクリート屋内退避体制の整備 

 市は、コンクリート屋内退避施設についてあらかじめ調査し、具体的なコンクリート屋内退避

体制の整備に努める。 

 (４) 広域一時滞在に係る応援協定の締結 

    市は、県と連携し、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体

との広域一時滞在に係る応援協定を締結するなど、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手

順等を定めるよう努める。 

 (５) 応急仮設住宅の整備 

    市（災害救助法適用時は県）は、第２編、第２章、第１８節「応急仮設住宅」第１‐２に準拠

し、応急仮設住宅の整備に努める。 

 (６) 被災者支援の仕組みの整備 

    市は、第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」第３‐５により、被災者支援の仕組

みを担当する班を定める。 

 (７) 指定避難場所における設備等の整備 

    市は、指定避難場所で必要になると思われる仮設トイレ、マット、簡易ベッド、非常用電源、

通信機器のほか、要配慮者にも配慮した避難の実施に必要と思われる施設・設備の備蓄及び整備

に努めるとともに、被災者による災害情報の入手に資するテレビ・ラジオ等の機器の整備に努め

る。 

 (８) 物資の備蓄に係る整備 

    市は、食料、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備蓄に努める。 
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３ 要配慮者等の避難誘導・移送体制等の整備 

  第２編、第２章、第２２節「要配慮者対策」に準じる。 

４ 学校・医療機関等施設における避難計画の整備 

  第２編、第１章、第１１節「避難対策」第６に準じる。 

５ 不特定多数の者が利用する施設に係る避難計画の作成 

  第２編、第１章、第１１節「避難対策」第６－４に準じる。 

６ 住民等の避難状況の確認体制の整備 

  市は、避難のための立退きの指示等を行った場合において、第２編、第１章、第１節「防災組織

の整備・充実」第３‐５により、住民等の避難状況を確認する。 

  この際、未避難者に対しては、市消防団による避難勧奨と避難誘導あるいは避難搬送を行う。ま

た、指定避難所以外へ避難する住民からは、安否及び避難先を市に通報する仕組みの構築を図る。 

７ 本市以外の市町村に避難する被災者へ情報を伝達する仕組みの整備 

  市域の放射線量は、生活の継続に影響の無い数値ではあるが、平成２３年の東京電力㈱福島第一

原子力発電所事故に伴う放射能災害を踏まえると、世帯構成等によっては、県内外の本市以外の市

町村に自主避難することも想定できる。このような市外へ自主避難した住民への情報伝達は、避難

場所の特定が基本となるため、市外へ避難する住民は、避難先市町村での総務省全国避難者情報シ

ステムへの登録又は市へ安否及び避難場所の通報を行うことが求められる。 

  市は、市外避難者情報に基づき、必要な情報や支援・サービスを伝達する。 

８ 避難場所・避難誘導等の周知 

市は、避難場所や避難誘導方法（自家用車の利用、緊急避難に伴う交通誘導等を含む）、屋内退

避の方法等について、日頃から住民への周知徹底に努める。 

   なお、迅速な避難の実施には、具体的な避難計画を県、防災業務関係者及び対象住民が共通して

認識する必要があり、特定事象及び警戒事象発生の後の経過に応じた住民へ提供すべき情報等を整

理する。また、住民等に具体的な避難指示の伝達方法とともに、これらの計画の周知を行う。 
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第７節 緊急輸送活動体制の整備 

第７節 緊急輸送活動体制の整備 

１ 緊急輸送路の確保体制等の整備 

   市は、第２編、第１章、第１０節「緊急輸送路等の指定」により指定する市緊急輸送路の道路関

係設備について、緊急時を念頭に置いた整備に努める。 

 

 

第８節 救助・救急、医療、消火及び防護資機材等の整備 

第８節 救助・救急、医療、消火及び防護資機材等の整備 

１ 救助・救急活動用資機材の整備及び救助・救急機能の強化 

  市は、第２編、第２章、第７節「救助・救急」に準じ、救助・救急活動機能の強化に努める。ま

た、同編、第１章、第１３節「食料等の調達・確保、防災資機材等の整備、廃棄物処理計画の策定

及び罹災証明書発行体制の整備」に準拠し、必要な資機材の整備に努める。 

２ 原子力災害医療活動体制等への協力 

  市は、緊急時に県が行う住民等の健康管理、汚染検査及び除染等原子力災害医療について協力す

る。 

３ 消火活動用資機材等の整備 

  市は、第２編、第１章、第７節「火災予防対策」に準じ、消火活動用資機材等の整備に努める。 

４ 物資の調達、供給活動 

   市は、第２編、第１章、第１３節「食料等の調達・確保、防災資機材等の整備、廃棄物処理計画

の策定及び罹災証明書発行体制の整備」に準じ食料等の調達に努めるとともに、同編、第２章、第

１６節「救援対策」に準じ供給を行う。 

   また、備蓄は流通備蓄の活用を基本に、最小限の備蓄に努める。 

 

 

第９節 行政機関の業務継続計画の策定 

第９節 行政機関の業務継続計画の策定 

  市は、災害発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務継続のため、災害時に必要とな

る人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の強化を図

る必要があることから、庁舎（防災拠点）の避難先をあらかじめ定めておくとともに、業務継続計画

の策定等により、業務継続性の確保を図る。 

  また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的確保、定期的な教育・訓練・

点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し及び計画の評価・検

証等を踏まえた改訂等を行う。 
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第１０節 原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発 

第１０節 原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発 

 (１) 市は、住民等に対し原子力防災に関する知識の普及と啓発のために、次の事項について広報活

動を実施する。 

   ① 放射性物質及び放射線の特性に関すること 

   ② 原子力災害とその特性に関すること 

   ③ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること 

   ④ 緊急時に、市、県及び国が講ずる対策について 

   ⑤ 原子力災害時における情報、指示等の伝達方法に関すること 

⑥ コンクリート屋内退避所、指定避難所に関すること 

   ⑦ 要配慮者の支援に関すること 

   ⑧ 緊急時にとるべき行動 

   ⑨ 指定避難所での運営管理、行動等に関すること 

⑩ 安定ヨウ素剤の服用に関すること 

⑪ その他、必要と認める事項 

 (２) 市は、教育委員会等教育機関及び防災関係機関との連携の下、防災教育の実施に努める。教育

関係機関は、防災に関する教育の充実に努める。 

 

 

第１１節 防災訓練等の実施 

第１１節 防災訓練等の実施 

１ 訓練計画の策定及び実施 

  第２編、第１章、第１５節「防災訓練」に準じる。 
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第１２節 核燃料物質等の運搬中の事故に対する対応 

第１２節 核燃料物質等の運搬中の事故に対する対応 

  核燃料物質等の運搬事故については、輸送が行われる都度の経路が特定されるが、原子力施設のよ

うに事故発生場所があらかじめ特定されない特殊性を踏まえ、防災関係機関は次の対応をとる。 

 (１) 事故通報を受けた消防機関は、直ちにその旨を県北地方振興局に報告するとともに、事故状況

の把握に努め、事故の状況に応じて、消防職員の安全確保を図りながら、原子力事業者に協力し

て、消火、人命救助及び救急等必要な措置を実施する。 

 (２) 事故通報を受けた警察機関は、事故状況の把握に努めるとともに、事故の状況に応じて、警察

職員の安全確保を図りながら、原子力事業者等と協力して、人命救助、避難誘導及び交通規制等

必要な措置を実施する。 

 (３) 市は、事故の状況把握に努めるとともに、国の指示に基づき、事故現場周辺の住民避難等、一

般公衆の安全を確保するため、事故の状況に応じて、職員の安全確保を図りながら、必要な措置

を実施する。 

 

 

第１３節 災害復旧への備え 

第１３節 災害復旧への備え 

  市は、平成２３年の東京電力㈱福島第一原子力発電所事故に伴う放射能災害に伴う災害復旧の結果

を踏まえ、効果的な除染等の災害復旧のために国・県と協力して資料の収集・整備に努める。 
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第３章 緊急事態応急対策 

第３章 緊急事態応急対策 

第１節 基本方針 

第１節 基本方針 

  本章は、原災法第１５条に基づき原子力緊急事態宣言が発出された場合の緊急事態応急対策を中心

に示すものであるが、緊急事態宣言発出以外の場合であっても、市長が原子力防災上必要と認めると

きは、本章に準じて対応する。 

 

 

第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

１ 特定事象等発生情報等の連絡 

(１) 市は、以下の場合の報告及びその他必要と思われる事項について、県総合情報通信ネットワー

ク等により、県から連絡を受ける。 

① 情報収集事態が発生した場合 

情報収集事態（発電所所在町において震度５弱又は５強の地震が発生した場合、又は原子力

施設の運転に影響を及ぼすおそれがある核物質防護情報等が通報された）が発生した場合。 

② 警戒事態が発生した場合 

原子力発電所（以下「発電所」という。）において、原災法第１０条に基づく特定事象には

至っていないものの、その可能性がある事故・故障又はそれに準じる事故・故障等が発生した

場合。 

③ 施設敷地緊急事態 

発電所において、原災法第１０条に基づく特定事象が発生した場合。 

④ 全面緊急事態が発生した場合 

発電所において、発生した特定事象が原災法第１５条の規定に該当した場合。 

(２) 連絡を受けた特定事象に関し、県及び関係市町村への問い合わせは、緊急時対応の支障となら

ないよう、簡潔・明瞭に行うよう努める。原子力事業者への問い合わせは、原則として所在市町

村及び県に限る。 

 (３) 市は、県から通報・連絡を受けた事項について、関係する指定地方公共機関に連絡する。 

２ 応急対策活動情報の連絡 

(１) 特定事象発生後の応急対策活動情報、被害情報等の連絡 

① 市は、指定地方公共機関との間において、県から通報・連絡を受けた事項及び自ら行う応急

対策活動の状況等を、随時連絡し合い連絡を密にする。 

② 市及び県は、各々が行う応急対策活動の状況等について、相互の連絡を密にする。 

(２) 原子力緊急事態宣言後の応急対策活動情報、被害情報等の連絡 

① 市は、県災害対策本部からの通報・連絡により、国の原子力災害対策センター（オフサイト

センター）における住民避難・屋内退避状況等の把握等、常時継続的に必要な情報を共有する

とともに、自らが行う緊急事態応急対策について必要な調整を行う。 
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② 市は、必要に応じ県災害対策本部に職員を派遣し、必要な情報の収集に努める。 

３ 一般回線が使用できない場合の対処 

  大規模地震等の複合災害により一般回線が使用できない場合を想定し、平常時から衛星通信回線

の整備・点検に努める。 

４ 放射性物質又は放射線の影響の早期把握のための活動 

  市は、県が実施する緊急時モニタリング情報を収集するとともに、危険地域把握のため、市内全

域の環境モニタリング調査を実施し公表する。 
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第３節 活動体制の確立 

第３節 活動体制の確立 

１ 市の活動体制 

 (１) 事故対策のための警戒態勢 

   ① 市は、県が原災法第１０条の特定事象に対し災害対策本部を設置した場合、第２編、第２章、

第２節「職員の動員配備」に準じ、速やかに警戒配備の体制をとる。 

(２) 災害対策本部の設置 

① 市は、原子力災害対策本部長（内閣総理大臣、以下「総理大臣」という。）が、市域を含む

地域に係る原子力緊急事態宣言を発出した場合は、直ちに災害対策本部を設置し、非常配備体

制をとる。併せて、県災害対策本部へ設置報告をする。 

② 職員の動員配備 

    ア 第１次非常配備体制（第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」に準じる。） 

      市域へ放射性物質又は放射線による直接的影響はないが、原子力災害対策指針に基づく予

防的防護措置を準備する区域を含む市町村から、市への広域避難が災対法に基づき応援要請

があった場合又は応援の斡旋要請を求められた県から応援の要請があった場合、並びにこれ

らの応援要請が予想される場合。 

    イ 第２次非常配備体制（第２編、第２章、第２節「職員の動員配備」に準じる。） 

      市域へ放射性物質又は放射線による直接的影響があり、放射性ヨウ素防護区域での屋内退

避又は市内避難及び市域での屋内退避並びに総理大臣の避難措置指示により市外への広域

避難を要する場合、並びに広域避難措置指示が予想される場合。 

   ③ 災害対策本部における活動 

     市長は、総理大臣発出の緊急事態宣言が市域に放射性物質又は放射線による被害を及ぼすも

のである場合、国・県の指示等に基づき迅速な住民避難等の応急対策を実施する。 

    ア 災害対策本部の掌握事項 

・災害対策の総括に関すること 

・県災害対策本部への派遣要員に関すること 

・災害情報の収集に関すること 

・応急対策の決定及び実施に関すること 

・応急対策の実施状況に関する情報の収集に関すること 

・災害報道要請に関すること 

・市有施設に対する連絡に関すること 

・水道の給水制限の伝達に関すること 

・農作物の採取制限、農耕制限及び出荷制限の伝達に関すること 

・畜産物の出荷制限の伝達に関すること 

・市道施設の確保に関すること 

・教育施設との連絡に関すること 

・災害時応援協定締結自治体・団体及び企業等との連絡調整に関すること 

・「イ 各班の事務分掌」に定めること 

・その他、本部長が指示する事項に関すること 
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    イ 災害対策本部の組織及び各班の事務分掌 

      災害対策本部の組織編成及び事務分掌は、「本宮市災害対策本部条例」に基づき、次のと

おりとする。 

     ⅰ 災害対策本部組織 

       第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」に準じる。 

     ⅱ 災害対策本部事務分掌（総括部（本部事務局）） 

       第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」に準じる。 

     ⅲ 災害対策本部事務分掌（各部・各班） 

       第２編、第１章、第１節「防災組織の整備・充実」に準じる。 

 (３) 災害対策本部の解散 

① 市は、市域に係る原子力緊急事態宣言が解除され、災害応急対策が完了した又は対策の必要

がなくなった場合、災害対策本部を解散する。 

② 原災法第１０条に規定する特定事象発生通知に基づき、市長の判断により設置した災害 

対策本部は、特定事象が市域に及ぼす影響が皆無と判断される時点で解散する。 

③ 原子力緊急事態宣言解除後も、原子力災害対策指針に基づく予防的防護措置を準備する区域

を含む市町村から、市への広域避難が継続する場合は、災害対策本部事務局に災害対策本部機

能を縮小する。この場合、仮設住宅への広域避難終了をもって災害対策本部を解散する。  

(４) 防災関係機関に対する応援要請、職員の派遣要請 

   ① 市（本部事務局）は、必要に応じ、あらかじめ締結された応援協定等に基づき、他市町村に

対し速やかに応援要請を行う。 

   ② 協定等を締結していない市町村等への応援要請は、県に対して行う。 

③ 応援要請の内、人員派遣に係る詳細協議は総務政策部総務班が行う。 

   ④ 緊急消防救助隊の出動要請は、県に対して行う。 

 (５) 自衛隊の派遣要請 

    自衛隊の派遣要請は、県に対して行う。 

２ 防災業務関係者の安全確保 

   市は、緊急事態応急対策に関わる防災業務関係者の安全確保に努める。 

 (１) 防災業務関係者の安全確保 

    市は、防災業務関係者が被ばくする可能性のある環境下で活動する場合には、適切な被ばく管

理を事業主等に要請するとともに、災害時の異常心理下での活動において冷静な判断と行動がと

れるよう、併せて要請する。 

 (２) 職員の防護対策 

    市は、職員の被ばく管理を行う。 
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第４節 避難及び屋内退避 

第４節 避難及び屋内退避 

１ 避難及び屋内退避 

 (１) 避難のための準備 

市は、原災法第１０条の通知があり、市域に及ぶ原災法第１５条第３項による総理大臣の指示

が予想される場合は、直ちに災害対策本部を設置するとともに、住民の屋内退避又は避難のため

の準備として、避難等の範囲、避難道路、避難先の検討を開始する。併せて、住民輸送のための

車両の確保及び広報車等の準備を行う。 

市域が含まれない場合にあっても、原子力災害対策指針に基づく予防的防護措置を準備する区

域を含む市町村からの市内一時滞在要請が予測される場合は、避難受入調整及び指定避難所開設

準備の検討を開始する。 

 (２) 屋内退避及び避難の決定、実施 

① 市は、原災法第１５条第３項による総理大臣の指示に市域を含む場合、住民等に対する屋内

退避又は避難等の実施を決定し、住民等に対し屋内退避又は避難のための立退きの指示等を行

う。 

 (３) 避難 

    第２編、第１章、第１１節「避難対策」及び第２章、第９節「避難」に準じ別に定める「本宮

市避難実施要領」に基づく。 

 (４) 新型コロナウイルス等の感染症対策 

新型コロナウイルス感染症を含む感染症の流行下において、原子力災害が発生した場合、住民

等の被ばくによるリスクとウイルスの感染拡大によるリスクの双方から、住民の生命・健康を守

ることを最優先とする。避難又は一時移転を行う場合には、その過程又は避難先等における感染

拡大を防ぐため、避難所・避難車両等における感染者とそれ以外の者との分離、人と人との距離

の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。 

なお、市は、自宅等で屋内退避を行う住民に対し、放射性物質による被ばくを避けることを優

先し、屋内退避の指示が出されている間は原則換気を行わないよう指示する。 

２ 指定避難所 

 (１) 指定避難所における活動 

   ① 避難者等の情報把握 

市は、避難所に収容されている避難者情報を把握する。また、自主防災組織、民生児童委員、

介護保険事業者及び障害福祉サービス事業者等は、要配慮者の居場所や安否確認に努め、把握

情報を市に提供する。 

   ② 指定避難所の生活環境把握等 

市は、指定避難所における生活環境を常に良好な状態に努める。 

     また、長期避難に応じた、プライバシー確保、簡易ベッド等の活用、入浴施設設置の有無及

び利用頻度、洗濯等の頻度、医師・保健師・看護師・管理栄養士等の巡回頻度、寒暖対策の必

要性、食料の確保、配食及びごみ処理対策等、避難者の健康状態や避難場所の衛生状態確保に

向けた活動体制を定める。 

     さらに、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策として、避難所レイアウトや避難所内
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の動線を整理するとともに、避難所の３つの密（密閉・密集・密接）を防ぐよう努める。なお、

必要に応じペットスペース確保の検討を行う。 

   ③ 指定避難所における健康状況の把握等 

市は、避難所に収容されている避難者の健康状態を把握し、必要に応じ巡回救護や心のケア

を含めた対策に努める。 

     特に、要配慮者の心身の健康状態には特段の配慮を払い、必要に応じ市福祉避難所や福祉避

難室及び福祉施設への移送、介護職員の派遣、車椅子の配置等を、社会福祉協議会や福祉事業

者、ボランティア団体等の協力を得ながら、計画的に実施する。 

     市は、保健師等による巡回健康相談等を実施する。 

     市は、必要に応じ仮設トイレを設置するほか、清掃・し尿処理・生活ごみ収集処理等に必要

な措置を講じ、衛生状態の保持に努める。 

   ④ 指定避難所の運営における配慮 

市は、避難所に収容されている避難者の性差に配慮する。また、子育てニーズに配慮する。

さらに、避難場所の運営にあたっては、女性の参画を推進する。 

   ⑤ 二次避難所への移動 

市は、国と連携し、災害の規模、避難者の避難及び受入状況、避難の長期化が見込まれる場

合又は新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策をかんがみ、必要に応じて、二次避難所と

して旅館やホテル等への移動を避難者に促す。 

⑥ 避難所の早期解消 

市は、災害の規模、避難の長期化及び避難所の収容状況にかんがみ、必要に応じ、旅館やホ

テル等の借上げ、応急仮設住宅の提供、公営住宅の活用及び借上げ住宅の斡旋・活用等により、

避難所の早期解消に努める。 

⑦ 応急仮設住宅における配慮 

市は、応急仮設住宅の必要がある場合は、速やかに国及び県と協議のうえ建設する。ただし、

建設に当たっては、二次災害に十分配慮するとともに、必要に応じて、応急仮設住宅における

家庭動物の受け入れに配慮する。 

また、避難者の入居に係る事務を行い、その円滑な入居の促進に努める。なお、応急仮設住

宅建設に必要な資機材が不足し調達の必要がある場合は、国及び県に資機材の調達を要請する。 

３ 広域一時滞在 

 (１) 県等との調整 

    「本宮市避難実施要領」に基づく。県又は該当市町村との調整手続きは次による。 

① 市は、市域外への広域的な避難が必要と判断した場合は、県内一時滞在の場合は避難先市町

村と直接協議し、県外一時滞在の場合は避難先市町村の管轄都道府県との協議を県に求める。 

② 市は、県内一時滞在受入市町村の受入能力等に基づく広域一時滞在に関する助言を、県に要

請する。 

③ 市は、原子力災害対策指針に基づく予防的防護措置を準備する区域を含む市町村からの市内

一時滞在要請に対し、市指定避難所の中から受入施設を指定し受け入れる。 

４ 安定ヨウ素剤の服用 

 (１) 市は、原子力災害対策指針を踏まえ、安定ヨウ素剤の服用に係る防護対策の指標を超える放射

性ヨウ素の放出又はそのおそれがある場合には、国が決定した方針に従い、直ちに服用対象の避
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難者等が安定ヨウ素剤を服用できるよう努める。なお、安定ヨウ素剤服用に関し必要な事項は別

に定める。 

 (２) 安定ヨウ素剤服用に係る防護対策の指標は、防災指針に基づき、性別・年齢に関係なく全ての

対象者に対し一律に、放射性ヨウ素による小児甲状腺等価線量の予測線量１００ミリシーベルト

とする。 

 (３) 安定ヨウ素剤服用は、防護対策としての屋内退避若しくは避難との総合対策として行う。 

５ 要配慮者等への配慮 

 (１) 要配慮者等への支援活動 

   ① 市は、避難誘導及び避難所での避難生活に際し、要配慮者及び一時滞在者健康状態に配慮し、

避難場所での健康状態に把握、福祉施設等職員等の応援体制及び応急仮設住宅への優先入居、

高齢者、障がい者向け応急仮設住宅の設置等に努める。 

   ② 病院等医療機関及び社会福祉施設は、原災法第１５条第３項による総理大臣指示に基づく避

難指示があった場合は、あらかじめ機関・施設長が定める避難計画等に基づき、迅速かつ安全

に避難又は他の医療機関へ転院（所）させる。 

６ 学校等施設における避難措置 

  学校施設等は、生徒等の在校時に原災法第１５条第３項による総理大臣指示に基づく避難指示が

あった場合は、あらかじめ学校等の長が定める避難計画等に基づき、迅速かつ安全に避難させる。

児童等の避難並びに保護者への引き渡しを行った場合は、市に速やかに報告する。 

７ 不特定多数のものが利用する施設における避難措置 

  社会教育施設、興行場、駅及びその他不特定多数のものが利用する施設は、原災法第１５条第３

項による総理大臣指示に基づく避難指示があった場合は、あらかじめ施設等の長が定める避難計画

等に基づき、迅速かつ安全に避難させる。 

８ 警戒区域の設定、避難指示の実行を上げるための措置 

  災対法第６３条に基づく警戒区域設定は、第２編、第２章、第９節「避難」に準じる。なお、警

戒区域を設定した場合、郡山北警察署本宮分庁舎は、災害の拡大防止のため、福島県地域防災計画

第２編、第３章、第１３節「災害警備活動及び交通規制措置」に基づき、必要な措置を講ずる。 

  また、市は消防本部及び市消防団と連携し、居住者の生命又は身体に対する危険を防止するため、

避難の指示に従わず警戒区域にとどまる住民に対し、事態の状況等を説明し避難の説得に努める。

この場合でも、さらに危険な事態が発生するおそれがある場合には、必要な勧奨又は指示を行う。

さらに、警戒区域内にとどまる住民が要配慮者で、自助又は共助による避難が困難と判断される場

合は、避難所まで誘導する。 

９ 飲食物及び生活必需品の供給 

  第２編、第２章、第１６節「救援対策」に準拠する。 

  原子力災害対策指針に基づく予防的防護措置を準備する区域を含む市町村からの避難者に対し

ても、避難元市町村と連携し、かつ県へも協力を要請しながら、供給・分配を行う。 

  供給・分配に際しては、可能な限り要配慮者のニーズや、男女のニーズの違いに配慮する。 
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第５節 治安の確保及び火災の予防 

第５節 治安の確保及び火災の予防 

  郡山北警察署本宮分庁舎は、災害時における治安の確保に万全を期す。特に、警戒区域やその周辺

において、パトロール等により盗難等の各種犯罪の未然防止に努める。 

  また、消防本部及び市消防団は、警戒区域及びその周辺に限らない市域の火災予防に努める。 

警戒区域内における活動は、二次被害を防止するため、放射線量等の情報収集と防護対策に努める。 

 

 

第６節 飲食物の摂取制限及び出荷制限 

第６節 飲食物の摂取制限及び出荷制限 

１ 採取、摂取制限及び出荷制限 

 (１) 摂取制限、出荷制限及び制限解除は、国の指示又は緊急時環境放射線モニタリングの結果と国

が定める飲食物摂取制限に関する指標に基づき、制限地区の農畜産物の採取、漁業の禁止、出荷

の禁止が、市に指示される。 

    飲料水水源についても、前述指標に基づき、汚染水源の使用禁止、汚染飲料水の飲用禁止の措

置及び解除が決定され、市に指示される。 

市は、指示に基づき、住民、生産者及び生産流通関係機関・団体並びに水道事業管理者に指示

する。 

 (２) 飲料水、飲食物の摂取制限等の措置が指示され、生活に必要な飲料水、飲食物が不足する場合、

市は、県地域防災計画一般災害対策編、第３章、第１６節、第１「給水救援対策」及び同第２「食

料救援対策」に基づき、県に協力し関係住民等への応急対策を講ずる。 
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第７節 緊急輸送計画 

第７節 緊急輸送計画 

１ 緊急輸送活動 

 (１) 緊急輸送の順位 

    市は、総理大臣が市域を含む地域に係る原子力緊急事態宣言を発出した場合、緊急輸送の円滑

な実施を確保するため、必要に応じて、次の順位を原則として、県等防災関係機関と調整の上、

緊急輸送を行う。 

  第１順位 人命救助、救急活動に必要な輸送、合同対策協議会のメンバー 

  第２順位 避難者の輸送、災害状況の把握・進展予測のための専門家・資機材の輸送 

  第３順位 災害応急対策を実施するための要員・資機材の輸送 

 第４順位 住民の生活を確保するために必要な物資の輸送 

    第５順位 その他災害応急対策のために必要な輸送 

 (２) 緊急輸送の範囲 

    緊急輸送の範囲は、次のとおりとする。 

   ① 救助・救急活動、医療・救護活動、消火活動に必要な人員及び資機材 

   ② 負傷者、避難者等 

   ③ コンクリート屋内退避所及び避難所を維持管理するために必要な人員及び資機材 

   ④ 合同対策協議会のメンバー（国の現地対策本部長及び県の現地本部長、市町村の災害対策本

部長等）、災害応急対策要員（現地本部要員、国の専門家、情報通信要員）及び必要とされる

資機材 

   ⑤ 食料、飲料水等生命の維持に必要な物資 

   ⑥ その他緊急に輸送を必要とするもの 

  

(３) 緊急輸送体制の確立 

   ① 市は、関係機関との連携により、輸送の優先順位、乗員及び輸送手段の確保状況、通行可能

な道路や交通の混雑状況等を勘案し、円滑に緊急輸送を実施する。 

   ② 市は、人員及び車両等に不足が生じた場合は、指定行政機関及び指定地方行政機関、県、関

係指定公共機関、公共的団体・防災関係機関（以上、第２編、資料編参照）、並びに、市内自

動車運送事業者に支援を依頼する。 

 (４) 緊急輸送のための交通確保 

   ① 郡山北警察署本宮分庁舎は、現場の警察官及び関係機関等からの情報等により、交通状況を

迅速に把握する。 

② 郡山北警察署本宮分庁舎は、緊急輸送のための通行確保について、被害の状況、緊急度、重

要度を考慮し、交通規制等を行う。 

   ③ 郡山北警察署本宮分庁舎及び道路管理者は、交通規制にあたって、現地の交通状況の情報を

共有するなど、相互に密接な連絡をとる。 
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第８節 救助・救急、消火及び医療活動 

第８節 救助・救急、消火及び医療活動 

１ 救助・救急及び消火活動 

(１) 資機材の確保 

市は、総理大臣が市域を含む地域に係る原子力緊急事態宣言を発出した場合、救助・救急及び消

火活動が円滑に実施できるよう、必要に応じ県その他民間からの協力により、救助・救急及び消火

活動のための資機材を確保するなどの措置を講ずる。 

 (２) 応援要請 

市は、災害の状況等から必要と認められる場合、消防庁、県等に対し応援を要請する。この場合、

必要とされる資機材は、応援側が携行することを原則とする。 

 (３) 緊急消防援助隊等への応援要請 

市は、市内の消防力では対処できないと判断した場合、速やかに、広域消防応援、緊急消防援助

隊の出動を県に要請する。 

    要請にあたっては、次の事項に留意する。 

   ① 救急・救助及び火災の状況並びに応援要請の理由、応援の期間 

   ② 応援要請を行う消防機関の種別と人員 

   ③ 市への進入経路及び集結（待機）場所 

２ 原子力災害医療活動 

   市は、県が行う緊急時の住民等の健康管理、汚染検査、除染等原子力災害医療に協力する。 
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第９節 住民等への的確な情報伝達活動 

第９節 住民等への的確の情報伝達活動 

１ 住民等への情報伝達活動 

 (１) 市は、原子力災害の特殊性（放射性物質及び放射線による影響が五感に感じない）を踏まえて、

緊急時における住民等の心理的動揺又は混乱を抑え、異常事態による影響をできる限り低くする

ため、住民等に対し的確な情報提供と広報を迅速かつ的確に行う。 

    第２編、第２章、第６節「災害広報」に準じる。 

    なお、災害広報にあたっては、情報の発信源を明らかにするとともに、専門用語やあいまいな

表現を避け、理解しやすく誤解を招かない表現に留意する。 

 (２) 市は、住民等のニーズを十分把握し、モニタリングの結果、農林畜産物の放射性物質調査の結

果及び出荷制限等の状況、市が講ずる健康調査等の施策に関する情報、通行規制等の情報を、正

確かつきめ細やかに提供する。 

    提供にあたっては、要配慮者、一時滞在者、在宅避難者、応急仮設住宅として供与される借上

げ住宅避難者、所在を把握できる広域避難者等に配慮した伝達に留意する。 

 (３) 市は、避難状況の的確な把握に向け、市指定避難所以外に避難する場合、市災害対策本部に居

場所、連絡先及び安否を連絡するよう、住民等へ周知する。 

２ 住民等からの問い合わせに対する対応 

   市は、必要に応じ、速やかに市災害対策本部事務分掌に基づく被災者相談窓口を開設する。 

 

 

第１０節 自発的支援の受入等 

第１０節 自発的支援の受入等 

１ ボランティアの受入 

  第２編、第２章、第２３節「ボランティアとの連携」に準じる。 

２ 国民等からの義援物資、義援金の受入 

   第２編、第３章、第２節「被災地の生活安定」第１「義援金」に準じる。 

 

 

第１１節 行政機関の業務継続に係る措置 

第１１節 行政機関の業務継続に係る措置 

１ 市行政業務の退避 

(１) 市は、総理大臣が市域を含む地域に係る原子力緊急事態宣言を発出し、庁舎の所在地が避難の

ための立退きの指示等を受けた地域に含まれる場合、災害対策本部において退避先を決定すると

ともに住民等へ周知する。なお、市の行政業務は、住民等の避難、学校等における生徒等の避難

を優先したうえで、退避を実施する。 

 (２) 市は、あらかじめ定める業務継続計画に基づき、災害応急対策をはじめとする、退避後も継続

する必要がある業務については、退避先において継続して実施する。
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第４章 災害復旧対策 

第４章 災害復旧対策 

第１節 基本方針 

第１節 基本方針 

  本章は、原災法第１５条第４項の規定に基づき、市域を含む地域の原子力緊急事態解除宣言が発出

された場合の原子力災害事後対策を示すものであるが、これ以外の場合にあっても、原子力防災上必

要と認められるときは、本章に準じて対応するものとする。 

 

 

第２節 緊急事態解除宣言後の対応 

第２節 緊急事態解除宣言後の対応 

  市は、市域を含む地域の原子力緊急事態解除宣言が発出された場合においても、原子力被災者生活

支援チームと連携し、原子力災害事後対策や被災者の生活支援を実施する。 

なお、原子力災害対策指針に基づく予防的防護措置を準備する区域を含む市町村からの市内一時滞

在者に対しても、避難元市町村と連携した生活支援に努める。 

 

 

第３節 原子力災害事後対策実施区域における避難区域等の設定 

第３節 原子力災害事後対策実施区域における避難区域等の設定 

  市は、市域を含む地域の原子力緊急事態解除宣言が発出された場合、国及び県と協議のうえ、状況

に応じた避難区域の見直しを行い、原子力災害事後対策を実施すべき区域を設定する。 

 

 

第４節 放射性物質による環境汚染への対応 

第４節 放射性物質による環境汚染への対応 

  市は、国、県、原子力事業者及びその他の関係機関とともに、放射性物質に汚染された物質の除去

及び除染作業を実施し、放射性物質による環境汚染に対処する。 
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第５節 各種制限措置の解除 

第５節 各種制限措置の解除 

１ 各種指示の解除 

   市は、県が放射線による影響を受けるおそれがなくなったと認め、原子力災害応急対策として 

指示された、屋内退避又は避難について解除の指示がされた場合、屋内退避又は避難している住民

に対し、解除を伝達する。 

２ 各種制限措置の解除 

  市は、１と同様に県が放射線による影響を受けるおそれがなくなったと認め、緊急事態応急対策

として指示された、立入制限、交通規制、飲料水・飲食物の摂取制限及び農畜産物の採取・出荷制

限等各種制限措置の解除が指示された場合、住民及び関係団体等に伝達する。 

 

 

第６節 災害地域住民に係る記録等の作成 

第６節 災害地域住民に係る記録等の作成 

１ 避難及び屋内退避住民の記録 

市は、市域を含む地域の原子力緊急事態宣言が発出され、避難及び屋内退避の措置を伝達した住

民等が、災害時に当該地域に所在した旨を証明し、また、避難所等における措置について様式を定

め記録する。 

２ 災害応急対策の記録 

   市は、被災地の汚染状況図、応急対策措置及び事後対策措置を記録する。 

３ 住民健康調査の記録 

 (１) 市は、県が行う原子力災害時に防護対策を講じた地区住民に対する健康調査に協力する。 

 (２) 市は、ホールボディカウンターによる市民の健康実態を検査し、記録する。 

 (３) 市は、放射性物質及び放射線による心身の健康に与える影響について、県と連携し、相談窓口

を開設する。 

 

 

第７節 被災者等の生活再建等の支援 

第７節 被災者等の生活再建等の支援 

１ 生活再建等の支援 

  市は国・県と連携し、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給や貸付の

迅速な処理のための仕組みの構築に努める。また、生業や就労の回復による生活資金の継続的確保、

コミュニティの維持回復に努めるとともに、原子力災害対策指針に基づき心身の健康管理体制を整

備し、生活全般にわたるきめ細かな支援に努める。 

２ 広報及び相談体制の整備 

  市は、国・県と連携し、被災者の自立に対する援助及び助成措置に関し、被災者に広報する。 

また、広域避難で市外に避難した被災者及び原子力災害対策指針に基づく予防的防護措置を準備

する区域を含む市町村からの市内一時滞在者に対して、避難先市町村又は避難元市町村と協力し必



本宮市地域防災計画（原子力災害対策編） 

第４章 災害復旧対策                          第７節 被災者等の生活再建等の支援 

317 

要な情報や支援・サービスの提供に努める。 

３ 災害復旧基金等の検討 

   市は県と連携し、被災者の救済及び自立支援、被災地域の総合的な復旧・復興対策等をきめ細か

に、かつ、機動的・弾力的に進めるために、特に必要がある場合は、災害復興基金の設置等の手法

を検討する。 

 

 

第８節 被災中小企業等に対する支援 

第８節 被災中小企業等に対する支援 

  市は、国・県と連携し、必要に応じ災害復旧高度化資金貸付、小規模企業設備資金貸付及び中小企

業体質強化資金貸付等により、設備復旧資金及び運転資金の貸し付けを行う。 

  また、支援措置を広く広報するとともに、被災中小企業の相談を受付ける。 

 

 

第９節 風評被害等の影響の軽減 

第９節 風評被害等の影響の軽減 

  市は、国及び県と連携し、原子力災害による風評被害等の未然防止又は影響を軽減するため、農林

業及び地場産業の商品等の適正な流通の促進のために、広報活動を行う。 

 

 

第１０節 損害賠償の請求等に必要な書類の記録 

第１０節 損害賠償の請求等に必要な書類の記録 

１ 損害調査への協力 

 市は、県が行う、将来の医療措置及び損害賠償の請求に資するため、次に掲げる事項に起因した

損害調査に協力する。 

 

   ① 屋内退避、避難の措置 

   ② 飲食物の摂取制限及び農畜水産物に対する出荷制限措置 

   ③ 立入制限措置 

   ④ 農耕制限措置 

   ⑤ 狩猟・漁獲制限措置 

   ⑥ 市が指示した措置 
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